
  

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

  

23 

足立区 

政策経営部 政策経営課 

令
和
７
年
度 

足
立
区
行
政
評
価
① 

令和７年９月 

令和６年度事業実施分 
 

施策評価調書 



施策体系及び施策評価調書　目次

【令和７年度行政評価（令和６年度事業実施分）自己評価結果の概要】　

記載ページ

概要-1

概要-3

1 概要-3

2 概要-4

概要-5

概要-6

【ひと】　自己肯定感を持ち、生き抜く力を備えた人

施策群
個別施策評価
調書ページ

1.1 1

1.2 5

1.3 9

1.4 13

1.5 19

2.1 23

2.2 27

2.3 33

【ひと】　自ら考え行動し、その成果を地域に活かす人

施策群 ページ

3.1 37

3.2 41

3.3 45

4.1 49

4.2 53

4.3 57

4.4 61

【くらし】　地域とともに築く、安全なくらし

施策群 ページ

5.1 65

5.2 69

5.3 73

5.4 77

5.5 81

6.1 85

6.2 89

【くらし】　いつまでも健康で住み続けられる安心なくらし

施策群 ページ

7.1 93

7.2 99

7.3 105

7.4 109

7.5 115

　１　家庭・地域と連携し、子どもの学びを支え育む

　２　妊娠から出産・子育てまで切れ目なく支える

　３　生涯にわたる学習・文化・スポーツ活動を実践できる仕組みをつくる

　４　多様な個性やライフスタイルを認めあう風土を醸成する

　５　区民の命や財産を守り、くらしの安全を確保する

ユニバーサルデザインの推進

施　策

消費者被害や特殊詐欺被害を未然に防ぎ、区民の暮らしを守る

ビューティフル・ウィンドウズ運動のさらなる推進

施　策

高齢者、障がい者のセーフティネット（虐待対応等）と権利擁護

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられる、地域包括ケアシステムなどの体制の充実

障がい者などが必要なときに必要な支援を受けられる体制の充実

　７　高齢者、障がい者などの生活のサポート体制を充実する

　６　環境負荷が少ないくらしを実現する

施　策

施　策

くらしやしごとに困っている人が、状況に応じた保障や支援を受けられる体制の強化・充実

民生・児童委員などとの連携強化等を通じ、地域で支え合う体制の充実

感染症対策の充実

食品等の安全確保と生活環境の維持・改善

反社会的団体等の排除

地球温暖化対策の推進

ごみの減量・資源化の推進

文化・芸術活動の充実と郷土の歴史継承の支援

生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

人権尊重意識の啓発

男女共同参画社会の推進

多文化共生社会の実現

生涯スポーツ活動の充実と地域還元

課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援の充実

子育てと仕事の両立支援（待機児童対策と教育・保育の質の向上）

安全・快適に学べる教育施設の整備と学校運営の充実

子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

虐待の防止とひとり親家庭への支援

項目

　評価調書の項目説明

施策評価調書

事務事業評価調書

各指標の達成状況

令和６年度実績　施策　成果指標の達成率の分布割合

　自己評価結果の概要

児童・生徒の心身の健全な発達の支援

確かな学力の定着に向けた就学前から義務教育期までの取組み



施策体系及び施策評価調書　目次

【くらし】　いつまでも健康で住み続けられる安心なくらし

施策群 ページ

8.1 119

8.2 123
8.3 127

【まち】　地域の個性を活かした都市基盤が整備されたまち

施策群 ページ

9.1 131

9.2 135

9.3 139

10.1 143

10.2 147

11.1 151

11.2 155

11.3 159

11.4 163

【まち】　活力とにぎわいのあるまち

施策群 ページ

12.1 167

12.2 173

【行財政】　区民の活躍とまちの活力を支える行財政

施策群 ページ

13.1 177

13.2 181

14.1 185

14.2 191

15.1 195

15.2 199

16.1 203

16.2 207

16.3 211

施　策

就労・雇用支援の充実

施　策

施　策

　９　災害に強いまちをつくる

公有財産の活用と長寿命化の促進

デジタルシフトに挑み、区内産業の成長を支え、地域の活力を高める

協創推進体制の構築

地域活動の活性化

　１３　多様な主体による協働・協創を進める

　１４　戦略的かつ効果的な行政運営を行う

　１５　区のイメージを高め、選ばれるまちになる

　１６　次世代につなげる健全な財政運営を行う

　１２　地域経済の活性化を進める

持続可能な医療保険制度の運営

将来にわたり安定した財政運営の推進

自主財源の確保

効果的かつ効率的な区政運営の推進

戦略的な人事管理・組織運営の推進

魅力の発掘・創出とプラスイメージへの転換

効果的な情報発信と区政情報の透明化

安心して住み続けられる住宅環境の整備

緑のある空間の創出や自然環境の保全

スムーズに移動できる交通環境の整備

安全に利用できる道路環境の整備

良好な景観の形成と快適なまちづくりの推進

エリアデザイン計画の推進による拠点開発の展開

震災や火災などに強いまちづくりの推進

震災に備え区民意識の向上と地域防災力の強化

水害の防止と水害に備えた区民意識の向上

　１１　地域の特性を活かしたまちづくりを進める

　10　便利で快適な道路・交通網をつくる

住んでいると自ずと健康になれる仕組みの構築

地域における保健・医療体制の充実

施　策



 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和７年度行政評価 

 

 
 

自己評価結果の概要 
（令和６年度事業実施分） 

 



 
 
 

 

足立区は、平成２８年１０月に、３０年後を見据えた区民と行政の共通の目標とな

る「足立区基本構想」を策定しました。 

基本構想で示した将来像「協創力でつくる 活力にあふれ進化し続ける ひと・ま

ち 足立」の実現に向け、基本計画では、区政全体の目標や基本的な考え方、具体的

な施策を、「ひと」「くらし」「まち」「行財政」の４つの視点、７つの柱立て、      

１６の施策群、５２の施策により体系的に整理し、中間年にあたる令和２年度には中

間検証を行い、令和３年３月に改定を行いました。その結果、施策は５０に集約され

ました。 

足立区では、行政評価を「区役所が行う様々な活動を、一定の基準・視点にしたが

って定期的に評価し、そこで得られた評価結果を次の計画立案や事業改善へと反映さ

せる一連の作業」と定義し、ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる区政経営の一連の

過程の中で実施しています。また、「行政評価制度」を通じて計画の進捗管理を行っ

ています。 

基本計画についても、５０の施策全てにその目指すべき姿や方向性の達成度を測る

具体的な指標と数値目標を掲げ、行政評価を実施しています。 

このたび、施策および事務事業について、自己評価結果（令和６年度事業実施分）

をまとめましたので、ご報告いたします。 

 

 

【ＰＤＣＡのマネジメントサイクル】 

 

令和７年度行政評価（令和６年度事業実施分） 
自己評価結果の概要 

従来の実績や将来の予測などを
もとにして業務計画を作成する

計画に沿って業務を行う

業務の実施が計画に沿って
いるかどうかを確認する

実施が計画に沿っていない
部分を調べて処置をする

Plan

DoCheck

Action
(改善) (計画)

(実施)(評価)

CheckからActionまでの流れが行政評価 

区民評価結果の概要

概要-1



【評価の体制】 

施策評価についてはその施策を担当している部、事務事業評価については実際に

事業を実施している課が自己評価を行っています。

  

  

【自己評価の対象】 

・ 施策評価：基本計画の全ての施策（５０施策） 

・ 事務事業評価：令和６年度に実施した全ての事務事業（６４８事業） 

※ 事務事業の評価結果は、別冊「事務事業評価調書」に記載しています。

自己肯定感を
持ち、生き抜く
力を備えた人

自ら考え行動
し、その成果を
地域に活かす
人

地域とともに
築く、安全な
くらし

いつまでも
健康で住み
続けられる
安全なくらし

地域の個性
を活かした
都市基盤が
整備された
まち

活力と
にぎわいの
あるまち

区民の活躍
とまちの活力
を支える行財
政

７つの柱立て

16の施策群

50の施策

事務事業

重点プロジェクト事業

足立区基本計画

足立区基本構想

「協創力でつくる 活力にあふれ 進化し続ける ひと・まち・足立」

４つの視点

将来像

ひと くらし まち 行財政

施策 50 施策

重点プロジェクト事業
評価対象の 43 事業

部内評価（1次評価）

一般事務事業(633 事業)

選定された一部の事務事業

15 事業 

庁内評価（2 次評価）

庁内評価委員会
政策経営部、総務部

を中心に委員会を構

成。全庁的な視点で

検証・評価します。

外部評価（３次評価）

区民評価委員会
学識経験者と公募によ

る区民 16 名で構成。

区民及び専門家の視

点で検証・評価します。

自己評価 第三者評価（参考:重点プロジェクトと一部の事務事業のみ）

二次評価以降に進まない事務事業

重点プロジェクト事業 

施策評価 

事務事業評価 

区民評価結果の概要
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【評価調書の項目説明】 

１ 施策評価調書 

（１）協働・協創の取組み 

   協働・協創の取り組み状況を見える化するために設けた評価項目です。 

（２）SDGs が目指す目標（ターゲット）との関連及び評価 

   令和２年度に実施した基本計画の中間検証において、各施策と SDGs の１７の

目標との関係を整理しました。本項目は、各施策における SDGs の１７の目標と

の関係や取り組み状況を具体的に評価するため、新たに設けた項目です。 

（３）指標 

区が保有するデータまたは世論調査の結果等の活用により数値を把握できる

もので、できるだけ区民の生活や意識、行動などの変化を測れるものとしていま

す。 

（４）目標値、実績値 

基本計画で定めた数値を基本に記載しています。 
なお、中間検証により指標を変更したもの、新規に指標を設定したもののうち、

実績値と目標値が遡って取れないものについては、「－」としています 

指 
標 

指標名

定義等

単 位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目 標 値 

目 標 値 - 

実 績 値 R6  

達 成 率 

また、「３ 投入コスト」については、「現年度（令和７年度）」を斜線にし

ています。 

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

事業費 

人件費 

総事業費 

前年比（金額） 

（５）施策への貢献度（事業一覧の右端欄）

各施策に配置した事業について絶対評価（A・B・C）で示しています。施策目

的の達成に貢献した度合いで評価しています。 

区民評価結果の概要
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（６）２次評価および最終評価について 

現在、庁内評価委員会(２次評価)および区民評価委員会(最終評価)では、「重

点プロジェクト事業（※）」と「一般事務事業の一部」を対象として評価を実施

しています。施策と事務事業（庁内評価委員会および区民評価委員会の評価対象

の事務事業を除く）については自己評価までとしています。そのため、施策評価

調書の下記の欄は空欄となっています。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 「基本計画」で定めた「ひと」「くらし」「まち」「行財政」の４つの視点に基

づき、刻々と変化する課題に迅速かつ的確に対応するため、特に優先度の高い取

り組みを重点プロジェクトとして選定しています。 

 

 

２ 事務事業評価調書 

（１）指標 
その事業で実施した取組みの量や結果などを示すものとしています。 

（２）投入資源（人件費） 
常勤・非常勤職員の平均給与で算出しています。 

（３）視点別事務事業評価 
妥当性、有効性など６分野１０項目で評価しています。 

（４）総合評価 
事業の評価を総合的に判断し、拡充・縮小等６つの項目で評価しています。 

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 

評価の反映結果 

5 庁内評価委員会-２次評価 6 区民評価委員会-最終評価 

反映結果 

達成状況 

方 向 性 

区民評価結果の概要
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【令和６年度実績 施策 成果指標の達成率の分布割合】 

１ 足立区基本計画の目標値に対する令和６年度の達成状況について 

足立区基本計画の目標値に対する各施策の成果指標の達成率は、５割超の指標が

約８８％で、令和５年度と比べるとほぼ横ばいとなっております。 

一方、達成率が７割未満の指標は約２６％存在しています。特に達成率の低い指

標については、早急な原因分析のうえ新基本計画で掲げた施策の取組みに反映し

てまいります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

達成率 指標数 比率

100％以上 28 24%

90％以上100％未満 41 34%
80％以上90％未満 11 9%
70％以上80％未満 11 9%
60％以上70％未満 11 9%
50％以上60％未満 3 3%
50％未満 14 12%

合計 119 100%

※ 成果指標総数は 120 ありますが、毎年アンケート調査を実施していない等、事情により実績値を算出できない指標は  

除外しています。 
※ 1 施策につき複数の成果指標を設定しているため、指標数と施策数は一致していません。 
※ 比率は四捨五入しているため、必ずしも合計値が 100 にならない場合があります。 

区民評価結果の概要
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【成果指標①】
小児生活習慣病予防健診における「管理不要」と「正常」の割合（中
学２年生）

75.30% 75.90% 79% 96%

【活動指標①】
ごはん、みそ汁、目玉焼き程度の料理を自分で作ることができる子ど
もの割合

58% 56% 100% 56%

【成果指標②】
むし歯のある児童・生徒の割合
※低減目標

33.1% 30.8% 36% 117%

【活動指標②】
給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小・中学校の割合
（※小学校）

25.4% 59.7% 100% 60%

【成果指標③】
全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」
に肯定的回答をした小・中学生の割合（※小学６年生）

96.4% 96.0% 100% 96%

【活動指標③】
教員対象の人権教育の研修会の参加小・中学校の割合

100.0% 100.0% 100% 100%

【成果指標①】
基本的生活習慣が身についている小学１年生の割合

89.8% 86.9% 90% 97%

【活動指標①】
教育・保育力向上研修（年齢別運動遊び研修を含む）への参加職員
数（保育士、幼稚園教諭等）

2,097 2,252 2,100 107%

【成果指標②】
「全国学力・学習状況調査」における国の正答率との差（※国語）

0.7 -2.0 5.0 90%

【活動指標②】
「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯
定的な回答をした児童・生徒の割合（※小学生）

87.9% 87.7% 90% 97%

【成果指標③】
「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定
的な回答をした児童・生徒の割合（※小学生）

75.1% 76.1% 80% 95%

【活動指標③】
協働的な学習の中で児童・生徒にプレゼン機能を活用させた教員の
割合（※小学校）

63.2% 67.7% 70% 97%

【成果指標①】
就学相談により、障がいがある等の特別な支援が必要な児童・生徒
の就学先が決定した割合

99% 99% 100% 99%

【活動指標①】
就学相談を実施した件数

1,198 1,279 1,220 105%

【成果指標②】
不登校発生率（小学校）

1.92% 2.38% 0.74% 31%

【活動指標②】
校内委員会において支援方法等を協議した延べ回数
（参考：対象児童・生徒数1,600人）

5,632 7,545 6,000 126%

【成果指標③】
家庭や生活環境も踏まえた不登校支援を行うＳＳＷ（ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰ
ｶｰ）により不登校等が解決または改善した割合

34% 35% 40% 88%

【活動指標③】
ＳＳＷが相談を受けた人数
（参考：SSW人数 H27：3人、R元：14人、R2・3：15人、R4・5：18人、R6：
20人）

513 605 450 134%

【成果指標①】
改築・大規模改修工事が完了した学校数

19 22 22 100%

【成果指標②】
改修計画工事が完了した学校の割合

59% 66% 70% 94%

【成果指標③】
全小・中学校に占める「適正規模校」の割合

59% 57% 66% 86%

【活動指標③】
統合した学校数

10 10 10 100%

【成果指標④】
開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの設置校数

13 13 15 87%

【活動指標④】
開かれた学校づくり協議会の実施総数

951 1,052 1,000 105%

【成果指標①】
「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあ
ると思う」に肯定的な回答をした割合

75.0% 76.4% 72% 106%

【活動指標①-1】
大学連携による体験活動後に「新しいことを知ったりチャレンジした
い」と回答した子どもの割合

81% 92% 90% 102%

【活動指標①－2】
自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすこと
ができた」などと回答した児童・生徒の割合

89% 88% 80% 110%

【成果指標②】
中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生のう
ち高校を中途退学した人の割合

3.9% 1.4% 0% 0%

【活動指標②-1】
中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等
の数

128 147 90 163%

【活動指標②-2】
高校中途退学に関わる中学校・高等学校接続会議の開催回数

2 2 3 67%

【各指標の達成状況】

４つの
視点

施策 施策指標
R5年度
実績
（A）

R6年度
実績
（B）

最終目標
（令和6年度）

（C）

R6年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

子ども・若者が
たくましく生き抜
く力を育むため
の成長支援

ひ
と

1.1
児童・生徒の心
身の健全な発達
の支援

1.2

確かな学力の定
着に向けた就学
前から義務教育
期までの取組み

1.3
課題を抱える子
どもの状況に応
じた支援の充実

1.4

安全・快適に学
べる教育施設の
整備と学校運営
の充実

1.5
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【各指標の達成状況】

４つの
視点

施策 施策指標
R5年度
実績
（A）

R6年度
実績
（B）

最終目標
（令和6年度）

（C）

R6年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

【成果指標①】
早期（37週未満）に産まれた子どもの割合
＊低減目標

5.4% 5.4% 5.3% 98%

【活動指標①】
妊娠届で把握した要支援者（D妊婦）に4回以上訪問等を実施した割
合

100.0% 100.0% 100% 100%

【成果指標②】
妊娠届出者に対し個別のケアプランを作成した割合

95.8% 92.8% 100% 93%

【活動指標②】
妊娠届出者に対し「スマイルママ面接」を実施した割合

95.8% 92.8% 100% 93%

【成果指標③】
3～4か月児健診時アンケートで「赤ちゃん訪問を受けて安心した」と
答えた親の割合

96.0% 94.9% 97% 98%

【活動指標③】
こんにちは赤ちゃん訪問時における産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）の実
施率

91.9% 90.2% 100% 90%

【成果指標①】
保育需要に対する待機児童率
※低減目標

0.04% 0.05% 0% 99%

【活動指標①】
保育施設整備数（累計）

5 6 5 120%

【成果指標②】
指導検査実施施設中の文書指摘を受けた施設数の割合
※低減目標

21.0% 26.0% 10% 38%

【活動指標②】
国の指針または「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用した保育
実践をしている施設の割合

88% 93% 87% 107%

【成果指標③】
学童保育室の待機児童率
※低減目標

4.8% 6.4% 4.6% 72%

【活動指標③】
区内３３地区のうち学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を
満たさない地区の数
※低減目標

20 24 13 54%

【成果指標①】
児童虐待終結率

59% 62% 80% 78%

【活動指標①】
児童虐待受理件数

1,530 1,415 1,345 105%

【成果指標②】
児童扶養手当を受給している母子世帯の正規雇用率

41.5% 41.8% 45% 93%

【活動指標②】
ひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数

190 98 200 49%

【成果指標③】
就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯で困り
ごとが解消した人の割合

50% 86% 70% 123%

【活動指標③】
就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯の実
態を把握し必要な働きかけを行った回数

1,217 970 1,200 81%

【成果指標①】
文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合

- - 30% 0%

【活動指標①-1】
文化・読書・スポーツ活動協創推進事業の回数（分野間連携事業）

1,016 1,044 3,360 31%

【活動指標①-2】
文化芸術交流会の開催回数

1 3 6 50%

【成果指標②】
足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合

- - 70% 0%

【活動指標②-1】
文化資源を活用した企画展等の来館者数

- - 22,000 0%

【活動指標②-2】
郷土芸能を保存・伝承する団体の活動を鑑賞した人数

250 235 600 39%

【成果指標①】
講座や講演会、サークル活動などに参加した区民の割合

8.5% 12.0% 15% 80%

【活動指標①-1】
各学習センター事業の数

3,741 3,829 2,650 144%

【活動指標①-2】
各学習センター登録団体等が区民や地域に学習機会を提供した数

88 111 267 42%

【成果指標②】
区政に関する世論調査で、「最近1か月に本を読んだ」と回答した区
民の割合

42.1% 45.8% 59% 78%

【活動指標②】
「あだちはじめてえほん」事業のアンケートで、「子どもの読書と保護
者の読書の関連を知っている」と回答した区民の割合

56.3% 50.4% 75% 67%

ひ
と

2.1

妊娠、出産、子
育てへの切れ目
のない支援の充
実

2.2

子育てと仕事の
両立支援（待機
児対策と教育・
保育の質の向
上）

2.3
虐待の防止とひ
とり親家庭への
支援

3.1
文化・芸術活動
の充実と郷土の
歴史継承の支援

3.2
生涯学習活動の
充実と地域にお
ける学びの循環
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【各指標の達成状況】

４つの
視点

施策 施策指標
R5年度
実績
（A）

R6年度
実績
（B）

最終目標
（令和6年度）

（C）

R6年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

【成果指標①】
定期的にスポーツをする人の割合

57.0% 59.0% 62% 95%

【成果指標②】
週１回以上運動・スポーツをする区民の割合

45% 46% 49% 94%

【活動指標②-1】
体育協会、スポーツ施設、総合型地域クラブの事業参加者数

254,181 254,102 421,000 60%

【活動指標②-2】
自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合

73% 70% 73% 96%

【成果指標③】
「あだちスポーツコンシェルジュ」を通じて継続的な運動・スポーツの
実施につながった障がい者の人数（累計）

38 50 136 37%

【活動指標③】
区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」の修了者数
（累計）

202 213 209 102%

【成果指標①】
過去のアンケートで課題となっている4つの人権問題について偏見や
差別がないと感じる区民の割合

28.1% 30.0% 40% 75%

【活動指標①-1】
人権に関わる団体等と共催した講座回数

3 4 4 100%

【活動指標①-2】
偏見や差別解消に向けた取組みを行っている庁内各課と連携した広
報紙による啓発回数

8 8 10 80%

【成果指標①】
「男女が対等な立場で意思表示や活動をすることができ、また責任も
分かちあっている」と感じている区民の割合

27% 31% 50% 62%

【活動指標①-1】
足立区各種審議会・委員会等への女性の参画率

34% 34% 40% 85%

【活動指標①-2】
足立区WLB認定企業の数

129 116 140 83%

【成果指標②】
身体的暴力以外のDV（精神的・経済的・社会的・性的）の認知度

64.0% 46.0% 75% 61%

【活動指標②-1】
区民向けDV防止講座開催回数

9 12 14 86%

【活動指標②-2】
DV防止のためのリーフレット配布部数

11,650 11,920 6,000 199%

【成果指標①】
国際理解教育を実施した小・中学校における異文化への関心度

53% 55% 65% 85%

【活動指標①】
小・中学校への国際理解教育講師派遣クラス数

105 96 110 87%

【成果指標②】
国籍、文化等が異なる人々がともに暮らしやすいまちだと感じる区民
の割合

38% 42% 37% 114%

【活動指標②-1】
外国人生活相談対応件数

2,192 2,686 2,748 98%

【活動指標②-2】
区民向けの行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が
対応できた割合

100% 100% 100% 100%

【活動指標②-3】
日本語ボランティア教室開催回数

745 841 580 145%

【成果指標①】
「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等
の多様な人々に配慮している」と思う区民の割合

33.2% 34.6% 50% 69%

【活動指標①-1】
小学校高学年向けのユニバーサルデザイン出張講座の実施延べ回
数

53 56 60 93%

【活動指標①-2】
一般区民向け講演会、UD製品展の参加者人数

46 99 550 18%

【成果指標②】
ユニバーサルデザイン推進計画「柱３ 便利に生活できる『まちづく
り』」にある施設整備に関する施策の評価点の平均

3.8 4.0 4.2 95%

【活動指標②-1】
平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長
(ｍ)

3,657 4,823 4,000 121%

【活動指標②-2】
バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）

50 73 60 122%

ひ
と

3.3
生涯スポーツ活
動の充実と地域
還元

4.1 人権尊重意識の
啓発

4.2 男女共同参画社
会の推進

4.3 多文化共生社会
の実現

4.4 ユニバーサルデ
ザインの推進
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【各指標の達成状況】

４つの
視点

施策 施策指標
R5年度
実績
（A）

R6年度
実績
（B）

最終目標
（令和6年度）

（C）

R6年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

【成果指標①】
結核り患率（人口10万対）
※低減目標

12.2 10.6 14.9 141%

【活動指標①】
乳幼児のＢＣＧ定期予防接種率

94.4% 102.6% 100% 103%

【成果指標②】
最流行期（週）のインフルエンザ定点報告数
※低減目標

19.2 44.6 30 67%

【活動指標②】
帰宅時に手洗いを実施している区民の割合

92.8% 92.5% 100% 93%

【成果指標③】
区内の医療機関からの感染症発生届の期日内での提出率

75.6% 90.3% 100% 90%

【活動指標③】
医師会との感染症対策会議実施回数

91 19 19 100%

【成果指標①】
食品・水・薬品及び関連施設等の検査適合率

93.6% 93.7% 100% 94%

【活動指標①】
食品・水・薬品及び関連施設等の監視指導数

8,240 7,135 8,017 89%

【成果指標②】
ごみがなく地域がきれいになったと感じる区民の割合

57.4% 61.8% 50% 124%

【活動指標②-1】
ごみ屋敷の解決率

89.0% 91.0% 80% 114%

【活動指標②-2】
不法投棄処理個数
※低減目標

7,032 6,933 6,680 96%

【活動指標②-3】
落書き消去率

98.5% 99.5% 100% 100%

【成果指標①】
消費生活相談解決率

97.4% 97.4% 98% 99%

【活動指標①】
消費生活に係わる情報発信回数

80 72 50 144%

【成果指標②】
くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）が啓発活動を行った対象人数

1,202 2,222 2,000 111%

【成果指標③】
区内における特殊詐欺の被害件数
※低減目標

130 116 119 103%

【活動指標③-1】
自動通話録音機の貸与合計（累計）

12,415 14,024 14,500 97%

【活動指標③-1】
特殊詐欺防止に係わる情報発信回数

52 55 60 92%

【成果指標①】
体感治安が「良い」と感じる人の割合

59.5% 64.6% 65.6% 98%

【活動指標①-1】
区内刑法犯認知件数
※低減目標

4,222 4,442 3,850 87%

【活動指標①-2】
「ながら見守り」参加登録者数（累計）

4,126 4,945 5,000 99%

【活動指標①-3】
防犯に関する情報発信件数（「メールけいしちょう」を除く）

182 217 170 128%

【活動指標①-4】
不法投棄処理個数
＊低減目標

7,032 6,933 6,680 96%

【活動指標①-5】
落書き消去率

98.5% 99.5% 100% 100%

【成果指標①】
「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所
有及び賃貸している施設の数
※低減目標

3 3 0 0%

【活動指標①】
「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体の解
散撤退を求める住民協議会への支援回数

20 21 20 105%

【活動指標②】
暴力団事務所撤退に向けた警察や暴追センター等関係機関との協
議回数

15 18 18 100%

く
ら
し

5.1 感染症対策の充
実

5.2
食品等の安全確
保と生活環境の
維持・改善

5.3

消費者被害や特
殊詐欺被害を未
然に防ぎ、区民
の暮らしを守る

5.4
ビューティフル・
ウィンドウズ運動
のさらなる推進

5.5 反社会的団体等
の排除
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【各指標の達成状況】

４つの
視点

施策 施策指標
R5年度
実績
（A）

R6年度
実績
（B）

最終目標
（令和6年度）

（C）

R6年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

【成果指標①】
環境のために、節電や節水など省エネルギーを心がけている区民の
割合

51.1% 52.9% 70% 76%

【活動指標①-1】
地球温暖化に関する講座等の実施回数

240 274 260 105%

【活動指標①-2】
地球温暖化に関する広報紙やＳＮＳの情報発信回数

326 369 365 101%

【成果指標②】
区内の再生可能エネルギーの導入容量（累計・kW）

43,305 47,898 45,000 106%

【活動指標②】
区の助成により導入された年間の太陽光発電の導入量(kW)

1,846 3,053 720 424%

【成果指標③】
区施設の年間電気使用量(MWh)
※低減目標

59,549 59,396 53,545 90%

【成果指標①-1】
区民一人１日あたりの家庭ごみ排出量(ｇ)
※低減目標

496.3 482.3 470 97%

【成果指標①-2】
区内のごみ量（区収集ごみ量+事業系持込ごみ量）（ｔ）
※低減目標

165,810 122,919 158,400 129%

【活動指標①-1】
プラスチックごみ削減のため、マイバッグを使うなどして不要なレジ袋
を断っている区民の割合

74.8% 78.3% 78% 100%

【活動指標①-2】
家庭ごみにおける未利用食品の割合
※低減目標

3.9% 4.1% 3.60% 88%

【成果指標②】
資源化率

19.21% 19.83% 21.5% 92%

【活動指標②】
資源回収量（ｔ）

28,992 29,426 30,900 95%

【成果指標①】
介護が必要になっても今の地域で安心して暮らし続けられると思う高
齢者の割合

69.2% 69.1% 70% 99%

【活動指標①-1】
区が実施する介護予防事業に参加した高齢者の割合

24.5% 27.0% 20% 135%

【活動指標①-2】
チェックリストで認知症の疑いが判明し医療機関や介護保険につなげ
た高齢者の割合

39.4% 35.1% 40% 88%

【活動指標①-3】
あだちお部屋さがしサポート事業の高齢者利用者数

27 26 29 90%

【活動指標①-4】
特別養護老人ホーム整備済床数（累計）

3,217 3,502 3,483 101%

【活動指標①-5】
自宅での看取りの件数（人口10万人あたりの件数）

- - 170 0%

【成果指標①】
在宅で障害福祉サービスを利用する障がい児・者への満足度調査で
肯定的な回答をした人の割合

- - 75% 0%

【活動指標①】
指定特定相談支援事業所の箇所数

33 34 50 68%

【成果指標②】
こども支援センターげんきにおける発達相談件数

1,512 1,659 1,600 104%

【活動指標②】
「気づきのしくみ」から発達相談につながった件数

105 119 100 119%

【成果指標①】
高齢者虐待及び対応困難ケースの通報件数

445 373 500 75%

【活動指標①】
高齢者虐待以外の困難ケースの通報件数

132 113 150 75%

【成果指標②】
障がい者虐待通報・相談件数

55 108 40 270%

【活動指標②】
障がい者の虐待相談等に係る関係機関等への助言

53 149 200 75%

【成果指標③】
区民の成年後見制度利用者数

1,233 1,241 1,300 95%

【活動指標③】
成年後見制度に関する相談受付件数（成年後見センターあだち分）

4,403 5,637 4,500 125%

高齢者が住み慣
れた地域で暮ら
し続けられる、地
域包括ケアシス
テムなどの体制
の充実

7.2

障がい者などが
必要なときに必
要な支援を受け
られる体制の充
実

7.3

高齢者、障がい
者のセーフティ
ネット（虐待対応
等）と権利擁護

く
ら
し

6.1 地球温暖化対策
の推進

6.2 ごみの減量・資
源化の推進

7.1
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【各指標の達成状況】

４つの
視点

施策 施策指標
R5年度
実績
（A）

R6年度
実績
（B）

最終目標
（令和6年度）

（C）

R6年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

【成果指標①】
生活困窮者における就労等決定者数（就労決定・進路決定者数）

271 257 330 78%

【活動指標①】
包括的相談窓口（福祉まるごと相談課）への相談件数

4,574 5,683 6,500 87%

【成果指標②】
生活保護受給世帯の「その他の世帯」の就労率（稼動収入認定のあ
る世帯の割合）

33.3% 30.3% 50% 61%

【活動指標②】
包括的就労支援事業利用者数

1,009 1,065 1,500 71%

【成果指標③】
生活保護受給世帯の高等学校等の中退率
※低減目標

4.4% 2.9% 4% 138%

【活動指標③】
有子世帯係における子どもの現認率（夏季休業期間）

94.4% 96.1% 100% 96%

【成果指標①】
家族・友人・知人以外に何かあった時に相談する相手がいる高齢者
の割合

58.0% 58.0% 60% 97%

【活動指標①-1】
民生・児童委員が扱う相談・支援件数

40,247 43,004 58,000 74%

【活動指標①-2】
「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施団体数

110 128 120 107%

【成果指標②】
家族や行政以外に、相談できる相手がいる障がい者の割合

34.8% 34.8% 50% 70%

【活動指標②-1】
民生・児童委員が扱う相談・支援件数

40,247 43,004 58,000 74%

【活動指標②-2】
障がい関連ネットワークの開催回数

56 65 62 105%

【成果指標①】
区民の健康寿命（男性）

- - 78.9 0%

【活動指標①-1】
あだちベジタベライフ協力店登録数

908 971 900 108%

【活動指標①-2】
元気な職場づくり応援事業支援事業所数（累計）

13 16 25 64%

【活動指標①-3】
区民の１日あたりの推定平均野菜摂取量（ｇ）

217 213 320 67%

【活動指標①-4】
この一年間で何らかのがん検診を受診した区民の割合

43.7% 42.0% 50% 84%

【活動指標①-5】
自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合

73.0% 70.0% 73% 96%

【成果指標①】
安心して受診できる医療機関が身近にある」と感じている区民の割合

71.6% 74.5% 70% 106%

【活動指標①】
休日応急診療所における開設予定日数に対する実際に開設できた
日数の割合

100% 100% 100% 100%

【成果指標②】
窓口アンケートにおける窓口の「要件終了までの時間」が早いと感じ
ている区民の割合

90.6% 90.0% 93% 97%

【活動指標②】
委託従事者の業務習熟度（点）

3.45 3.45 3.50 99%

【成果指標①】
国民健康保険の一人あたり療養諸費（東京都平均を100としたときの
指数で対比）
※低減目標

106.2% 104.7% 102.1% 98%

【活動指標①-1】
特定健診の受診率

40.7% 41.3% 44% 94%

【活動指標①-2】
ジェネリック医療品の使用率（国民健康保険）

81.9% 87.5% 82% 107%

【成果指標②】
後期高齢者医療制度の一人あたりの療養諸費（東京都平均を100と
したときの指数で対比）
※低減目標

104.6% 105.8% 100% 95%

【活動指標②-1】
後期高齢者医療健診の受診率

49.9% 49.1% 53% 93%

【活動指標①-2】
ジェネリック医療品の使用率（後期高齢者医療制度）

81.9% 83.8% 82% 102%

8.2
地域における保
健・医療体制の
充実

8.3 持続可能な医療
保険制度の運営

く
ら
し

7.4

くらしやしごとに
困っている人
が、状況に応じ
た保障や支援を
受けられる体制
の充実・強化

7.5

民生・児童委員
などとの連携強
化等を通じ、地
域で支え合う体
制の充実

8.1
住んでいると自
ずと健康になれ
る仕組みの構築
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【各指標の達成状況】

４つの
視点

施策 施策指標
R5年度
実績
（A）

R6年度
実績
（B）

最終目標
（令和6年度）

（C）

R6年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

【成果指標①】
重点的に取組む密集市街地の不燃領域率

65.2% 66.0% 67% 99%

【活動指標①-1】
不燃化特区内の老朽住宅等除却棟数

244 239 340 70%

【活動指標①-2】
密集事業で整備した公園の総数（西新井駅西口周辺・千住仲町・千
住西の3地区内）（累計）

12 13 14 93%

【成果指標②】
住宅の耐震化率

93.3% 93.7% 94% 100%

【活動指標②-1】
個別相談会開催回数

32 30 30 100%

【活動指標②-2】
耐震改修工事助成申請件数

368 477 450 106%

【成果指標①-1】
水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている区民の割合

69.6% 76.1% 74% 103%

【成果指標①-2】
自分の住む地域の避難場所とその意味を知っている区民の割合

59.5% 60.9% 75% 81%

【活動指標①-1】
地震体験車を活用した啓発イベントの開催回数

141 123 150 82%

【活動指標①-2】
防災講演会等の開催回数

51 59 80 74%

【成果指標②】
地区防災計画策定団体数（累計）

91 102 103 99%

【活動指標②】
防災区民組織に対して資機材の点検や訓練などの個別支援を行っ
た回数（累計）

51 54 100 54%

【成果指標①】
水害のおそれがある際に避難所以外で避難する場所を事前に決め
ている区民の割合

52.4% 71.6% 75% 95%

【活動指標①】
「『足立区洪水・内水・高潮ハザードマップ』を見たことがあり、自宅周
辺の状況を理解した」と回答した区民の割合

32.0% 31.1% 50% 62%

【成果指標②】
避難所開設時の「手順書」に基づいた開設訓練を実施した避難所数

72 82 164 50%

【活動指標②】
避難所開設時の「手順書」を作成済みの避難所数

142 142 164 87%

【成果指標③】
コミュニティタイムラインに基づいた避難訓練を実施した地区数

0 1 5 20%

【活動指標③】
コミュニティタイムライン策定地区数

4 5 5 100%

【成果指標①】
交通不便地域の解消に資する交通手段導入数

0 1 1 100%

【活動指標①】
交通手段導入に関する地域公共交通会議等の開催回数（累計）

15 19 20 95%

【成果指標②】
区内の都市計画道路整備延長の割合

78% 78% 82% 95%

【活動指標②】
優先整備路線（区施行）等に必要な用地取得面積を100とした場合の
累計取得率

46% 48% 59% 81%

【成果指標①】
道路損傷等による事故発生件数（区道）
※低減目標

1 0 0 0%

【活動指標①-1】
平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長
（ｍ）

3,657 4,822 4,000 121%

【活動指標①-2】
足立区無電柱化計画路線における整備着手率

19.0% 19.0% 23.8% 80%

【成果指標②】
交通事故死傷者数
※低減目標

2,075 1,879 1,100 59%

【活動指標②】
スタントマンを活用した体験型交通安全教室参加人数、自転車教室
参加人数、保育園等交通安全教室参加人数

22,960 22,693 25,000 91%

安全に利用でき
る道路環境の整
備

ま
ち

9.1
震災や火災など
に強いまちづくり
の推進

9.2

震災に備えた区
民意識の向上と
地域防災力の強
化

9.3
水害の防止と水
害に備えた区民
意識の向上

10.1
スムーズに移動
できる交通環境
の整備

10.2

概要-12



【各指標の達成状況】

４つの
視点

施策 施策指標
R5年度
実績
（A）

R6年度
実績
（B）

最終目標
（令和6年度）

（C）

R6年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

【成果指標①】
「景観・街並みが良好である」と思う区民の割合

50.2% 56.1% 50% 112%

【活動指標①-1】
景観の届出の内容が反映された完了届出割合

72.1% 62.1% 75% 83%

【活動指標①-2】
まち歩き、ワークショップ等の開催回数（累計）

3 4 4 100%

【活動指標①-3】
地域の特性を活かした協働・協創による地区計画等の策定の面積割
合

32.7% 32.8% 34% 96%

【成果指標①-1】
エリアデザイン地域内で「暮らしやすい」と感じている区民の割合

86.3% 88.3% 90% 98%

【成果指標①-2】
エリアデザイン地域内で「区に誇りを持っている」と感じている区民の
割合

38.9% 45.0% 63.4% 71%

【成果指標①-3】
エリアデザイン地域内で「区を人に勧めたい」と感じている区民の割
合

40.4% 46.9% 62.8% 75%

【活動指標①-1】
拠点開発着手数

6 6 11 55%

【活動指標①-2.】
拠点開発に伴う駅前広場等整備面積（ha）

3.2 3.6 3.9 92%

【活動指標①-3.】
拠点開発に伴う道路・公園整備着手数

13 13 18 72%

【成果指標①】
暮らしにくいと感じる理由として、家の広さなどの居住環境が悪い割
合※低減目標

16.9% 9.2% 9% 98%

【活動指標①-1】
着工戸建住宅の長期優良住宅認定割合

16.81% 18.40% 20% 92%

【活動指標①-2】
住宅改良助成事業の助成件数

194 88 80 110%

【活動指標①-3】
戸建て・分譲マンション等の住まいに関する相談・アドバイザー派遣
件数

92 113 150 75%

【成果指標②】
あだちお部屋さがしサポート事業を通じて、住宅確保に至った割合

48.2% 57.7% 50% 115%

【活動指標②】
あだちお部屋さがしサポート事業利用者数

384 374 270 139%

【成果指標①】
緑化活動に参加した区民の割合

16.5% 23.6% 17.4% 136%

【活動指標①-1】
緑や公園、自然に親しむ講座等の実施回数

661 599 476 126%

【活動指標①-2】
みどり豊かな景観形成に取組む区民・団体数

1,233 1,213 1,312 92%

【成果指標②】
まちなかの花や緑が多いと感じている区民の割合

60.0% 62.6% 64.4% 97%

【活動指標②-1】
パークイノベーションに基づく、公園の改修、整備数（累計）

69 76 89 85%

【活動指標②-2】
特定生産緑地面積（累計）（ha）

20.50 20.06 21.8 92%

【成果指標①】
見本市等の参加により取引につながったまたはつながる可能性のあ
る割合

97% 97% 80% 121%

【活動指標①-1】
販路拡大事業等に参画した専門家の人数

30 52 40 130%

【活動指標①-2】
デジタル化支援により「見本市出展助成」を活用し、オンライン見本市
に出展した件数

0 1 10 10%

【成果指標②】
空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業の成約件数

8 8 12 67%

【活動指標②-1】
区、関係団体が実施した特定創業支援等事業(※)認定セミナー参加
者数

142 130 150 87%

【活動指標②-2】
中小企業診断士による開業相談数

418 480 535 90%

12.1

デジタルシフ
トに挑み、区
内産業の成
長を支え、地
域の活力を高
める

ま
ち

11.1
良好な景観の形
成と快適なまち
づくりの推進

11.2

エリアデザイン
計画の推進によ
る拠点開発の展
開

11.3
安心して住み続
けられる住宅環
境の整備

11.4
緑のある空間の
創出や自然環境
の保全
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【各指標の達成状況】

４つの
視点

施策 施策指標
R5年度
実績
（A）

R6年度
実績
（B）

最終目標
（令和6年度）

（C）

R6年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

【成果指標①】
求職者支援事業のマッチング成功率（シニア人材マッチング事業、マ
ンスリー就職面接会）

30.9% 41.4% 25% 166%

【活動指標①-1】
求職者支援事業における人材と企業のマッチング数

402 346 500 69%

【活動指標①-2】
シニア人材マッチング事業における開拓（参加決定）企業数

12 15 50 30%

【成果指標②】
支援対象企業数

157 156 100 156%

【活動指標②-1】
高校向け企業見学バスツアー参加者のうち区内企業への勤労意欲
が「高まった」人の割合

75.0% 70.0% 80% 88%

【活動指標②-2】
介護職員資格取得支援者数

178 174 155 112%

【成果指標①】
「協創」の仕組みを理解している区民の割合

31% 27% 45% 60.0%

【活動指標①】
協創に関する外部への情報発信回数

45 151 80 188.8%

【成果指標②】
協創についての理解度が深まったワークショップ受講職員の割合

0% 0% 100% 0%

【活動指標②】
係長級職員を対象としたワークショップの受講済み人数（累計）

0 0 300 0%

【成果指標③】
協創プラットフォームにより事業に結びついた数（累計）

5 5 17 29%

【活動指標③】
協創プラットフォームに参加している団体数

59 64 120 53%

【成果指標①】
町会・自治会加入世帯率

44.44% 42.61% 50% 85%

【活動指標①】
地域活性化事業助成件数

1 3 7 43%

【成果指標②】
足立区を良いまちにするために何かの行動をした区民の割合

24.6% 30.3% 31% 98%

【活動指標②】
ＮＰＯ活動支援センター登録団体数

249 278 230 121%

【成果指標③】
区民一人あたりの住区センター年間利用回数

2.20 2.35 3.8 62%

【活動指標③】
住区センター１か所あたりの年間事業回数

609 656 632 104%

【成果指標①】
業務の効率化や区民サービスの向上に対する満足度

4.8% 4.8% 65% 7.4%

【活動指標①】
オンライン申請が可能な事務手続きの数

469 704 694 101%

【成果指標②-1】
区民評価委員会による重点プロジェクト事業評価結果の平均点（全
体評価）

3.65 3.63 4.5 80.7%

【成果指標②-2】
EBPM等研修で事業の効果検証や多様な主体との連携による業務改
善の重要性を理解した職員の割合

98% 99% 100% 99%

【活動指標②-1】
EBPMに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊300人/年

843 1,067 1,200 89%

【活動指標②-2】
SDGsに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊120人/年

323 411 480 86%

【成果指標①】
事故・ミス・懲戒処分の件数
※低減目標

155 134 99 74%

【活動指標①】
ミス防止研修、公務員倫理研修等の実施回数

30 37 32 116%

【成果指標②】
健康診断において「異常なし」と判定された職員の割合

29.0% 28.5% 29.5% 97%

【活動指標②】
健診結果に基づく個別指導等実施回数

801 882 2,200 40%

【成果指標③】
管理・監督者の女性割合

30.0% 30.3% 35% 87%

【活動指標③】
女性管理職の「働き方講座」、係長級昇任研修やキャリアデザイン研
修等の実施回数

17 17 16 106%

戦略的な人事管
理・組織運営の
推進

ま
ち

12.2 就労・雇用支援
の充実

行
財
政

13.1 協創推進体制の
構築

13.2 地域活動の活性
化

14.1
効果的かつ効率
的な区政運営の
推進

14.2
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【各指標の達成状況】

４つの
視点

施策 施策指標
R5年度
実績
（A）

R6年度
実績
（B）

最終目標
（令和6年度）

（C）

R6年度実績対
最終目標値
（達成率）
（B/C）

【成果指標①-1】
足立区に「誇り」をもつ区民の割合

37.6% 43.5% 60% 73%

【成果指標①-2】
足立区を良いまちにするために何かしたいと思う区民の割合

45.5% 49.9% 60% 83%

【活動指標①-1】
体感治安が「良い」と感じる区民の割合【施策⑤-4の再掲】

59.5% 64.6% 65.6% 98%

【活動指標①-2】
「区のイメージアップにつながる情報」の日刊紙における掲載件数

187 240 200 120%

【活動指標①-3】
協創プラットフォームに参加している団体数【施策⑬-1の再掲】

59 64 120 53%

【成果指標①-1】
区の情報提供に「満足している」区民の割合

38.0% 41.4% 50% 83%

【成果指標①-2】
「必要なときに必要とする情報が得られない」と答えた区民の割合
※低減目標

11.2% 15.8% 10% 63%

【活動指標①-1】
X（旧ツイッター）・フェイスブックでの情報発信件数

4,816 5,929 4,000 148%

【活動指標①-2】
「区民の声」の対応日数
※低減目標

4.4 4.1 5 122%

【活動指標①-3】
職員等を対象としたワークショップ等の参加延べ人数（累計）

1,653 1,992 1,800 111%

【活動指標①-4】
ポスター・チラシ等の作成支援延べ件数（累計）

2,671 3,351 3,000 112%

【成果指標①】
経常収支比率
※低減目標

78.6% 79.7% 80% 100%

【成果指標②】
積立金現在高－地方債残高（区民一人あたり）

240 236 0 100%

【成果指標③】
実質収支比率

6.7% 6.5% 4.5% 69%

【成果指標①】
特別区民税収納率

96.95% 96.95% 97.68% 99%

【成果指標②】
国民健康保険料収納率

78.28% 78.38% 83.60% 94%

【成果指標③】
後期高齢者医療保険料収納率

98.93% 98.79% 99.00% 100%

【成果指標④】
介護保険料収納率

97.20% 97.56% 97.40% 100%

【成果指標⑤】
特別収納対策課における移管事案のうち猶予、停止相当、差押え等
処理方針を決定した案件の割合

36% 35% 60% 58%

【活動指標⑤】
特別収納対策課が各課から移管を受ける事案件数

405 476 465 102%

【成果指標①】
低・未利用の公有財産（土地・建物）の利活用目標の達成度

41.9% 55.6% 47.2% 118%

【成果指標②】
個別計画（第１期）の履行率

15.80% 18.40% 18.4% 100%

【活動指標②-1】
昇降機改修計画の進捗状況

35% 44% 54% 81%

【活動指標②-2】
高圧ケーブル更新計画の進捗状況

47% 53% 45% 118%

【活動指標②-3】
自動火災報知設備等更新計画の進捗状況

31% 39% 49% 80%

行
財
政

15.1
魅力の発掘・創
出とプラスイメー
ジへの転換

15.2
効果的な情報発
信と区政情報の
透明化

16.1
将来にわたり安
定した財政運営
の推進

16.2 自主財源の確保

16.3
公有財産の活用
と長寿命化の促
進
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施

全学年・毎日歯みがき

策

を行うよう各学校に働

の

きかけるとともに、家

概

庭での歯みがき習慣も

要

定着させ、むし歯がな

柱

方　　　針
　い子ども

立

の割合を増やす。

■　

て

児童・生徒が自分の大

5

切さとともに他の人の

【

大切さを認めることが

ひ

できるようになり、そ

と

れが様々な場面や状況

】

　下での具体的な態度

自

や行動に現れるよう、

己

区が実施する人権教育

肯

の研修会等を通じて、

定

教員の指導力を高めて

感

い　

　く。

担 当 課 名 学

を

務課（取りまとめ）、

持

教育指導課

電 話 番 号 0

ち

3-3880-597

、

1 E-mail gak

生

umu@city.a

き

dachi.toky

抜

o.jp

　学校給食を

く

通した食育に関する取

力

組みは、足立区糖尿病

を

対策アクションプラン

備

「おいしい給食・食育

え

対策編」の施

策であり

た

、衛生部こころとから

人

だの健康づくり課及び

施

子ども家庭部子ども施

策

設指導・支援課、教育

群

指導課と協働し実

施し

名

ている。

協働・協創
の

1

取 組 み

【目標】３　あ

家

らゆる年齢のすべての

庭

人々の健康的な生活を

・

確保し、福祉を促進す

地

る。

【ターゲット】3

域

.4　非感染性疾患に

と

よる若年死亡率を減少

連

させ、精神保健・福祉

携

を促進する。
ＳＤＧｓ

し

が
【関連する理由】規

、

則正しい生活習慣や食

子

習慣を身につけること

ど

で、肥満が改善され将

も

来の健康被害を予防す

の

ること
目指す目標

につ

学

ながる。
（ターゲッ

【

び

評価】新型コロナウイ

を

ルス感染症が５類へ移

支

行し、徐々に生活のリ

え

ズムや活動等が戻って

育

きたことにより、貧血

む

・
ト）との関

小児生活

施

習慣病予防健診の管理

策

不要率が上がってきた

名

と考えられる。引き続

1

き、生活習慣の改善指

.

導もしていく。一
連及

1

び評価
方、給食後の歯

児

みがきが実施できない

童

学校があるが、保健所

・

による出前教室や家庭

生

との連携により、歯み

徒

がきの習慣

づけを行い

の

、むし歯のある児童・

心

生徒の割合を減少させ

身

ることができた。

備　

の

　　考

健全な発達の支援

■　子どもたちに健康や食の大切さを伝え、人生を生き抜く健康な心と体をつくる生活習慣づくりを推進する。

■　学校で歯・口腔衛生の取組みを強化し、家庭との連携により子どもたちの歯・口腔の健康習慣づくりを定着させ

  る。

施策の方向 ■　人権教育の充実により、人とのよりよい関わり・自分や他者の大切さを認める豊かな心を育成する。

( 目 標 )

■　子どもたちの生活習慣病の管理不要率は、コロナ禍以降微増傾向である。

■　食習慣の面では、新型コロナウイルス感染症が５類へ移行し学校内での制約は緩和されているが、この数年で家

　庭科の調理実習などの学習機会が減少していることが、今後の「あだち食のスタンダード」の定着に影響してくる

　と想定される。
現　　　状

■　むし歯のある児童・生徒の割合は、減少傾向にある。

■　小・中学校では、教育活動全体を通じて自尊心や他者尊重、多様性、感染症などの正しい知識の獲得を進め、人

  権意識の育成に努めている。

■　肥満やむし歯などの課題がある子どもの割合が東京都平均よりも高く、将来の健康被害を予防するためにも

　規則正しい生活習慣や食習慣を身につける必要がある。

■　学校給食残菜率のさらなる低減とともに、食育リーダーを中心とした啓発を強化し、学校間の残菜率及び食育の

 

足

 取組みの差を解消し

立

ていく必要がある。

■

区

　いじめの未然防止、

　

偏見や差別をなくすこ

令

と、ＳＮＳ等を活用す

和

る際のモラル向上など

７

、日常生活の様々な場

年

面
課　　　題

  にお

度

ける具体的な行動につ

施

なげられるよう、人権

策

教育の改善・充実を図

評

る必要がある。

■　家

価

庭との連携を強化し子

調

どもたちへの切れ目の

書

ない指導を行うことに

(

より、規則正しい生活

令

習慣の定着を実現し

　

和

ていく。

■　子どもの

６

頃からの望ましい食習

年

慣が将来の健康に繋が

度

るため、民間企業や団

事

体等に協力を得るなど

業

、多様な場や

　機会を

実

設け、児童・生徒及び

施

家庭への啓発を継続し

)

、「あだち食のスタン

1

ダード」の定着、向上

 

を目指していく。

■　
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成　率 60% 12% 65% 13% 127% 25% 60% 60% -

指標名 【成果3】全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」に肯定的回答をした小・中学生の割合

定義等 「いじめはどんなことがあってもいけないことだと思う」に肯定的な回答をした児童（小学6年生）の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 96.8 97.1 97.4 100 -
(5)

実　績　値 96.2 96.4 96.4 96 R6 100

達　成　率 99% 96% 99% 96% 99% 96% 96% 96% -

指標名 【活動3】教員対象の人権教育の研修会の参加小・中学校の割合

定義等 教育委員会が実施する人権教育研修に年1回以上参加した小・中学校の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 97.2 100 100 100 -
(6)

実　績　値 92.3 100 100 100 R6 100

達　成　率 95% 92% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 3,630,339 3,741,303 5,586,407 6,325,782

人件費 137,692 132,994 155,634 177,234

総事業費 3,768,031 3,874,297 5,742,041 6,503,016

前年比(金額) 52,539 106,266 1,867,744 760,975

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】小児生活習慣病予防健診における「管理不要」と「正常」の割合（中学２年生）

定義等 「小児生活習慣病予防健診（中２生）」において、「管理不要」と診断された生徒の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 79 79 79 79 -
(1)

実　績　値 73.2 73.7 75.3 75.9 R6 79

達　成　率 93% 93% 93% 93% 95% 95% 96% 96% -

指標名 【活動1】ごはん、みそ汁、目玉焼き程度の料理を自分で作ることができる子どもの割合

定義等 将来を健康に生き抜くための望ましい食習慣が実践できている割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 100 -
(2)

実　績　値 70 70 58 56 R6 100

達　成　率 78% 70% 78% 70% 64% 58% 56% 56% -

指標名 【成果2】むし歯のある児童・生徒の割合

定義等 乳歯または永久歯のむし歯（治療済みのむし歯も含む）のある児童の割合※低減目標
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 36 36 36 36 -
(3)

実　績　値 38 36.1 33.1 30.8 R6 36

達　成　率 95% 95% 100% 100% 109% 109% 117% 117% -

指標名 【活動2】給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小・中学校の割合

定義等 給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小学校の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 20 20 20 100 -
(4)

実　績　値 12 13 25.4 59.7 R6 100

達　

- 2 -



、

方向性

【成果1】

　小

昨

児生活習慣病の予防に

年

ついては、各学校で学

度

校保健行動計画を作成

よ

し、PDCAサイクル

り

を実施しており、引き

0

続き、学校と連携

して

.

取り組んでいく。また

6

、健診の周知やリスク

ポ

の高い児童への受診勧

イ

奨で受診者数を増やし

ン

、生活習慣病の早期発

ト

見・早期介入

で予防に

増

取り組んでいく。

【活

加

動１】

　「あだち食の

し

スタンダード」の３つ

た

の実践力（『１日３食

。

野菜を食べるなど望ま

新

しい食習慣を身につけ

型

る』『栄養バランスの

コ

良

い食事を選択できる

ロ

』『簡単な料理を作る

ナ

ことができる』）の定

感

着に向けて、家庭科授

染

業の調理実習などにつ

症

いて、引き続き小中

学

５

校と連携して取り組ん

類

でいく。

【成果２】

　

へ

衛生部と連携した保健

の

センターによる出前教

移

室や歯と口の健康優良

行

児表彰または新たな啓

後

発について検討し、家

、

庭での歯みがき

習慣が

色

定着していくよう取り

々

組んでいく。

【活動２

な

】

　新型コロナウイル

活

ス５類移行後も、飛沫

動

等による各種感染罹患

の

への不安があるため、

再

各学校の工夫した取組

開

み実績を各学校へ情

報

な

共有し、各学校の状況

ど

に応じた取組みを促し

が

ていく。

【成果３】

　

影

５月の「いじめ早期発

響

見・防止研修」におい

し

て、各校から１名が受

て

講し、いじめの早期発

い

見及び防止に関する理

る

解を深める。事

例を基

と

に対応等を検討するこ

思

とで、いじめを許さな

わ

い学校づくりを推進す

れ

るためのマネジメント

る

力を身に付ける。また

。

、受講者が

研修内容を

自

校内研修会で各校に還

身

元し、いじめの早期発

の

見・早期改善につなげ

4

健

るなど、いじめ対策の

康

さらなる充実を図る。

を

区内小中学校における

振

「児童・生徒主体のい

り

じめ予防の取組」につ

返

いて、効果的な取組を

る

区内小中学校へ共有し

機

、いじめ予防の取

組を

会

推進する。ふれあい月

を

間を中心に、児童・生

 

作

徒主体のいじめの未然

っ

防止、早期発見・早期

て

対応につながる具体的

、

な取組を推進

するよう

朝

各学校に依頼する。

【

食

活動３】

　研修を受講

欠

した教員は、得た知識

食

を基に学校内で対応策

や

を検討し、より現場に

運

即した実践的な対応方

担

動

法を学んだ。そのため

不

、研

修の効果は非常に

足

高いと考えている。今

よ

年度は、さらに深い理

る

解を促進するために、

リ

北朝鮮による拉致被害

ス

者家族連絡会の代表を

ク

お招きし、研修を実施

を

する予定である。

知

当

るとともに、養護教諭

部

と連携して健診後の指

に

導をして健康な生活習

お

慣を維持することも必

け

要である。

【活動１】

る

　昨年度よりも２ポイ

評

ント減少した。新型コ

価

ロナ感染症の影響で調

（

理の基礎を学ぶ小学校

部

での調理実習ができな

長

かったことの影響

が続

評

いていると中学校から

価

も報告があった。

【成

－

果２】

　むし歯のある

１

児童・生徒の割合は、

次

昨年度より2.3ポイ

評

ント減少し、目標を達

価

成した。近年減少傾向

）

ではあるものの、都平

そ

均を

上回っている状況

の

は変わらない（令和5

１

年度都平均　小学校：

1

28.7％　中学校：

)

26.9％）

【活動２

施

】

　給食後の歯みがき

策

を毎日・全学年実施す

の

る小学校の割合は、昨

達

年度より大幅に改善し

成

たが、目標値には達成

状

しなかった。飛沫等

に

況

よる各種感染リスクへ

と

の不安から、再開が進

そ

まない状況である。

【

の

成果３】

　令和５年度

原

と比較して、肯定的な

因

回答をした児童・生徒

の

の割合は小学校でも中

分

学校でも微減している

析

。（小学校：Ｒ５　９

【

６．

５％→Ｒ６　９６

成

．４％、中学校：Ｒ５

果

　９５．７％→Ｒ６　

１

９５．５％）９０％以

】

上が肯定的な回答をし

　

ている要因は、「児童

小

・生徒主体のいじめ予

児

防の取組」の推進、全

生

校デジタル化で実施す

活

る年３回（６月・１１

習

月・２月）の「いじめ

慣

に関するアンケー

ト調

病

査」の実施、及び各校

予

が毎月開催する「学校

防

いじめ防止対策委員会

健

」で認定した、いじめ

診

をまとめた一覧表を基

に

に、早期発見

・早期改

お

善へつなげるなど、多

け

角的な取組の結果が成

る

果へと結び付いている

「

と考える。４％程度の

管

否定的な回答をしてい

理

る児童・

生徒の実態に

不

ついても把握し、改善

要

につなげていく。

【活

」

動３】

　全ての小・中

と

学校が人権教育研修会

「

に参加した。複数名が

正

参加した学校もあり、

常

３回の研修会を通じて

」

合計375名が受講し

の

た。

新たな取り組みと

割

して、東京都人権啓発

合

センターの専門員をお

は

招きし、フィールドワ

7

ークを取り入れた研修

5

を実施し、教員の人権

.

意識のさらなる向上に

9

寄与したと考えられる

％

。

2)達成状況と原因

で

分析を踏まえた今後の

- 3 -



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童・生徒の褒賞事業 学校支援課4017 3,353 10,331 13,684 現状維持 Ａ

中学校特別大会等助成事業 学校支援課4021 20,506 6,887 27,393 現状維持 Ｂ

小学校特別大会等助成事業 学校支援課4029 1,439 1,722 3,161 現状維持 Ｂ

小学校自然教室事業 学務課4084 139,031 8,609 147,640 現状維持 Ｂ

中学校自然教室事業 学務課4086 118,962 8,609 127,571 現状維持 Ｂ

校外施設管理運営事業 学務課4087 234,518 8,609 243,127 改善・変更 Ｂ

小学校保健指導事業 学務課4091 137,139 3,444 140,583 現状維持 Ａ

小学校健康管理事業 学務課4092 62,371 17,079 79,450 現状維持 Ａ

中学校保健指導事業 学務課4095 71,291 3,444 74,735 現状維持 Ａ

中学校健康管理事業 学務課4096 54,086 17,079 71,165 現状維持 Ａ

小学校給食業務運営事業 学務課4100 3,524,344 34,436 3,558,780 現状維持 Ａ

中学校給食業務運営事業 学務課4102 1,742,613 25,827 1,768,440 現状維持 Ａ

小学校給食調理室改修事業 学務課10703 144,937 5,937 150,874 現状維持 Ｂ

中学校給食調理室改修事業 学務課10723 60,247 5,937 66,184 現状維持 Ｂ

学童保育室維持補修事務 学童保育課23839 7,745 17,218 24,963 現状維持 Ａ

校外施設の整

3

備事業 学務課2391

)

1 3,200 2,06

施

6 5,266 現状維持

施

Ｂ

合計１６事業 6,3

策

25,782 177,

の

234 6,503,0

手

16

段として位置付け

- 4 -



施

やす

い授業に結びつけ

策

ていく。

■ 児童・生

の

徒が、情報収集や考え

概

の整理、意見発表など

要

の道具としてタブレッ

柱

ト端末を活用できるよ

立

うにするため
方　　　

て

針
、調べ学習やグルー

5

プ学習など、日常の授

【

業における児童・生徒

ひ

用タブレット端末の活

と

用頻度を高めていく。

】

担 当 課 名 学力定着推進

自

課（取りまとめ）、学

己

校ICT推進課、子ど

肯

も施設指導・支援課

電

定

話 番 号 03-3880

感

-6717 E-mai

を

l gaku-tei@

持

city.adach

ち

i.tokyo.jp

、

　学力の定着・向上に

生

向けて、教育委員会各

き

課と各学校が協働して

抜

取り組んでいる。具体

く

的には、基礎学力定着

力

に関

する教育施策の充

を

実（学力定着推進課）

備

、キャリア教育や調べ

え

学習の充実（教育指導

た

課）、ICTを活用し

人

た教育施策

の充実（学

施

校ICT推進課）等、

策

これら全てが総合的に

群

学力の定着・向上に繋

名

がる取組である。また

1

、学力定着に関す

協働

家

・協創 る総合調査の実

庭

施や委託による補習事

・

業、教員のICT活用

地

力向上のための研修等

域

で、民間教育事業者と

と

も幅広く協働

の 取 組 み

連

している。

１　貧困を

携

なくそう【＊目標に直

し

結】、４　質の高い教

、

育をみんなに【ターゲ

子

ット：4.1、4.2

ど

、4.6】

【関連する

も

理由】就学前から義務

の

教育期までの取組にお

学

いては、十分に研修等

び

の機会を設けて指導者

を

のスキル向上を
ＳＤＧ

支

ｓが
図りつつ、ICT

え

環境を活用しながら質

育

の高い教育を児童・生

む

徒に提供し、最低限の

施

基礎学力の保障と将来

策

の進路選択
目指す目標

名

の幅を広げることで、

1

貧困の連鎖の解消に繋

.

がっていくと考えられ

2

る。
（ターゲッ

【評価

確

】基本的生活習慣（挨

か

拶・姿勢・話を聞く）

な

の「できる」の数値は

学

高水準を維持している

力

。就学前に身につけ
ト

の

）との関
たこれらの習

定

慣が学びの基礎となり

着

、小・中学校での取組

に

をとおして基礎学力の

向

定着に繋がっているこ

け

とが「全国学
連及び評

た

価
力・学習状況調査」

就

における国との正答率

学

の比較から見てとれる

前

。今後も「教員の授業

か

力向上」と「個に応じ

ら

た学習

の充実」に向け

義

た取組みを進める中で

務

、様々な場面でICT

教

を有効活用しながら、

育

質の高い教育を目指し

期

ていく。

備　　　考

までの取組み

■ 保育者等の指導力の向上により、子どもたちの学びの基礎づくりを推進する。

■ 「わかる授業」「魅力ある授業」づくりを推進し、児童・生徒の学力の向上を図る。

■ 児童・生徒用タブレット端末の活用頻度を上げ、協働的な学びを実現し、自分の意見を述べ、他者の意見を聴き

施策の方向 、協力して問題の発見や解決に挑む力を育成する。

( 目 標 )

■ 小学校入学時に身についていることが望ましい基本的生活習慣（挨拶や返事、姿勢保持、話を聞く）が身につい

ている区内新小学１年生の割合は約９割である。

■ 「全国学力・学習状況調査」平均正答率の全国平均との比較では、小学校は教科によっては上回り、中学校は未

だに下回ってはいるものの差は縮小傾向である。
現　　　状

■ 児童・生徒一人一台のタブレット端末の配備が完了し、授業をはじめ様々な場面で活用できる環境が整備された

。さらに、家庭への持ち帰りが進み、学校・家庭での活用の機会が増加している。

■ 小学校入学時の基本的生活習慣の定着等、現在の乳幼児の教育・保育の水準を維持・向上させるため、幼保小連

携を含めた研修を通じ、保育者等の指導力を一定水準以上に保っていく必要がある。

■ 若手教員が多く配置されている当区の実状を踏まえ、教員一人ひと

足

りの授業力向上の取組

立

みを進め、学習内容の

区

確実な定着を図ってい

　

く必要がある。

■ 児

令

童・生徒一人一台のタ

和

ブレット端末を授業等

７

で有効活用し、従来の

年

「個に応じた指導」と

度

ともに、「協働的な
課

施

　　　題
学び（＝子ど

策

もたちが相互に学び合

評

い、教え合いながら、

価

様々な人たちと協力し

調

て課題に取り組む学習

書

）」を実現さ

せ、学力

(

の向上につなげていく

令

必要がある。

■ 乳幼

和

児の教育・保育や幼保

６

小連携などに関する研

年

修を通じ、保育者等の

度

指導力を向上させ、小

事

学校教育への滑ら

かな

業

移行につなげていく。

実

■ 教科指導専門員に

施

よる巡回指導等により

)

、教員の授業力を高め

1

、足立スタンダードに

 

基づく魅力的でわかり
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0 -
(4)

実　績　値 88.2 87.7 87.9 87.7 R6 90

達　成　率 98% 98% 97% 97% 98% 98% 97% 97% -

指標名 「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定的な回答をした児童・生徒の割合

定義等 「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定的な回答をした小学生の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 73 75 75 80 -
(5)

実　績　値 74.3 74.3 75.1 76.1 R6 80

達　成　率 102% 93% 99% 93% 100% 94% 95% 95% -

指標名 協働的な学習の中で児童・生徒にプレゼン機能を活用させた教員の割合

定義等 協働的な学習の中で児童にプレゼン機能を活用させた教員の割合（小学校）
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 55 60 60 70 -
(6)

実　績　値 34.3 48.2 63.2 67.7 R6 70

達　成　率 62% 49% 80% 69% 105% 90% 97% 97% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 708,930 1,149,850 7,349,464 3,387,236

人件費 2,018,745 2,082,737 2,243,163 2,692,619

総事業費 2,727,675 3,232,587 9,592,627 6,079,855

前年比(金額) 244,941 504,912 6,360,040 △3,512,772

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 基本的生活習慣が身についている小学１年生の割合

定義等 基本的生活習慣の挨拶・姿勢・話を聞くの指標測定値の平均値【令和元年度から定義・目標値変更】
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 90 -
(1)

実　績　値 86.9 87.8 89.8 86.9 R6 90

達　成　率 97% 97% 98% 98% 100% 100% 97% 97% -

指標名 教育・保育力向上研修（年齢別運動遊び研修を含む）への参加職員数（保育士、幼稚園教諭等）

定義等 年齢別運動遊び研修含む参加職員数の延べ人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2,100 2,100 2,100 2,100 -
(2)

実　績　値 2,318 2,840 2,097 2,252 R6 2,100

達　成　率 110% 110% 135% 135% 100% 100% 107% 107% -

指標名 「全国学力・学習状況調査」における国の正答率との差

定義等 小学６年生の国語における国の正答率と区の正答率の差
指

単　位 ポイント 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2 5 3 5 -
(3)

実　績　値 4.5 1.5 0.7 -2 R6 5

達　成　率 104% 99% 95% 95% 97% 94% 90% 90% -

指標名 「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯定的な回答をした児童・生徒の割合

定義等 「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯定的な回答をした小学生の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 9
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慣

えられる。

【指標５】

が

令和６年度において、

身

「足立区学力定着に関

に

する総合調査」で「グ

つ

ループ活動やペア活動

い

では自分から積極的に

て

発言し

たり、みんなで

い

意見を出し合うことが

る

できたと思う」に肯定

１

的な回答をした児童・

年

生徒の割合　小学校7

生

6.1％（目標値80

の

％、達成

率95.1％

割

、前回調査時75.1

合

％）、中学校67.9

は

％（目標値70％、達

8

成率97％、前回調査

6

時68.3％）小学校

．

においては目標値には

6

3.9

ポイント届かな

％

かったものの、前年度

で

比で＋1ポイントと対

あ

話による学びが進んで

り

おり、タブレット端末

、

が、授業や学習活動に

令

お

いてコミュニケーシ

和

ョンツールとしての活

５

用も一定程度寄与して

年

いると考えられる。一

度

方、中学校においては

と

前年度比－0.4ポイ

比

ントで目標値を下回っ

較

たものの、達成率97

し

％と概ね目標通りとな

微

っている。

【指標６】

減

令和６年度において、

で

協働的な学習の中で児

は

童・生徒にプレゼン機

あ

能を活用させた教員の

る

割合は、小学校67.

が

7％（目標

値70％、

、

達成率96.7％、前

概

回調査時63.2％）

ね

、中学校50.5％（

目

目標値60％、達成率

標

84.2％、前回調査

ど

時43.6％）と、小

お

学校は目標

値を若干下

り

回ったものの概ね目標

で

通りであった。中学校

あ

においては目標値を下

っ

回ったものの、昨年度

た

比で約7ポイント上が

。

ってい

る。しかしなが

小

ら約2/3の学校が基

学

準を上回っておらず、

校

学校間格差が大きいこ

教

とが目標値未達の一因

員

と考えられる。

2)達

と

成状況と原因分析を踏

4

就

まえた今後の方向性

【

学

子ども施設指導・支援

前

課】

基本的生活習慣の

施

定着率ついて、令和５

設

年度と比較すると微減

の

であったが、概ね目標

保

どおりであった。挨拶

育

や返事といった基本的

者

生活習慣の獲得は、乳

を

幼児期からの愛着の形

 

対

成が必要である。その

象

ため、園児と保育者等

に

との間に情緒的な結び

行

つきを築けるよう

、園

う

巡回を通して保育者の

接

指導・支援を行ってい

続

く。また、子どもたち

期

に必要な体験が実現で

教

きるように、教育・保

育

育者向けの研

修を実施

担

研

するだけでなく、幼保

修

小連携活動を推進し、

会

互いの教育・保育の理

に

解を深め、子どもの育

加

ちにつなげていく。

【

え

学力定着推進課】

「わ

、

かる授業」「魅力ある

保

授業」を児童・生徒に

育

届けるために、先進自

者

治体（秋田県大仙市）

当

に

への教員派遣事業で教

対

員が得た学び

や実践し

し

た内容を基に、ICT

て

活用の視点等を加えて

教

、令和６年度末に作成

育

した「足立スタンダー

・

ド虎の巻」を活用した

保

授業実践に

より、児童

育

・生徒主体の授業への

力

転換を図っていく。ま

部

向

た、児童・生徒一人ひ

上

とりの個に応じた学習

研

の充実の面では、AI

修

ドリル（

対象:小学1

を

年生～中学3年生）に

３

ついて、特定の学校を

１

対象に効果検証を実施

回

し、結果を全校へ展開

実

することでさらなる活

施

用を促

しつつ、効果的

に

し

な活用の場面や方法等

て

、好事例の横展開を図

い

りながら、確かな学力

る

の定着と学習意欲の向

こ

上につなげていく。

【

と

学校ICT推進課】

G

が

IGAスクール推進研

基

究校においては、コミ

本

ュニケーションツール

的

としての活用を含め様

お

生

々な学習場面や教科視

活

点での活用までを促

し

習

ていくとともに、研究

慣

校を中心とした実践事

の

例の横展開を図ってい

目

く。

また、これまでの

標

各種研修なども継続し

値

て実施しつつも、IC

に

T活用促進に向け、令

近

和７年度より教育DX

け

い

アドバイザー２名を新

割

たに

配置した。アドバ

合

イザーの知見を活かし

の

て、授業におけるIC

獲

Tの具体的な活用方法

得

から、学校一体となっ

に

た組織的なICT活用

つ

の推進

まで、各校が自

な

走できる体制を構築で

が

きるよう支援していく

る

っ

。

ている。

【指標２】

評

令和６年度も引き続き

価

、教育・保育力向上研

（

修に加え・教育・保育

部

課題研修（衛生管理等

長

）を対面型・集合研修

評

で実施

した。参加職員

価

数は研修参加目標の2

－

,100人に対して、

１

2,252人(区立園

次

1，080人、私立園

評

1,172人）の参加

価

となり、目標を大きく

）

上

回った。

【指標３】

そ

「全国学力・学習状況

の

調査」における国の正

１

答率との差は、小学６

1

年生の国語が-2.0

)

ポイント（目標値+5

施

ポイント、前

回調査時

策

は+0.7ポイント）

の

、算数が+1.0ポイ

達

ント（目標値+3ポイ

成

ント、前回調査時は+

状

1.3ポイント）、中

況

学３年生の国語が-0

と

.6ポ

イント（目標値

そ

+2ポイント、前回調

の

査時は-0.5ポイン

原

ト）、数学が-0.6

因

ポイント（目標値+1

の

ポイント、前回調査時

分

は-3ポイント）

とな

析

り、２教科ともに目標

【

値に届かなかった。算

指

数は国の正答率を上回

標

ることができたものの

１

、国語は国の正答率を

】

下回った。ま

た、中学

４

３年生は、２教科とも

月

に目標値及び国の正答

に

率をわずかに下回った

入

ものの、数学は令和５

学

年度と比較して大きく

し

改善した

。当区は若手

た

教員が多く配置されて

小

いるため、様々な手段

学

で若手教員の授業力向

校

上の支援を行っている

１

が、今後も人材育成に

年

注力

しながら「わかる

生

授業」につなげていく

の

必要がある。（施策評

児

価指標として、小学校

童

６年生は国語・算数、

を

中学３年生は国語・数

対

学を設定）

【指標４】

象

「足立区学力定着に関

に

する総合調査」で「学

行

校の授業はわかる」に

っ

肯定的な回答をした割

た

合は、小学校87.7

ア

％（目標値

90％、達

ン

成率97.4％、前回

ケ

調査時は87.9％）

ー

、中学生64.5％（

ト

目標値80％、達成率

で

80.6％、前回調査

は

時は66.5％）とな

、

った。

小・中学生とも

基

に目標値及び前回調査

本

を下回る結果となった

的

。コロナ禍により、十

生

分な教育活動が行えな

活

かったことによる影響

習

が

要因の一つとして考

- 7 -



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

教育委員会運営事務 教育政策課4015 12,521 16,357 28,878 現状維持 Ａ

教育政策管理事務 教育政策課4016 365,472 199,475 564,947 改善・変更 Ｂ

学校支援管理事務 学校支援課4022 9,086 73,260 82,346 現状維持 Ｂ

小学校教育研究会等助成事業 学校支援課4028 13,927 2,583 16,510 現状維持 Ａ

中学校教育研究会等助成事業 学校支援課4032 14,043 2,583 16,626 現状維持 Ａ

幼児教育振興事業 子ども施設指導課4045 6,828 76,788 83,616 現状維持 Ａ

学校の指導事務 教育指導課4107 76,713 1,479,620 1,556,333 改善・変更 Ａ

学校教育充実事務 教育指導課4108 57,696 32,714 90,410 改善・変更 Ａ

学力向上対策推進事業 学力定着推進課4109 445,180 717,984 1,163,164 改善・変更 Ａ

教職員の研修事務 教育指導課4111 3,787 32,714 36,501 現状維持 Ｂ

学習支援ボランティア事業 教育政策課4129 16,174 1,722 17,896 現状維持 Ｂ

教科書採択事務 教育指導課21574 4,742 5,165 9,907 現状維持 Ａ

学校ＩＣＴ推進事業 学校ＩＣＴ推進課23065 2,351,254 51,568 2,402,822 改善・変更 Ａ

教育ＩＣＴ環境整備資金積立基金積立金 学校ＩＣＴ推進課23909 9,813 86 9,899 現状維持 Ａ

合計１４事業 3,387,236 2,692,6

3

19 6,079,85

)

5

施施策の手段として位置付け
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施

えた支援体制を構築す

策

る。
方　　　針

■　引

の

き続きＳＳＷが学校や

概

家庭への訪問を重ね、

要

学校や家庭との連携を

柱

強化することで、問題

立

の早期発見、解決に

　

て

努める。

担 当 課 名 こ・

5

支援管理課（取りまと

【

め）

電 話 番 号 03-3

ひ

852-2875 E-

と

mail kodomo

】

-sienkanri

自

@city.adac

己

hi.tokyo.j

肯

p

　就学相談や教育相

定

談、ＳＳＷによる支援

感

を行う際に、幼児・児

を

童・生徒の情報共有な

持

ど、保育園・こども園

ち

・学校

だけでなく、教

、

育指導課や学務課等の

生

関係各課と連携してい

き

る。

協働・協創
の 取 組

抜

み

【目標】4 質の高

く

い教育をみんなに【タ

力

ーゲット】4.5 教

を

育における男女格差を

備

なくし、脆弱層が教育

え

や職業訓練に

平等にア

た

クセスできるようにす

人

る。【評価】一人ひと

施

りのニーズに適した丁

策

寧な就学相談や教育相

群

談、ＳＳＷによる
ＳＤ

名

Ｇｓが
支援を行うこと

1

で、適正な就学及び不

家

登校の解決に繋げるこ

庭

とができた。
目指す目

・

標
（ターゲッ
ト）との

地

関
連及び評価

備　　　

域

考

と連携し、子どもの学びを支え育む

施 策 名 1.3 課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

■　発達障がいを含む障がいのある児童・生徒に対して、一人ひとりのニーズに適した就学相談を行い、適切な就学

　先を決定していく。

■　学校と教育委員会が一体となった支援体制を構築し、不登校の未然防止に努めるとともに、不登校発生率の減少

施策の方向 　に取組む。

( 目 標 ) ■　スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を軸に、学校や専門機関との連携を強化し、不登校の解決や改善につな

　げる。

■　発達面やコミュニケーション等に課題を抱える児童・生徒への支援のため、特別支援教室を全小・中学校へ導入

　したことで、就学相談件数が増加している。

■　不登校児童・生徒への支援を目的に、学校以外の教育機会の場の拡充を行っているが、不登校の発生率は全国的

　に増加しており、区においても増加傾向である。
現　　　状

■　ＳＳＷの学校や家庭への訪問及び支援活動を通して、ＳＳＷや福祉サービスの活用に対する学校の理解が深ま

　り、ニーズが顕在化したことで、訪問件数が増加している。

■　就学相談により就学先が決定した割合は高い実績で推移しているが、今後さらに就学相談件数が増えた場合も

　同様の水準を維持していく必要がある。

■　不登校児童・生徒数は増加しており、非常に高い伸びとなった。長期化する前の、早期の支援が

足

必要である。

■　家か

立

ら外出できない子ども

区

への支援が課題となっ

　

ており、引き続き学校

令

とＳＳＷが目的を共有

和

し、福祉事務所

　や、

７

医療機関などの専門機

年

関と協力して解決にあ

度

たる必要がある。
課　

施

　　題

■　申込のあっ

策

た就学相談全件に対し

評

て、必要な個別相談や

価

各種検査、行動観察を

調

確実に実施できる相談

書

体制を堅持

　し、引き

(

続き子どもたちの適切

令

な就学を支援していく

和

。

■　学校から毎月提

６

出される長期欠席児童

年

・生徒状況表による情

度

報収集とともに、特に

事

中学校の校内委員会に

業

教育委

　員会の職員（

実

スクールカウンセラー

施

、ＳＳＷ、常勤心理職

)

）が参加、協議する体

1

制をルール化し、本人

 

や家庭の状

　況を踏ま
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支援を行うＳＳＷ（ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ）により不登校等が解決または改善した割合

定義等 改善した人数／関わった人数（スクールソーシャルワーカーは学校における児童生徒の福祉に関する支援に従事する）
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 32 35 38 40 -
(5)

実　績　値 39 36 34 35 R6 40

達　成　率 122% 98% 103% 90% 89% 85% 88% 88% -

指標名 ＳＳＷが相談を受けた人数（参考：H27年度SSW人数３人、R元年度14人、R2・3年度15人、R4・5年度18人、R6年度20人）

定義等 ＳＳＷが支援した人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 440 450 450 450 -
(6)

実　績　値 473 439 513 605 R6 450

達　成　率 108% 105% 98% 98% 114% 114% 134% 134% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 151,962 173,431 479,797 199,233

人件費 913,521 926,093 965,088 1,180,963

総事業費 1,065,483 1,099,524 1,444,885 1,380,196

前年比(金額) 38,272 34,041 345,361 △64,689

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 就学相談により、障がいがある等の特別な支援が必要な児童・生徒の就学先が決定した割合

定義等 終結件数／申し込み件数
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 99 100 100 100 -
(1)

実　績　値 99 99 99 99 R6 100

達　成　率 100% 99% 99% 99% 99% 99% 99% 99% -

指標名 就学相談を実施した件数

定義等 就学相談の申し込み件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 1,220 1,200 1,220 -
(2)

実　績　値 1,218 1,136 1,198 1,279 R6 1,220

達　成　率 0% 100% 93% 93% 100% 98% 105% 105% -

指標名 不登校発生率（小学校）※低減目標

定義等 不登校児童数／児童の在籍数
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 0.74 0.74 0.74 0.74 -
(3)

実　績　値 1.03 1.23 1.92 2.38 R6 0.74

達　成　率 72% 72% 60% 60% 39% 39% 31% 31% -

指標名 校内委員会において支援方法等を協議した延べ回数（参考：対象児童・生徒数1,600人）

定義等 校内委員会で支援方針について協議した児童・生徒の延べ人数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 6,000 6,000 6,000 6,000 -
(4)

実　績　値 5,576 5,580 5,632 7,545 R6 6,000

達　成　率 93% 93% 93% 93% 94% 94% 126% 126% -

指標名 家庭や生活環境も踏まえた不登校
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0

討する。また、教室に

0

入れない児童・生徒に

件

ついては、登校

サポー

を

ターやSSRを活用し

超

ながら、学ぶ機会や居

え

場所を確保する。さら

る

に、学びたいときに学

就

べる環境を整えるため

学

、オンライン

授業を学

相

校に促したり、区の施

談

策の充実、および区民

を

への周知を進める。

【

受

指標4】

　不登校児童

け

・生徒数が増加してい

て

るので、校内委員会の

い

限られた時間内で効率

る

的な情報共有と関係諸

が

機関との連携を進めて

、

いく

必要がある。SS

研

WやSCに積極的な連

修

携を図るよう指示する

を

とともに、好事例を共

実

有し、児童・生徒と家

施

庭の状況に応じた支援

す

を行

っていく。

【指標

る

5･6】

　統括SSW

こ

等によるSSWの活動

と

支援や人材育成を進め

に

、学校からの多くの相

よ

談に各SSWが的確に

り

対応できるように取り

就

組むことで、

改善率の

学

向上を図っていく。

相談員のスキルアップを図るとともに、学校や関係機関とも

4

連携して、一人ひとり

 

に応じた相談を行うこ

担

とで高

い完結率を維持

当

することができた。

【

部

指標3】

指標名： 不

に

登校発生率等（中学校

お

）※低減目標

定義等：

け

 不登校生徒数／生徒

る

の在籍数

目標値：令和

評

3年度4.33%　令

価

和4年度4.33%　

（

令和5年度4.33%

部

　令和6年度4.33

長

％

実績値：令和3年度

評

4.93%　令和4年

価

度5.77%　令和5

－

年度7.08%　令和

１

6年度8.79％

　小

次

・中学校102校中、

評

61校で増加し、学年

価

が上がるにつれ、不登

）

校児童・生徒数も増加

そ

している。特に、「学

の

校生活へのやる気

が出

１

ない」や「不安・抑う

1

つ」という相談（要因

)

）が小・中学校ともに

施

最も多く、不登校の約

策

３分の１の児童・生徒

の

が該当してい

る。

【指

達

標4】

　不登校児童・

成

生徒数の増加に伴って

状

、校内委員会で支援を

況

協議する延べ人数も増

と

加している。月１回程

そ

度の頻度で行われてい

の

る

校内委員会だが、対

原

象児童・生徒の人数が

因

増加すればするほど、

の

一人当たりに割ける協

分

議時間は減るため、一

析

人ひとりの実態に合

わ

【

せた支援を十分に検討

指

することが困難になっ

標

てきている。

【指標5

1

･6】（SSW人数：

･

R6年度20人）

　令

2

和６年度はSSWの定

】

数が２人増となり、相

　

対的にSSW一人当た

全

りの負担を減らすこと

小

ができた。各SSWの

・

学校訪問回数も増え、

中

依頼される件数が９０

学

件近く増加したことで

校

目標を達成した。改善

に

率は３５％前後で推移

特

しているが、主訴の５

別

０%以上を占める

不登

支

校について、改善に長

援

い時間を要するケース

教

が多いことの影響が大

室

きい。

2)達成状況と

の

原因分析を踏まえた今

設

後の方向性

【指標1･

置

2】

　引き続き就学相

が

談員のスキルアップを

完

図り、学校・関係機関

了

等と連携を進めながら

し

、速やかに相談を完結

た

し、適切な就学につな

令

げていく。また、必要

和

に応じて就学後も就学

３

相談員によるフォロー

年

を実施する。

【指標3

度

】

　未然防止とどこに

以

もつながっていない不

降

登校児童・生徒の減少

、

を目指す。当事者に向

毎

けた不登校に関するア

年

ンケートから要因を

分

1

析し、教室に入れない

,

状況を未然に防止する

1

取組を分析結果から検
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

外国人児童、生徒保護者負担軽減事務 子ども政策課3776 10,786 4,236 15,022 現状維持 Ｂ

特別支援教育事業 こ・支援管理課4124 21,547 156,788 178,335 改善・変更 Ａ

教育相談事業 こ・教育相談課18696 89,300 650,898 740,198 拡充 Ａ

こども支援センターげんき運営事務 こ・支援管理課18735 46,748 50,268 97,016 改善・変更 Ｂ

発達障がい児支援事業 こ・支援管理課21710 19,651 220,662 240,313 拡充 Ａ

就学相談事業 こ・支援管理課23518 4,662 81,239 85,901 改善・変更 Ａ

学齢児発達支援事業 こ・支援管理課23519 6,539 16,872 23,411 改善・変更 Ａ

合計７事業 199,233 1,180,963 1,380,196

3)施施策の手段として位置付け

- 12 -



施

の改築工事及び保全工

策

事を計画的に実施する

の

。

■　児童・生徒の教

概

育環境及び災害時の避

要

難所機能向上のため、

柱

計画的な施設整備を実

立

施する。

■　令和７年

て

度に改定する適正規模

5

・適正配置ガイドライ

【

ンに基づき、対象地区

ひ

の個別実施計画の策定

と

を進める。

■　既存の

】

開かれた学校づくり協

自

議会のさらなる活動を

己

支援し、家庭、地域の

肯

方々がより深く学校運

定

営に参画する　
方　　

感

　針
　「コミュニティ

を

・スクール」（学校運

持

営協議会）の設置を進

ち

める。

担 当 課 名 学校施

、

設管理課（取りまとめ

生

）

電 話 番 号 03-38

き

80-5965 E-m

抜

ail g-shise

く

tsukanri@c

力

ity.adachi

を

.tokyo.jp

　

備

学校施設の改修・改築

え

時においては開かれた

た

学校づくり協議会やま

人

ちづくり協議会をはじ

施

めとした地域組織や学

策

校

と意見交換を行い、

群

快適に学べる教育施設

名

の整備の実現に向けて

1

連携をしている。また

家

、庁内においても他の

庭

教育施

策との連携・調

・

整を図りながら、学校

地

施設の更新及び適正配

域

置事業を教育委員会全

と

体の課題として取り組

連

んでいる。

協働・協創

携

の 取 組 み

【目標】４　

し

すべての人に包摂的か

、

つ公正な質の高い教育

子

を確保し、生涯学習の

ど

機会を促進する。

【タ

も

ーゲット】４.ａ　子

の

ども、障害及びジェン

学

ダーに配慮した教育施

び

設を構築・改良し、す

を

べての人々に安全で非

支

ＳＤＧｓが
暴力的、包

え

摂的、効果的な学習環

育

境を提供できるように

む

する。
目指す目標

【関

施

連する理由】教育施設

策

の維持・更新および学

名

校運営に関する協議会

1

等の実施により、教育

.

環境等の整備・充実に

4

（ターゲッ
寄与する。

安

ト）との関
【評価】学

全

校施設の各種改修を実

・

施するとともに、学校

快

運営の協議会を支援す

適

ることにより、教育環

に

境等の向上の推
連及び

学

評価
進を図った。

　施

べ

策指標５は、開かれた

る

学校づくり協議会が機

教

能していることや負担

育

や責任への不安から設

施

置を躊躇している学校

設

備　　　考 が多いため

の

、令和６年度に目標値

整

（R6）を15校に修

備

正。施策指標６は、委

と

員の高齢化・多忙化や

学

教員の働き方改革に

よ

校

り、会議の効率化が求

運

められ、環境が大きく

営

変化したため、令和６

の

年度に目標値（R6）

充

を1,000回に修正

実

。

■　改築と既存校の保全工事を連携させた施設更新により、学校施設の長寿命化を推進する。

■　学校の設備更新を計画的に実施し、教育環境の改善及び安全対策を推進する。

■　学校規模の適正化を進めることで、教育環境の向上を図る。

施策の方向 ■　開かれた学校づくり協議会の活動のさらなる発展に取組み、コミュニティ・スクールの設置拡大を図ることで、

( 目 標 ) 　学校、家庭、地域が共に特色ある学校づくりを推進する。

■　昭和４０年前後に児童・生徒が急増し、学校建設が集中したことから、施設更新時期を迎えた古い学校が多く

　なっている。

■　学校施設は災害時の避難所としての側面を有するため、教育環境と防災機能の両面からの整備を行っている。

■　児童・生徒数は、昭和５４年度の９７，８６９人をピークに減少し続けており、学校によっては適正規模を下回
現　　　状

り、クラス替えができず、人間関係が固定化してしまう、集団で行う部活動や行事の教育効果が下がってしまうなど

の課題が生じている。

■　区内の全小・中学校には、学校関係者、保護者、地域住民などが参画して、開かれた学校づくり協議会が設置さ

　れ、機能している。

■　改築時期の集中による費用負担の平準化を図るため、各施設の状況把握に基づく優先順位付

足

けを行う必要が

　ある

立

。

■　自然災害に備え

区

、換気対策の充実やセ

　

ンサー型水栓など感染

令

症対策にも配慮した避

和

難所機能向上を目的と

７

した施

　設整備が必要

年

である。

■　学校の適

度

正規模・適正配置は、

施

特定の小規模校だけで

策

はなく、周辺校を含め

評

たエリア全体を一体的

価

に考えて進め
課　　　

調

題
　ていく必要がある

書

。

■　山積する教育課

(

題を解決し、学校の安

令

定的な運営を支えるた

和

めには、学校と家庭、

６

地域、行政が相互に連

年

携・協

　働して教育活

度

動の充実に努めていく

事

必要がある。

■　莫大

業

な学校施設更新費用の

実

平準化及び災害時の避

施

難所としての活用を考

)

慮して策定した保全・

1

更新計画に基づ　

　き

 

、長寿命化を図るため
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設置校数

定義等 開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの設置校数
指

単　位 校 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 14 14 15 15 -
(5)

実　績　値 13 13 13 13 R6 15

達　成　率 93% 87% 93% 87% 87% 87% 87% 87% -

指標名 開かれた学校づくり協議会の実施総数

定義等 全小中学校に設置されている開かれた学校づくり協議会の協議会並びに部会、授業診断・学校評価の実施総数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1,530 1,530 1,530 1,000 -
(6)

実　績　値 626 948 951 1,052 R6 1,000

達　成　率 41% 63% 62% 95% 62% 95% 105% 105% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 39,799,946 24,492,867 13,984,894 25,980,482

人件費 820,181 738,313 739,527 785,050

総事業費 40,620,127 25,231,180 14,724,421 26,765,532

前年比(金額) 22,943,339 △15,388,947 △10,506,759 12,041,111

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 改築・大規模改修工事が完了した学校数

定義等 平成29年～令和6年度の改築・大規模改修工事予定校22校のうち改築・大規模改修工事が完了した学校数
指

単　位 校 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 16 17 19 22 -
(1)

実　績　値 15 18 19 22 R6 22

達　成　率 94% 68% 106% 82% 100% 86% 100% 100% -

指標名 改修計画工事が完了した学校の割合

定義等 トイレ改修、教室照明ＬＥＤ化、ガラス改修計画、学校毎の改修対象工事が全て完了した学校の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 24 44 63 70 -
(2)

実　績　値 21 39 59 66 R6 70

達　成　率 88% 30% 89% 56% 94% 84% 94% 94% -

指標名 全小・中学校に占める「適正規模校」の割合

定義等 適正規模校（小学校：12～24学級、児童数340～760人／中学校：12～24学級、生徒数370～840人）割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 63 64 64 66 -
(3)

実　績　値 59 59 59 57 R6 66

達　成　率 94% 89% 92% 89% 92% 89% 86% 86% -

指標名 統合した学校数

定義等 平成27年度から令和7年度までに統合をする学校数
指

単　位 校 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 6 8 10 10 -
(4)

実　績　値 6 8 10 10 R6 10

達　成　率 100% 60% 100% 80% 100% 100% 100% 100% -

指標名 開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの
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つ

いく。

【指標２】各種

い

改修計画は、児童・生

て

徒が安全・快適に学べ

、

る学校施設として整備

予

するために、計画的に

定

実施していく必要があ

通

る

。全国的な技術者不

り

足等の外部要因により

完

、工事実施時期を見直

了

さなければならない場

す

合もあり、計画の遅れ

る

は最小限で留められ

る

こ

ように、関係所管と連

と

携して、円滑に実施し

が

ていく。

【指標３】引

で

き続き、児童・生徒数

き

等の動向を注視しなが

た

ら、令和7年度に策定

。

する同ガイドラインに

【

基づいて適正規模・適

指

正配

置事業を着実に進

標

めていくとともに、目

２

標値の設定についても

】

、同ガイドラインの方

ト

針を踏まえ見直してい

イ

く。

【指標４】統合す

レ

る学校数については、

改

令和７年度の適正規模

修

・適正配置ガイドライ

に

ンの改定に合わせて、

つ

統合に取り組む地区の

い

選定や実施計画策定を

て

進め、適正規模・適正

は

配置の実現に向けた取

、

り組みを進めていく。

令

【指標５】国では、コ

和

ミュニティ・スクール

４

（以下、ＣＳ）設置を

年

努力義務としている。

度

足立区では、足立区版

ま

ＣＳ「開かれた学

校づ

で

くり協議会型ＣＳ」の

に

設置拡大を目指してい

す

るが、ＣＳ化に伴う負

で

担などから設置に踏み

に

出せない開かれた学校

完

づくり協議会

（以下、

了

協議会）が多い。今後

し

は、国の動向を注視し

て

つつ、設置に興味を示

い

している協議会をＣＳ

る

会長意見交換会に招く

。

など、Ｃ

Ｓの知見も活

ガ

用しながらＣＳの理解

ラ

を深め、設置を促して

ス

いく。

【指標６】それ

改

ぞれの協議会による活

修

動量の差が見られる。

計

協議会のあり方も含め

画

、活動内容等を模索し

4

対

ていることもあり、協

象

議

会同士で意見交換や

１

活動事例の紹介が行え

校

る場を提供した。継続

に

して意見交換や活動事

つ

例を紹介しあえる場を

い

提供するとともに、

協

て

議会活動の活性化を支

は

援し、家庭・学校・地

、

域による開かれた学校

 

予

づくりを支援していく

定

。

通り完了し

た。教

担

室照明LED化工事計

当

画対象１１校のうち、

部

８校は完了したが、残

に

り３校については、大

お

規模改修計画に合わせ

け

て実施する計

画へ変更

る

したため、完了は次年

評

度以降の見込みとなっ

価

た。

【指標３】小学校

（

２校が適正規模の基準

部

を下回り、全小中学校

長

に占める適正規模校の

評

割合が56.9％（前

価

年度比1.9ポイント

－

減）と

なったため、目

１

標値に9.1ポイント

次

届かず達成できなかっ

評

た。目標未達の要因と

価

しては、区内児童・生

）

徒数の減少や区立校以

そ

外の

通学割合が増加し

の

ているほか、平成２９

１

年度に策定した「区立

1

小・中学校の適正規模

)

・適正配置ガイドライ

施

ン」の目標値と現状に

策

大きな乖離が生じてい

の

ることも、その一つと

達

考えられる。

【指標４

成

】統合する学校数につ

状

いて、平成29年度ま

況

でに江北地区、鹿浜地

と

区の６校の統合を実施

そ

している。令和４年度

の

に、江北地

区の小学校

原

２校の統合を実施した

因

。令和５年度には、鹿

の

浜地区の小学校２校の

分

統合を完了し目標を達

析

成した。

【指標５】令

【

和４年度以降設置校は

指

増えていない。主な理

標

由としては「現状の開

１

かれた学校づくり協議

】

会が充分機能している

令

」「

設置に向けた負担

和

感や不安感」が挙げら

６

れている。

【指標６】

年

協議会平均開催数は、

度

小学校3.8回、中学

完

校3.7回であった（

了

小中一貫校は中学校に

予

含む）。家庭教育等各

定

部会は、小学

校315

で

回、中学校106回。

あ

授業診断は、小学校9

っ

8回、中学校39回で

た

あった。前年度に比べ

中

てると家庭教育等各部

学

会の開催数が伸びた

た

校

め、目標を上回った。

１

活動を徐々に再開して

校

いることが、各部会等

の

の開催回数の増につな

改

がった要因と考える。

築

2)達成状況と原因分

及

析を踏まえた今後の方

び

向性

【指標１】改築・

小

大規模改修工事につい

学

ては、令和３年３月策

校

定の「学校施設の個別

２

計画（長寿命型改修計

校

画）」に基づき計画的

の

に実施を進めていく。

大

今後、個別計画の見直

規

しや、他施策等との兼

模

合いにより工事実施時

改

期の見直しが必要とな

修

った際には、学校

運営

工

に支障が生じないよう

事

、学校や関係所管と連

に

携し、柔軟に対応して

- 15 -



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３４事業 25,980,482 785,050 26,765,532

3)施施策の手段として位置付け

- 16 -



小学 事

,

1 現状維持 Ｂ

中学校災

1

害共済給付事業 学務課

2

4097 11,415

6

6,284 17,69

3

9 現状維持 Ｂ

中学校環

3

境衛生事業 学務課40

,

98 5,573 2,9

6

79 8,552 現状維

6

持 Ｂ

学校安全衛生委員

1

会運営事務 学校支援課

業

現

4113 8,664 1

状

2,914 21,57

維

8 現状維持 Ｂ

教職員の

持

被服貸与事務 学校支援

Ａ

課4114 548 86

小

1 1,409 現状維持

学

Ｂ

健康管理事務 学校支

校

援課4115 64,1

用

11 14,205 78

務

,316 現状維持 Ａ

学

学

委

校適正配置推進事業 学

託

校支援課4839 38

事

2 25,827 26,

業

209 現状維持 Ａ

小学

学

校施設の保全事業 学校

校

施設管理課5014 4

支

,489,487 17

援

5,881 4,665

課

,368 現状維持 Ａ

中

4

学校施設の保全事業 学

校

0

校施設管理課5018

3

2,947,183 1

1

09,592 3,05

7

6,775 現状維持 Ａ

7

教職員人事・給与支給

7

管理事務（予算に紐付

,

かない） 教育指導課2

3

1489 0 68,87

5

2 68,872 現状維

3

持 Ａ

学校検査事務 学校

支

1

支援課21491 0 1

1

2,053 12,05

,

3 現状維持 Ａ

学校図書

1

館地域開放事業 青少年

2

課22991 19,8

3

02 9,814 29,

7

616 拡充 Ａ

合計３４

8

事業 25,980,4

8

82 785,050 2

,

6,765,532

援

476 改善・変更

別紙

3)施策の

Ａ

手段として位置付けら

中

れる事務事業の評価結

課

学

果
事務事業 施策への

事

校

務事業名 事業費 人件費

用

総事業費 課長評価 担当

務

課コ ー ド 貢献度

委託事業 学校

4

支援課4035 396

0

,288 11,123

1

407,411 改善・

校9

変更 Ａ

小学校公共料金

9

管理事業 学校支援課4

9

039 1,064,0

8

36 4,305 1,0

2

68,341 現状維持

,

Ａ

小学校運営管理事業

5

学校支援課4040 9

8

31,659 17,2

3

08 948,867 現

3

状維持 Ａ

中学校公共料

周 ,

金管理事業 学校支援課

5

4041 606,30

8

9 2,497 608,

1

806 現状維持 Ａ

中学

拡

校運営管理事業 学校支

充

援課4042 384,

Ｂ

582 7,411 39

中

1,993 現状維持 Ａ

学

第四中学校夜間学級運

校

営管理事業 学校支援課

年

周

4043 2,380 8

年

6 2,466 現状維持

行

Ｂ

学校運営協議会推進

事

事業 青少年課4048

等

5,595 5,165

指

10,760 拡充 Ａ

学

導

校施設管理事務 学校施

事

設管理課4053 36

業

,511 34,006

学

70,517 現状維持

行

校

Ｂ

学校教育関係施設改

支

修事業 学校施設管理課

援

4054 492,13

課

1 17,218 509

4

,349 現状維持 Ｂ

小

0

学校施設の設備管理事

2

業 学校施設管理課40

0

56 216,995 1

6

0,262 227,2

0

57 現状維持 Ａ

小学校

事

0

施設の維持補修事業 学

8

校施設管理課4057

6

237,564 9,4

1

70 247,034 現

1

状維持 Ａ

中学校施設の

,

設備管理事業 学校施設

4

管理課4061 110

6

,500 10,262

1

120,762 現状維

拡

持 Ａ

中学校施設の維持

等

充

補修事業 学校施設管理

Ｂ

課4062 109,0

開

30 11,192 12

か

0,222 現状維持 Ａ

れ

義務教育施設建設資金

た

積立基金積立金 学校施

学

設管理課4070 6,

校

109,292 861

づ

6,110,153 現

く

状維持 Ａ

区立小学校の

指

り

改築事業 学校施設管理

推

課4072 1,454

進

,037 40,032

事

1,494,069 現

業

状維持 Ａ

区立中学校の

青

改築事業 学校施設管理

少

課4073 5,301

年

,384 50,363

課

5,351,747 縮

4

小 Ａ

就学事務事業 学務

導

0

課4074 133,9

2

87 81,351 21

4

5,338 拡充 Ａ

小学

2

校災害共済給付事業 学

4

務課4093 25,3

,

99 6,284 31,

5

683 現状維持 Ｂ

小学

3

校環境衛生事業 学務課

5

4094 12,152

9

2,979 15,13
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

n@city.ada

策

chi.tokyo.

の

jp

　子どもがたくま

概

しく生き抜く力を育む

要

ための事業を区内大学

柱

と協働協創して実施し

立

ていく。

　区内都立高

て

校や東京都生涯学習課

5

、ユースソーシャルワ

【

ーカー等との連携によ

ひ

り、高校生の中退防止

と

を図り、卒業

協働・協

】

創 後の進路実現に向け

自

た支援を行う。

の 取 組

己

み

【目標】4 質の高

肯

い教育をみんなに【タ

定

ーゲット】4.3 高

感

等教育に平等にアクセ

を

スできるようにする。

持

【関連する理

由】行政

ち

評価を実施し、業務を

、

改善することが、区民

生

に対する説明責任を果

き

たすことにつながる。

抜

【評価】わかりや
ＳＤ

く

Ｇｓが
すい指標を用い

力

たことで、効果が明確

を

になった。
目指す目標

備

（ターゲッ
ト）との関

え

連及び評価

備　　　考

た人

施 策 群 名 1 家庭・地域と連携し、子どもの学びを支え育む

施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

■　子どもたちが自己肯定感を持ち、これからも夢を育みチャレンジすることができるように、異世代との交流や

　様々な経験・体験の場、機会を拡大する。

■　高校中途退学者、高校を卒業したものの無業や不安定就労にある人、青年期・成人期で課題を抱える若年者に対

施策の方向 　して、社会人・職業人への円滑な移行を支援するために、国や東京都、地域や各団体との連携を強化していく。

( 目 標 )

■　核家族化や地縁的なつながりの希薄化により、乳幼児期からの生活リズムの乱れなど家庭での教育力の低下が懸

　念されていることから、保育園や幼稚園等と連携して「早寝・早起き・朝ごはん」の取組みを進めている。

■　集団宿泊的行事として実施している小・中学校自然教室では、豊かな自然や文化に触れる様々な体験活動を行っ

　ている。
現　　　状

■　大学との連携事業等による多様な経験・体験の機会を提供している。

■　区内の都立高校の中途退学者数は減少傾向にあるが、依然として多い状況である。

■　多様な経験・体験の場をさらに充実させるために、子どもたちの成長段階に応じた体験活動の機会を増やしてい

　く必要がある。

■　高校中途退学者や無業の若年者の情報は区で集約することが難しく、そうした若者の実態把握と支援策

足

を構築す

　る必要があ

立

る。

課　　　題

■　自

区

然教室や大学生との交

　

流等を通じて、様々な

令

経験・体験をすること

和

により、子どもたちが

７

新しいことにチャレ

　

年

ンジするきっかけをつ

度

くっていく。

■　「居

施

場所を兼ねた学習支援

策

」に登録している中学

評

生が高校に進学した後

価

も、東京都のユースソ

調

ーシャルワーカー

　等

書

と連携しながら、高校

(

中途退学の防止や中途

令

退学後の支援を行って

和

いく。

■　高校中途退

６

学の予防、進路未決定

年

者の発生防止のため、

度

区の教育委員会や中学

事

、高校、東京都との連

業

携を強化す
方　　　針

実

　る。

担 当 課 名 青少年

施

課（取りまとめ）

電 話

)

番 号 03-3880-

1

5264 E-mai

 

l seishoune
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ている高校生のうち高校を中途退学した人の割合※低減目標
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 0 0 0 -
(4)

実　績　値 1.6 3.9 3.9 1.4 R6 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等の数

定義等 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等の数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 130 130 90 -
(5)

実　績　値 129 133 128 147 R6 90

達　成　率 0% 143% 102% 148% 98% 142% 163% 163% -

指標名 高校中途退学に関わる中学校・高等学校接続会議の開催回数

定義等 高校中途退学に関わる中学校・高等学校接続会議の年間開催回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 3 3 3 3 -
(6)

実　績　値 1 3 2 2 R6 3

達　成　率 33% 33% 100% 100% 67% 67% 67% 67% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 1,140,370 1,483,599 1,127,766 1,192,201

人件費 263,443 253,166 244,044 302,682

総事業費 1,403,813 1,736,765 1,371,810 1,494,883

前年比(金額) 380,515 332,952 △364,955 123,073

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合

定義等 「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 72 -
(1)

実　績　値 71.6 72.8 75 76.4 R6 72

達　成　率 0% 99% 0% 101% 0% 104% 106% 106% -

指標名 大学連携による体験活動後に「新しいことを知ったりチャレンジしたい」と回答した子どもの割合

定義等 大学連携事業の参加者に占める「新しいことを知ったりチャレンジしたい」と回答した子どもの割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 90 -
(2)

実　績　値 87 89 81 92 R6 90

達　成　率 97% 97% 99% 99% 90% 90% 102% 102% -

指標名 自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすことができた」などと回答した児童・生徒の割合

定義等 自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすことができた」などと回答した児童・生徒の割合
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 78 78 78 80 -
(3)

実　績　値 88 89 89 88 R6 80

達　成　率 113% 110% 114% 111% 114% 111% 110% 110% -

指標名 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生のうち高校を中途退学した人の割合

定義等 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録し
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１

ている。

2)達成状況

０

と原因分析を踏まえた

０

今後の方向性

　大学連

％

携事業については、児

を

童・生徒の興味関心が

超

児童を取り巻く環境に

え

よって変化していくこ

て

とから、より児童・生

お

徒のニー

ズに沿った事

り

業となるよう、引続き

、

大学事務局との連携を

そ

密に行い、参加者のア

の

ンケート結果等に基づ

結

いた新規事業の企画・

果

実施

や既存事業の改善

が

を図っていく。

　自然

「

教室は、学校では体験

足

することができない壮

立

大な自然や文化に直接

区

触れることができる貴

学

重な体験活動の場とな

力

っている。

環境政策課

定

との協働により、鋸南

着

自然教室の中で「海洋

に

学習プログラム」を実

関

施し、令和６年度は、

す

漁港体験や海洋学習フ

る

ォトテ

ーリングなど２

総

５校１９０２名が体験

合

した。魚沼自然教室に

調

おいては、森林整備体

査

験や水力発電から考え

」

る自然環境学習を５校

で

６

５０名が体験するこ

の

とができた。今後も、

肯

子ども達の心身の成長

定

につながる豊かな自然

的

体験活動を実施してい

な

く。

　「居場所を兼ね

回

た学習支援」では、引

答

き続き中退の兆候の早

に

期把握に努めるととも

反

に、関係機関との情報

映

共有、利用促進を丁寧

さ

に行う。また、結果と

れ

して中途退学に至った

て

場合も、庁内外の関連

い

施策の活用を図り、高

る

校への再入学や学び直

と

しの支援、就労支

援サ

考

ービス等への接続など

え

、本人に寄り添うこと

る

で将来の自立を支援す

。

る。

【指標２】

　

4

各大学の特色を活かし

 

た講座を開催し、実施

担

にあたっては過去の参

当

加者のアンケート結果

部

に基づき、講座で取り

に

扱う内容の難易

度の調

お

整や体験ブース数の拡

け

充など、より児童・生

る

徒の興味関心に沿った

評

事業となるよう改善を

価

行った。

　また、これ

（

まで重点をおいてきた

部

「子どもたちの興味関

長

心に気づくきっかけづ

評

くり」を中心とした講

価

座に加え、新たに「よ

－

り高

度な分野を学び、

１

自身の興味関心を深め

次

る」ことを目的とした

評

新規講座を実施した。

価

　その結果、目標であ

）

る９割を達成すること

そ

ができ、児童・生徒の

の

チャレンジする意欲の

１

醸成に寄与することが

1

できた。

【指標３】

　

)

全ての小・中学校で自

施

然教室を実施すること

策

ができた。「自然教室

の

で自信を持つことがで

達

きた」と回答した児童

成

生徒の割合は、

昨年度

状

と同様、目標値を上回

況

った。特に「友達と協

と

力することができた」

そ

「自分の役割を果たす

の

ことができた」という

原

回答が多く

、集団宿泊

因

体験を通じて、様々な

の

困難を乗り越え、仲間

分

と協力しながら最後ま

析

でやり遂げたという達

【

成感が子ども達の自己

指

肯定感

の向上につなが

標

っていると考える。

【

１

指標４・５・６】

　「

】

居場所を兼ねた学習支

　

援」では、登録する高

大

校生について、学業不

学

振や学校不適応、家庭

連

状況の変化などの中退

携

の兆候を早期

に把握で

事

きるよう、生徒の利用

業

頻度に応じた電話連絡

に

による聞き取りや利用

よ

の促し、生徒や家庭に

る

課題を抱えている場合

体

には相談

員による家庭

験

訪問等を行いながら、

活

学習支援だけでなく日

動

常生活の相談等にも応

お

じている。

　中途退学

よ

の未然防止施策として

び

は「高校中途退学に関

自

わる中学校・高等学校

然

接続会議」等の取組を

教

通じて、中学生が本人

室

の能力

や特性にあった

事

進路選択ができるよう

業

、都立高校が取り組む

に

教育活動について情報

関

交換を行っている。令

す

和６年度の接続会議は

る

、

取組定着状況を踏ま

指

え、２回の開催とした

標

。

　上記の取り組みに

達

より、「居場所を兼ね

成

た学習支援」では、高

率

校生のほとんどが卒業

が

後の進学や就職につな

、

がっているが、学業

不

と

振や学校不適応などを

も

原因に、令和６年度は

に

２名の中途退学者が出
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ら

Ａ

合計１８事業 1,1

れ

92,201 302,

る

682 1,494,8

事

83

務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

鹿浜いきいき館児童館運営事業 住区推進課3584 1,564 58,877 60,441 現状維持 Ａ

児童施設維持補修事務 住区推進課3585 1,015 6,887 7,902 現状維持 Ａ

鹿浜いきいき館児童館管理事務 住区推進課3586 10,242 21,176 31,418 現状維持 Ｂ

家庭教育推進事務 青少年課3779 13,958 8,609 22,567 拡充 Ａ

成人の日記念事業 青少年課4180 23,712 12,914 36,626 現状維持 Ａ

青少年委員の活動支援事業 青少年課4183 11,476 12,914 24,390 現状維持 Ａ

放課後子ども教室推進事業【経常】 青少年課4188 234,974 10,331 245,305 改善・変更 Ａ

こども未来創造館管理運営事務 生・地域文化課18759 565,048 8,609 573,657 現状維持 Ａ

青少年対策事業 青少年課20850 24,789 12,914 37,703 現状維持 Ａ

青少年教育管理事務 青少年課20871 1,655 4,305 5,960 現状維持 Ｂ

青少年対象の事業および指導者の育成・支援事業 青少年課20902 12,191 25,827 38,018 現状維持 Ａ

青少年団体の支援事業 青少年課20915 10,591 17,218 27,809 改善・変更 Ａ

体験学習推進事業 青少年課21737 23,281 17,218 40,499 拡充 Ａ

こども未来創造館改修事業 生・地域文化課21809 0 4,305 4,305

子どもの貧困対策・若年者支援事業 未・貧困対策課22829 45,949 17,

3

218 63,167 現

)

状維持 Ａ

あだち子ども

施

の未来応援事業 未・貧

施

困対策課22839 5

策

8,724 17,21

の

8 75,942 拡充 Ａ

手

あだち子どもの未来応

段

援基金積立金 未・貧困

と

対策課22841 15

し

2,040 8,609

て

160,649 拡充 Ａ

位

子育て活動支援事業 子

置

ども政策課23857

付

992 37,533 3

け

8,525 改善・変更
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施

つつ、全妊産婦の経済

策

的・身体的・精神的負

の

担を軽減していく。「

概

デイサービス型

   

要

産後ケア」や「宿泊型

柱

産後ケア」については

立

、利用者満足度やニー

て

ズを詳しく確認してい

5

く必要がある。

① 令

【

和５年４月から開始し

ひ

た「あだち出産・子育

と

て応援事業」と連動し

】

た、妊婦全数面接を行

自

う「スマイルママ面

　

己

 接事業」、希望者に

肯

対する「妊娠８か月前

定

後の面談」、「こんに

感

ちは赤ちゃん訪問」を

を

実施し、妊産婦に対し

持

、

　 経済的支援と伴

ち

走型相談支援を一体的

、

に実施する。妊婦の心

生

身状態や家庭の状況な

き

どを把握し、支援が必

抜

要な方

　 に対し適 

く

切なケアを実施してい

力

く。

② 全産婦対象の

を

支援として、「こんに

備

ちは赤ちゃん訪問」時

え

に子育て情報の提供や

た

コミュニケーションツ

人

ールとし
方　　　針

　

施

 てエジンバラ産後う

策

つ病質問票（ＥＰＤＳ

群

）を活用し、産婦の心

名

理状態や生活状態、子

2

どもに対する気持ちを

妊

把

　 握し、産後ケア

娠

などの必要な事業につ

か

なげていく。

③ ハイ

ら

リスク妊産婦に対する

出

手厚い支援や虐待の未

産

然防止は、関係機関等

・

と連携を強化しながら

子

今後も揺るぐこと

　 

育

なく実施していく。

④

て

 産後ケア（デイサー

ま

ビス型・宿泊型・訪問

で

型）についてのニーズ

切

を把握し、さらに利用

れ

者満足度を高めていく

目

。

担 当 課 名 保健予防課

な

（取りまとめ）

電 話 番

く

号 03-3880-5

支

892 E-mail h

え

-yobou@cit

る

y.adachi.t

施

okyo.jp

① 虐

策

待の疑いや、養育困難

名

家庭は、こども支援セ

2

ンターげんきや足立児

.

童相談所との情報連携

1

を行っている。場合

　

妊

 によっては同行訪問

娠

するなど、虐待を未然

、

に防ぐための支援を行

出

っている。

② 生活困

産

窮家庭は、くらしとし

、

ごとの相談センターへ

子

つないでいる。その後

育

は、必要に応じ、相談

て

内容等を共有

協働・協

へ

創 　 し、支援に役立

の

てている。

の 取 組 み ③

切

 生活保護受給世帯や

れ

非課税世帯は、入院助

目

産制度の所管である各

の

福祉課へつなぎ、各担

な

当から手続きの案内を

い

　 行っている。

④ 

支

こころの病を持つ妊婦

援

は、精神的負担を軽減

の

させるため、病状に応

充

じて、区内外の産科医

実

療機関と連携を行い、

①

　 必要なフォローを

 

行っている。

　妊娠届

妊

出時の質問票やスマイ

娠

ルママ面接から妊娠中

期

の心身状況を把握し、

か

食生活の指導を含めた

ら

きめ細やかな支援

を行

出

うことにより、妊婦の

産

栄養ニーズに対応して

・

いる。【SDGsﾀｰ

産

ｹﾞｯﾄ】2.2
ＳＤ

後

Ｇｓが
　また、上記対

・

応に加え、特に支援を

子

要する妊産婦に対して

育

は、複数回訪問や電話

て

フォロー、同行受診等

期

を実施し、
目指す目標

ま

貧困層・脆弱者の保護

で

及び妊産婦の死亡率の

切

削減に貢献している。

れ

【SDGsﾀｰｹﾞｯ

目

ﾄ】1.3、3.1
（

の

ターゲッ
　こんにちは

な

赤ちゃん訪問や産後ケ

い

アに加え、乳幼児健康

支

診査を実施することに

援

より、産後の母体回復

を

支援、保護者
ト）との

行

関
の精神的・経済的負

う

担の軽減を図っている

こ

。乳幼児の健康診断や

と

疾病の早期発見に努め

に

、新生児・５歳未満児

よ

の予防
連及び評価

可能

り

な死亡の根絶に寄与し

、

ている。【SDGsﾀ

養

ｰｹﾞｯﾄ】3.2

備

育

　　　考

困難や生活困難を未然に防ぎ、

　 健やかな親子の成長を支えていく。

② 妊婦全数面接や赤ちゃん訪問、乳幼児健康診査等により、家庭の状況把握及び母親のメンタルフォローを行うこ

施策の方向 　 とで、虐待の未然防止と安心して楽しく子育てできる環境を整えていく。

( 目 標 )

① 妊娠届出と同時に「スマイルママ面接」で保健指導が可能な保健予防課と保健センターでの申請が増加している｡

② 「あだち出産子育て応援事業」の開始により、経済的支援と伴走型支援を一体的に実施し､さらに強化している。

③ 妊娠届出時の質問票から､妊娠中の身体管理に加え、産後の育児困難、生活困窮・虐待等が懸念される妊婦を把

　 握し､レベルに応じた支援を実施している（妊娠届出総数4,453件のうち特定妊婦<Ｄ妊婦>は9.3％で415人）。
現　　　状

④ 訪問や面接・電話などによりきめ細かな妊産婦への指導や相談・助言を行う。特に早期産のリスクが高い多胎・

　 やせ・飲酒・喫煙・高血圧・糖尿病について､寄り添いによる日常生活の指導により、リスクを低減させている｡

⑤ 全妊婦向けに「スマイルママ面接事業」、全産婦向けに令和２年９月から「デイサー

足

ビス型産後ケア」、

　

立

 令和４年度から「宿

区

泊型産後ケア」、令和

　

７年度から「訪問型産

令

後ケア」を開始してい

和

る。

① ＡＳＭＡＰ事

７

業分析結果では、妊娠

年

届出書の質問票を活用

度

したハイリスク群の判

施

定は有効であり、特に

策

年齢、経

　 済状況、

評

こころの病気の有無は

価

、引き続きもれなく把

調

握する必要がある。

②

書

 育児困難や生活困窮

(

・虐待等を未然に防ぐ

令

ため、赤ちゃん訪問や

和

乳幼児健診等の機会を

６

捉えて、確実な状況把

年

握

　 や現状確認をし

度

ていく必要がある。

③

事

 支援が必要な世帯へ

業

の早期介入を行うため

実

、医療機関や関係機関

施

とのさらなる連携を図

)

っていく必要がある。

1

課　　　題
④ ハイリ

 

スク妊産婦の支援をし
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.8 95.8 92.8 R6 100

達　成　率 92% 89% 97% 95% 98% 96% 93% 93% -

指標名 3～4か月児健診時アンケートで「赤ちゃん訪問を受けて安心した」と答えた親の割合

定義等 3～4か月児健診アンケート「赤ちゃん訪問を受けて安心した」の設問に「あてはまる」「ややあてはまる」と答えた割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 97 97 97 97 -
(5)

実　績　値 95.3 96 96 94.9 R6 97

達　成　率 98% 98% 99% 99% 99% 99% 98% 98% -

指標名 こんにちは赤ちゃん訪問時における産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）の実施率

定義等 こんにちは赤ちゃん訪問をした産婦に対し、産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）を実施した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 95 100 -
(6)

実　績　値 86.6 91.8 91.9 90.2 R6 100

達　成　率 96% 87% 102% 92% 97% 92% 90% 90% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 27,023,628 10,932,595 10,726,816 12,006,040

人件費 724,715 754,349 816,297 869,340

総事業費 27,748,343 11,686,944 11,543,113 12,875,380

前年比(金額) 15,615,070 △16,061,399 △143,831 1,332,267

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 早期（37週未満）に産まれた子どもの割合＊低減目標

定義等 「人口動態調査」における区内の出生児全体に占める早期（37週未満）に産まれた子どもの割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 5.4 5.4 5.4 5.3 -
(1)

実　績　値 5.8 5.5 5.4 5.4 R6 5.3

達　成　率 93% 91% 98% 96% 100% 98% 98% 98% -

指標名 妊娠届で把握した要支援者（D妊婦）に4回以上訪問等を実施した割合

定義等 妊娠届及びアンケートの回答内容から特に指導・支援を必要とする妊婦に4回以上訪問等を実施した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 80 98 100 100 -
(2)

実　績　値 98.7 100 100 100 R6 100

達　成　率 123% 99% 102% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名 妊娠届出者に対し個別のケアプランを作成した割合

定義等 妊娠届出者に対し、「スマイルママシート」による個別のケアプランを作成した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 97 98 98 100 -
(3)

実　績　値 88.9 94.8 95.8 92.8 R6 100

達　成　率 92% 89% 97% 95% 98% 96% 93% 93% -

指標名 妊娠届出者に対し「スマイルママ面接」を実施した割合

定義等 妊娠届出者に対し、保健師等の専門職が「スマイルママ面接」を実施した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 97 98 98 100 -
(4)

実　績　値 88.9 94
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き

により、母親の不安軽

め

減を図れるよう、妊産

細

婦の支援に必要な知識

や

の習得機会を設けてい

か

る。経済的支援を目的

な

とした子育て応援ギフ

支

トの申請や、区が

実施

援

する母子保健事業につ

を

いても詳細に案内でき

継

るよう、研修内容も充

続

実させていく。また、

す

希望者への訪問だけで

る

なく、特に支

援を要す

こ

る妊婦への複数回訪問

と

を必要に応じて実施し

が

ていく。さらに、訪問

で

の申し込みについて、

き

母子健康手帳に綴じこ

た

まれてい

るハガキ（出

。

生通知票）のほか、オ

指

ンライン申請システム

標

の二次元バーコードを

（

ハガキに記載して周知

２

を図り、全ての妊婦に

）

利用

してもらえるよう

目

努めていく。

指標（６

標

）

すべての産婦にEP

を

DSを実施するよう努

達

めているが、直近に病

成

院で実施している場合

し

や、質問内容の理解が

た

難しい外国人等に対し

。

て

は苦労する場合もあ

特

る（それ以外の産婦に

に

対してはほぼ１００％

支

実施）。そのような場

援

合は、うつや不安障害

を

に関する質問につい

て

必

口頭で尋ねることで、

要

産婦のリスクの有無を

と

把握し、必要な支援を

す

行っている。引き続き

る

、妊産婦のメンタルヘ

妊

ルスの把握に努

め、母

婦

子の健やかな成長を促

に

していく。

対しては、訪問や電話などで妊

4

娠初期から見守り、必

 

要な機関や制度に繋げ

担

、不安

を抱えない・軽

当

減するよう寄り添った

部

支援を十分に実施する

に

ことができた。

指標（

お

３）（４）

（３）及び

け

（４）は原則同時実施

る

としている。ともに目

評

標を下回ったものの、

価

各保健センター等で妊

（

娠届を出した妊婦につ

部

いては

同日実施するこ

長

とできた。パートナー

評

等による妊娠届出書の

価

提出や区民事務所での

－

届出の場合は、後日改

１

めて妊婦本人が各保健

次

セ

ンター等に出向く必

評

要があるため、里帰り

価

出産や転出、体調等が

）

影響して達成すること

そ

ができなかったものと

の

推測される。

指標（５

１

）

目標を下回ったもの

1

の、昨年と同水準の実

)

績値であることから、

施

妊娠期から子育て期ま

策

での手厚い支援を行う

の

ことができた。

指標（

達

６）

目標を下回ったも

成

のの、昨年と同水準の

状

実績値であった。日本

況

語の理解が難しい外国

と

人に対しても多言語対

そ

応を行っている。直近

の

に病院で実施している

原

場合などの要因により

因

、達成することができ

の

なかったと推測される

分

。

2)達成状況と原因

析

分析を踏まえた今後の

指

方向性

指標（１）

早産

標

の原因として、痩せ型

（

体形や多胎妊娠などが

１

ある。妊娠届出時の質

）

問票と妊婦との全数面

目

接や、妊娠８か月目の

標

アンケートか

ら継続し

を

て状況を把握すること

わ

で、母体の健康管理を

ず

支え、安全なお産につ

か

なげていく。支援が必

に

要な妊婦には積極的に

下

アプロー

チするなど、

回

引き続き目標達成に向

っ

けて努めていく。

指標

た

（２）

特に指導・支援

が

を必要とする妊婦に対

、

しては、保健予防課の

妊

母子保健コーディネー

娠

ター（保健師）が専門

届

で支援している。今後

出

も

複数回訪問や電話な

時

ど、寄り添った支援を

の

継続していく。

指標（

質

３）（４）

妊娠期から

問

子育て期に渡る支援窓

票

口の中でスマイルママ

か

面接が一番最初の接点

ら

となり、区に対する信

支

頼感などを醸成する上

援

で非常

に重要な役割を

が

果たしている。今後も

必

スマイルママ面接の実

要

施を促し、妊娠や出産

な

、育児に関する不安を

妊

軽減するための支援を

婦

継

続していく。

指標（

を

５）

こんにちは赤ちゃ

把

ん訪問事業の訪問員に

握

は、年に１～２回研修

し

を実施している。育児

、

の悩みを傾聴すること
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

子ども政策一般管理事務 子ども政策課3771 3,870 50,961 54,831 現状維持 Ｂ

子育て支援推進事業 子ども政策課3772 19,999 14,961 34,960 改善・変更 Ａ

児童手当の支給事業 親子支援課3780 9,935,779 118,182 10,053,961 現状維持 Ａ

あだち子育て応援隊事業 子ども政策課3805 118,772 28,667 147,439 拡充 Ａ

子育て短期支援事業 家・こども家庭相談
課

3812 50,586 20,127 70,713 現状維持 Ａ

妊娠高血圧症候群・未熟児養育医療等給付事業 保健予防課3835 38,700 4,305 43,005 現状維持 Ａ

母子健康手帳・ファミリー学級事業 保健予防課3836 13,020 60,637 73,657 拡充 Ａ

妊産婦・乳幼児相談事業 保健予防課3837 910,957 225,068 1,136,025 現状維持 Ａ

妊婦健康診査事業 保健予防課3838 397,296 18,316 415,612 拡充 Ａ

乳児・１歳６か月児・３歳児健康診査事業 保健予防課3839 103,162 249,281 352,443 現状維持 Ａ

子育てサロン管理運営事務 住区推進課16106 91,419 57,659 149,078 拡充 Ａ

子育てサロン開設事務 住区推進課21770 5,162 8,609 13,771 拡充 Ａ

低所得の子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）
【経常】

福祉管理課23581 119,155 0 119,155

出産費助成事業 親子支援課23689 198,163 12,56

3

7 210,730 現状

)

維持 Ａ

合計１４事業 1

施

2,006,040 8

施

69,340 12,8

策

75,380

の手段として位置付け
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施

対応していく。また、

策

　築年数の経過した施

の

設では、保育定員を見

概

直しつつ施設更新によ

要

り保育環境を向上させ

柱

ながら、必要な保育定

立

員を

　確保していく。

て

■　指導検査について

5

は、検査職員OJTや

【

マニュアル等の整備を

ひ

進めスキルアップを図

と

るとともに、施設等に

】

対し、
方　　　針

　「

自

足立区教育・保育の質

己

ガイドライン」に基づ

肯

く寄り添い支援による

定

巡回訪問を重ねること

感

で、保育環境・サービ

を

　スの基盤となる健や

持

かな子どもの育ちを支

ち

える教育・保育を支援

、

していく。

■　学童保

生

育室については、待機

き

児対策を喫緊の課題と

抜

して捉え、学童保育室

く

の需要が多く見込まれ

力

る地域に小学校

　内学

を

童保育室を中心に整備

備

していく。

担 当 課 名 私

え

立保育園課（取りまと

た

め）

電 話 番 号 03-3

人

880-5712 E-

施

mail kodomo

策

-seibi@cit

群

y.adachi.t

名

okyo.jp

　子ど

2

も施設指導・支援課と

妊

連携し保育施設等に指

娠

導・支援を実施。

　保

か

健予防課、各保健セン

ら

ターと連携し、妊娠届

出

出時の利用意向調査を

産

実施。　

 

協働・協創

・

の 取 組 み

【目標】4 

子

質の高い教育をみんな

育

に、5 ジェンダー平

て

等を実現しよう、8 

ま

働きがいも経済成長も

で

【ターゲット】4.2

切

 

乳幼児の発達・ケア

れ

と就学前教育にアクセ

目

スできるようにする。

な

 5.5 政治、経済

く

、公共分野でのあらゆ

支

るレベルの
ＳＤＧｓが

え

意思決定において、完

る

全かつ効果的な女性の

施

参画及び平等なリーダ

策

ーシップの機会を確保

名

する。8.5 雇用と

2

働きがい
目指す目標

の

.

ある仕事、同一労働同

2

一賃金を達成する。
（

子

ターゲッ
【関連する理

育

由】行政評価を実施し

て

、事業や施策の効果を

と

検証し、業務を改善し

仕

ていくことは、ターゲ

事

ット4.2、5.5
ト

の

）との関
、8.5につ

両

ながる。
連及び評価

【

立

評価】わかりやすい指

支

標を用いて行政評価を

援

実施したことで、事業

（

や施策の実施効果を可

待

視化することができた

機

。

引き続き、教育・保

児

育の質を意識した評価

童

体制を継続していく。

対

指標（4）は令和５年

策

度に旧基本計画の目標

と

値（85％）を上回っ

教

たため、令和６年度の

育

目標値は令和５年度の

・

ものを

備　　　考 横引

保

きした。また、指標（

育

5）は東京都、区議会

の

への報告及び公表と集

質

計の時点を揃えるため

の

、令和６年度から５月

向

１日時点の集計に変更

上

した（従来は４月１日

）

時点）。

■　様々なニーズにあわせた保育サービスを提供することで、働きながら安心して子育てできる環境づくりを推進す

　る。

■　乳幼児期の教育・保育の質を維持・向上させることで、保育環境・サービスの基盤を整える。

施策の方向 ■　学童保育においては、放課後等の安全・安心な居場所を確保することで、子育てと仕事の両立をサポートし、児

( 目 標 ) 　童の健全育成を図る。

■　「足立区待機児童解消アクション・プラン」に基づき、平成２７年度から６年間で4,352人分の保育定員を拡大

　した結果、令和３年４月に待機児童を解消して以降、待機児童がほぼゼロの状態を継続している。

■　多様な運営主体の参入により幼児教育・保育施設の量的整備が進み、利用拡大が進む中、これまで以上に施設等

　における子どもの安全・安心の担保に資する区によるきめ細やかな支援が必要となっている。
現　　　状

■　学童保育は、「足立区放課後子ども総合プラン」及び「平成31年度学童保育室待機児童緊急対策」に基づき、令

  和６年４月現在5,503人分（前年比43人増）の児童を受入可能となっており、同年５月現在388人の待機児童が発生

　している。

■　急速な人口減少や社会情勢の変化により、保育需要の動向が見通しづらくなっ

足

ている中で、今後必要

立

な保育定員

  を確保

区

・維持していくことが

　

課題である。

■　指導

令

検査実施施設中の文書

和

指摘を受けた施設数の

７

割合について、本来は

年

さらに低い割合を目標

度

値とすることが望

　ま

施

しいが、令和６年度の

策

実績値が前年度と比較

評

し増加していることが

価

課題である。

■　学童

調

保育の需要は年々増加

書

しており、学童保育室

(

の整備が需要の増加に

令

追い付いていないこと

和

が課題となってい
課　

６

　　題
　る。

■　保育

年

施設については、引き

度

続き、地域ごとの保育

事

ニーズを詳細に分析し

業

、人口推計等を踏まえ

実

、保育需要数を見

　直

施

していく。不足が見込

)

まれる場合には、弾力

1

化の有効活用等、既存

 

施設を最大限活用して
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※低減目標
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 0 0 0 4.6 -
(5)

実　績　値 3.7 4.4 4.8 6.4 R6 4.6

達　成　率 0% 124% 0% 105% 0% 96% 72% 72% -

指標名 区内３３地区のうち学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を満たさない地区の数

定義等 学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を満たさない地区の数　※低減目標
指

単　位 地区 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 17 15 15 13 -
(6)

実　績　値 17 21 20 24 R6 13

達　成　率 100% 76% 71% 62% 75% 65% 54% 54% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 35,461,941 35,719,054 38,552,588 42,087,589

人件費 7,452,839 7,194,376 7,309,106 7,737,339

総事業費 42,914,780 42,913,430 45,861,694 49,824,928

前年比(金額) 303,345 △1,350 2,948,264 3,963,234

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 保育需要に対する待機児童率

定義等 算出式Ａ/Ｂ　Ａ：保育所等の待機児童数　Ｂ：保育需要数（ともに翌年度４月１日現在）　※低減目標
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 0 0 0 0 -
(1)

実　績　値 0.01 0 0.04 0.05 R6 0

達　成　率 99% 99% 100% 100% 99% 99% 99% 99% -

指標名 保育施設整備数（累計）

定義等 施設更新を含む保育施設整備数(累計)
指

単　位 か所 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 3 3 5 5 -
(2)

実　績　値 4 4 5 6 R6 5

達　成　率 133% 80% 133% 80% 100% 100% 120% 120% -

指標名 指導検査実施施設中の文書指摘を受けた施設数の割合

定義等 指導検査で「文書指摘」となった保育施設の割合　※低減目標
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 28 28 28 10 -
(3)

実　績　値 31 39 21 26 R6 10

達　成　率 90% 32% 72% 26% 133% 48% 38% 38% -

指標名 国の指針または「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用した保育実践をしている施設の割合

定義等 「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用している就学前教育・保育施設の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 85 87 87 87 -
(4)

実　績　値 85 85 88 93 R6 87

達　成　率 100% 98% 98% 98% 101% 101% 107% 107% -

指標名 学童保育室の待機児童率

定義等 算出式：A/B　A：待機児数　B：入室申請者　
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要

いく。

・保育士確保・

数

定着については、重点

を

を確保から定着（離職

分

防止）へとシフトし、

析

保育事業者と連携して

し

、保育士が安心して、

て

働

きやすい、すぐにや

き

めたくならない職場環

た

境を創設していく。

・

結

指導検査及び巡回訪問

果

を計画的に実施し、教

、

育・保育の質の維持・

令

向上に努めていく。文

和

書指摘に関しては、施

２

設所管課と協力

し、園

年

長会等の全体会等で指

度

導検査結果に関する情

以

報提供や検査前に行う

降

検査基準の説明を丁寧

、

に実施し、各施設の法

保

令遵守の意

識を高める

育

ことで、減らしていく

所

。

・「足立区教育・保

等

育の質ガイドライン」

の

に関しては、巡回訪問

待

で、「保育実践振り返

機

りシート」を活用した

児

教育・保育の振り返

り

童

を継続して行い、教育

数

・保育の実践に繋げて

は

いく。また、活用方法

ゼ

をリサーチし、活用を

ロ

促進するための対策を

に

検討していく。

・学童

近

保育室については、要

い

望の多い小学校内学童

状

保育室を最優先に整備

態

するほか、民設学童保

を

育室の誘致を併せて実

維

施していく

。保育需要

持

の高い１、２年生につ

で

いては、可能な限り第

き

一希望の学童保育室に

て

入室できるよう取り組

い

んでいく。

【保育園　

る

中・長期】

・指導検査

。

及び巡回訪問を計画的

【

に実施し、教育・保育

指

施設の質の維持・向上

標

に努めていく。

・「足

-

立区教育・保育の質ガ

2

イドライン」を巡回訪

】

問等で活用しながら、

令

各施設の課題を分析・

和

共有し、寄り添い支援

６

を継続して

行っていく

年

。

【学童保育室　中・

度

長期】

・学童需要の多

は

い小学校への学童保育

、

室の設置に向けて関係

4

老

所管と協議していくほ

朽

か、放課後の居場所を

化

総合的に確保すること

施

で

、すべての家庭が自

設

由に居場所を選択でき

の

るよう環境を整備して

施

いく。

・保護者の就労

設

等、各家庭状況に則し

更

た居場所を確保し利用

新

を促進する。

・学童保

 

と

育室の「質の維持・向

し

上」を図り、放課後等

て

の安全・安心な居場所

、

を提供する。

2園の建て替

担

えを実施した。そのう

当

ち1園は、令和７年度

部

に引き続き事業

を継続

に

する。

【指標-3】令

お

和６年度文書指摘を受

け

けた施設の割合は、令

る

和５年度と比較して増

評

加した。文書指摘の内

価

容としては「区への事

（

故報

告を行っていない

部

」がおよそ半数を占め

長

た。施設所管課は子ど

評

もの安全のため事故報

価

告の基準を定めている

－

が、施設長が報告の対

１

象になっている事故を

次

把握していなかったこ

評

とや事故という認識に

価

至らず施設での記録に

）

とどまっていたことが

そ

原因となっている

。

【

の

指標-4】私立認可保

１

育園や小規模保育施設

1

で活用率が上昇し、今

)

年度も目標値を達成し

施

た。一方で新制度に移

策

行した幼稚園・こ

ども

の

園では活用率が低くな

達

っている。全体的とし

成

て活用率の上昇が見ら

状

れるが、研修での学び

況

が園全体で共有されて

と

いないことな

どが課題

そ

となっている。

【指標

の

-5】学童保育室につ

原

いては、令和６年度開

因

設の学童保育室1室の

の

整備（関原地区：計4

分

0人増）に留まった。

析

また、申請者数

が前年

【

度から大きく増加した

指

ことで、待機児童率が

標

6.4％となり、前年

-

度から1.6ポイント

1

増加した。これは、計

】

画していた民設学

童保

「

育室の整備が予定どお

足

り誘致できなかったこ

立

とに加え、保育園の待

区

機児解消が進み、学童

待

保育室に子どもを預け

機

ることを希望

する方が

児

増えたことが要因とし

童

て考えられる。

※　令

解

和６年度指標から、待

消

機児童率の時点を４月

ア

１日時点から５月１日

ク

時点の数値に変更する

シ

。

【指標-6】学童保

ョ

育室整備計画における

ン

33地区のうち、学童

・

保育需要が受入可能数

プ

を上回った地区は24

ラ

地区となった。これは

ン

、前

述と同様に受入可

」

能数を上回る申請数の

に

増加が主な要因として

基

考えられる。

2)達成

づ

状況と原因分析を踏ま

き

えた今後の方向性

・保

、

育施設については、引

地

き続き、地域ごとの保

域

育ニーズを詳細に分析

ご

し、人口推計等を踏ま

と

え、適正な定員数を確

の

保していく。

また、築

詳

年数の経過した施設で

細

は、保育定員の見直し

な

を含めた施設更新によ

保

り、保育環境を向上さ

育

せながら、必要な保育

需

定員を確

保・維持して
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３４事業 42,087,589 7,737,339 49,824,928

3)施施策の手段として位置付け

- 30 -



学童 童

園

状維持 Ｂ

公立保育園の

地

管理運営事務 子ども政

域

策課19172 62,

保

900 15,496 7

育

8,396 現状維持 Ｂ

課

幼稚園・地域保育一般

3

管理事務 幼稚園地域保

7

育課20432 8,3

7

14 58,184 66

3

,498 現状維持 Ｂ

幼

保

5

稚園施設型給付事業 幼

3

稚園地域保育課209

8

35 1,242,34

,

4 17,218 1,2

7

59,562 現状維持

8

Ａ

幼稚園地域子ども・

8

子育て支援事業 幼稚園

1

地域保育課20942

7

482,220 19,

,

593 501,813

育

2

現状維持 Ｂ

区立認定こ

1

ども園施設維持管理事

8

業 保育入園課2099

5

7 22,063 9,5

5

99 31,662 現状

6

維持 Ａ

子ども・子育て

,

施設整備基金積立金 子

0

ども政策課21221

0

3,536 861 4,

6

397 現状維持 Ａ

保育

課

現

士確保・定着対策事業

状

私立保育園課2130

維

4 672,548 33

持

,743 706,29

Ａ

1 改善・変更 Ａ

私立保

私

育園一般管理事務 私立

立

保育園課21310 8

幼

10 8,609 9,4

稚

19 現状維持 Ｂ

子ども

園

施設指導検査事務 子ど

3

助

も施設指導課2133

成

9 2,976 174,

費

752 177,728

用

現状維持 Ａ

企業主導型

負

保育事業 幼稚園地域保

担

育課22042 40,

事

101 6,818 46

務

,919 現状維持 Ａ

私

幼

立保育園施設整備助成

稚

事業 私立保育園課22

5

園

718 325,281

地

8,609 333,8

域

90 現状維持 Ａ

保育施

保

設整備事業 幼稚園地域

育

保育課23335 37

課

,000 0 37,00

3

0 現状維持 Ｂ

公立保育

7

園の管理運営事務 私立

7

保育園課23860 1

7

8,046 861 18

8

4

,907 現状維持 Ｂ

合

5

計３４事業 42,08

0

7,589 7,737

,

,339 49,824

7

,928

70 21,

7

96

別紙

8

3)施策の手段として

4

位置付けられる事務事

7

業の評価結果
事務事業

2

施策への
事務事業名 事

,

業費 人件費 総事業費 課

7

長評価 担当課コ ー 

3

ド 貢献度

8

1

現状維持 Ｂ

子ども医療

,

費助成事業 親子支援課

保 6

3781 3,677,

2

367 87,969 3

9

,765,336 拡充

,

Ａ

私立幼稚園等園児保

3

護者負担軽減事業 幼稚

0

園地域保育課3782

6

2,010,684 2

3

1,968 2,032

1

,652 現状維持 Ａ

公

8

立保育園の管理運営事

育 ,

務 保育入園課3790

0

1,218,934 5

2

,744,584 6,

1

963,518 現状維

1

持 Ａ

保育施設利用調整

,

事務 保育入園課379

9

1 28,065 217

4

,104 245,16

7

9 改善・変更 Ａ

地域型

,

保育事業 幼稚園地域保

室 3

育課3792 1,50

2

7,837 16,75

7

3 1,524,590

現

現状維持 Ａ

家庭的保育

状

事業 幼稚園地域保育課

維

3794 954,77

持

9 28,959 983

Ａ

,738 現状維持 Ａ

認

学

証保育所運営経費助成

童

事業 幼稚園地域保育課

運

保

3795 2,255,

育

531 9,005 2,

一

264,536 現状維

般

持 Ａ

認証保育所等利用

管

者助成事業 幼稚園地域

理

保育課3796 792

事

,940 32,472

務

825,412 現状維

学

持 Ａ

公立保育園の施設

童

維持管理委託事業 保育

営

保

入園課3797 38,

育

397 10,460 4

課

8,857 現状維持 Ａ

3

公立保育園の施設維持

5

補修事業 保育入園課3

8

798 67,446 9

8

,599 77,045

2

現状維持 Ａ

公立保育園

,

の整備事業 保育入園課

1

3799 28,844

事

8

2,583 31,42

1

7 現状維持 Ａ

民間保育

8

園連合会助成事業 私立

,

保育園課3800 0 8

6

6 86 現状維持 Ａ

私立

0

保育園の運営費助成事

9

業 私立保育園課380

1

2 20,839,84

0

2 85,311 20,

,

925,153 現状維

業

7

持 Ａ

公立保育園の管理

9

運営委託事業 私立保育

0

園課3803 2,65

現

9,941 23,24

状

4 2,683,185

維

改善・変更 Ａ

学童保育

持

室大規模改修・開設事

Ａ

務 学童保育課6874

私

68,056 17,2

立

18 85,274 拡充

学

認

Ａ

区立認可外保育室の

定

管理運営委託事業 私立

こ

保育園課11633 2

ど

39,145 1,72

も

2 240,867 改善

園

・変更 Ａ

区立認定こど

事

も園管理運営事業 保育

業

入園課16050 16

幼

0,597 708,1

稚

43 868,740 現
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

切な働きかけと、必要

策

な支援
方　　　針

 を

の

行っていく。

担 当 課 名

概

親子支援課（取りまと

要

め）

電 話 番 号 03-3

柱

880-5932 E-

立

mail hi-shi

て

en@city.ad

5

achi.tokyo

【

.jp

　庁内各課や区

ひ

内団体・協力者と協働

と

し、ひとり親家庭の親

】

子を対象とした経験・

自

体験の機会の提供を行

己

っている。

協働・協創

肯

の 取 組 み

【目標】１ 

定

貧困をなくそう　【タ

感

ーゲット】1.3 各

を

国において最低限の基

持

準を含む適切な社会保

ち

護制度及び対策を

実施

、

し、2030年までに

生

貧困層及び脆弱層に対

き

し十分な保護を達成す

抜

る。
ＳＤＧｓが

【関連

く

する理由】児童扶養手

力

当を受給している所得

を

層のひとり親への就労

備

を支援し、経済的自立

え

を後押しする。
目指す

た

目標
【評価】相談者の

人

就労形態やライフスタ

施

イルに応じて、ひとり

策

親世帯が利用できるサ

群

ービスも活用しながら

名

、経済的
（ターゲッ

・

2

精神的な自立へつなが

妊

るよう就労支援に注力

娠

する。
ト）との関
連及

か

び評価

備　　　考

ら出産・子育てまで切れ目なく支える

施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

■ 児童虐待の相談・通告には、家庭状況や生活環境を見極めながらきめ細かく対応し、児童相談所との連携や訪問

 指導を通じて、虐待を起こす要因を解消していく。

■ 育児と仕事の両立に困難を抱えるひとり親家庭に支援事業の活用を促し、職業的自立を推進する。

施策の方向 ■ 支援を必要とするひとり親家庭へ情報や支援を届け、困りごとや社会的孤立の解消を目指す。

( 目 標 )

■ 児童虐待の通告件数は、社会的な意識の高まりにより相談・通報が増えたことに加え、児童相談所から区への虐 

 待案件の送致も開始されたこともあり、増加傾向にある。

■ 児童扶養手当を受給しているひとり親世帯の約８割が就労しているが、正規雇用の割合は全世帯が６３％に対し

 て、ひとり親世帯は約４割（41.8％）と低い状況である。
現　　　状

■ 児童扶養手当を受給している約4,800世帯のうち、就労等による他者とのつながりが無く孤立のおそれがある世帯

 は約350世帯である。

■ 子どもや家庭をめぐる問題が複雑・多様化しているため、問題が深刻化する前の早期発見・早期対応と、子ども 

 家庭に対してのきめ細かな支援が必要である。

■ 子育て中のひとり親が、安心して資格の取得や転職・就職活動に取り組むことができるよう、支援情報の提供や

 育児

足

との両立をサポートす

立

る必要がある。

■ 孤

区

立のおそれがある約3

　

50世帯に対して、電

令

話や訪問による聞き取

和

り、アンケート調査等

７

を行うことで実態を把

年

握
課　　　題

 し、支

度

援内容や支援の優先順

施

位を明確化する必要が

策

ある。

■ 虐待を受け

評

ている子どもを早期に

価

発見し適切な対応を行

調

うとともに、関係機関

書

が連携して、子どもの

(

支援や保護

 者が相談

令

できる体制を整えてい

和

く。

■ 相談者へのき

６

め細かな支援により、

年

就労形態やライフスタ

度

イルの多様化に応じた

事

支援を提供し、安定し

業

た就労を 

 目指すひ

実

とり親を増やしていく

施

。

■ アンケート調査

)

や面談等を通じて、孤

1

立のおそれがある世帯

 

のニーズを把握し、適
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指標名 【成果3】就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯で困りごとが解消した人の割合

定義等  区からの働きかけを行った世帯へのアンケート回答者のうち、解消した困りごとがあった人の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 45 55 70 -
(5)

実　績　値 37 39 50 86 R6 70

達　成　率 0% 53% 87% 56% 91% 71% 123% 123% -

指標名 【活動3】 就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯の実態を把握し必要な働きかけを行った回数

定義等 一年間に就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯へ必要な働きかけを行った回数（延べ）
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 1,165 1,200 1,200 -
(6)

実　績　値 1,158 1,208 1,217 970 R6 1,200

達　成　率 0% 97% 104% 101% 101% 101% 81% 81% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 7,427,129 7,628,492 6,366,815 5,829,258

人件費 479,872 500,879 527,118 644,661

総事業費 7,907,001 8,129,371 6,893,933 6,473,919

前年比(金額) 162,509 222,370 △1,235,438 △420,014

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】虐待対応終結率

定義等 虐待通告数全体に占める、訪問指導や関係機関との連携により、虐待を起こす要因が解消されたケースの割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 -
(1)

実　績　値 65 72 59 62 R6 80

達　成　率 81% 81% 90% 90% 74% 74% 78% 78% -

指標名 【活動1】児童虐待受理件数

定義等 虐待の可能性ありとして調査・対応を行った件数（児童数）
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 979 1,110 1,181 1,345 -
(2)

実　績　値 1,028 1,464 1,530 1,415 R6 1,345

達　成　率 105% 76% 132% 109% 130% 114% 105% 105% -

指標名 【成果2】児童扶養手当を受給している母子世帯の正規雇用率

定義等 児童扶養手当・現況届において、「正規の職員・従業員」と回答したひとり親の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 40.5 42 43.5 45 -
(3)

実　績　値 38.1 38.4 41.5 41.8 R6 45

達　成　率 94% 85% 91% 85% 95% 92% 93% 93% -

指標名 【活動2】ひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数

定義等 一年間にひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 160 190 200 -
(4)

実　績　値 152 194 190 98 R6 200

達　成　率 0% 76% 121% 97% 100% 95% 49% 49% -
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複

向性

【指標１（成果１

雑

）】虐待対応終結率

　

か

通告・相談および長期

つ

的支援に対応するため

多

、作成したネグレクト

様

のリーフレットを活用

化

し、引き続き虐待の未

し

然防止や再発防

止を図

て

るとともに、適正な人

お

員配置や育成、関係機

り

関との役割分担・連携

、

等を強化し、支援の効

虐

率化、家庭の養育力向

待

上を図って

いく。

【指

解

標２（活動１）】児童

決

虐待受理件数

　上記の

に

方向性に加え、養育困

至

難家庭への支援強化や

る

再発防止に努めるため

ま

、職員の育成および地

で

域の協力員、事業者と

時

の連携を

図ることによ

間

り、児童虐待対応を行

を

っていく。

【指標３（

要

成果２）】【指標４（

す

活動２）】

　引き続き

る

、「ひとり親家庭の暮

こ

らしに役立つ応援ブッ

と

ク」等により制度周知

が

を図るとともに、相談

多

者の状況に応じた多様

く

な働き

方への支援、ひ

な

とり親家庭向けサービ

っ

スの案内・利用までを

て

支援し、世帯の自立に

い

向けて寄り添ったサー

る

ビスを提供する。また

な

、

資格取得支援を望む

か

声が多いことから、給

で

付金やセミナー・講座

、

の周知にも注力する。

区

【指標５（成果３）】

の

【指標６（活動３）】

児

　孤立のおそれのある

童

世帯（＝児童扶養手当

虐

受給者のうち、手当の

待

現況届から、課税所得

に

が無く支援機関等につ

係

ながっていないと

思わ

る

れる世帯）を対象に相

対

談員による訪問や電話

応

がけを行い、ニーズの

力

把握と悩みや不安を傾

向

聴している。

　６年度

上

は接触ができた世帯の

だ

８５％以上から、悩み

け

や困りごとが解消され

で

たとの回答を得ており

な

、前年度以上の成果が

く

出ている

が、不在や電

4

、

話への応対が無く、現

シ

状確認ができていない

ス

世帯も一定数存在する

テ

。

　今後は、対象者の

ム

抽出条件の見直しや働

構

きかけの方法（児童扶

築

養手当現況届の送付時

等

の工夫・オンライン回

に

答の工夫など）を検

討

よ

し、ひとつでも多くの

 

り

世帯を支援につなげる

虐

。

待対応に当てられ

担

る時間が

増えたことが

当

解決率向上に寄与して

部

いる。

【指標２（活動

に

１）】

　児童虐待受理

お

件数は前年度と比べ減

け

少している。児童相談

る

所から送致される面前

評

DV（心理的虐待）の

価

件数が減少している一

（

方、

親になりきれない

部

不安や孤立からのスト

長

レスなど、親の悩みを

評

はじめとした様々な背

価

景を起因とする通告は

－

増加傾向にある。

【指

１

標３（成果２）】

　児

次

童扶養手当を支給する

評

ことにより、ひとり親

価

世帯等の生活の安定と

）

自立の促進に寄与し、

そ

児童の福祉増進を図っ

の

ている。正規

雇用率は

１

前年度比０．３ポイン

1

トの増となったものの

)

、目標値４５％には到

施

達しなかった。就労形

策

態や手当受給者のライ

の

フスタイ

ルが多様化し

達

ていることも、正規雇

成

用率が伸び悩んでいる

状

要因の一つとして考え

況

られる。

【指標４（活

と

動２）】

　就労支援事

そ

業のうち、高等職業訓

の

練促進給付金は１３人

原

（５年度：１７人）、

因

自立支援教育訓練給付

の

金は１７人（５年度：

分

２７

人）、自立支援プ

析

ログラムは１２人（５

【

年度：１５人）、合計

指

で４２人（５年度：５

標

９人）の利用となり、

１

就労に関する支援制度

（

や働き方の多様化など

成

も影響し、前年度から

果

減少した。

　また、就

１

労や資格取得に関する

）

講座については、東京

】

都等関係機関が実施す

　

る同内容のものとの重

虐

複を避け、実施回数を

待

減らし

たことと、パソ

対

コン講習セミナーの参

応

加者が大きく減少した

終

ことで、全体としては

結

５６名（５年度：１３

率

１名）となり５年度を

は

大

幅に下回った。

【指

前

標５（成果３）】【指

年

標６（活動３）】

　就

度

労等による他者とのつ

比

ながりがなく、孤立の

で

おそれのある世帯に対

増

しては「ひとり親家庭

加

支援員」が訪問、電話

し

がけによりア

プローチ

た

をしている。ひとり親

。

世帯数の減少傾向と、

前

訪問による不在、電話

年

での応対が無い世帯数

度

が多く、働きかけの回

に

数として

は前年度及び

続

目標値を大きく下回る

き

結果となったが、解消

、

した困りごとがあると

さ

アンケートで回答を得

ら

られた割合は、５年度

に

を３

６ポイント上回り

案

、目標値を達成した。

件

2)達成状況と原因分

が

析を踏まえた今後の方
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童扶養手当等の支給事業 親子支援課3786 2,427,187 87,281 2,514,468 現状維持 Ａ

児童育成手当の支給事業 親子支援課3787 1,619,991 52,162 1,672,153 現状維持 Ａ

ひとり親家庭等医療費助成事業 親子支援課3788 188,105 40,027 228,132 現状維持 Ａ

ひとり親家庭支援事業 親子支援課3789 34,946 71,009 105,955 現状維持 Ａ

養育困難改善事業 家・こども家庭相談
課

3809 17,856 300,869 318,725 現状維持 Ａ

就学援助庶務事務 学務課4075 18,007 1,291 19,298 現状維持 Ｂ

育英資金事業 学務課4076 945,033 37,187 982,220 拡充 Ｂ

小学校要保護・準要保護児童就学援助事業 学務課4078 275,519 20,057 295,576 現状維持 Ｂ

小学校特別支援学級児童就学奨励事業 学務課4079 5,205 5,596 10,801 現状維持 Ｂ

小学校罹災児童学用品用経費援助事業 学務課4080 30 86 116 現状維持 Ｂ

中学校要保護・準要保護生徒就学援助事業 学務課4081 234,762 23,414 258,176 現状維持 Ｂ

中学校特別支援学級生徒就学奨励事業 学務課4082 5,977 5,596 11,573 現状維持 Ｂ

中学校罹災生徒学用品用経費援助事業 学務課4083 0 86 86 現状維持 Ｂ

低所得の子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯）
【経常】

福祉管理課23573 56,640 0 56,640

合計１４事業 5

3

,829,258 64

)

4,661 6,473

施

,919

施策の手段として位置付け
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施

実させるため、年齢や

策

性別、障がいの有

　無

の

に関わらず、区民が身

概

近で手頃に文化芸術を

要

楽しめる事業を継続展

柱

開していく。

■　文化

立

遺産調査により新たに

て

発見された有形・無形

6

の文化財や文化資源を

【

次世代に残していくた

ひ

め、保存・継承に

　務

と

めるとともに、わかり

】

やすくＰＲしながら積

自

極的な活用を検討して

ら

いく。

■　区に根付く

考

地域の祭事など、魅力

え

的な伝統文化の継承・

行

活性化を支援すること

動

で、地域への愛着や誇

し

りを醸成し
方　　　針

、

　ていく。

■　令和7

そ

年度中に有形・無形を

の

含めた文化財の保護と

成

利活用に関する行動計

果

画を策定する。

■　ギ

を

ャラクシティ、シアタ

地

ー1010、伊興遺跡

域

公園展示館の改修等の

に

着実な実施に向け、施

活

設営繕部と協議しなが

か

ら

　準備を進めていく

す

。

担 当 課 名 生・地域文

人

化課（取りまとめ）

電

施

話 番 号 03-3880

策

-5985 E-mai

群

l chiiki@ci

名

ty.adachi.

3

tokyo.jp

　区

生

内には様々なジャンル

涯

のアーティストや伝統

に

ある文化芸術団体、民

わ

間の文化施設など、文

た

化芸術に関する専門的

る

な知識や技術を持つ主

学

体が活躍している。そ

習

れらの主体がゆるやか

・

に連携し、足立区の文

文

化芸術の活性化を図っ

化

てい

く。なお、主な協

・

働、協創主体としては

ス

、庁内は、シティプロ

ポ

モーション課、報道広

ー

報課、生涯学習支援課

ツ

、庁外は

協働・協創 文

活

化団体連合会、足立シ

動

ティオーケストラなど

を

の音楽団体、郷土芸能

実

保存会、郷土博物館協

践

働グループ及び共催事

で

業

の 取 組 み 実行委員会

き

がある。

　「4　質の

る

高い教育をみんなに」

仕

について、令和6年度

組

改定の足立区文化芸術

み

推進計画では、計画の

を

目指す将来の姿

におい

つ

て、「年齢や性別、障

く

がいの有無に関わらず

る

、区民のだれもが文化

施

芸術を身近なところで

策

気軽に楽しめる環境
Ｓ

名

ＤＧｓが
が整っている

3

」と設定していること

.

から関連が深いものと

1

思われる。
目指す目標

文

　「11　住み続けら

化

れるまちづくりを」に

・

ついて、国の文化芸術

芸

推進基本法には、「文

術

化芸術は、心豊かな活

活

力ある
（ターゲッ

社会

動

の形成にとって極めて

の

重要な意義を持つもの

充

」とされていることか

実

らも、各事業の推進が

と

まちづくりには外せな

郷

ト）との関
い関連深い

土

ものである。
連及び評

の

価
　各事業の実施によ

歴

り区民が気軽に文化芸

史

術を楽しめる環境の整

継

備が進んでいることか

承

ら、SDGsの推進に

の

大きく貢献

していると

支

評価する。

 

備　　　

援

考

■　区民のだれもが文化・芸術に親しむことができるよう、文化・芸術活動の充実及び環境整備を図る。

■　文化資源の調査・活用に努め、郷土の歴史・文化継承を支援する。

施策の方向
( 目 標 )

■　令和5年度の区政モニターアンケートでは、文化芸術に関心のある区民の割合は89.7％であり、文化芸術関連事

　業への参加・活動を行った区民の割合は50.8％であった。

■　令和3年度に文化財保護法の一部改正され、各自治体も文化財の滅失・散逸等の防止と、これまで価値付けが明

　確でなかった未指定を含めた有形・無形の文化財を、まちづくりに生かすことの重要性が示された。
現　　　状

■　ギャラクシティ、伊興遺跡公園展示館は施設の老朽化が激しい。シアター1010は空調設備など修繕が必要な箇所

　が出てきている。郷土博物館は令和7年4月に大規模改修後のリニューアルオープンを迎える。

■　文化芸術に関心を持っている区民の割合は高いものの、実際の活動や行動につながっていない。

■　令和3年度の文化・読書・スポーツに関するアンケートより、区における子どもの鑑賞体験が令和3年度　　　　

　(57.6％）は平成30年度（89％)と比較し、31.4％と減少していることが判明し、子どもの成長段

足

階に応じた文化　

　体

立

験事業の提供が課題と

区

なっている。

■　区政

　

モニターアンケート（

令

令和4年度）では、足

和

立区の伝統芸能や文化

７

財への関心は約8割と

年

極めて高いものの、
課

度

　　　題
　実際に触れ

施

たことのある区民は約

策

4割と少ない。

■　文

評

化芸術推進計画に基づ

価

き、文化財の滅失・散

調

逸の防止策と文化財の

書

保護と利活用について

(

、具体的な計画が必

　

令

要である。

■　ギャラ

和

クシティの大規模改修

６

は修繕内容の再検討が

年

必要となり、令和9年

度

度に延期となった。伊

事

興遺跡公園は平

　成5

業

年度の竣工以来30年

実

経過し、改修が必要と

施

なっている。

■　誰も

)

が文化芸術の魅力に「

1

気づき」、楽しいと思

 

える出会いの機会を充
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を活用した企画展等の来館者数

定義等 郷土博物館における企画展の来館者数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 8,000 8,000 - - -
(5)

実　績　値 6,528 11,293 - - R6 22,000

達　成　率 82% 30% 141% 51% 0% 0% 0% 0% -

指標名 【活動2-2】郷土芸能を保存・伝承する団体の活動を鑑賞した人数

定義等 郷土芸能鑑賞会・郷土芸能大会の鑑賞者数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 600 600 600 600 -
(6)

実　績　値 0 0 250 235 R6 600

達　成　率 0% 0% 0% 0% 42% 42% 39% 39% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 464,896 501,910 689,543 975,654

人件費 203,939 188,976 178,399 202,469

総事業費 668,835 690,886 867,942 1,178,123

前年比(金額) △412,426 22,051 177,056 310,181

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合

定義等 3分野に関するアンケート調査（区民向け調査）において文化芸術関連事業への参加や活動を行った区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 20 - - 30 -
(1)

実　績　値 22.9 - - - R6 30

達　成　率 115% 76% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 【活動1-1】文化・読書・スポーツ活動協創推進事業の回数（分野間連携事業）

定義等 読書・スポーツ分野と連携した協創推進事業の年間の総実施回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 648 792 1,237 3,360 -
(2)

実　績　値 752 1,130 1,016 1,044 R6 3,360

達　成　率 116% 22% 143% 34% 82% 30% 31% 31% -

指標名 【活動1-2】文化芸術交流会の開催回数

定義等 文化芸術交流会の年間開催数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 3 4 4 6 -
(3)

実　績　値 0 1 1 3 R6 6

達　成　率 0% 0% 25% 17% 25% 17% 50% 50% -

指標名 【成果2】足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合

定義等 3分野に関するアンケート調査（区民向け調査）において足立区の文化財や伝統芸能に触れたことがある区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 - - 70 -
(4)

実　績　値 37.7 - - - R6 70

達　成　率 75% 54% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 【活動2-1】文化資源
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直

標（４）】

　歴史的な

し

文化財や文化遺産の発

時

見と積極的な活用によ

期

り、子どもの頃から地

が

域の文化資源に触れる

１

機会を増やすとともに

年

、転入

者や来訪者に対

ず

しても区の魅力ある文

れ

化資源を発信していく

た

。

【指標（５）】

　令

た

和７年４月のリニュー

め

アルオープン後も引き

、

続き足を運んでもらえ

令

るような魅力的な展示

和

や事業を検討していく

７

。

【指標（６）】

　郷

年

土芸能鑑賞会は、後継

度

者の演奏機会の提供、

実

郷土博物館来館者に郷

施

土芸能を知ってもらう

予

機会となるため、令和

定

７年度から再

開する。

と

区民まつり等での演奏

　

機会も提供し、郷土芸

　

能の保存・継承と後継

　

者が生まれるきっかけ

　

づくりを図っていく。

　なった。

　

【指標（２）】

達成状況：３分野計画の最終目標値からはま

4

だ乖離があるが、３分

 

野に親しむ機会を継続

担

して提供することがで

当

きた。

原因分析：令和

部

６年度は中央本町地域

に

学習センターが休館し

お

ていたが、ニーズを踏

け

まえた効果的なプログ

る

ラム実施に務めたこ

　

評

　　　　とで、総実施

価

回数は、前年比微増と

（

なった。

【指標（３）

部

】

達成状況：文化団体

長

連合会は文化祭、研修

評

会、郷土芸能保存会は

価

郷土芸能大会の場を通

－

して交流を行うことが

１

できた。

原因分析：足

次

立シティオーケストラ

評

、足立吹奏楽団、足立

価

区民合唱団の３支援団

）

体の連絡会については

そ

、日程等が合わず開催

の

でき

　　　　　なかっ

１

た。

【指標（４）】

達

1

成状況：３分野アンケ

)

ート調査は３年に１度

施

の実施予定であったが

策

、中間見直し時期が１

の

年ずれたため、令和７

達

年度実施予定と

　　　

成

　　なった。

【指標（

状

５）】

達成状況：郷土

況

博物館は令和５年１月

と

から令和７年３月まで

そ

大規模改修に伴い休館

の

していたため、目標と

原

実績ともに該当なしで

因

あ

　　　　　る。

【指

の

標（６）】

達成状況：

分

郷土芸能大会は16団

析

体が出演し、区内のお

【

囃子や獅子舞の鑑賞会

指

を実施した。しょうぶ

標

まつり、区民まつりに

（

おいても

　 　　　 

１

お囃子演奏や体験を行

）

い、来場者へ郷土芸能

】

の鑑賞の機会を提供し

達

た。

原因分析：郷土芸

成

能鑑賞会は、開催場所

状

の郷土博物館が改修中

況

のため開催できなかっ

：

た。

2)達成状況と原

３

因分析を踏まえた今後

分

の方向性

【指標（１）

野

】

　今後も区内のホー

ア

ルやシアター1010

ン

、天空劇場での舞台鑑

ケ

賞やイベントなどに加

ー

え、ストリートピアノ

ト

や東京藝術大学連携事

調

業

のアウトリーチなど

査

により、身近に文化芸

は

術に触れる機会を創出

３

していく。

【指標（２

年

）】

　より多くの区民

に

が文化・読書・スポー

１

ツの楽しさに気付き、

度

深め、広げ、心豊かに

の

生きることができるよ

実

う、指定管理者と連携

施

して、事業を展開して

予

いく。

【指標（３）】

定

　足立区内において様

で

々なシャンルにアーテ

あ

ィストや伝統ある文化

っ

団体、民間の文化施設

た

など、文化芸術に関す

が

る専門的な知識や

技術

、

を持つ主体が活躍して

中

いる。文化祭や発表会

間

を通じて活発な交流を

見

後押ししていく。

【指
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

地域文化一般管理事務 生・地域文化課4132 1,326 11,775 13,101 現状維持 Ｂ

文化芸術振興基金積立金 生・地域文化課4153 129,229 1,722 130,951 現状維持 Ｂ

文化芸術を担う人材の育成事業 生・地域文化課4155 11,057 5,957 17,014 現状維持 Ｂ

文化芸術施設の管理運営事務 生・地域文化課4156 330,395 8,609 339,004 現状維持 Ａ

郷土博物館管理運営事業 生・地域文化課4159 26,853 34,090 60,943 改善・変更 Ａ

展示等運営事業 生・地域文化課4160 39,403 46,657 86,060 拡充 Ａ

文化財保護事業 生・地域文化課4165 10,763 18,524 29,287 現状維持 Ａ

伊興遺跡公園管理運営事業 生・地域文化課4167 6,277 15,219 21,496 改善・変更 Ｂ

文化芸術施設維持補修事業 生・地域文化課4722 55,758 6,887 62,645 現状維持 Ａ

区民の文化活動支援事業 生・地域文化課13562 18,119 35,019 53,138 現状維持 Ａ

文化芸術施設改修事業 生・地域文化課22087 269,732 0 269,732 現状維持 Ａ

芸術鑑賞体験事業 生・地域文化課23215 76,742 18,010 94,752 現状維持 Ａ

合計１２事業 975,654 202,469 1,178,123

3)施施策の手段として位置付け
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施

連携して登録団体の学

策

習活動を支援していく

の

。

■　より多くの区民

概

が読書の楽しさに気づ

要

き、深められるように

柱

、乳幼児期からの読書

立

習慣の定着に取り組ん

て

でい　
方　　　針

　く

6

。

（※）動画等をあら

【

かじめサーバに備え、

ひ

区民からの要求に応じ

と

て、その情報をインタ

】

ーネットを通じて配信

自

する形

　　式のこと。

ら

担 当 課 名 生・生涯学習

考

支援課（取りまとめ）

え

電 話 番 号 03-388

行

0-5468 E-ma

動

il sg-shien

し

@city.adac

、

hi.tokyo.j

そ

p

■　区民の自主的な

の

学習活動において、登

成

録団体が地域とのつな

果

がりにより、学びの循

を

環を生み出している。

地

■　生涯学習施設にお

域

いて、指定管理者制度

に

を活用し、民間的な発

活

想や創意工夫により管

か

理運営を行っている。

す

■　指定管理者の公募

人

・選定・評価において

施

、学識委員のほか、区

策

民委員で構成している

群

。

協働・協創 ■　サー

名

クルフェア、ふれあい

3

祭りにおいて、利用者

生

等の実行委員会形式で

涯

運営している。

の 取 組

に

み ■　施設の管理運営

わ

において、利用者懇談

た

会等で区民の意見交換

る

や要望を取り入れてい

学

る。

４　質の高い教育

習

をみんなに

■　子ども

・

や障がい者等にも配慮

文

し、全ての区民が安心

化

して施設利用ができる

・

よう、計画的な保全計

ス

画、施設点検や
ＳＤＧ

ポ

ｓが
　修繕等の維持管

ー

理及び巡回警備等を行

ツ

っている。
目指す目標

活

■　区民のだれもが人

動

生100年時代を心豊

を

かに生きるために、多

実

種多様な生涯学習活動

践

の機会を充実させ、区

で

民の自
（ターゲッ

　主

き

的な学習活動を支援し

る

ている。
ト）との関
連

仕

及び評価

備　　　考

組みをつくる

施 策 名 3.2 生涯学習活動の充実と地域における学びの循環

■　区民のだれもが人生100年時代を心豊かに生きるために、生涯学習活動の機会を充実していく。

■　地域における学びと活動の循環を生み出すために、区民の自主的な学習活動を支援する。

■　区民の読書習慣の定着を図るために、子どもとその周囲の大人に読書の楽しさや大切さを伝える活動を推進して

施策の方向 　いく。

( 目 標 )

■　生涯学習のきっかけづくりとして、各学習センターにおいて多種多様な事業を実施している（令和3年度実績、

　1,820事業）。

■　学習センター登録団体は、約380団体（スポーツ団体除く）あり、自主的な学習活動を継続的に行っている。

■　令和3年度に実施した「文化・読書・スポーツに関するアンケート調査」（3年毎に実施）の結果、過去1か月間
現　　　状

　に本を読んだと回答した区民は、16歳以上では52.9％、児童・生徒では71.1％であった。

■　多くの区民がいくつになっても学びの楽しさを感じられるよう、今まで以上に身近な講座やイベント等を充実さ

　せ、区民に様々な参加機会を提供していく必要がある。

■　学習センター登録団体がさらに学びを深め、広げていくためには、日頃の活動の成果を区民や地域に還元するな

　ど、学習活動のステップアップが必要であ

足

る。

■　令和3年度に

立

実施した「文化・読書

区

・スポーツに関するア

　

ンケート調査」（3年

令

毎に実施）の結果、保

和

護者の読書
課　　　題

７

　習慣が子どもの読書

年

活動に影響しているこ

度

とがわかった。読書習

施

慣の定着のためには、

策

子どもとその周囲の大

評

人に

　読書の楽しさや

価

大切さを伝えることが

調

必要である。

■　意欲

書

のある区民がいつでも

(

どこでも学ぶことがで

令

きるよう、ＩＣＴを活

和

用した同時配信やオン

６

デマンド（※）等

　も

年

含め、生涯学習の機会

度

を充実していく。

■　

事

学習センター登録団体

業

が地域還元の意識を持

実

って、講座やイベント

施

等を自ら企画運営し、

)

また、アウトリーチ型

1

　の活動を実施できる

 

よう、学習センターと
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8% 78% -

指標名 【活動2】「あだちはじめてえほん」事業のアンケートで、「子どもの読書と保護者の読書の関連を知っている」

定義等 （指標名続き）と回答した保護者の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 60 65 70 75 -
(5)

実　績　値 51.7 52 56.3 50.4 R6 75

達　成　率 86% 69% 80% 69% 80% 75% 67% 67% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 2,988,399 4,123,859 3,196,844 3,370,962

人件費 424,264 420,855 392,311 472,172

総事業費 3,412,663 4,544,714 3,589,155 3,843,134

前年比(金額) △15,094 1,132,051 △955,559 253,979

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】講座や講演会、サークル活動などに参加した区民の割合

定義等 区世論調査で「この1年間に講座や講演会、サークル活動等に参加した」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 12 13 14 15 -
(1)

実　績　値 4.3 5 8.5 12 R6 15

達　成　率 36% 29% 38% 33% 61% 57% 80% 80% -

指標名 【活動1-1】各学習センター事業の数

定義等 各学習センターが行う講座・イベント等の開催件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2,650 2,650 2,650 2,650 -
(2)

実　績　値 1,820 4,029 3,741 3,829 R6 2,650

達　成　率 69% 69% 152% 152% 141% 141% 144% 144% -

指標名 【活動1-2】各学習センター登録団体等が区民や地域に学習機会を提供した数

定義等 各学習センターの登録団体等が自ら企画運営を行う講座、イベント、アウトリーチ型活動の開催件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 183 211 239 267 -
(3)

実　績　値 61 99 88 111 R6 267

達　成　率 33% 23% 47% 37% 37% 33% 42% 42% -

指標名 【成果2】区政に関する世論調査で、「最近1か月に本を読んだ」と回答した区民の割合

定義等 同上
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 59 59 59 59 -
(4)

実　績　値 44.2 45.1 42.1 45.8 R6 59

達　成　率 75% 75% 76% 76% 71% 71% 7
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の

て

　　　　　いるが、

の

他のイベントや事業を

対

含めた一体的なＰＲが

前

十分でなかったことが

年

考えられる。

2)達成

度

状況と原因分析を踏ま

比

えた今後の方向性

【指

は

標１・２・３】

　講座

3

や講演会、サークル活

.

動などに参加した区民

5

の割合が目標値に達す

％

るよう、ＩＣＴも活用

増

しながら、特に参加の

加

少ない20～

40代の

し

働き世代や子ども世代

た

に向けた事業の充実を

。

図り、区民の自主的な

原

学習活動につなげてい

因

く。

　登録団体への活

分

動支援については、地

析

域での活動が広がるよ

：

う、指定管理者と連携

新

しセンターミニコミ紙

型

等での活動紹介のほ

か

コ

、地域との架け橋の役

ロ

割を引き続き行いなが

ナ

ら、登録団体の活性化

ウ

を図っていく。

　なお

イ

、登録団体数の減少傾

ル

向については、どのよ

ス

うな活動が減少してい

に

るかなどの原因分析を

関

行い、指定管理者と意

す

見交換を実

施しながら

る

、今後の活動支援のあ

感

り方等を検討していく

染

。

【指標４・５】

　令

症

和６年度に策定した「

法

図書館サービスデザイ

上

ンアクションプラン」

の

に基づき、区立図書館

分

の見直しを行っていく

類

。館内ルール

や選書な

変

どの見直しのほか、中

更

央図書館の組織体制の

以

見直しや、職員の意識

降

改革のための研修など

、

に取り組んでいく。

　

セ

また、アクションプラ

ン

ンに掲げた「本を読む

タ

人も読まない人も訪れ

ー

る図書館」の実現を目

で

指した方策の先駆けと

も

して、中央図書

館のリ

多

ニューアルを令和７年

種

度から９年度にかけて

多

実施していく。既存の

様

書架、窓口カウンター

な

の撤去や内装、壁の変

事

更など１階

の全面リニ

4

業

ューアルを行い、一人

を

でもグループでも居心

行

地の良い空間づくりを

い

目指していく。

、講座の受講

 

やサークル

　　　　　

担

活動等に対する区民の

当

意欲が高まり、参加率

部

が増加したと考える。

に

【指標２】

達成状況：

お

目標値2,650件に

け

対し実績値3,829

る

件となり、目標値を達

評

成できた。

原因分析：

価

令和6年度は中央本町

（

センターの休館があっ

部

たが、前年比で件数が

長

若干増加し、多くの学

評

習機会の提供が行えた

価

。

【指標３】

達成状況

－

：目標値267件に対

１

し実績値111件とな

次

り、目標値を達成でき

評

なかった。

原因分析：

価

登録団体自ら企画して

）

地域学習センターの会

そ

場で区民に提供する事

の

業は95件実施し、前

１

年度の73件から22

1

件増加した。

　　　　

)

　登録団体が高齢者施

施

設等において実施する

策

事業は16件実施し、

の

前年度の15件から1

達

件増加した。

　　　　

成

　登録団体数はコロナ

状

禍前の平成30年度で

況

は407団体であった

と

が、令和7年4月現在

そ

では321団体と、8

の

6団体減少している。

原

　　　　　登録団体数

因

の減少傾向に伴い、登

の

録団体自ら企画運営す

分

る講座、イベント、ア

析

ウトリーチ型活動数は

【

縮小している。

【指標

指

４】

達成状況：目標値

標

59％に対して45.

１

8％となった。令和5

】

年度から3.7ポイン

達

ト増加し、当指標を設

成

定した令和3年度以降

状

最も高い

　　　　　数

況

値となったが、目標値

：

を達成することはでき

目

なかった。

原因分析：

標

本を読まない理由は「

値

面倒くさいから」「加

1

齢」「多忙」が上位を

5

占めている。

　　　　

％

　また、「特に理由は

に

ない」という回答も多

対

く、他の情報機器から

し

情報を取得する人が増

実

えていることもあり、

績

本離れが

　　　　　進

値

んでいることが考えら

1

れる。

　　　　　なお

2

、本を読む人は全国的

％

に減少傾向にある（文

と

化庁の「令和5年度国

な

語に関する世論調査」

り

では、本を読む人が

　

、

　　　　37.4％で

目

平成30年度調査から

標

15.3ポイント減少

値

している）。

【指標５

を

】

達成状況：目標値7

達

5％に対して50.4

成

％となり、目標値を達

で

成することはできなか

き

った。

原因分析：「あ

な

だちはじめてえほん」

か

事業において、「子ど

っ

もの読書と保護者の読

た

書の関連性」について

も

チラシを用いてＰＲし
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

生涯学習振興公社運営事業 学校支援課4130 272,171 35,297 307,468 現状維持 Ａ

地域学習センター改修事業 生・生涯学習支援課4138 29,547 861 30,408 現状維持 Ａ

指定管理者管理運営事務 生・生涯学習支援課4139 2,307,306 76,620 2,383,926 現状維持 Ａ

図書館管理事務 中央図書館4168 278,978 81,607 360,585 改善・変更 Ａ

図書館図書資料貸出・整備事業 中央図書館4174 157,989 68,108 226,097 現状維持 Ａ

図書館ネットワークシステム管理事務 中央図書館4176 11,072 6,352 17,424 現状維持 Ａ

読書活動推進事業 中央図書館4177 11,511 50,268 61,779 改善・変更 Ａ

生涯学習関係施設維持補修事業 生・生涯学習支援課13500 110,158 43,045 153,203 現状維持 Ａ

図書館施設運営事務 中央図書館22322 4,336 7,213 11,549 現状維持 Ａ

図書館サービス運営事務 中央図書館22323 3,218 69,365 72,583 改善・変更 Ａ

図書館の大規模改修・開設事業 中央図書館22340 183,715 16,218 199,933 拡充 Ａ

生涯学習支援事業管理事務 生・生涯学習支援課22576 961 17,218 18,179 現状維持 Ａ

合計１２事業 3,370,962 472,172 3,843,134

3)施施策の手段として位置付け
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施

展開について、協創の

策

視点から今後、拡大を

の

推進していく。

協働・

概

協創
の 取 組 み

【目標】

要

3 すべての人に健康

柱

と福祉を【ターゲット

立

】3.4 2030年

て

までに、非感染性疾患

6

による若年死亡率を、

【

予防や

治療を通じて3

ひ

分の1減少させ、精神

と

保健及び福祉を促進す

】

る。【関連する理由】

自

日常的に楽しめる運動

ら

・スポーツを
ＳＤＧｓ

考

が
通じ、誰もが健康な

え

身体を維持できるよう

行

取り組み、共生社会の

動

構築を目指していく。

し

目指す目標
【目標】1

、

7 パートナーシップ

そ

で目標を達成しよう【

の

ターゲット】17.1

成

7 様々なパートナー

果

シップの経験や資源戦

を

略
（ターゲッ

を基にし

地

た、効果的な公的、官

域

民、市民社会のパート

に

ナーシップを奨励・推

活

進する。【関連する理

か

由】運動・スポー
ト）

す

との関
ツに関する事業

人

の実施について、様々

施

な関係団体や、民間事

策

業者、プレーヤー、サ

群

ポーターとつながるこ

名

とで、幅広
連及び評価

3

い運動・スポーツの機

生

会を創出していく。

（

涯

令和4年度）頻度に関

に

わらずスポーツをする

わ

区民の割合を測るため

た

、指標1を追加

備　　

る

　考 （令和4年度）指

学

標3を「事業実施回数

習

」から、より成果に結

・

び付く「事業参加者数

文

」に変更

（令和5年度

化

）実績値に基づき、指

・

標4の最終目標値を4

ス

9％⇒73％に上方修

ポ

正

ーツ活動を実践できる仕組みをつくる

施 策 名 3.3 生涯スポーツ活動の充実と地域還元

■　運動・スポーツを身近に感じられる環境を整えることで、年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、誰もが日常

　的に楽しめる運動・スポーツを推進する。

■　運動・スポーツを支える人材の育成に取組み、運動・スポーツを通じた共生社会の構築を目指す。

施策の方向
( 目 標 )

■　区では、子どもの体力向上や、高齢者の健康づくり、「するスポーツ」「みるスポーツ」の充実など、運動・ス

　ポーツの機会創出に取組んできた。

■　令和6年度に行った世論調査では、日常的に（週1回以上）運動・スポーツを行っている区民の割合は全体の45.6

％となっており、これは全国の同種の調査結果（55.8％）に比べ、低い数値となっている。
現　　　状

■　令和4年度に行った調査では、障がいのある区民の23.6％が現在、運動・スポーツに取組んでいると回答してい

　る。

■　障がいの有無にかかわらず一人でも多くの方が取組めるよう、運動・スポーツへの関心や意欲を高め、寄り添っ

　た支援を行っていく必要がある。

■　運動・スポーツの指導者やボランティアといった人材が不足しており、こうした人材の育成、活躍の場づくりを

　進めていく必要がある。

課　　　題

■　運動・スポーツを気軽に楽しめる機会の提供や場の整備を通して、運

足

動・スポーツを区民に

立

より身近に感じても

　

区

らう取組みを推進する

　

。

■　より多くの障が

令

い者が、体験を通して

和

運動・スポーツに取組

７

めるよう、支援の輪を

年

広げていくとともに、

度

それを

　支える人材育

施

成に取り組んでいく。

策

方　　　針

担 当 課 名 生

評

・スポーツ振興課（取

価

りまとめ）

電 話 番 号 0

調

3-3880-582

書

6 E-mail spo

(

rts@city.a

令

dachi.toky

和

o.jp

　当課各事業

６

に関わりのある、福祉

年

部、衛生部、道路公園

度

整備室、教育委員会（

事

教育指導部・学校）、

業

生涯学習振興

公社、ス

実

ポーツ協会等と、事業

施

内容の検討をはじめと

)

した協働体制を更に強

1

化していく。また、民

 

間企業主導による

事業
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　成　率 0% 0% 153% 95% 103% 100% 96% 96% -

指標名 【成果3】あだちスポーツコンシェルジュを通じ継続的な運動・スポーツの実施につながった障がい者の人数（累計）

定義等 あだちスポーツコンシェルジュでの相談の結果、運動・スポーツの実施へとつながった障がい者の人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 40 69 69 136 -
(5)

実　績　値 19 29 38 50 R6 136

達　成　率 48% 14% 42% 21% 55% 28% 37% 37% -

指標名 【活動3】区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」の修了者数（累計）

定義等 区主催の「初級障がい者スポーツ指導員養成講習会」を修了した受講者の累計の人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 149 169 209 209 -
(6)

実　績　値 151 183 202 213 R6 209

達　成　率 101% 72% 108% 88% 97% 97% 102% 102% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 749,101 800,858 954,319 1,530,154

人件費 102,929 106,226 75,612 147,122

総事業費 852,030 907,084 1,029,931 1,677,276

前年比(金額) △109,932 55,054 122,847 647,345

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】定期的にスポーツをする人の割合

定義等 世論調査で「日常的に運動・スポーツを行っている人」の割合
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 62 62 62 62 -
(1)

実　績　値 56 57 57 59 R6 62

達　成　率 90% 90% 92% 92% 92% 92% 95% 95% -

指標名 【活動1】週１回以上運動・スポーツをする区民の割合

定義等 世論調査で「週１回以上運動・スポーツをする」区民の割合
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 43 45 47 49 -
(2)

実　績　値 44 45 45 46 R6 49

達　成　率 102% 90% 100% 92% 96% 92% 94% 94% -

指標名 【成果2】体育協会、スポーツ施設、総合型地域クラブの事業参加者数

定義等 各種教室、大会、イベントの参加者や選手派遣者数、総合型地域クラブの事業参加者数、その他地域事業参加者数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 421,000 421,000 421,000 421,000 -
(3)

実　績　値 144,483 185,564 254,181 254,102 R6 421,000

達　成　率 34% 34% 44% 44% 60% 60% 60% 60% -

指標名 【活動2】自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合

定義等 世論調査で「自宅や職場及びその周辺」で運動・スポーツに取り組む区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 45 71 73 -
(4)

実　績　値 - 69 73 70 R6 73

達
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定

率向上につなげていく

期

。

的にスポーツをする区民の定着が進んでいると推察される。

【指標２】

達成状況：94％と目標値を下回っているが実績値は上昇

4

している。

原因分析：

 

指標１と同様、定期的

担

にスポーツをする区民

当

の定着が進んでいると

部

推察される。

【指標３

に

】

達成状況：60%と

お

目標値を下回っている

け

。

原因分析：昨年度と

る

ほぼ同程度の実績値と

評

なり、各イベントの認

価

知度は継続されている

（

と推察される。

【指標

部

４】

達成状況：96％

長

と目標値をやや下回っ

評

ているが、目標値に近

価

い数字となっている。

－

原因分析：身近なとこ

１

ろで気軽に運動・スポ

次

ーツに取り組む区民が

評

一定程度定着している

価

と推察される。

【指標

）

５】

達成状況：50人

そ

と目標値を達成できな

の

かった。

原因分析：本

１

人の希望に添える活動

1

先の不足や体調変化に

)

より体験参加までつな

施

がらなかったケースが

策

あったことが原因と考

の

えら

　　　　　れる。

達

【指標６】

達成状況：

成

目標値を若干上回るこ

状

とができた。

原因分析

況

：パラスポーツの指導

と

知識の習得に興味関心

そ

が一定程度あると推察

の

される。

2)達成状況

原

と原因分析を踏まえた

因

今後の方向性

【指標１

の

・２】

　コロナ禍をき

分

っかけとして自宅など

析

身近なところでスポー

【

ツを始めた区民につい

指

て、定着した活動につ

標

ながるようウォーキ

ン

1

グチャレンジなどのチ

】

ャレンジ企画等の情報

達

発信を継続して行って

成

いく。

【指標３】

　各

状

種教室、大会、イベン

況

ト等は、前年度とほぼ

：

同様に開催している状

9

況ではあるが、「ウォ

5

ーキング」などの気軽

％

に取り組める

事業や、

と

「みるスポーツ」事業

目

などに取り組むことで

標

、運動・スポーツの楽

値

しさを伝え、新たな活

を

動層へのアプローチを

下

進めてい

く。

【指標４

回

】

　運動やスポーツに

っ

取り組めていない区民

て

に対して、読書や文化

い

活動との連携によるス

る

ポーツを入り口としな

が

い「ちょいスポ」の

考

、

え方を取り入れた事業

少

や「みるスポーツ」を

し

実施するなど、より身

づ

近なアプローチによっ

つ

てすそ野を広げていく

上

。

【指標５】

　パラス

昇

ポーツ協議会において

し

検討していくパラスポ

て

ーツアクションプラン

い

の作成により、パラス

る

ポーツの推進体制の構

。

築を図っ

ていく。

【指

原

標６】

　障がい者の運

因

動・スポーツの実施を

分

支える人材確保を継続

析

して実施し、障がい者

：

の運動・スポーツ実施
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

小学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4144 91,785 4,631 96,416 現状維持 Ａ

中学校施設利用管理委託事業 生・スポーツ振興課4145 21,079 3,770 24,849 現状維持 Ａ

学校施設の地域開放事業 生・スポーツ振興課4146 7,795 5,819 13,614 現状維持 Ａ

スポーツ推進委員会活動支援事業 生・スポーツ振興課4147 11,379 10,331 21,710 現状維持 Ａ

スポーツ振興事務 生・スポーツ振興課4148 6,716 20,384 27,100 現状維持 Ａ

地域団体活動支援事業 生・スポーツ振興課4149 8,640 6,887 15,527 現状維持 Ａ

スポーツ協会活動支援事業 生・スポーツ振興課4151 32,740 7,748 40,488 現状維持 Ａ

スポーツ施設指定管理者管理運営事務 生・スポーツ振興課20896 846,841 40,202 887,043 現状維持 Ａ

生涯スポーツ施設改修事業 生・スポーツ振興課21820 480,043 21,523 501,566 現状維持 Ａ

パラスポーツ推進事業 生・スポーツ振興課23437 23,136 25,827 48,963 現状維持 Ａ

合計１０事業 1,530,154 147,122 1,677,276

3)施施策の手段として位置付け

- 48 -



施

情報の把握に努める

と

策

ともに、各主体の専門

の

性を活かした啓発につ

概

なげる。

協働・協創
の

要

取 組 み

【目標】10 

柱

人や国の不平等をなく

立

そう【ターゲット】1

て

0.2 2030年ま

6

でに、年齢、性別、障

【

害、人種、民族、出自

ひ

、

宗教、あるいは経済

と

的地位その他の状況に

】

関わりなく、すべての

自

人々の能力強化及び社

ら

会的、経済的及び政治

考

的な包
ＳＤＧｓが

含を

え

促進する。10.3 

行

差別的な法律、政策及

動

び慣行の撤廃、ならび

し

に適切な関連法規、政

、

策、行動の促進などを

そ

通じ
目指す目標

て、機

の

会均等を確保し、成果

成

の不平等を是正する。

果

【関連する理由】人権

を

尊重意識を普及啓発す

地

ることは、すべての
（

域

ターゲッ
人々の能力強

に

化及び社会的、経済的

活

及び政治的な包含を促

か

進するとともに差別の

す

解消や機会均等の確保

人

につながる。
ト）との

施

関
【評価】講座や講演

策

会を実施することで、

群

区民の人権に関する理

名

解や人権尊重意識の向

4

上に努めた。また、広

多

報紙や
連及び評価

ＳＮ

様

Ｓを活用し、同和問題

な

や拉致問題、子どもの

個

人権等、様々なテーマ

性

を取り上げ、人権尊重

や

意識の普及啓発につな

ラ

げた。引き続き、社会

イ

で関心の高い人権課題

フ

を的確に捉え、啓発し

ス

ていく。

成果指標1の

タ

令和5年度実績値を2

イ

8.1としていたが世

ル

論調査結果の合算値と

を

しては28.0が正し

認

いため修正。

備　　　

め

考

あう風土を醸成する

施 策 名 4.1 人権尊重意識の啓発

■　人権に関わる団体等と連携しながら人権尊重意識を普及啓発し、すべての人の人権が尊重され、偏見や差別のな

　い社会を実現する。

施策の方向
( 目 標 )

■　人権擁護委員や区内活動団体と講座を年３回共催し、それぞれの専門分野の視点を取り入れながら実施してい　

　る。

■　区の人権推進指針「人権の推進をめざして」で重点課題としている１６の人権問題のうち、平成３０年度足立

　区政モニターアンケートで「守られていないと感じる人権問題」として、「障がい者」（68.1％）、「子ども」
現　　　状

　（63.9％）、「女性」（62.5％）、「インターネットによる人権侵害」（61.1％）の順に高い数値を示した課題の

　他、社会で啓発が強く求められる課題や国が定める各課題の啓発強化週間にあわせ、広報紙やホームページに啓発

　記事を掲載している。

■　共催団体の専門性を活かしながら、興味関心を引く内容を企画するため、関心度の高いテーマ選定や訴求力の高

　いチラシ作成など、連携した取組みが必要である。

■　人権問題に関わる情勢を的確に捉え、必要性が高い啓発テーマの選定が求められる。

■　講座や講演会の参加者に限らず、人権問題に日頃興味関心の低い区民も含め広く啓発するために、広報紙を活用

　したさらなる啓発が必要である

足

。
課　　　題

■　効果

立

的な普及啓発イベント

区

実施に向け、人権に関

　

わる当事者団体等が発

令

信する情報の収集に努

和

め、積極的に意見

　交

７

換を行っていく。

■　

年

インターネット上の人

度

権侵害やＬＧＢＴをは

施

じめとした多様な性の

策

あり方に関わる差別や

評

偏見など人権課題を的

価

　確に捉え、庁内各課

調

と連携しながら積極的

書

に広報紙を活用し、広

(

く区民の人権尊重への

令

理解を促進していく。

和

方　　　針

担 当 課 名 総

６

務課（取りまとめ）

電

年

話 番 号 03-3880

度

-5497 E-mai

事

l soumu@cit

業

y.adachi.t

実

okyo.jp

　人権

施

擁護委員及び人権団体

)

との意見交換やイベン

1

ト共催など交流の機会

 

を設け、人権に関わる
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度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 3,193 3,693 3,587 5,869

人件費 20,129 19,083 19,574 20,197

総事業費 23,322 22,776 23,161 26,066

前年比(金額) 534 △546 385 2,905

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】過去のアンケートで課題となっている4つの人権問題について偏見や差別がないと感じる区民の割合

定義等 世論調査で障がい者、子ども、女性、インターネット上での人権侵害について偏見や差別がないと回答した人の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 36 36 36 40 -
(1)

実　績　値 30.4 28.5 28 30 R6 40

達　成　率 84% 76% 79% 71% 78% 70% 75% 75% -

指標名 【活動1-1】人権に関わる団体等と共催した講座回数

定義等 区が人権に関わる団体と共催した講座の回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 3 3 3 4 -
(2)

実　績　値 0 3 3 4 R6 4

達　成　率 0% 0% 100% 75% 100% 75% 100% 100% -

指標名 【活動1-2】偏見や差別解消に向けた取組みを行っている庁内各課と連携した広報紙による啓発回数

定義等 区が広報紙に人権啓発記事を掲載した回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 7 7 9 10 -
(3)

実　績　値 6 7 8 8 R6 10

達　成　率 86% 60% 100% 70% 89% 80% 80% 80% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年
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復した。これはSDGｓの考え方の浸透

や、性の多様性に対する理解などが高まってきたことが要因と考えられる。

　活動指標1-1

4

は、例年開催している

 

講座に加え、新たに拉

担

致問題啓発講演会・コ

当

ンサートについて関連

部

団体と共催により実施

に

し

たことで目標値を達

お

成することができた。

け

　活動指標1-2につ

る

いては目標値を達成す

評

ることができなかった

価

が、啓発週間や啓発事

（

業にあわせて各人権課

部

題に関する記事を所

管

長

課と連携して掲載し、

評

さまざまな人権課題の

価

理解促進に努めた。

2

－

)達成状況と原因分析

１

を踏まえた今後の方向

次

性

　活動指標1-1に

評

ついては、各講座にお

価

いて共催団体と綿密に

）

協議のうえ、区民に興

そ

味関心を持っていただ

の

けるよう企画を検討し

１

た。その結果定員を超

1

える応募があり、多く

)

の方に改めて人権を考

施

える機会とすることが

策

できた。また拉致問題

の

啓発事業では、別

事業

達

においてチラシを配布

成

するなど連動した周知

状

を行うことで相乗効果

況

による啓発が行えた。

と

今後も、これまでの実

そ

施方法に捉わ

れず、関

の

連機関と連携のうえ、

原

より効果的な事業の実

因

施を進めていきたい。

の

　活動指標1-2は、

分

引き続き、各人権課題

析

の啓発週間に併せて記

　

事を掲載して国や東京

成

都とも連動した広報を

果

するなど工夫してい

き

指

たい。

　成果指標1に

標

ついては、昨年度から

1

2ポイント増加したが

は

「偏見や差別がない」

、

と感じる区民の割合は

年

依然低いままである。

々

今後

も足立区人権推進

実

指針に基づき、各所管

績

課と連携した人権関連

値

施策の充実や、関連団

が

体との人権啓発事業の

低

実施、足立区人権施策

下

推進懇談会の意見を事

し

業に反映するなど「人

て

権が尊重されるまち」

い

づくりに向けて取り組

た

んでいく。

が、今回調査では3年前の数値とほぼ同程度に回
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

人権啓発普及事務 総務課3465 5,535 17,218 22,753 現状維持 Ａ

人権啓発普及事務 教育指導課4110 48 1,722 1,770 現状維持 Ａ

人権教育啓発事業 中央図書館4173 286 1,257 1,543 現状維持 Ｂ

合計３事業 5,869 20,197 26,066

3)施施策の手段として位置付け
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施

向けて、改善が可能な

策

審議会の担当所管に対

の

するヒアリングや審議

概

  会への女性委員の

要

選出の働きかけ、要請

柱

などに引き続き取り組

立

んでいき、育児中の女

て

性も安心して審議会に

6

参加で

　きるよう託児

【

環境の整備と周知を図

ひ

ることで、女性が活躍

と

できる社会を目指して

】

いく。

担 当 課 名 多様性

自

社会推進課（取りまと

ら

め）

電 話 番 号 03-3

考

880-5222 E-

え

mail danjo@

行

city.adach

動

i.tokyo.jp

し

　各施策においてそれ

、

ぞれが抱えている現状

そ

や課題を分析し、既存

の

の庁内連携はもとより

成

、先駆的な事業に取り

果

組ん

でいる自治体、関

を

係機関への調査を経て

地

、有益な情報を積極的

域

に発信していく。

協働

に

・協創
の 取 組 み

【目標

活

】 5　ジェンダー平

か

等を実現しよう

　　　

す

　10　人や国の不平

人

等をなくそう
ＳＤＧｓ

施

が
【ターゲット】5.

策

1、5.2、5.5、

群

5.6、10.2、1

名

0.3
目指す目標

【関

4

連する理由】行政評価

多

を実施し、事業や施策

様

の効果について評価・

な

分析を行うことで、ジ

個

ェンダー平等につなが

性

（ターゲッ
る業務改善

や

を行っていく。
ト）と

ラ

の関
【評価】具体的な

イ

施策目標を設定するこ

フ

とで、事業や施策の実

ス

施効果を概ね図ってい

タ

くことができた。
連及

イ

び評価

備　　　考

ルを認めあう風土を醸成する

施 策 名 4.2 男女共同参画社会の推進

■　性別にかかわらず、個性や能力を発揮し活躍できるよう、環境を整備していくことで、男女共同参画社会の実現

  を目指す。

■　ＤＶ防止のために広く意識啓発を行うことで、区民一人ひとりの知識と理解を深め、ＤＶの未然防止あるいは早

施策の方向   期発見につなげていく。

( 目 標 )

■　令和元年度にワーク・ライフ・バランス（以下「ＷＬＢ」）推進事業の認定制度について見直しを行い、認定企

  業数が前年度の57社から85社に拡大した。

■　ＤＶの仕組みや現状を正しく理解するための講座やリーフレットの配布を通じて、啓発や情報提供を行ってい

  る。
現　　　状

■　区の審議会等における女性委員比率調査の結果、女性比率の低い審議会の所管には聞き取りを行い、他所管の取

　組みを伝えるなど、女性比率の向上を促している。

■　ＷＬＢ推進事業は、制度の内容やＷＬＢの意義についての周知が十分に行きわたっていないため、さらなる啓発

  に向けた取組みが必要である。

■　ＤＶには身体的暴力だけではなく、様々な種類の暴力があり、男女を問わずいかなる場合も暴力は絶対に許され

  ないことについて、区民の認識や理解を深めていくことが必要である。

■　審議会等における女性比率は着実に上昇しているが、女性比率の向上に向けて改善

足

が可能な審議会等につ

立

いて
課　　　題

　は、

区

所管へのさらなる働き

　

かけが必要である。

■

令

　各関係団体や他所管

和

事業に参加している事

７

業者に対する制度内容

年

や取組み事例などの個

度

別説明を通して、ＷＬ

施

Ｂ

  の周知を図って

策

いくと同時に、区民の

評

意識が男女共同参画の

価

推進に直結するよう、

調

充実した内容の講座や

書

イベント

  を企画し

(

ていく。

■　ＤＶの被

令

害者にも加害者にもな

和

らないための未然防止

６

や、ＤＶ被害者支援に

年

あたって早期発見と正

度

しい知識を

  もって

事

適切に対応できるよう

業

、区民、職員を対象に

実

様々な機会をとらえて

施

広く啓発活動を行って

)

いく。
方　　　針

■　

1

今後も審議会における

 

女性比率の目標達成に
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単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 14 14 14 14 -
(5)

実　績　値 10 10 9 12 R6 14

達　成　率 71% 71% 71% 71% 64% 64% 86% 86% -

指標名 【活動2-2】DV防止のためのリーフレット配布部数

定義等 区がDV防止のために配布したリーフレット数
指

単　位 部 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 6,000 6,000 6,000 6,000 -
(6)

実　績　値 5,410 10,911 11,650 11,920 R6 6,000

達　成　率 90% 90% 182% 182% 194% 194% 199% 199% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 34,242 34,305 30,712 33,077

人件費 55,752 53,082 53,480 55,612

総事業費 89,994 87,387 84,192 88,689

前年比(金額) 10,438 △2,607 △3,195 4,497

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果】男女が対等な立場で意思表示や活動をすることができ、また責任も分かちあっている、と感じている区民の割合

定義等 「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 40 40 45 50 -
(1)

実　績　値 34 30 27 31 R6 50

達　成　率 85% 68% 75% 60% 60% 54% 62% 62% -

指標名 【活動1-1】足立区各種審議会・委員会等への女性の参画率

定義等 女性委員の数／区附属機関等の委員総数
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 36 37 38 40 -
(2)

実　績　値 35 35 34 34 R6 40

達　成　率 97% 88% 95% 88% 89% 85% 85% 85% -

指標名 【活動1-2】足立区WLB認定企業の数

定義等 区が認定するWLB推進企業の数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 110 120 134 140 -
(3)

実　績　値 112 134 129 116 R6 140

達　成　率 102% 80% 112% 96% 96% 92% 83% 83% -

指標名 【成果2】身体的暴力以外のＤＶ（精神的・経済的・社会的・性的）の認知度

定義等 「足立区政に関する世論調査」における調査結果
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 60 65 75 -
(4)

実　績　値 49 49 64 46 R6 75

達　成　率 98% 65% 82% 65% 98% 85% 61% 61% -

指標名 【活動2-1】区民向けDV防止講座開催回数

定義等 区が実施したDV防止講座の開催回数
指
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因

啓発を行う。

【指標５

分

】

委託講座は５つのテ

析

ーマに沿って企画して

：

おり、年度により実施

「

数が異なる。出前講座

わ

の活用を区内学校、団

か

体等に働きかけるこ

と

ら

で目標達成を目指す。

な

【指標６】

ＤＶ防止出

い

前講座の利用をきっか

」

けに、リーフレットを

「

授業で配布したいとい

そ

う要望が学校よりあっ

う

た。引き続き、講座や

思

イベン

トと併せて配布

わ

することで啓発に努め

な

る。

い」の回答率がともに減少したことで、前年度より４ポイント改善した。国連女性差別撤

　　　

4

　　廃委員会による８

 

年ぶりの日本政府審査

担

が行われたこともあり

当

、関心が高まったと推

部

察される。

【指標２】

に

達成状況：目標４０％

お

に対し実績３４％とな

け

り、目標を６ポイント

る

下回った。

原因分析：

評

委員の改選がなく前年

価

度と同比率の審議会等

（

が増加（＋２）したこ

部

とが影響し、前年度か

長

ら改善が見られなかっ

評

た。

【指標３】

達成状

価

況：目標１４０社に対

－

し実績１１６社となり

１

、目標を２４社下回っ

次

た。

原因分析：認定制

評

度の終了に伴い新規募

価

集・更新を停止したこ

）

と、本社移転等による

そ

認定取り消し２件もあ

の

ったことから、減少し

１

　　　　　た。

【指標

1

４】

達成状況：目標７

)

５％に対し実績４６％

施

と、目標を２９ポイン

策

ト下回った。

原因分析

の

：昨年度は大きく改善

達

したが、今年度は従前

成

の水準に戻った。３０

状

代以下と６０代以上で

況

認知度に３５ポイント

と

の差があ

　　　　　り

そ

、シニア世代への啓発

の

が課題である。

【指標

原

５】

達成状況：目標１

因

４回に対し実績１２回

の

と、目標を２回下回っ

分

た。

原因分析：区内中

析

学校からの出前講座依

【

頼が増加（＋４校）し

指

、前年度より実績は増

標

加した。しかし、委託

１

講座が減少（△２回）

】

　　　　　したことで

達

、目標未達成となった

成

。

【指標６】

達成状況

状

：目標の約２倍となる

況

部数を配布することが

：

できた。

原因分析：学

目

校や医療機関から追加

標

配布の要望を受けたこ

５

とで、前年度よりも２

０

７０部多く配布するこ

％

とができた。

2)達成

に

状況と原因分析を踏ま

対

えた今後の方向性

【指

し

標１】

イベントや講座

実

等によりアンコンシャ

績

ス・バイアス（無意識

３

の偏見）の解消につい

１

て区民へ啓発すること

％

で、更なる改善を図る

と

。

【指標２】

比率が下

な

がった審議会や比率の

り

低い審議会の所管課を

、

中心にヒアリングを行

目

い、改選期には、推薦

標

する委員は会長職に限

を

らない旨

を依頼文に明

１

記する等の配慮を担当

９

課へ依頼した。

【指標

ポ

３】

次年度からは事業

イ

を再構築し、認定企業

ン

に限定せず区内企業全

ト

体を対象としてＷＬＢ

下

の推進に向けた支援メ

回

ニューの提供を行う。

っ

【指標４】

広報、ＳＮ

た

Ｓのほか、パネル展示

。

など様々な媒体を通じ

原

て、引き続き区民への
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

男女参画プラザ管理運営事務 多様性社会推進課3599 654 19,197 19,851 現状維持 Ｂ

男女共同参画社会の推進と女性活動への支援事業 多様性社会推進課3600 32,423 36,415 68,838 改善・変更 Ａ

合計２事業 33,077 55,612 88,689

3)施施策の手段として位置付け
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施

名 地域のちから推進部

策

　地域調整課（取りま

の

とめ）

電 話 番 号 03-

概

3880-5177 E

要

-mail tabun

柱

ka@city.ad

立

achi.tokyo

て

.jp

日本語教室のボ

6

ランティア講師や国際

【

理解教育の授業を実施

ひ

するボランティアスタ

と

ッフとの協働により、

】

多文化共生

推進活動を

自

実施している。

協働・

ら

協創
の 取 組 み

【目標】

考

10 人や国の不平等

え

をなくそう　17 パ

行

ートナーシップで目標

動

を達成しよう

【ターゲ

し

ット】10.2 すべ

、

ての人の能力を強化し

そ

、社会・経済・政治へ

の

の関わりを促進する。

成

　10.3 機会均等

果

を確保
ＳＤＧｓが

し、

を

成果の不平等を是正す

地

る。　17.17 さ

域

まざまなパートナーシ

に

ップの経験などをもと

活

にして、効果的な公的

か

、官民
目指す目標

、市

す

民社会のパートナーシ

人

ップをすすめる。
（タ

施

ーゲッ
【関連する理由

策

】国籍などが異なる人

群

々が互いの文化的違い

名

を認め共に生活する地

4

域社会を作ることは、

多

すべての人
ト）との関

様

々の能力強化や社会参

な

加を促し、機会均等の

個

確保やパートナーシッ

性

プの推進につながる。

や

連及び評価
【評価】国

ラ

際理解教育の実施や日

イ

本語ボランティア教室

フ

の支援、外国ルーツの

ス

子どもに対する学習支

タ

援の実施など、

ボラン

イ

ティアやＮＰＯ法人と

ル

協力して事業を実施し

を

た。

備　　　考

認めあう風土を醸成する

施 策 名 4.3 多文化共生社会の実現

■　年々増加する在住外国人が暮らしていくため必要な相談体制を充実させるとともに、日本人区民・外国人区民が

　地域の発展に向けて共に活躍する多文化共生社会を目指した環境を整備する。

施策の方向
( 目 標 )

■　区内在住の外国人人口は年々増加しており、令和７年５月現在で４万５千人を超えた。

■　令和７年５月現在、外国籍の子どもたち2,299名が区立小・中学校で学んでおり、就学前の児童も教育・保育施

　　設に955人が在園している。

■　区立小・中学校での国際理解教育等を通じて、異文化理解や交流を促進している。
現　　　状

■　日本語ボランティアの育成等を通じて日本語ボランティア教室を支え、外国人の日本語習得を支援している。

■　外国人人口の増加に伴い、行政手続きや生活相談など、日々の生活に密着した相談が増えているため、相談体制

　の強化が必要である。

■　日本国籍でも外国にルーツを持つ子どもが増えており、文化的背景の異なる子どもたちが互いに認めあう環境の

　必要性や日本語学習支援を行う必要がある。

■　新型コロナウイルス感染症の影響で、国際理解教育や日本語ボランティア教室等を従来どおり実施できないた　
課　　　題

　め、新しい生活様式に配慮した対応を考えていく必要がある。

■　やさしい日本語や多言語

足

翻訳機を活用した相談

立

対応や行政文書・通知

区

書等の多言語対応、東

　

京都及び庁内各課か

　

令

らの情報提供の体制を

和

充実し、区内在住外国

７

人の生活を支援する。

年

■　外国にルーツを持

度

ち文化的背景の異なる

施

子どもたちが互いの違

策

いを認め合えるよう、

評

区立小・中学校からの

価

国際

　理解教育講師派

調

遣依頼に対して十分に

書

対応できる体制を構築

(

し、異文化や言葉の違

令

いを伝える国際理解教

和

育を推進

　する。
方　

６

　　針
■　新しい生活

年

様式を取り入れた日本

度

語ボランティア活動を

事

支援し、在住外国人の

業

日本語学習等の充実を

実

図る。

■　外国にルー

施

ツを持つ児童・生徒等

)

の就学や進学を支える

1

ために、日本語学習支

 

援を実施する。

担 当 課
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748

達　成　率 85% 81% 87% 85% 81% 80% 98% 98% -

指標名 【活動2-2】区民向けの行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が対応できた割合

定義等 他部署からの外国人区民向け行政文書・通知書の翻訳依頼に対して外国人相談員が対応できた割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 100 100 100 -
(5)

実　績　値 100 100 100 100 R6 100

達　成　率 0% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名 【活動2-3】日本語ボランティア教室開催回数

定義等 区内日本語ボランティアグループが実施する日本語教室の開催回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 430 500 580 -
(6)

実　績　値 233 440 745 841 R6 580

達　成　率 0% 40% 102% 76% 149% 128% 145% 145% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 22,383 30,337 31,967 31,962

人件費 41,581 38,087 38,192 41,659

総事業費 63,964 68,424 70,159 73,621

前年比(金額) 11,994 4,460 1,735 3,462

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】国際理解教育を実施した小・中学校における異文化への関心度

定義等 国際理解教育を実施時、児童・生徒へアンケート調査を行い、「もっと知りたい・学びたい」と回答した者の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 55 60 65 -
(1)

実　績　値 48 60 53 55 R6 65

達　成　率 0% 74% 109% 92% 88% 82% 85% 85% -

指標名 【活動1】小・中学校への国際理解教育講師派遣クラス数

定義等 区立小・中学校の学級総数のうち、国際理解教育講師を派遣したクラス数
指

単　位 クラス 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 20 50 80 110 -
(2)

実　績　値 21 69 105 96 R6 110

達　成　率 105% 19% 138% 63% 131% 95% 87% 87% -

指標名 【成果2】国籍、文化等が異なる人々がともに暮らしやすいまちだと感じる区民の割合

定義等 世論調査により、「暮らしやすい・どちらかといえば暮らしやすい」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 37 37 37 -
(3)

実　績　値 43 40 38 42 R6 37

達　成　率 0% 116% 108% 108% 103% 103% 114% 114% -

指標名 【活動2-1】外国人生活相談対応件数

定義等 外国人相談員が外国人の生活相談に対応した件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2,636 2,673 2,710 2,748 -
(4)

実　績　値 2,228 2,324 2,192 2,686 R6 2,
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ケ

。

【指標４】

　外国人

ー

相談員は経験豊富なた

ト

め、外国人からの問い

を

合わせに対しては積極

分

的に外国人相談窓口を

析

案内し、外国人の困り

し

ごとの解

決に向けた支

た

援を継続していく。

【

と

指標５】

　外国人へ正

こ

確に情報提供できるよ

ろ

う、引き続き他部署か

、

らの翻訳依頼に対し、

担

期限内に全て回答でき

当

るよう努める。

【指標

し

６】

　ボランティアス

た

タッフを養成する講座

講

を継続的に実施し、円

師

滑に教室が運営できる

に

よう支援していく。

よって関心度に差があった。

【指標２】

　達成状況：前年度の実績値を下回り、目標値を下

4

回った。

　原因分析：

 

例年申込みのある学校

担

が、他所属で実施する

当

出前授業に切り替えた

部

ことで、派遣クラス数

に

の減少につながった。

お

【指標３】

　達成状況

け

：前年度の実績値を上

る

回り、目標値を上回っ

評

た。

　原因分析：区内

価

在住外国人数は毎月過

（

去最高を更新し続けて

部

おり、身近に外国人と

長

接する機会が増えるこ

評

とで、共生する意識

　

価

　　　　　が醸成され

－

、ともに暮らしやすい

１

と感じる区民の割合が

次

増えたと考えられる。

評

【指標４】

　達成状況

価

：目標値は下回ったも

）

のの、前年度の実績か

そ

らは大幅に増加した。

の

　原因分析：前年度実

１

績から大幅に増加した

1

要因としては、マイナ

)

保険証や臨時給付金な

施

どの新たな制度に関す

策

る問い合わせが

　　　

の

　　　増えたことや、

達

母国から家族の呼び寄

成

せ等による子ども関連

状

の相談が増加した。

【

況

指標５】

　達成状況：

と

前年度に引き続き、達

そ

成率は100％となっ

の

た。

　原因分析：外国

原

人相談員が通訳支援の

因

合間に年間165件（

の

英語64件、中国語5

分

1件、韓国語50件）

析

の翻訳作業を行った。

【

　　　　　　翻訳取り

指

まとめ担当が進捗確認

標

を随時行うことで、期

１

間内に全て対応するこ

】

とができた。

【指標６

　

】

　達成状況：前年度

達

の実績値を上回り、目

成

標値を上回った。

　原

状

因分析：ボランティア

況

養成講座を受講した区

：

民が新たに日本語教室

前

を立ち上げ、令和6年

年

度中に活動を開始した

度

ことが実績

　　　　　

の

　値の向上につながっ

実

た。

2)達成状況と原

績

因分析を踏まえた今後

値

の方向性

【指標１】

　

を

アンケート結果を講師

上

へフィードバックし、

回

子どもたちがより関心

っ

を持てるよう授業内容

た

のブラッシュアップを

が

図る。

【指標２】

　こ

、

れまで本事業を実施し

目

たことがない学校にも

標

利用を促すため、各校

値

が年間カリキュラムを

は

編成する前に全小中学

下

校へ案内し、

派遣クラ

回

ス数の増加につながる

っ

よう働きかける。

【指

た

標３】

　外国人と日本

。

人が交流するイベント

　

を引き続き実施し、身

原

近に接する機会を提供

因

する。また、日本にお

分

ける生活習慣やマナー

析

を

外国人にも分かりや

：

すく伝え、日本人も外

ア

国人も住みやすいまち

ン

になるよう努めていく
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

多文化共生推進事業 地域調整課3568 31,962 41,659 73,621 拡充 Ａ

合計１事業 31,962 41,659 73,621

3)施施策の手段として位置付け
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施

バリアフリー化や、ユ

策

ニバーサルデザインに

の

配慮し
方　　　針

　た

概

公共施設の整備を行う

要

。

担 当 課 名 都市建設課

柱

（取りまとめ）

電 話 番

立

号 03-3880-5

て

768 E-mail t

6

osi@city.a

【

dachi.toky

ひ

o.jp

　ユニバーサ

と

ルデザインに配慮した

】

社会の構築のため、区

自

民を対象としたユニバ

ら

ーサルデザイン講演会

考

、製品展およ

び啓発チ

え

ラシ配布等の各事業を

行

行い、区民とともに心

動

のユニバーサルデザイ

し

ンを推進していく。

　

、

また、庁内職員と障が

そ

い当事者との意見交換

の

等を含めた、ユニバー

成

サルデザイン庁内推進

果

委員会を行い、人材育

を

成

協働・協創 を図って

地

いく。

の 取 組 み

【目標

域

】11   住み続け

に

られるまちづくりを

（

活

ゴール）包摂的で安全

か

かつ強靱（レジリエン

す

ト）で持続可能な都市

人

及び人間居住を実現す

施

る。
ＳＤＧｓが

【ター

策

ゲット】11.7　2

群

030年までに、女性

名

、子ども、高齢者及び

4

障害者を含め、人々に

多

安全で包摂的かつ利用

様

が容易
目指す目標

  

な

          

個

な緑地や公共スペース

性

への普遍的アクセスを

や

提供する。
（ターゲッ

ラ

【関連性】　エレベー

イ

ターの設置、ピクトグ

フ

ラム表示など、ユニバ

ス

ーサルデザインの推進

タ

は、「女性、子ども、

イ

高齢
ト）との関

　　　

ル

　　者や障がい者を含

を

め、全ての人々に安全

認

で容易に利用できる緑

め

地や公共スペースの普

あ

遍的アクセスを提供
連

う

及び評価
　　　　　す

風

る」ことにつながって

土

いる。

【進捗状況】ユ

を

ニバーサルデザインの

醸

推進のため、バリアフ

成

リー地区別計画策定な

す

ど各事業を着実に実施

る

している。

備　　　考

施 策 名 4.4 ユニバーサルデザインの推進

■　ユニバーサルデザインに関する普及啓発活動を通じて、より多くの人が互いの個性や立場を理解しあうことによ

　り、「思いやりのこころ」を根付かせ、「心づかい」ができる区民があふれるまちをめざす。

■　だれもが円滑に移動できる施設整備や公共施設などのユニバーサルデザインの整備を進めることで、高齢者や障

施策の方向 　がい者など多様な人々への配慮がされた施設づくりを進める。

( 目 標 )

■　「足立区ユニバーサルデザイン推進計画」に基づき、ユニバーサルデザインに配慮した環境づくりを進めてお

　り、毎年度、区民、事業者、専門家から、関連する各事業の評価を受けることで、ＰＤＣＡマネジメントサイクル

　による施策の改善に取組んでいる。

■　「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等の多様な人々に配慮している」と思う区民の
現　　　状

　割合は34.4%にとどまっている。

■　「ユニバーサルデザイン2020 行動計画」が決定され、東京2020 オリンピック・パラリンピックを契機に、ユニ

　バーサルデザインの認知度向上が求められている。

■　区民や区職員、事業者など、区に関わるすべての人にユニバーサルデザインに関する理念を浸透させていく必要

　がある。

■　時間の経過とともに変化する社会

足

や要求されるサービス

立

に対応していくため、

区

ユニバーサルデザイン

　

に配慮した

　まちづく

令

りなど様々な施策が広

和

く展開されていなけれ

７

ばならないが、取組み

年

状況は十分ではない。

度

課　　　題

■　ユニバ

施

ーサルデザインについ

策

て、より理解を深める

評

よう小学校高学年向け

価

のユニバーサルデザイ

調

ン出張講座、一

　般区

書

民向けのユニバーサル

(

デザイン講演会、ユニ

令

バーサルデザイン製品

和

展などに加え、新たな

６

普及啓発活動を検討

　

年

し、それらを推進する

度

ことで、すべての人が

事

個人として尊重され、

業

安心して、健やかに暮

実

らすことができる地域

施

社

　会の実現を目指す

)

。

■　新設の道路や建

1

物への対応に限らず、

 

現状を改善するための
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4.5 3.8 4 R6 4.2

達　成　率 105% 102% 107% 107% 90% 90% 95% 95% -

指標名 平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長

定義等 バリアフリーに対応した整備を行った歩道の延長
指

単　位 ｍ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2,350 2,900 3,450 4,000 -
(5)

実　績　値 2,430 3,040 3,657 4,823 R6 4,000

達　成　率 103% 61% 105% 76% 106% 91% 121% 121% -

指標名 バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）

定義等 バリアフリーまたはUDに配慮した公共施設の整備数（累計）
指

単　位 施設 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 30 40 50 60 -
(6)

実　績　値 30 39 50 73 R6 60

達　成　率 100% 50% 98% 65% 100% 83% 122% 122% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 14,159 6,741 13,505 13,296

人件費 19,254 16,594 26,740 25,827

総事業費 33,413 23,335 40,245 39,123

前年比(金額) 7,874 △10,078 16,910 △1,122

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「自らを含めた地域の人々が、日常生活の中で高齢者・障がい者等の多様な人々に配慮している」と思う区民の割合

定義等 世論調査で「日常生活の中で高齢者・障がい者等に配慮していると思う」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 46 48 49 50 -
(1)

実　績　値 36.8 34.9 33.2 34.6 R6 50

達　成　率 80% 74% 73% 70% 68% 66% 69% 69% -

指標名 小学校高学年向けのユニバーサルデザイン出張講座の実施延べ回数

定義等 ユニバーサルデザイン出張講座を実施した延べ校数
指

単　位 校 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 30 40 50 60 -
(2)

実　績　値 33 41 53 56 R6 60

達　成　率 110% 55% 103% 68% 106% 88% 93% 93% -

指標名 一般区民向け講演会、UD製品展の参加者人数

定義等 講演会及びUD製品展示の来場者数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 538 542 546 550 -
(3)

実　績　値 93 44 46 99 R6 550

達　成　率 17% 17% 8% 8% 8% 8% 18% 18% -

指標名 ユニバーサルデザイン推進計画「柱３ 便利に生活できる『まちづくり』」にある施設整備に関する施策の評価点の平均

定義等 推進計画「柱３　便利に生活できる『まちづくり』」のうち、施設整備に関する施策の評価点の平均値（※評価年度）
指

単　位 点 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 4.1 4.2 4.2 4.2 -
(4)

実　績　値 4.3
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、

どが考えられる。

　上

前

記施策指標のほか、令

年

和6年度は当事者参画

よ

のもとバリアフリー地

り

区別計画の6地区目と

割

なる六町周辺地区編を

合

策定した。

　今後もユ

は

ニバーサルデザイン及

上

びバリアフリーの各施

昇

策を着実に推進してい

し

く必要がある。

2)達

た

成状況と原因分析を踏

も

まえた今後の方向性

　

の

指標（1）の「日常生

の

活の中で高齢者・障が

、

い者等に配慮している

目

」と思う区民の割合に

標

ついて、全国的にも減

値

少傾向にあり、

さらな

を

る普及啓発の取り組み

下

が求められている。

　

回

このことを踏まえ、新

る

たな基本計画では、「

3

心のバリアフリー」の

4

啓発による共生社会の

.

実現、学校と連携した

6

出張講座の発展

や教材

%

による啓発などを施策

と

に掲げたところである

な

。

　今後、出張講座等

っ

の機会にアンケート（

た

関心の度合いなど）を

。

行い、その結果を踏ま

国

えてあらゆる世代への

全

具体的なアプローチ

方

体

法を検討し、ユニバー

で

サルデザインのまちづ

も

くりの理念を浸透させ

令

ていく。

和3年度と比較して割合が低下しており、要因

4

として「心のバリアフ

 

リー」などに触れ

る機

担

会が東京2020大会

当

の当時と比較して減っ

部

ており、周知・啓発が

に

不十分であったことな

お

どが国において分析さ

け

れている。

　指標（2

る

）は、延べ56校での

評

出張講座となり、目標

価

値を下回る結果となっ

（

た。要因として、令和

部

6年度にUD出張講座

長

の教材更新を

実施した

評

うえで、新教材による

価

出張講座を予定してい

－

たが、障がい者当事者

１

等と一緒に教材更新を

次

行うなど計画変更した

評

ことで更

新時期が遅れ

価

、出張講座の期間が十

）

分に確保できなかった

そ

ことが考えられる。

　

の

指標（3）は、UDを

１

身近に感じることがで

1

きるよう、日本庭園で

)

のライトアップに合わ

施

せた一般区民向けUD

策

講演会、介助犬の講

演

の

会に合わせたUD製品

達

展示を行ったが、興味

成

・関心を持つ層が一部

状

にとどまっており、来

況

場者数は99人となっ

と

た。

　しかし、上記の

そ

他に大学でのイベント

の

で12日間、UD製品

原

の展示を行っており、

因

来場者数が正確に把握

の

できていないため実績

分

値に

含めていないが、

析

連日多くの学生等がブ

　

ースに訪れ、区の取り

指

組みを若者にも周知啓

標

発できたと考える。

　

（

指標（4）は、前年と

1

同様に、対象施策を絞

）

り集中的に評価した結

は

果、目標値を下回る4

、

点となった。評価対象

令

施策について、法

令や

和

基準等に基づき公共施

6

設を整備するという当

年

然の取り組みがある中

4

で、それ以上の発展的

月

な取り組みがほしい点

か

が評価に表れ

たと考え

ら

られる。

　指標(5)

事

は、「バリアフリー地

業

区別計画（花畑周辺地

者

区編）」区域内におけ

に

る、文教大学（バス停

よ

等）から花畑大橋通り

る

交差点

までの点字ブロ

「

ック敷設・歩車道の段

合

差解消をはじめとした

理

、区内各地の歩道改修

的

工事を事業所管課にお

配

いて着実に実施し、目

慮

標

値を上回ることがで

の

きた。

　指標(6)は

提

、令和6年度単年度で

供

23施設のバリアフリ

」

ー整備が行なわれ、目

が

標値を上回る累計73

義

施設となった。要因と

務

して、令和

2年のバリ

化

アフリー法改正により

さ

、既存公立小中学校等

れ

施設のバリアフリー化

た

が努力義務化されたこ

こ

とを踏まえ、段差解消

と

などの

取り組みの加速

で

化を図っていることな
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

ユニバーサルデザイン推進事業 都市建設課21226 13,296 25,827 39,123 改善・変更 Ａ

合計１事業 13,296 25,827 39,123

3)施施策の手段として位置付け
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施

いく。

方　　　針

担 当

策

課 名 足立保健所感染症

の

対策課（取りまとめ）

概

電 話 番 号 03-388

要

0-5372 E-ma

柱

il kansensh

立

o@city.ada

て

chi.tokyo.

7

jp

感染症発生時の対

【

応の円滑化を目指し、

く

月に１回程度開催され

ら

る医師会との会議を活

し

用する等、医師会、薬

】

剤師会、

歯科医師会、

地

訪問看護ステーション

域

及び医療機関との情報

と

共有を積極的に行って

と

いく。

協働・協創
の 取

も

組 み

【目標】3 すべ

に

ての人に健康と福祉を

築

【ターゲット】3.3

く

 2030年までに、

、

エイズ、結核、マラリ

 

ア及び顧みられない

熱

安

帯病といった伝染病を

全

根絶するとともに肝炎

な

、水系感染症及びその

く

他の感染症に対処する

ら

。【関連する理由】感

し

染
ＳＤＧｓが

症対策の

施

充実はSDGsが目指

策

す目標（ターゲット）

群

の達成に直接寄与する

名

施策であるため。【評

5

価】令和6年度に足立

区

目指す目標
区感染症予

民

防計画を策定し、計画

の

を基礎とした保健所体

命

制の強化や訓練の実施

や

及び区内医療機関への

財

専門人材配置の
（ター

産

ゲッ
促進と関係者間の

を

連携強化を図った。
ト

守

）との関
連及び評価

備

り

　　　考

、くらしの安全を確保する

施 策 名 5.1 感染症対策の充実

■　定期接種の推進や、結核に関する正しい知識の啓発を行い、結核のまん延を防止する。

■　区民が感染症対策を実践できるよう啓発し、感染症の発生を未然に防止することを目指す。

■　医師会や医療機関等との連携を強化し、感染症発生時の体制を整備することで拡大防止に努める。

施策の方向
( 目 標 )

■　令和元年の足立区結核り患率（人口10万対）は、全国（11.0ポイント）、東京都（13.0ポイント）と比較し、依

　然として高水準であり、特に70代以上の高齢者の新規患者が多く、全体の6割弱を占めている。

■　結核など感染症のまん延を最小限に抑えるため、予防接種の適切な展開を実施するとともに、高齢者や生活習慣

　病患者など、リスクの高い層に対する正しい知識の普及啓発等を行っている。
現　　　状

■　新型コロナウイルス感染症をきっかけとして、手洗いなど、感染症予防策の実践に対する区民の意識は高いもの

　の、インフルエンザ等の感染症は毎年流行を繰り返している。

■　医師会、医療機関との連携強化のため、医師会主催の感染症委員会での情報共有や、医療機関との感染症発生時

　対応訓練を実施している。

■　結核発症のリスクが高い層への継続的なアプローチが必要である。

■　ＢＣＧ接種率を下げないよう、区民に対する正しい知識の普及啓発等が

足

必要である。

■　流行

立

を繰り返すインフルエ

区

ンザ等の感染拡大防止

　

のため、一層の飛沫・

令

接触感染防止の実践に

和

ついて啓発を行う

　必

７

要がある。

■　早期に

年

感染拡大を抑え込むた

度

めには、行政と医師会

施

及び医療機関とのさら

策

なる連携強化を図るこ

評

とが必要であ
課　　　

価

題
　る。

■　乳幼児健

調

診等の機会を活用し、

書

ＢＣＧ接種による小児

(

の重症結核の予防の大

令

切さを周知していく。

和

■　広報媒体等を通じ

６

た啓発により、区民の

年

帰宅時の手洗い実践率

度

向上を図り、感染症発

事

生低減につなげていく

業

。

■　発生情報等を早

実

期に共有し、感染症発

施

生時の対応が円滑に進

)

むよう、医師会主催の

1

会議等で、医療機関へ

 

の情報

　提供を行って
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00 100 100 -
(4)

実　績　値 96.4 93.4 92.8 92.5 R6 100

達　成　率 108% 96% 93% 93% 93% 93% 93% 93% -

指標名 【成果3】区内の医療機関からの感染症発生届の期日内での提出率

定義等 期限内に提出された発生届数／発生届出総数×100（％）　※新型コロナウイルス感染症を除く
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 90 100 100 100 -
(5)

実　績　値 80.8 84.8 75.6 90.3 R6 100

達　成　率 90% 81% 85% 85% 76% 76% 90% 90% -

指標名 【活動3】医師会との感染症対策会議実施回数

定義等 会議参加回数（実績）
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 50 4 19 -
(6)

実　績　値 48 72 91 19 R6 19

達　成　率 96% 253% 144% 379% 著増 479% 100% 100% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 10,778,238 9,030,725 5,057,534 4,460,358

人件費 381,835 429,412 361,017 201,997

総事業費 11,160,073 9,460,137 5,418,551 4,662,355

前年比(金額) 7,666,219 △1,699,936 △4,041,586 △756,196

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】結核り患率（人口10万対）　※低減目標

定義等 結核患者新規登録者数／当該年10月1日人口（外国人登録含む）×100,000　〈10万人あたりの割合〉　※年度でなく暦年
指

単　位 ー 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 16.1 15.6 15.1 14.9 -
(1)

実　績　値 12.5 12.4 12.2 10.6 R6 14.9

達　成　率 129% 119% 126% 120% 124% 122% 141% 141% -

指標名 【活動1】乳幼児のＢＣＧ定期予防接種率

定義等 当該年度の乳幼児のＢＣＧ定期予防接種実施者数／当該年度の乳幼児のＢＣＧ定期予防接種対象者数×100
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 99 99 99 100 -
(2)

実　績　値 92.7 90.8 94.4 102.6 R6 100

達　成　率 94% 93% 92% 91% 95% 94% 103% 103% -

指標名 【成果2】最流行期（週）のインフルエンザ定点報告数　※低減目標

定義等 インフルエンザ定点医療機関からのインフルエンザ報告数／インフルエンザ定点医療機関
指

単　位 ー 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 30 30 30 30 -
(3)

実　績　値 0 14.7 19.2 44.6 R6 30

達　成　率 0% 0% 204% 204% 156% 156% 67% 67% -

指標名 【活動2】帰宅時に手洗いを実施している区民の割合

定義等 世論調査で「帰宅時に手洗いを実施している」と答えた区民の割合
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 89.5 1
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率

て予防

のための対策方

と

法について周知を行う

も

。

指標(5)　発生届

に

提出遅延時の改善指導

徐

や遅延理由書の提出指

々

示を継続し、発生届の

に

期日内提出の意識向上

減

を図る。

指標(6)　

少

感染症対策会議の際の

し

情報共有を継続すると

て

ともに、注意が必要な

い

感染症発生状況や国や

る

都の重要な事務連絡に

。

ついて

は、随時情報共

結

有を行う。

核は、その性

質上既感染の高齢層の発病が多いため、人口構造の変化とともにり患率は減少が見込ま

4

れる。

指標(2)　新

 

型コロナウイルス感染

担

症の拡大により低下し

当

ていた接種率は、感染

部

が落ち着いたこともあ

に

り感染拡大前と同程度

お

まで

回復し、目標値を

け

上回る結果となった。

る

※　4/1時点の0歳

評

児の人数を対象者数と

価

しているため、月々の

（

出生数や転入等の増減

部

により接種率が100

長

％を超える場合がある

評

。

指標(3)　令和6

価

年度には、東京都が5

－

年ぶりに警報基準を超

１

える流行となり、足立

次

区においても学校や高

評

齢者施設を中心に大規

価

模

な流行が発生した。

）

原因としては、新型コ

そ

ロナウイルス感染症の

の

収束に伴う疾病構造の

１

変化やマスク着用等の

1

感染対策の緩和、そ

の

)

他学校での集団感染に

施

伴い子から親への感染

策

が多く発生したことが

の

指摘されている。

指標

達

(4)　帰宅時に手洗

成

いを実施している区民

状

の割合はほぼ横ばいで

況

あり、高水準を維持し

と

ている。新型コロナウ

そ

イルス感染症の

流行後

の

、感染対策の行動が日

原

常生活に浸透したもの

因

と考えられる。

指標(

の

5)　区内医療機関か

分

らの感染症発生届の期

析

日内での提出率は前年

指

比上昇した。発生届の

標

提出遅延が発生した際

(

の改善指導の

効果が実

1

現してきたものと考え

)

られる。

指標(6)　

　

新型コロナウイルス感

目

染症の5類移行及び経

標

過措置の終了に伴い、

値

医師会との感染症対策

を

会議は月1回ないし2

達

回の不定期

開催となっ

成

た。

2)達成状況と原

し

因分析を踏まえた今後

て

の方向性

指標(1)　

お

新規登録者は減少傾向

り

にあるが、外国人の占

、

める割合が増加傾向に

新

ある（R5年16.5

規

%からR6年17.6

登

%）。言語・経済的問

録

題、文化宗教の違いか

者

ら対応に配慮を要する

数

ことが多いため、支援

（

方法を研究し確立して

R

いく。

指標(2)　引

5

き続き高い接種率が継

年

続するよう、あだち広

8

報、区ホームページ、

5

予防接種ナビ等を活用

人

し予防接種情報の周知

か

に努

める。

指標(3)

ら

　医療機関からの報告

R

の注視を継続し、流行

6

時には医師会との感染

年

症対策会議での情報提

7

供や区民への注意喚起

4

を行う。

指標(4)　

人

引き続き感染症予防対

）

策の啓発に取り組む。

、

とりわけ、感染症の流

り

行が発生した際に、流

患

行状況や症状とあわせ

- 67 -



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

予防接種事業 保健予防課3841 2,903,113 38,374 2,941,487 拡充 Ａ

感染症予防・患者医療費公費負担事業 足立保健所感染症対
策課3842 69,589 99,181 168,770 改善・変更 Ａ

感染症検査事業 足保・生活衛生課3865 9,233 38,533 47,766 現状維持 Ａ

足立保健所管理運営事務【投資】 衛生管理課17777 8,900 775 9,675 現状維持 Ｂ

新型コロナウイルスワクチン接種事業 保健予防課22858 1,469,523 25,134 1,494,657 改善・変更 Ａ

合計５事業 4,460,358 201,997 4,662,355

3)施施策の手段として位置付け
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施

しようとする衛生管理

策

の手法のこと。

担 当 課

の

名 足保・生活衛生課（

概

取りまとめ）

電 話 番 号

要

03-3880-53

柱

75 E-mail se

立

ikatueisei

て

@city.adac

7

hi.tokyo.j

【

p

　生活衛生課の許認

く

可施設に関する騒音等

ら

の苦情について、環境

し

部生活環境保全課と協

】

力して対応している。

地

　ごみ屋敷対策、不法

域

投棄対策、落書き対策

と

については、ビューテ

と

ィフル・ウインドウズ

も

運動との一環として危

に

機管

理部・地域のちか

築

ら推進部・絆づくり担

く

当部・福祉部・衛生部

、

・都市建設部等の各所

 

管と連携し庁内協働を

安

進めてい

協働・協創 る

全

。

の 取 組 み

【目標】6

な

 安全な水とトイレを

く

世界中に/11住み続

ら

けられるまちづくりを

し

【ターゲット】6.b

施

水と衛生の管理向上に

策

お

ける地域社会の参加

群

を支援・強化する/1

名

1.6大気や廃棄物を

5

管理し、都市の環境へ

区

の悪影響を減らす【関

民

連する理由
ＳＤＧｓが

の

】食品や水等、区民生

命

活に係る衛生の確保に

や

より公衆衛生の向上を

財

目指しているため/ご

産

み屋敷や不法投棄など

を

廃棄
目指す目標

物の適

守

切な管理を行うことに

り

より、都市や生活環境

、

の保全を図り、住み続

く

けられる美しいまちの

ら

実現を目指している
（

し

ターゲッ
ため。【評価

の

】令和6年度の検査適

安

合率は93.7％、関

全

係施設の監視数は7,

を

135件であった。事

確

業者による衛生管理の

保

向
ト）との関

上を目指

す

し、効果的な監視指導

る

を実施した。ごみ屋敷

施

対策は令和6年度ごみ

策

屋敷相談33件、継続

名

案件39件、計72件

5

の
連及び評価

うち解決

.

36件と継続案件の解

2

決にも取り組んだ。ま

食

た、不法投棄防止の啓

品

発活動に取り組んだ結

等

果、通報件数が令和

5

の

年度比135件（9.

安

0％）増、処理個数が

全

令和5年度比99個（

確

1.4％）減少した。

保

備　　　考

と生活環境の維持・改善

■　食品や水、薬品等の安全確保を図るために、営業者及び関連施設への検査や立ち入り指導を実施する。

■　区内の土地・建物の利用や管理について、良好な生活環境を保全するために、ごみ屋敷、不法投棄、落書きを減

　らしていく。

施策の方向
( 目 標 )

■　食品・水・薬品等の管理に係る監視指導を粘り強く実施した結果、検査適合率は上昇しており、平成29年度

　91.2%、平成30年度93.2%、令和元年度94.2%となっている。

■　ごみ屋敷（樹木等を除く）対策における直近3年の解決件数は年平均約27件超、不法投棄対策は「不法投棄110番

」を開設し、処理個数はピーク時の平成24年に比べ半減した。
現　　　状

■　落書き対策は「落書き110番」を開設し、民有地の落書き消去を支援している。

■　相談や監視指導内容の複雑多様化により、検査適合率100％を目指すためには、施設や検査項目の精査、衛生指

　導に基づき営業者の自主管理を適切に促す等、監視指導業務の効率化を図っていく必要がある。

■　ごみ屋敷対策、不法投棄対策とともに、民有地の適正管理には所有者や居住者の理解が必要である。

■　落書き対策は落書きを「放置しない」ことが大切である。

課　　　題

■　営業者の自主管理に基づく衛生指導の徹底のほか、営業

足

者が自らの営業におけ

立

る食品衛生上の危害要

区

因を正しく

　認識し、

　

ＨＡＣＣＰ（※）に沿

令

った適切な衛生管理を

和

行えるよう監視指導し

７

、公衆衛生の向上に寄

年

与していく。

■　ごみ

度

屋敷対策は対象者に寄

施

り添いつつ、粘り強い

策

指導を継続し解決を図

評

る。不法投棄対策は民

価

有地の不法投棄物

　撤

調

去を支援し、きれいな

書

まちの実現を図る。

■

(

　落書き対策は落書き

令

ゼロを目指す。
方　　

和

　針

（※）食品等事業

６

者自らが食中毒菌汚染

年

や異物混入等の危害要

度

因（ハザード）を把握

事

した上で、原材料の入

業

荷から製

品の出荷に至

実

る全工程の中で、それ

施

らの危害要因を除去又

)

は低減させるために特

1

に重要な工程を管理し

 

、製品の安全

性を確保
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114% -

指標名 【活動2-2】不法投棄処理個数

定義等 不法投棄を処理した個数　目標値＝前年度の処理個数の5％減　実績値＝一年間の処理個数【低減目標】
指

単　位 個 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 8,066 6,797 7,514 6,680 -
(5)

実　績　値 7,154 7,910 7,032 6,933 R6 6,680

達　成　率 113% 93% 86% 84% 107% 95% 96% 96% -

指標名 【活動2-3】落書き消去率

定義等 落書き消去件数の累計÷落書き受付件数の累計
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 -
(6)

実　績　値 98.5 95 98.5 99.5 R6 100

達　成　率 99% 99% 95% 95% 99% 99% 100% 100% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 78,644 87,700 113,743 107,524

人件費 557,356 544,438 558,901 592,818

総事業費 636,000 632,138 672,644 700,342

前年比(金額) 12,239 △3,862 40,506 27,698

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】食品・水・薬品及び関連施設等の検査適合率

定義等 食品収去検査適合率、環境衛生関係理化学的検査等検査適合率、シアン廃水検査適合率の平均
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 98 98 98 100 -
(1)

実　績　値 95.7 95.6 93.6 93.7 R6 100

達　成　率 98% 96% 98% 96% 96% 94% 94% 94% -

指標名 【活動1】食品・水・薬品及び関連施設等の監視指導数

定義等 食品関係営業施設、環境衛生関係施設、メッキ工場の監視数の合計
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 8,818 8,018 8,017 8,017 -
(2)

実　績　値 7,048 6,867 8,240 7,135 R6 8,017

達　成　率 80% 88% 86% 86% 103% 103% 89% 89% -

指標名 【成果2】ごみがなく地域がきれいになったと感じる区民の割合

定義等 世論調査による
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 50 50 50 -
(3)

実　績　値 58.2 59.8 57.4 61.8 R6 50

達　成　率 116% 116% 120% 120% 115% 115% 124% 124% -

指標名 【活動2-1】ごみ屋敷の解決率

定義等 ごみ屋敷解決件数の累計÷ごみ屋敷受付件数の累計（ごみ屋敷のみの数値）
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 -
(4)

実　績　値 84.1 85.4 89 91 R6 80

達　成　率 105% 105% 107% 107% 111% 111% 114%
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か

）減となり前年度に比

っ

べ改善した。

【指標6

た

】

　落書き対策は通報

。

啓発と職員による落書

食

き点検（夏季・年末年

品

始の2回）の実施等、

検

早期発見・消去に取り

体

組んだことにより、

令

に

和6年度通報等受付数

お

189件、継続案件1

い

3件、計202件のう

て

ち落書き消去数197

は

件となった。年度末時

、

点で一部が対応継続中

法

であり

目標をやや下回

に

ったものの、令和7年

基

5月時点で落書きの消

づ

去はすべて完了した。

く

2)達成状況と原因分

添

析を踏まえた今後の方

加

向性

【指標1】

　営業

物

施設等における食品や

の

水等の衛生管理状況を

使

確認するため、計画的

用

な検査を実施していく

基

。検査不適合であった

準

事業者に対

しては、衛

に

生管理の実施方法を確

つ

認の上、原因究明及び

い

施設に応じた再発防止

て

の指導、助言を行うと

誤

ともに、再検査の実施

っ

により

改善状況の確認

た

を行っていく。さらに

認

、食品関係事業者等に

識

対し食品衛生講習会を

で

開催し、自主的な衛生

食

管理や食中毒予防につ

品

い

て継続的な指導を行

を

う。また、公衆浴場等

製

に対しては、配管消毒

造

等、自主管理の徹底に

し

ついて適切な指導を行

た

うことにより、レジ

オ

こ

ネラ症等の健康被害発

と

生防止に努める。

【指

か

標2】

　事業者の自主

ら

的衛生管理の向上を重

、

視し、計画的かつ効果

添

的な監視指導を実施す

加

る。なお、近年、人事

物

異動等により監視業務

の

の

経験年数が少ない職

使

員が増えていることか

用

ら、ＯＪＴによる若手

基

職員の育成も重視し、

準

監視技術の維持・向上

違

を図る。

【指標3・4

反

・5・6】

　日頃から

が

ビューティフル・ウイ

4

確

ンドウズ運動の一環と

認

して、事業展開する中

さ

で「美しいまち」の実

れ

現のため、以下の取り

た

組みを

行う。

【ごみ屋

。

敷対策】

　ごみ対策だ

ま

けでなく生活面や心身

た

面にも課題を抱えてい

、

る案件が増加傾向にあ

食

り、支援の更なる強化

 

材

や充実が必要である。

・

複合

的な課題を抱える

器

案件はごみ屋敷相談医

具

や重層的支援体制によ

類

る連携をより一層強化

等

し、要支援者に応じた

の

対策を図り早期解決を

洗

目指す。また、ごみ屋

浄

敷対策事業ＰＲ動画を

・

活用し区民等に情報を

担

消

発信していく。

【不法

毒

投棄対策】

　通報協力

不

員の活動が不法投棄の

良

未然防止や早期発見に

に

大きく関わっている。

よ

通報数の増加やモチベ

り

ーション向上につなが

、

る取り

組みとして、年

基

2回（夏季および年末

準

）実施するキャンペー

当

値

ンや、毎月ＳＮＳで通

を

報の呼びかけを発信す

超

る。また、新規通報協

え

力

員への呼びかけに加

る

え、既存の通報協力員

細

に対する働きかけを強

菌

化するため、通報数に

数

応じた啓発品贈呈やL

が

INEによる通報の手

検

軽

さの周知などを進め

部

出

ていく。

【落書き対策

さ

】

　早期発見の促進を

れ

目的として、年2回（

た

夏季及び年末年始）の

食

刑法犯認知件数の多い

品

エリアを中心とした点

が

検を実施する他、区

民

あ

に落書き110番通報

っ

を呼びかけ、発見した

た

新規の落書きを早期に

に

。

消去する。また、ＳＮ

Ｈ

Ｓ等情報発信を行い、

Ａ

落書きは犯罪であ

る旨

Ｃ

のアピールや、区民に

Ｃ

通報を呼びかけ、新規

Ｐ

の落書きを発見、消去

に

する。落書きをしない

沿

・させないための啓発

っ

を展開してい

く。

た

お

衛生管理により、各施

け

設において日常

的な衛

る

生管理の方法が定めら

評

れているものの、これ

価

らが形骸化し、衛生管

（

理に対する意識が低下

部

したものと推察する。

長

環境衛生関

係において

評

は、公衆浴場等におけ

価

る配管の清掃・消毒不

－

良が原因と推察される

１

浴槽水の不適、特定建

次

築物における空調設備

評

の不適

切な使用による

価

建築物環境衛生管理基

）

準の不適があった。

【

そ

指標2】

　食品衛生関

の

係施設については、Ｈ

１

ＡＣＣＰに係る監視指

1

導に重点を置いた結果

)

、実態調査及び衛生管

施

理計画や各種記録の確

策

認等

、施設あたりの監

の

視時間を要したため監

達

視指導数が減少した。

成

環境衛生関係施設につ

状

いては、外国人観光客

況

の増加に伴い、特に宿

と

泊営業の相談及び申請

そ

届出が年々増加してい

の

るが、概ね計画通り監

原

視指導を行うことがで

因

きた。シアン取り扱い

の

施設については、

1施

分

設の廃業があったもの

析

の、計画通りに監視を

【

行うことができた。

【

指

指標3】

　第53回足

標

立区政に関する世論調

1

査において、ごみがな

】

く地域がきれいになっ

　

たと感じる区民の割合

一

肯定的評価（「そう思

部

う」＋

「どちらかとい

の

えばそう思う」）が6

施

割を超え目標を大きく

設

上回った。ビューティ

に

フル・ウインドウズ運

お

動の活動が寄与してい

い

る

と考えられる。

【指

て

標4】

　令和6年度ご

衛

み屋敷のみの相談は年

生

間33件、解決36件

管

(過年度対応継続分含

理

む)であり、累計では

が

相談数387件に対し

不

、解決数351

件と9

十

割を超える解決率とな

分

った。複合的課題を抱

で

えている困難事例につ

あ

いて、相談医との連携

っ

や庁内横断型の重層的

た

支援を続け

た結果、周

こ

辺に影響を及ぼす美観

と

上問題のある案件3件

等

（令和6年度目標14

に

件）を含む36件の解

よ

決につながり、目標を

り

上回った。

【指標5】

、

　不法投棄対策は目標

目

をやや下回ったが、通

標

報協力員の通報強化や

達

不法投棄されにくい環

成

境づくりを行った結果

に

、不法投棄の未然

防止

至

につながり、処理個数

ら

が6,933個と前年

な

度比99個（1.4％
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

環境衛生営業許可監視指導事業 足保・生活衛生課3828 6,646 81,439 88,085 現状維持 Ａ

防疫・害虫等駆除事業 足保・生活衛生課3832 8,569 10,813 19,382 現状維持 Ｂ

食品衛生営業許可監視指導事業 足保・生活衛生課3833 2,872 137,744 140,616 現状維持 Ａ

診療所、薬局等の許可及び相談事業 足保・生活衛生課3834 2,630 76,620 79,250 現状維持 Ａ

食品・水等検査事業 足保・生活衛生課3866 10,974 25,172 36,146 改善・変更 Ａ

環境保全対策事業 生活環境保全課3893 25,146 137,744 162,890 現状維持 Ａ

動物愛護衛生事業 足保・生活衛生課13485 36,577 59,065 95,642 拡充 Ｂ

生活環境保全対策事業 生活環境保全課16371 14,110 64,221 78,331 改善・変更 Ａ

合計８事業 107,524 592,818 700,342

3)施施策の手段として位置付け
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施

め、スキルアップ研修

策

や養成講座等を行い、

の

　育成及び増員に努め

概

る。

■　特殊詐欺被害

要

の未然防止・拡大防止

柱

を図るため、抑止効果

立

の高い自動通話録音機

て

の無償貸与や携帯電話

7

抑止装

　置の設置促進

【

を進めていく。
方　　

く

　針

担 当 課 名 産業政策

ら

課（取りまとめ）

電 話

し

番 号 03-3880-

】

5385 E-mail

地

sho-cen@ci

域

ty.adachi.

と

tokyo.jp

　消

と

費者団体・消費者グル

も

ープへの活動支援。

　

に

くらしのおたすけ隊（

築

消費生活啓発員）への

く

活動支援。

　特殊詐欺

、

対策において警察と連

 

携。

協働・協創
の 取 組

安

み

【目標】12つくる

全

責任つかう責任　

【タ

な

ーゲット】12.8　

く

2030年までに、あ

ら

らゆる場所の人々が持

し

続可能な開発および自

施

然と調和したライフス

策

タイルに
ＳＤＧｓが

関

群

する情報と意識を持つ

名

ようにする。
目指す目

5

標
【関連する理由】情

区

報発信や啓発などを実

民

施することは、消費者

の

被害・特殊詐欺被害の

命

未然防止、安全・安心

や

な生活
（ターゲッ

を区

財

民自ら行うことに繋が

産

る。
ト）との関

【評価

を

】定期的に消費者セン

守

ターと危機管理課で消

り

費者被害相談や特殊詐

、

欺被害状況の情報共有

く

を行い、速やかな情
連

ら

及び評価
報発信に努め

し

た。

■　課題及びSD

の

Gsが目指す目標（タ

安

ーゲット）との関連及

全

び評価については政策

を

経営課と協議し一部変

確

更

備　　　考 ■　指標

保

（４）目標値について

す

は、コロナ禍後を踏ま

る

えて現状に合わせて下

施

方修正した

策 名 5.3 消費者被害や特殊詐欺被害を未然に防ぎ、区民の暮らしを守る

■　消費者が安心して日常生活を送れるよう、様々な世代に向けた啓発活動の充実を図り、消費者センターの存在

　を広く周知し、消費者被害の減少及び消費生活の向上を目指す。

■　くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）の育成を行い、地域の中での活躍を通じて、消費生活に関する知識を

施策の方向 　持つ自立した消費者を増やす。

( 目 標 ) ■　特殊詐欺被害の減少を目指し、被害防止の取組みを一層強化する。

■　消費生活相談件数は近年増加傾向にあり、特に全世代でインターネットやスマートフォン等が普及したことに

　より、関連する相談が増加している。

■　消費者講座や出前講座の実施、ＳＮＳや広報等での情報発信、くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）による

　啓発活動を支援するなど、消費生活情報の提供や知識向上に取り組んでいる。
現　　　状

■　特殊詐欺の被害件数は令和４年に増加に転じ、区内における令和５年の被害総額は約２億円に達している。

■　多様化・複雑化する消費者問題を解決するためには、一人で悩まず気軽に消費者センターへ相談することは重

　要であり、被害にあわないための情報周知を行うとともに、相談へと導くための周知が必要である。

■　くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）の地域での身近な啓発

足

活動を広げるためには

立

、活動するための支援

区

を

　拡充し、活動しや

　

すい環境を整える必要

令

がある。

■　特殊詐欺

和

被害の発生を防ぐため

７

には、特に被害にあい

年

やすい高齢世帯を中心

度

に、注意喚起だけでな

施

く、より一
課　　　題

策

　層踏み込んだ対策が

評

必要である。

■　１８

価

歳への成年年齢引き下

調

げ（令和４年４月１日

書

）により、自ら契約行

(

為を行えるようになっ

令

たことでマルチ商

　法

和

等のトラブルに巻き込

６

まれることへの対策が

年

必要である。

■　消費

度

者問題の被害者・加害

事

者にならないための情

業

報を、ＳＮＳや広報等

実

で様々な世代に向けて

施

発信していく。  

■

)

　くらしのおたすけ隊

1

（消費生活啓発員）の

 

啓発活動促進を図るた
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与した台数の累計
指

単　位 台 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 10,399 12,494 14,500 -
(5)

実　績　値 8,399 10,494 12,415 14,024 R6 14,500

達　成　率 0% 58% 101% 72% 99% 86% 97% 97% -

指標名 特殊詐欺防止に係わる情報発信回数

定義等 特殊詐欺被害減少のため、広報やSNS等で区民に情報を発信する回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 60 60 60 -
(6)

実　績　値 57 55 52 55 R6 60

達　成　率 0% 95% 92% 92% 87% 87% 92% 92% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 4,214 5,927 6,740 8,169

人件費 66,440 67,877 73,112 79,360

総事業費 70,654 73,804 79,852 87,529

前年比(金額) △8,623 3,150 6,048 7,677

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 消費生活相談解決率

定義等 消費者センターで受ける消費生活相談において、何らかの解決に導いた件数の占める割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 98 98 98 98 -
(1)

実　績　値 97.8 97.3 97.4 97.4 R6 98

達　成　率 100% 100% 99% 99% 99% 99% 99% 99% -

指標名 消費生活に係わる情報発信回数

定義等 消費者被害の減少のため、広報やSNS等で区民に情報を発信する回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 50 50 50 -
(2)

実　績　値 46 60 80 72 R6 50

達　成　率 92% 92% 120% 120% 160% 160% 144% 144% -

指標名 くらしのおたすけ隊（消費生活啓発員）が啓発活動を行った対象人数

定義等 くらしのおたすけ隊が地域において啓発した回数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1,000 1,500 1,500 2,000 -
(3)

実　績　値 905 1,119 1,202 2,222 R6 2,000

達　成　率 91% 45% 75% 56% 80% 60% 111% 111% -

指標名 区内における特殊詐欺の被害件数

定義等 警視庁が公表する特殊詐欺の被害件数　※低減目標
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 95 90 99 119 -
(4)

実　績　値 93 127 130 116 R6 119

達　成　率 102% 128% 71% 94% 76% 92% 103% 103% -

指標名 自動通話録音機の貸与合計（累計）

定義等 自動通話録音機を貸
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。

啓発などを実施した。

ま

2)達成状況と原因分

た

析を踏まえた今後の方

、

向性

　消費者被害や特

分

殊詐欺被害にあわずに

電

区民が安心して日常生

盤

活を送るためには、区

の

民を取り巻く社会情勢

点

の変化などに合わせ、

検

様々な情報の提供や支

か

援を継続して行ってい

ら

く必要がある。コロナ

高

禍でも買い物ができる

額

手段としてインターネ

な

ットが普及したこ

とや

契

、全世代にスマートフ

約

ォンが普及したことは

を

、購入方法や契約内容

迫

、利用環境などのイン

ら

ターネット利用に伴う

れ

消費者トラブ

ルや、メ

た

ールやＳＭＳを使った

、

詐欺など、新たな消費

医

者被害や特殊詐欺被害

療

発生に繋がっている。

脱

　消費者センターでは

毛

、区民が加害者・被害

の

者にならないために、

企

啓発物や講座等、世代

業

に合わせた情報伝達手

倒

段を活用・工夫し

、最

産

新の被害状況を踏まえ

に

た情報発信をタイムリ

よ

ーに行っていく。令和

る

４年４月に成年年齢が

返

１８歳に引き下げられ

金

たことにより

、若者の

ト

消費者被害を防ぐ対策

ラ

として、若者向け相談

ブ

事例集の新成人への送

ル

付や、高校・大学など

等

で消費者教室を実施し

の

、若者に

向けた消費者

相

被害の未然防止・拡大

談

防止に力を入れ取り組

が

んでいく。また、くら

急

しのおたすけ隊（消費

増

生活啓発員）が多くの

し

啓発

活動できるよう、

た

啓発方法のアドバイス

。

や活動の場の提供など

昨

、更なる活動支援を行

年

っていく。

 危機管理

度

課では、引き続き自動

は

通話録音機設置の啓発

5

を行う。また、昨今、

,

問題視されている国際

5

電話詐欺を始め、現在

2

も被害

が拡大している

9

ＳＮＳ型投資・ロマン

4

件

ス詐欺等の手口に対し

の

て区内４警察と連携し

相

、迅速に対応すること

談

で被害を未然に防ぐ対

が

策

を講じていく。

寄せられた

 

が、消費生活

相談解決

担

率の実績値は概ね目標

当

通りである。

【指標２

部

】悪意のある契約を勧

に

める事業者との契約ト

お

ラブルは後を絶たず、

け

被害にあわないよう、

る

様々な世代に向け多様

評

な方法・

手段で情報を

価

発信し、消費者被害の

（

未然防止・拡大防止に

部

努めた。また、多く寄

長

せられる相談の傾向に

評

基づき、必要な情報を

価

速や

かに、繰り返し発

－

信することができるＳ

１

ＮＳを有効に使い、区

次

民に向けて注意喚起を

評

行った。

【指標３】地

価

域で消費者への啓発を

）

行う「くらしのおたす

そ

け隊（消費生活啓発員

の

）」が、登録者同士で

１

連携して住区センター

1

など

で行われる地域の

)

集まりに参加して啓発

施

活動等を行い、目標に

策

達した。おたすけ隊は

の

、友人や家族への個別

達

の啓発活動も実施して

成

いる。おたすけ隊への

状

支援として、消費者セ

況

ンター事業への協力を

と

呼びかけ、共に啓発を

そ

行った。また、継続的

の

に啓発ができるよ

う消

原

費者センター啓発紙な

因

どの送付や、啓発に必

の

要な情報を学ぶ向上講

分

座を開催し、スキルア

析

ップの機会を提供した

【

。加えて、オ

ンライン

指

での活動報告を受け付

標

けることとし、正確な

１

実績の把握に努めた。

】

なお、養成講座の開催

イ

により、新たに7名が

ン

くらしの

おたすけ隊に

タ

登録した。

【指標４】

ー

被害件数は預貯金詐欺

ネ

や還付金詐欺の被害件

ッ

数減少から令和５年よ

ト

り１４件の減であった

を

。一方で、オレオレ詐

介

欺の被

害数は２倍近く

し

増加し、全体の被害額

た

も前年比で約1億2,

契

170万円の増で１件

約

あたりの被害金額の割

が

合は約55.7％の増

日

となった。現

役世代や

常

若年層へのＳＮＳを使

化

った詐欺や公共機関の

し

職員等を語る詐欺の被

、

害が増加傾向にある。

関

【指標５】令和５年の

連

貸与数より、減少とな

し

った。区のイベント等

た

で特設窓口を開設する

相

とともに、広報やＳＮ

談

Ｓ等で周知を図っ

たが

が

、貸与数が減少してい

継

るため、今後はアポ電

続

被害が多い地域を確認

し

しながら効果的な貸与

て

方法を検討していく。

多

【指標６】区保有の周

く

知媒体を活用し、毎週

寄

特殊詐欺の啓発や毎月

せ

防犯コラムの情報提供

ら

を行った。また歳末に

れ

は竹の塚警察署と

連携

た

し、金融機関での出張
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

消費者支援事業 産業政策課3611 5,892 34,436 40,328 現状維持 Ａ

消費者センター管理運営事務 産業政策課3612 2,277 44,924 47,201 現状維持 Ａ

合計２事業 8,169 79,360 87,529

3)施施策の手段として位置付け
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施

併用するとともに、犯

策

罪

手口の動向を見極め

の

ながらあらゆる対策を

概

講じていく。

■　体感

要

治安の向上に向けては

柱

、「攻める防犯」を軸

立

とした積極的な広報、

て

客引き行為等防止対策

7

の重点地区の1つ

であ

【

る綾瀬地区での重点警

く

戒の開始など区民の安

ら

全安心につながる対策

し

を講じていく。
方　　

】

　針
■　犯罪抑止や規

地

範意識の醸成を図るた

域

め、ターゲットを絞っ

と

た事業を実施していく

と

。

■　不法投棄対策は

も

、通報協力員への通報

に

強化により区民からの

築

通報件数の増加を図り

く

、落書き対策は、定期

、

的な点

検や早期発見、

 

消去を行うことで「美

安

しいまち」の実現を目

全

指していく。

（※）ウ

な

ォーキング、自宅（屋

く

外）の花の手入れ等、

ら

日常活動に防犯の視点

し

を持ち、地域に目を向

施

けることで、子ど

もや

策

地域の安全を守ろうと

群

する活動

担 当 課 名 危機

名

管理課（取りまとめ）

5

電 話 番 号 03-388

区

0-5838 E-ma

民

il kikikanr

の

i@city.ada

命

chi.tokyo.

や

jp

　ビューティフル

財

・ウィンドウズ運動と

産

して全庁的に協働して

を

おり、引き続き関係所

守

管と連携し実現してい

り

く。

　警察、消防、町

、

会・自治会等と連携し

く

てイベントを実施し、

ら

地域の安全安心に取り

し

組む。

  不法投棄対

の

策、落書き対策につい

安

ては、ビューティフル

全

・ウィンドウズ運動の

を

一環として危機管理部

確

・地域のちか

協働・協

保

創 ら推進部・絆づくり

す

担当部・福祉部・衛生

る

部・都市建設部等の各

施

所管と連携し庁内協働

策

を進める。

の 取 組 み

【

名

ターゲット】11.6

5

　16.1　17.1

.

7　【関連する理由】

4

刑法犯認知件数を減少

ビ

させることや不法投棄

ュ

、落書き対策等

を警察

ー

、区民等と協働して行

テ

うことは、住みやすい

ィ

地域社会の形成と体感

フ

治安の向上により誰も

ル

が安全安心な暮らし
Ｓ

・

ＤＧｓが
を実感できる

ウ

まちの実現と、パート

ィ

ナーシップの推進に繋

ン

がる。また、不法投棄

ド

や落書き対策を講じる

ウ

ことは住み続
目指す目

ズ

標
けられるまちの実現

運

にも繋がる。
（ターゲ

動

ッ
【評価】令和6年の

の

刑法犯認知件数が前年

さ

から220件増加とな

ら

ったが、体感治安は「

な

良い」と感じる人と「

る

悪い」と感
ト）との関

推

じる人の割合の差が4

進

1.5％（前年比+8

■

.8％）となり改善傾

 

向にある。不法投棄対

「

策は、早期発見・早期

美

撤去に取り組
連及び評

し

価
んだ結果、処理個数

い

が6,933個と前年

ま

比1.4％の減少とな

ち

った。

施策指標（2）

」

令和5年23区内刑法

は

犯認知件数におけるワ

「

ースト3位の実績値を

安

目標値に変更したため

全

。指標（3）当初

備　

な

　　考 の目標を年度途

ま

中で上回ることが想定

ち

できたため。指標（4

」

）当初の目標を年度途

を

中で上回ることが想定

合

できたため

。指標（5

言

）令和5年度実績後に

葉

5％減の目標値を定め

に

たため。

、区民、警察、区が一体となって「足立区総ぐるみ」で防犯・美化

の施策を実践しながら、区のボトルネック的課題のひとつである「治安」をさらに改善するとともに、取組み内容を

情報発信することで、区民の体感治安の向上を図る。

施策の方向 ■　区内の土地・建物の利用や管理について、良好な生活環境を保全するため、不法投棄、落書きを減らしていく。

( 目 標 )

■　令和6年の刑法犯認知件数は、令和5年から220件（5.2％）増加し、4,442件であった。一方で、居住地域の治安

が「良い」と感じる人は64.6％と過去最高値を記録し体感治安は改善傾向にある。

■　多種多様な防犯対策として令和5年度から実施した「防犯設備の設置及び物品購入補助金」について、令和6年度

では対象物品を4項目追加するなど区民ニーズに合わせた対策を講じた。
現　　　状

■　自転車盗対策では、区内9高校に対し、「自転車カギかけありがとうキャンペーン」を実施し施錠の習慣化を図

った。

■　不法投棄処理個数は、6,933個となりピーク時から約65％の減少となった。

■　落書き対策は、落書き防止シールや看板、落書き消去グッズなどの貸与を実施した。

■　刑法犯認知件数について増加率は減少し

足

ているが3年連続で増

立

加しているため、各罪

区

種に対して効果的な対

　

策を

講じていく必要が

令

ある。

■　罪種ごとの

和

取組について積極的な

７

情報発信や分かりやす

年

い広報を行うことで体

度

感治安の更なる向上に

施

つなげる必

要がある。

策

■  不法投棄対策は

評

、協力員との連携や啓

価

発を強化することで、

調

迅速な対応を講じる必

書

要がある。
課　　　題

(

■　落書き対策は、未

令

然防止のための注意喚

和

起を積極的に行ってい

６

く必要がある。

■　刑

年

法犯認知件数について

度

は、「防犯設備の設置

事

及び物品購入補助金」

業

をはじめ包括的防犯パ

実

トロールの推進によ

る

施

直接的対策、「ながら

)

見守り」（※）「防犯

1

まちづくり推進地区」

 

といった間接的対策を

- 77 -



活動1-4】不法投棄処理個数 ＊低減目標　【施策5-2の再掲】

定義等 不法投棄を処理した個数　目標値＝前年度の処理個数の5％減　実績値＝一年間の処理個数【低減目標】
指

単　位 個 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 8,066 6,797 7,514 6,680 -
(5)

実　績　値 7,154 7,910 7,032 6,933 R6 6,680

達　成　率 113% 93% 86% 84% 107% 95% 96% 96% -

指標名 【活動1-5】落書き消去率　【施策5-2の再掲】

定義等 落書き消去件数の累計÷落書き受付件数の累計
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 -
(6)

実　績　値 98.5 95 98.5 99.5 R6 100

達　成　率 99% 99% 95% 95% 99% 99% 100% 100% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 1,580,523 1,370,012 1,668,816 1,723,070

人件費 325,070 305,759 324,394 344,169

総事業費 1,905,593 1,675,771 1,993,210 2,067,239

前年比(金額) 139,987 △229,822 317,439 74,029

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】体感治安が「良い」と感じる人の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 62 63 65 65.6 -
(1)

実　績　値 62.7 64.5 59.5 64.6 R6 65.6

達　成　率 101% 96% 102% 98% 92% 91% 98% 98% -

指標名 【活動1-1】区内刑法犯認知件数　※低減目標

定義等 警視庁が公表する刑法犯認知件数（年度は年に読み替え）
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 3,650 2,999 3,350 3,850 -
(2)

実　績　値 3,212 3,664 4,222 4,442 R6 3,850

達　成　率 114% 120% 82% 105% 79% 91% 87% 87% -

指標名 【活動1-2】「ながら見守り」参加登録者数（累計）

定義等 「ながら見守り」へ参加登録した人の数（累計）
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1,658 2,987 3,659 5,000 -
(3)

実　績　値 2,487 3,159 4,126 4,945 R6 5,000

達　成　率 150% 50% 106% 63% 113% 83% 99% 99% -

指標名 【活動1-3】防犯に関する情報発信件数（「メールけいしちょう」を除く）

定義等 広報紙、SNS等を活用した各種防犯活動の情報発信回数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 77 125 170 -
(4)

実　績　値 67 109 182 217 R6 170

達　成　率 0% 39% 142% 64% 146% 107% 128% 128% -

指標名 【
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で

安心な地域社会の構築

、

を目指していく。

【指

特

標２】自転車盗は1,

に

394件（前年比+3

若

3件）と増加した一方

年

で、特殊詐欺は116

層

件（前年比-14件）

の

で減少した。今後も刑

「

法犯認

知件数の減少に

治

向け、防犯対策設備・

安

物品購入補助の拡充や

が

包括的防犯パトロール

悪

の推進、町会・自治会

い

向け防犯カメラの導入

」

促

進などあらゆる対策

が

を講じて刑法犯認知件

目

数の減少につなげてい

立

く。

【指標３】区内４

ち

警察署の管轄別では千

目

住地区の登録者数が少

標

ない傾向にあるため、

は

千住地区で実施される

達

各イベントでの周知機

成

会の創出やタクシーへ

で

のラッピング広告、車

き

内リーフレットを活用

な

した事業周知により区

か

内総人口の1％（7,

っ

000名）の登録者を

た

目

指していく。

【指標

が

４】SNSごとの閲覧

、

数を比較するとXの閲

過

覧数が高い傾向にある

去

ため、Xでの投稿回数

最

の増加とともに各広報

高

媒体の特徴を活

かしな

値

がらターゲットを絞っ

を

た効果的な情報発信や

記

「攻める防犯」を意識

録

した広報を積極的に実

し

施していく。

生活環境

た

保全課

【指標５】不法

。

投棄協力員の活動が不

ま

法投棄の未然防止や早

た

期発見に大きく関わっ

、

ている。通報数の増加

「

やモチベーション向上

治

に

つながる取組みして

安

、年2回（夏季および

が

年末）実施するキャン

悪

ペーンや、毎月SNS

い

で通報の呼びかけを発

」

信する。また新規通報

と

協

力員への呼びかけに

感

加え、既存の通報協力

じ

員に対する働きかけを

る

強化するため、通報数

区

に応じた啓発品贈呈や

民

LINEによる通報の

は

手

軽さの周知などを進

4

2

めていく。

【指標６】

3

早期発見の促進を目的

.

として、年2回（夏季

1

及び年末年始）の刑法

％

犯認知件数の多いエリ

（

アを中心とした点検を

前

実施す

る他、区民に落

年

書き110番通報を呼

比

びかけ、発見した新規

-

の落書きを早期に消去

 

3

する。またSNS等情

.

報発信を行い、落書き

7

は犯罪で

ある旨のアピ

ポ

ールや、区民に通報を

イ

呼びかけ、新規の落書

ン

きを発見、消去する。

ト

落書きをしない・させ

）

ないための啓発を展開

と

して

いく。

良

担

いと

の差は前年より拡

当

大し体感治安は改善傾

部

向にある。

【指標２】

に

令和6年の刑法犯認知

お

件数は4,442件（

け

前年比+220件）で

る

増加率は減少している

評

ものの3年連続の増加

価

となり目標達成に

至ら

（

なかった。罪種別の内

部

訳では自転車盗をはじ

長

め万引き等の非侵入窃

評

盗の割合が高いため、

価

引き続き非侵入窃盗に

－

関する各対策

を積極的

１

に講じる必要がある。

次

【指標３】地域包括支

評

援センターにおける「

価

絆のあんしんネットワ

）

ーク連絡会」や花の即

そ

売会など各イベントに

の

出向いての登録受

付を

１

はじめ、LINE・C

1

4th Home＆S

)

choolなどを活用

施

した積極的な広報や地

策

区別でのイベントを実

の

施したがやや目標を下

達

回った。

【指標４】L

成

INEによる防犯コラ

状

ム、XやFacebo

況

okを活用した罪種別

と

の啓発広報や特殊詐欺

そ

の本物の予兆電話（ア

の

ポ電）が聞ける「

アポ

原

電体験ダイヤル」等の

因

継続的な取組を実施し

の

た結果、目標を達成す

分

ることができた。

【指

析

標５】不法投棄対策は

【

目標をやや下回ったが

指

、通報協力員の通報強

標

化や不法投棄されにく

１

い環境づくりを行った

】

結果、不法投

棄の未然

全

防止につながり、処理

体

個数が6,933個と

と

前年度比99個（1.

し

4％）減となり前年度

て

に比べ改善した。

【指

「

標６】落書き対策は通

治

報啓発と職員による落

安

書き点検（夏季・年末

が

年始の2回）の実施等

良

、早期発見・消去に取

い

り組んだこと

により、

」

令和6年度通報等受付

と

数189件、継続案件

感

13件、計202件の

じ

うち落書き消去数19

る

7件となった。年度末

区

時点で一部が対応継続

民

中であり目標をやや下

は

回ったものの、5月時

6

点で落書きの消去はす

4

べて完了した。

2)達

.

成状況と原因分析を踏

6

まえた今後の方向性

危

％

機管理課

【指標１】比

（

較的若年層の体感治安

前

が低い傾向にあること

年

から、若年層にも分か

比

りやすい効果的な情報

+

発信を行うなど全体的

5

な体

感治安の向上を図

.

る。また、客引き行為

1

等防止対策における重

ポ

点地区での青パトと連

イ

携した啓発活動や防犯

ン

まちづくり推進地区で

ト

の防犯啓発モニター設

）

置などを通じて安全で
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

防犯防火協会助成事務 危機管理課3523 3,300 1,722 5,022 現状維持 Ａ

駐輪場の建設・改修事業 交通対策課3920 105,764 15,496 121,260 現状維持 Ａ

駐輪場の維持管理事業 交通対策課3921 22,526 10,331 32,857 現状維持 Ｂ

まちづくり推進事業管理運営事務 まちづくり課7780 4,153 49,239 53,392 現状維持 Ｂ

協議会運営事務 危機管理課16025 580 7,609 8,189 改善・変更 Ａ

防犯活動支援事務 危機管理課16034 472,912 89,156 562,068 拡充 Ａ

駐車場・駐輪場の管理運営事業 交通対策課18691 402,944 25,827 428,771 現状維持 Ａ

自転車の放置対策事業 交通対策課18692 389,547 25,827 415,374 現状維持 Ａ

民営自転車駐車場設置補助金交付事業 交通対策課18693 1,880 8,609 10,489 現状維持 Ａ

防犯カメラ一括管理事業【経常】 道・安全設備課22129 64,942 42,352 107,294 現状維持 Ｂ

防犯カメラ一括管理事業【投資】 道・安全設備課22140 158,066 12,914 170,980 現状維持 Ｂ

駅前等公衆喫煙所整備事業 地域調整課22253 18,150 6,457 24,607 現状維持 Ａ

公衆喫煙所維持管理事業 地域調整課22257 69,665 2,152 71,817 改善・変更 Ａ

安全安心ステーション管理運営事務 危機管理課22496 8,641 46,478 55,119 拡充 Ａ

合計１

3

４事業 1,723,0

)

70 344,169 2

施

,067,239

施策の手段として位置付け
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施

仮処分の内容を順守す

策

ることができた。引き

の

続き反社会的団体の監

概

視を継続するととも
連

要

及び評価
に、自主的な

柱

解散・撤退に向け、警

立

察と連携して対応して

て

いく。

備　　　考

7 【くらし】地域とともに築く、 安全なくらし

施 策 群 名 5 区民の命や財産を守り、くらしの安全を確保する

施 策 名 5.5 反社会的団体等の排除

■　地域団体の活動を支援し、警察と連携して、反社会的団体等の排除を目指す。

施策の方向
( 目 標 )

■　「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象団体に、条例に基づく報告請求や行政処分を行っている。

■　暴力団事務所の撤退を目指し、警察と連携して事務所使用差止の申立てを行っている。

現　　　状

■　反社会的団体の規制に関する条例の対象団体を強制的に排除する方策がなく、地域住民の不安を解消するには至

っていない。

■　警察と連携して暴力団等反社会的団体の撤退を目指し、法的対処を行っているが、撤退には至っていない。　　

課　　　題

■　反社会的団体の規制に関する条例の対象団体の排除に向けて、抗議行動や啓発活動に対する支援等、住民協議会

の活動を支援するとともに、条例に基づく対応を継続していく。

■　警察と連携し、区内暴力団事務所の排除に取り組む。

方　　　針

担 当 課 名 危機管理課（取りまとめ）

電 話 番 号 03-3880-5838 E-mail kikikanri@city.adachi.tokyo.jp

　住民協議会及び他自治体、公安調査庁、警察と協働・連携し、「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象

となる団体の解散・撤退を目指して活動を行っている。

協働・協創
の 取 組 み

【目標】16平和と公正をすべての人に【タ

足

ーゲット】16.1 

立

あらゆる場所において

区

、すべての形態の暴力

　

及び暴力に

関連する死

令

亡率を大幅に減少させ

和

る。16.4 203

７

0年までに、違法な資

年

金及び武器の取引を大

度

幅に減少させ、奪われ

施

た
ＳＤＧｓが

財産の回

策

復及び返還を強化し、

評

あらゆる形態の組織犯

価

罪を根絶する。【関連

調

する理由】区民の安全

書

で平穏な生活を確
目指

(

す目標
保するため、警

令

察と連携し、区内の反

和

社会的団体等を排除し

６

ていくことは、すべて

年

の形態の暴力及び組織

度

犯罪を根絶
（ターゲッ

事

することにつながる。

業

【評価】暴力団等反社

実

会的団体の監視を地域

施

団体、警察と連携し継

)

続することにより、犯

1

罪の
ト）との関

防止、

 

暴力団事務所使用差止
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度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 67,981 19,610 11,139 20,483

人件費 22,755 29,040 34,454 35,623

総事業費 90,736 48,650 45,593 56,106

前年比(金額) △78,401 △42,086 △3,057 10,513

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所有及び賃貸している施設の数　※低減目標

定義等 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体が所有及び賃貸している施設の数
指

単　位 施設 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2 2 2 0 -
(1)

実　績　値 3 3 3 3 R6 0

達　成　率 67% 0% 67% 0% 67% 0% 0% 0% -

指標名 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体の解散撤退を求める住民協議会への支援回数

定義等 「足立区反社会的団体の規制に関する条例」の対象となる団体の解散撤退を求める住民協議会への支援回数
指

単　位 回数 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 15 17 19 20 -
(2)

実　績　値 16 18 20 21 R6 20

達　成　率 107% 80% 106% 90% 105% 100% 105% 105% -

指標名 暴力団事務所撤退に向けた警察や暴追センター等関係機関との協議回数

定義等 暴力団事務所撤退に向けた警察や暴追センター等関係機関との協議回数
指

単　位 回数 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 7 12 15 18 -
(3)

実　績　値 10 12 15 18 R6 18

達　成　率 143% 56% 100% 67% 100% 83% 100% 100% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年
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・脱退を目指し、自主的に活動する

住民協議会を支援している。また、区民の安全及び地域の平穏の確保を図るため反社会的団体に対

4

し、条例に基づく報告

 

請求や行

政処分を毎年

担

行っている。さらに、

当

２５自治体で組織する

部

市区町連絡会の会長と

に

して、法務大臣・公安

お

調査庁長官要請等、団

け

体の

活動に関する規制

る

強化や解散させるため

評

の法整備、適切な措置

価

を行うよう求める活動

（

を行っている。しかし

部

、団体を解散させるた

長

めの法制度が実現しな

評

いため、未だ解散には

価

至っていない。

【指標

－

２】住民協議会全体会

１

や年２回(１１月、３

次

月）の抗議行動の実施

評

等に加え、令和６年度

価

は、住民協議会の区民

）

まつり出展

や会議回数

そ

の見直しの検討を行っ

の

たほか、他団体への協

１

力拡充に向けた支援を

1

行ったことにより、前

)

年度より住民協議会へ

施

の支援

回数が増加し、

策

目標を上回った。

【指

の

標３】暴力団事務所の

達

撤退を目指し、警察や

成

暴追センターと連携し

状

、事務所使用差し止め

況

の申し立てを行ってい

と

る。事務所の

撤退に向

そ

け、警察、弁護士等の

の

関係者と継続的に協議

原

を進めている。使用差

因

止仮処分の内容は順守

の

されているが、暴力団

分

等反社会

的団体の撤退

析

には至っていない。

2

【

)達成状況と原因分析

指

を踏まえた今後の方向

標

性

　区民への脅威や不

１

安感を解消するため、

】

団体規制法適用団体に

区

対する観察処分の期限

は

撤廃や団体を解散させ

、

るための法整備を行

い

日

、適切な措置を講ずる

常

ことを求める要請を継

生

続して国に要求する。

活

また、施設周辺の地元

の

の町会・自治会の代表

平

者で構成される

住民協

穏

議会や他自治体、公安

に

調査庁、警察と連携し

対

て対応することで、団

す

体が活動しづらい環境

る

をつくっていく。

　区

脅

内警察署と共同で暴力

威

団事務所の監視を行い

や

、使用差止仮処分の決

不

定内容を順守していく

安

。これらの取り組みを

を

継続して進め

ながら、

除

警察や暴追センター、

去

弁護士等の関係機関と

す

連携し、区内暴力団事

る

務所排除に向けた取り

た

組みを進めていく。

め、条例の対象団体の解散
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

危機管理事務 危機管理課22009 20,483 35,623 56,106 現状維持 Ａ

合計１事業 20,483 35,623 56,106

3)施施策の手段として位置付け
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施

行動が将来の気候に影

策

響を与えることをわか

の

りやすく啓発し、意識

概

や行動、ライフスタイ

要

ルの変容につな

　げて

柱

いく。

■　小・中学校

立

との連携を高校・大学

て

へ拡大するとともに、

7

インフルエンサーの起

【

用など、若年層に向け

く

た新たな手

　法により

ら

、環境意識の向上と行

し

動変容につなげていく

】

。

■　区民ニーズや技

地

術革新の動向を考慮し

域

、二酸化炭素の排出削

と

減に貢献する助成制度

と

を継続する。
方　　　

も

針
■　区施設の設備機

に

器を省エネ性能の高い

築

ものに更新するととも

く

に、太陽光発電の導入

、

や電力調達の工夫によ

 

り、再

　生可能エネル

安

ギーの活用を進めてい

全

く。

■　気候変動によ

な

る影響のうち、特に区

く

内の影響が大きいと考

ら

えられる暑さと水害、

し

渇水対策の必要性を啓

施

発すると

　ともに、気

策

候変動適応法に基づく

群

、気候変動適応計画を

名

策定し、被害や影響を

6

回避、軽減する対策を

環

講じていく。

担 当 課 名

境

環境政策課（取りまと

負

め）

電 話 番 号 03-3

荷

880-5935 E-

が

mail kankyo

少

seisaku@ci

な

ty.adachi.

い

tokyo.jp

　省

く

エネルギー機器等購入

ら

費補助制度については

し

、住宅課・地域調整課

を

・産業政策課・地域包

実

括ケア推進課・生活保

現

護指導課と周知や案内

す

の面で協働している。

る

　環境基金の助成事業

施

については、若年層の

策

活動促進に向け、環境

名

基金活用の案内など区

6

内大学と協働している

.

。

協働・協創 　環境学

1

習等の事業については

地

、教育委員会、パーク

球

イノベーション推進課

温

や実施事業者のほか、

暖

環境学習ツアーな

の 取

化

組 み どの事業では友好

対

自治体とも連携し実施

策

している。

　その他、

の

太陽光発電システム設

推

置の促進の一環として

進

、区内の販売店を「そ

■

らとつながるお店（そ

　

らつな店）」と

する登

地

録・紹介制度を継続し

球

て実施している。

【目

温

標】7エネルギーをみ

暖

んなにそしてクリーン

化

に

【ターゲット】7.

対

2 2030年までに

策

、世界のエネルギーミ

の

ックスにおける再生可

啓

能エネルギーの割合を

発

大幅に拡大させ
ＳＤＧ

に

ｓが
る。

目指す目標
【

よ

関連する理由】太陽光

り

発電の導入支援は、再

、

生可能エネルギー割合

区

の拡大につながる。
（

民

ターゲッ
【評価】令和

の

6年度の太陽光発電シ

環

ステム設置費補助件数

境

は、640件であった

意

。東京都の補助金の拡

識

充が続き、太陽光
ト）

を

との関
発電システム及

高

び蓄電池の設置が大幅

め

に増加しており、区の

る

補助金も相まって区内

。

の再生可能エネルギー

■

の導入量の
連及び評価

　

大幅増加につながって

太

いる。今後も補助を継

陽

続し、太陽光発電等の

光

導入支援を行っていく

発

。

備　　　考

電の導入支援により、気候変動をもたらす二酸化炭素を排出しない再生可能エネルギーの利用を増や

　す。

施策の方向 ■　環境性能の高い設備機器の導入により、区施設の省エネを推進する。

( 目 標 ) ■　気温や降水量の変化による影響についての情報提供を拡充し、気候変動に備えた対策や行動を促し、被害の回

　避・軽減を図る。

■　節電や節水など省エネルギーを心がけている区民の割合は、2011年の東日本大震災直後の約70％から年々低下

　し、ここ数年は50％前後で推移しており、特に若年層（20代・30代）で低くなっている。

■　オリジナルの教材や出前講座プログラムを提供し、小・中学校と連携して環境学習を実施している。　

■　この5年間で省エネ家電や太陽光発電等に約2万件助成した効果もあり、区内の二酸化炭素排出量は約14％減、発
現　　　状

　電時に二酸化炭素を排出しない再生可能エネルギーの区内の導入量は約33％増となった。

■　区の施設における電気使用量は、照明のLED化などによって5年前に比べ、約14％減となっている。

■　近年の気象災害の中には、地球温暖化の影響で被害が甚大化したケースも少なくない。

■　生活様式や価値観が多様化する中、区民の地球温暖化が及ぼ

足

す影響に関する理解を

立

深め、環境に配慮した

区

行動に

　つなげること

　

が必要である。

■　小

令

・中学校の環境学習を

和

さらに発展させ、具体

７

的な環境行動につなが

年

るような取組みが必要

度

である。

■　再生可能

施

エネルギーの固定価格

策

買取制度の買取価格の

評

低下や10年の買取期

価

間が満了する設備が出

調

始めており、イ

　ンセ

書

ンティブの低下を踏ま

(

えた導入促進策が必要

令

である。
課　　　題

■

和

　区施設の省エネの推

６

進と積極的な再生可能

年

エネルギーの活用に努

度

め、区民・事業者等を

事

牽引していくことが求

業

め

　られている。

■　

実

気候変動により極端な

施

気象の増加が見込まれ

)

、その影響を回避・軽

1

減するための備えが必

 

要である。

■　日々の
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000 -
(4)

実　績　値 39,681 41,112 43,305 47,898 R6 45,000

達　成　率 105% 88% 102% 91% 102% 96% 106% 106% -

指標名 【活動2】区の助成により導入された年間の太陽光発電の導入量 

定義等 足立区太陽光発電システム設置費補助金交付要綱に基づき助成、設置された年間の太陽光発電設備の導入量
指

単　位 kW 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 720 720 720 -
(5)

実　績　値 649 716 1,846 3,053 R6 720

達　成　率 0% 90% 99% 99% 256% 256% 424% 424% -

指標名 【成果3】区施設の年間電気使用量  ※低減目標

定義等 区の施設における年間の電気使用量　
指

単　位 MWh 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 55,893 54,719 53,545 -
(6)

実　績　値 57,938 58,846 59,549 59,396 R6 53,545

達　成　率 0% 92% 95% 91% 92% 90% 90% 90% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 160,157 180,982 246,880 386,161

人件費 135,004 134,343 139,482 174,753

総事業費 295,161 315,325 386,362 560,914

前年比(金額) △4,538 20,164 71,037 174,552

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】環境のために、節電や節水など省エネルギーを心がけている区民の割合

定義等 世論調査で「環境のために、節電や節水など省エネルギーを心がけている」と答えた区民の割合
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 64.2 66.2 68.1 70 -
(1)

実　績　値 48.2 54.5 51.1 52.9 R6 70

達　成　率 75% 69% 82% 78% 75% 73% 76% 76% -

指標名 【活動1-1】地球温暖化に関する講座等の実施回数 

定義等 環境部が実施する参加者募集型の講座及び地域や学校等への出前講座の実施回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 190 230 260 -
(2)

実　績　値 147 236 240 274 R6 260

達　成　率 0% 57% 124% 91% 104% 92% 105% 105% -

指標名 【活動1-2】地球温暖化に関する広報紙やＳＮＳの情報発信回数 

定義等 地球温暖化対策の推進に関する情報発信回数（ホームページ、あだち広報、ＳＮＳ、ポスター、チラシ等配布）
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 240 280 360 365 -
(3)

実　績　値 241 355 326 369 R6 365

達　成　率 100% 66% 127% 97% 91% 89% 101% 101% -

指標名 【成果2】区内の再生可能エネルギーの導入容量（累計）

定義等 区内の再生可能エネルギーの導入容量（累計）
指

単　位 kW 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 37,688 40,125 42,563 45,
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割

件にまで引き上げ受付

合

を再開するもわずか4

は

日で終了となった。要

、

因について民間業者に

5

ヒアリングを行っ

たと

年

ころ、東京都の補助金

度

の拡大に合わせて、新

か

たに太陽光・蓄電池を

ら

取り扱う業者が増加し

1

たこと、また足立区は

.

戸建住宅が多

く近隣自

8

治体に拠点がある事業

ポ

者の売り込みも多くな

イ

っている状況があるこ

ン

とが伺えた。

【指標6

ト

（成果3）】区施設の

上

年間電気使用量は、5

昇

年度から153MWh

し

減少したが、目標達成

た

には至らなかった。な

も

お、区施設の電力

使用

の

量は5年度より微増し

の

ているが、街路灯のL

、

ED化が順調に進んで

改

いることで全体の年間

善

電気使用量の減少に繋

し

がっている。

【その他

た

の成果】6年度は、環

と

境分野に関心がない層

は

への意識啓発を目的に

言

、しょうぶまつり・区

い

民まつり・千本桜まつ

難

りに環境

部のブースを

く

出展し、補助金事業の

目

周知や環境問題に対す

標

る意識啓発を行った。

達

3つのイベントを併せ

成

て環境部ブースの来場

に

者は

　9,133人で

も

あり、環境問題や省エ

至

ネ等の意識啓発に貢献

ら

できた。

2)達成状況

な

と原因分析を踏まえた

か

今後の方向性

【指標1

っ

・2・3】

　6年度は

た

、講座等の実施や情報

。

発信の回数はともに目

6

標を達成するとともに

年

、イベントでのブース

度

出展等では5年度に作

の

成した「

脱炭素リーフ

世

レット」の配布や脱炭

論

素に関するクイズをす

調

るなど、より多くの区

査

民に対して環境意識の

の

向上につながるような

結

取り

組みに努めてきた

果

。環境意識の向上には

を

、継続的な講座の実施

見

や情報発信が重要とな

4

る

ってくるため、区民の

と

興味関心を引くような

、

新たな情報をこれから

平

も継続的に発信・啓発

均

していくことが課題と

値

なっていく。7年度も

を

区内イベントに環境部

下

ブースを出展する

とと

回

もに、環境マイスター

っ

や民間事業者とも連携

 

て

を諮りながら地球温暖

い

化対策の啓発に努めて

る

いく。

　また、「環境

年

のために、節電や節水

代

など省エネルギーを心

は

がけている」区民の割

、

合は、50％前後で変

男

動がなく、目標値から

性

の乖

離が続いている。

で

しょうぶまつりや区民

担

は

まつりなどのイベント

2

に、節電や節水などの

0

周知も含めた省エネの

代

啓発を行うブースを出

か

展するなど、環境問題

ら

に関心が薄い区民にも

4

情報が行きわたるよう

0

努めていく。また、区

代

が主催する環境審議会

、

の委員に若者の参

画を

当

女

促していくなど、若者

性

に向けた取組に力を入

で

れていく。

【指標4・

は

5・6】

　6年度の太

2

陽光発電システムの補

0

助件数は、5年度の2

代

倍以上となりその導入

か

量もこれまでにない程

ら

上昇した。6年度につ

3

いては、

早期に受付終

部

0

了となってしまったた

代

め、申請を受付できて

と

いない方も多くいると

な

思われる。また、太陽

っ

光とセットで蓄電池も

て

購入

する世帯がほとん

い

どのため、蓄電池の補

る

助金についても同様に

。

申請が増加している。

節

都の補助金が終了しな

に

電

い限りは、太陽光と蓄

や

電池の補助金の申請需

節

要はまだ続くと思われ

水

るため、7年度は太陽

な

光と蓄電池それぞれ1

ど

,000件の受付件数

、

を見込み、予算を大幅

具

に

拡充して対応してい

体

く。

【中長期の方向性

的

】

　7年度から8年度

お

な

にかけて足立区環境基

取

本計画を改定する。環

り

境問題における状況の

組

変化や区の取り組み状

み

況の整理を行うととも

方

に、改訂版では新たに

法

ウェルビーイングを環

を

境の視点から高めてい

情

くという内容を盛り込

報

み、SDGｓの目標達

け

発

成に向けた新たなラ

イ

信

フスタイルを提案・推

し

進する計画を環境審議

つ

会に諮問し、検討策定

つ

していく。これまでは

も

地球環境の悪化やそれ

、

を改善するため

の不便

行

や我慢を強いるような

政

ややネガティブな啓発

の

から、補助金や講座等

る

情

を活用し区民のより良

報

い生活につながるよう

に

なポジティ

ブな啓発を

触

行い、区民の行動変容

れ

を促していく。

る機会が少

評

ない世代になかなか情

価

報が行き届かないこと

（

が、要因の一つと考え

部

られる。

【指標2（活

長

動1-1）】小・中学

評

校での出前講座や環境

価

情報プラザの講座が例

－

年より多く実施出来て

１

おり、目標も達成した

次

。毎年行

っている環境

評

ゼミナールや環境かる

価

た大会なども予定通り

）

実施した。

【指標3（

そ

活動1-2）】温暖化

の

対策の推進に関する情

１

報発信は、あだち広報

1

36回、区ホームペー

)

ジ104回、SNS2

施

08回、LINE4回

策

、チラ

シ配布・プレス

の

リリース等17件とな

達

り、目標を達成した。

成

5年度より区ホームペ

状

ージの発信回数は少な

況

かったものの、SNS

と

の発信回

数を多く発信

そ

できたことが目標達成

の

につながった。また、

原

6年度は4月から3月

因

の1年間、「脱炭素」

の

をテーマにした「環境

分

コラム」

を各月の25

析

日号のあだち広報で掲

【

載した。環境分野にお

指

ける区の取り組みや区

標

民の生活にメリットの

1

ある情報の発信を行い

（

、より

多くの区民に「

成

脱炭素」の取り組みを

果

周知できたと考える。

1

【指標4（成果2）】

）

区内の再生可能エネル

】

ギー導入量は、5年度

「

よりも増加率が上昇し

環

、4,593ｋWの増

境

加により目標を達成し

の

た。

増加のほとんどが

た

10ｋW未満の新規で

め

の太陽光発電設備の導

に

入容量となっており、

、

家庭向けの太陽光発電

節

の導入が大幅に増加し

電

た

と考えられる。6年

や

度の区の太陽光発電シ

節

ステムの補助金も申請

水

需要に追いつかないほ

な

ど申請件数が増加して

ど

おり、その要因とし

て

省

は東京都の太陽光発電

エ

システムに対する助成

ネ

金の拡充が大きいと考

ル

えられる。

【指標5（

ギ

活動2）】5年度より

ー

引き続き太陽光発電シ

を

ステムの設置件数が増

心

加しており、6年度の

が

補助件数は640件と

け

なり、その導

入量も目

て

標値を大幅に上回った

い

。6年度は4月から6

る

月までの約2か月間で

」

369件の申請があり

区

早期の受付終了となっ

民

た。その後、第3

号補

の

正で受付件数を620
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

環境政策一般管理事務 環境政策課3882 999 21,523 22,522 現状維持 Ｂ

環境計画推進事業 環境政策課3883 9,471 33,575 43,046 改善・変更 Ａ

環境基金積立金 環境政策課3886 3,453 861 4,314 現状維持 Ｃ

環境保全普及啓発事業 環境政策課3887 4,372 20,058 24,430 現状維持 Ｂ

環境学習推進事業 環境政策課20498 27,775 47,003 74,778 改善・変更 Ｂ

省エネ・創エネ推進事業 環境政策課21571 286,053 33,397 319,450 拡充 Ａ

環境学習センターの管理運営事務 環境政策課23908 54,038 18,336 72,374 現状維持 Ａ

合計７事業 386,161 174,753 560,914

3)施施策の手段として位置付け
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施

などの事業者に対して

策

も、３Ｒの啓発・助言

の

により、さらなるごみ

概

減量を図るととも　

　

要

に、事業系一般廃棄物

柱

の適正処理が安定的・

立

計画的に進められるよ

て

う許可業者への適切な

7

指導を行っていく。
方

【

　　　針
■　プラスチ

く

ック資源循環促進法の

ら

施行に伴い、現在、燃

し

やすごみとして焼却処

】

理しているプラスチッ

地

クの分別回収

　を実施

域

していく。

■　食品ロ

と

スを削減するため、飲

と

食店や流通関係事業者

も

、フードバンク等と連

に

携し効果的な啓発や事

築

業を行う。

担 当 課 名 足

く

立清掃事務所（取りま

、

とめ）

電 話 番 号 03-

 

3853-2141 E

安

-mail keika

全

ku-adachis

な

eisou@city

く

.adachi.to

ら

kyo.jp

　ペット

し

ボトルキャップのリサ

施

イクル事業は、地域の

策

各コミュニティセンタ

群

ーや小中学校等に回収

名

ボックスを設置し

、気

6

軽にできるエコ活動と

環

して、多くの区民の方

境

にご協力をいただいて

負

いる。市民団体や土建

荷

組合等、キャップ回収

が

に自主的に取組む団体

少

も増加しており、地域

な

に広がりを見せている

い

。集まったキャップは

く

、事業者が回収して再

ら

資源

協働・協創 化して

し

おり、区民・事業者・

を

行政の連携した資源循

実

環の仕組みが構築され

現

ている。

の 取 組 み 　ま

す

た、６年度から開始し

る

た廃食油回収について

施

も、上記のキャップ回

策

収と同様のスキームで

名

、区民が家庭から出た

6

廃食油を拠点に持込み

.

、民間事業者が燃料と

2

して再資源化を行って

ご

いる。７年度は、回収

み

拠点を２か所から５か

の

所に

拡大し、事業者と

減

連携しながら、資源の

量

有効利用の促進を図っ

・

ていく。

【目標】12

資

持続可能な生産消費形

源

態を確保する【ターゲ

化

ット】12.5廃棄物

の

の発生を減らす

【関連

推

する理由】
ＳＤＧｓが

進

　・限られた資源の有

■

効活用と最終処分場の

　

延命のため、大量消費

限

・大量廃棄の生活を見

ら

直し、ごみの減量・資

れ

源化
目指す目標

　　を

た

推進する。
（ターゲッ

資

　・区民や事業者等の

源

行動変容を促し、ごみ

の

の発生抑制、持続可能

有

な資源利用への転換を

効

図る。
ト）との関

【評

活

価】
連及び評価

　・区

用

民に対し資源の分別や

と

使い捨てプラスチック

最

の削減に向けてSNS

終

をはじめとする情報発

処

信を積極的に行った。

分

　　イベントでは生ご

場

み処理機の実機展示や

の

廃食油のVR機器を用

延

いた体験型PRを行い

命

、効果的な啓発につな

の

がった。

備　　　考

ため、大量消費・大量廃棄の生活を見直し、ごみの減量・資源化

　を推進する。

■　区民や事業者等のごみの減量・資源化の意識を高め、行動変容を促し、ごみの発生抑制、持続可能な資源利用へ

施策の方向 　の転換を図る。

( 目 標 )

■　家庭ごみ量については、世帯と人口の増加に反して、区民一人1日あたりのごみ排出量は減少した

　（平成27年度：561.1ｇ　⇒　令和元年度：533g）。

■　事業系ごみ量については、平成21年度以降は約43,000ｔとほぼ横ばいで推移している。

■　３Ｒ事業により、ごみ削減と資源化率の向上を図ってきたが、最近では海洋プラスチック問題が注目され、廃プ
現　　　状

　ラスチックの削減が求められている。

■　令和元年度に食品ロス削減法が制定されたが、区の家庭から排出される燃やすごみには、未利用食品が3.6％、

　食べ残し等も2.6％含まれている。

■　燃やすごみの中には資源化できるものが多く含まれているため、正しい分別の徹底により資源化を図るととも

　に、無駄な物を買わない等の行動を普及させることで、ごみ排出量を抑制しなければならない。

■　事業系ごみは、リサイクルできる紙類が多く含まれたまま、その他のごみと一緒に焼却されているため、ごみ減

　量のために

足

分別の徹底が必要とな

立

る。

■　限られた資源

区

の有効活用と環境負荷

　

の低減を図るため、使

令

い捨てプラスチックの

和

資源化と削減を進めて

７

いく必要
課　　　題

　

年

がある。

■　食品ロス

度

については、SDGs

施

の「飢餓をゼロに」「

策

つくる責任つかう責任

評

」の目標達成に向けて

価

、社会全体のさ　

　ら

調

なる「もったいない」

書

意識の向上が必要であ

(

る。

■　限られた資源

令

を有効活用するため、

和

「混ぜればごみ　分け

６

れば資源」をわかりや

年

すく周知し、分別の徹

度

底を図る

　とともに、

事

区民に対して３Ｒを広

業

く、粘り強く啓発し、

実

ごみ排出量の抑制を図

施

るとともに、資源回収

)

量及び資源化

　率を向

1

上させていく。

■　オ

 

フィスビルや商業施設
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6

達　成　率 0% 88% 82% 95% 92% 92% 88% 88% -

指標名 【成果②】資源化率

定義等 【資源行政回収量+集団回収量+燃やさないごみ・粗大ごみ資源化量）÷（家庭ごみ排出量+資源行政回収量+集団回収量】
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 20.5 20.9 21.3 21.5 -
(5)

実　績　値 19.79 19.52 19.21 19.83 R6 21.5

達　成　率 97% 92% 93% 91% 90% 89% 92% 92% -

指標名 【活動指標②】資源回収量（燃やさないごみ・粗大ごみの資源化量含む）

定義等 行政回収量+集団回収量
指

単　位 t 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 31,100 31,200 31,300 30,900 -
(6)

実　績　値 31,896 30,504 28,992 29,426 R6 30,900

達　成　率 103% 103% 98% 99% 93% 94% 95% 95% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 6,004,435 6,452,480 6,704,142 7,007,906

人件費 1,644,603 1,517,571 1,512,551 1,575,286

総事業費 7,649,038 7,970,051 8,216,693 8,583,192

前年比(金額) 96,983 321,013 246,642 366,499

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果①ー1】区民一人1日あたりの家庭ごみ排出量　※低減目標

定義等 区収集ごみ量÷人口（該当年度の１月１日現在）÷365日　
指

単　位 g 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 500 490 480 470 -
(1)

実　績　値 532.8 516.2 496.3 482.3 R6 470

達　成　率 94% 88% 95% 91% 97% 95% 97% 97% -

指標名 【成果①ー2】区内のごみ量（区収集ごみ量+事業系持込ごみ量）　※低減目標

定義等 区収集ごみ量+事業系持込ごみ量　※事業系持込ごみ量は8月に確定
指

単　位 t 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 167,400 165,400 162,400 158,400 -
(2)

実　績　値 173,721 172,220 165,810 161,631 R6 158,400

達　成　率 96% 91% 96% 92% 98% 96% 98% 98% -

指標名 【活動①ー1】プラスチックごみ削減のため、マイバッグを使うなどして不要なレジ袋を断っている区民の割合

定義等 足立区政に関する世論調査
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 75 78 78 -
(3)

実　績　値 79.3 77 74.8 78.3 R6 78

達　成　率 0% 102% 103% 99% 96% 96% 100% 100% -

指標名 【活動①ー2】家庭ごみにおける未利用食品の割合　※低減目標

定義等 ごみの組成調査
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 3.1 3.6 3.6 -
(4)

実　績　値 4.1 3.8 3.9 4.1 R6 3.
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少

あり減少した。

2)達

し

成状況と原因分析を踏

た

まえた今後の方向性

　

。

令和6年4月から、こ

特

れまで焼却していたプ

に

ラスチックについて、

燃

プラスチックの分別回

や

収を区内一部地域で先

す

行実施した。収集

曜日

ご

や分別方法等が従前と

み

大きく変更となったた

は

め、開始1、2週間程

令

度は収集曜日の間違い

和

などが見受けられたが

5

、大きな混乱も

なくモ

年

デル実施できた。

　令

度

和8年4月から区内全

と

域でプラスチック分別

比

回収を実施するにあた

較

り、モデル地区でのプ

し

ラスチック回収量やC

約

O₂ 削減効果など

実績

3

も含め、十分に周知期

,

間を設けることで、全

0

区展開に向けた準備を

4

進めていく。

　食品ロ

9

スの削減については、

t

未利用食品を含め、そ

と

もそも食品ロスを発生

大

させない工夫や削減策

き

の周知等が重要である

く

と捉えて

いる。民間事

減

業者を含めたフードド

少

ライブの受付窓口の周

し

知や食品ロス削減をテ

た

ーマとした料理教室の

こ

開催、また、ドギーバ

と

ッグ

等の民間事業者の

に

取組む対策を情報発信

よ

する等、食品ロス削減

り

に向けた多角的な取組

、

みを展開し、区民の食

区

品ロス削減に対する意

民

識の醸成、行動変容に

１

結び付けていく。

　

人一日あたりのごみ量も減少する

4

こととなった。

令和6

 

年度足立区政に関する

担

世論調査結果では、環

当

境への影響を考えて具

部

体的に「行動している

に

」「行動することが時

お

々ある」と

回答した人

け

は69％と環境に対す

る

る関心は高い。項目別

評

にみると、「ごみと資

価

源の分別を実行してい

（

る」割合は、89％と

部

高いことも

要因の一つ

長

として考えられる。

【

評

指標2】区内のごみ排

価

出量は、161,63

－

1tと令和5年度比で

１

4,178t減少した

次

。内訳をみると家庭ご

評

み3,007t減、事

価

業系ごみは1,171

）

t

減少した。世論調査

そ

結果から、環境への影

の

響を考えた行動をして

１

いる区民の割合が増え

1

てきていることや、社

)

会情勢の影響による

購

施

買意欲の低下なども要

策

因の一つとして考えら

の

れる。

【指標3】令和

達

5年度と比較して3.

成

5ポイント増加し、目

状

標値に達した。レジ袋

況

の有料化や継続的に行

と

っているあだち広報や

そ

SNSでの

啓発により

の

、一定程度区民に定着

原

してきたと考えられる

因

。

【指標4】概ね4%

の

で推移しており、燃や

分

すごみの総量が減少し

析

ていることから、廃棄

【

される未利用食品の量

指

も減少しているものと

標

思われる。しかしなが

1

ら、未利用食品が発生

】

した際に、フードドラ

区

イブ窓口を活用しても

内

らえるよう、事業につ

人

いて広く周知して

いく

口

必要がある。

【指標5

は

】様々な情報発信の効

微

果あり、世論調査の結

増

果を見ると「ごみと資

し

源の分別を実行してい

て

る」「マイバックを使

い

うなどし

て、不要なレ

る

ジ袋を断っている」「

に

雑紙を燃やすごみでは

も

なく、資源として出し

か

ている」区民の方の割

か

合も令和5年度を上回

わ

り環

境に対する意識が

ら

向上したことの影響も

ず

あり、資源化率は令和

、

5年度を上回った。

【

燃

指標6】行政回収量は

や

、新たにプラスチック

す

分別回収のモデル地域

ご

で実施したこともあり

み

、プラスチック回収量

及

は1,150tと純増

び

した。ペットボトルに

燃

ついては、令和5年度

や

と比較し微増となった

さ

ものの、古紙、びん・

な

缶、食品トレイについ

い

てはいずれも減少

した

ご

。集団回収量について

み

は、高齢化等の理由に

の

より、集団回収活動を

量

廃止する団体や、新聞

は

や雑誌の購読料が減少

減

していること

の影響も
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

清掃関係一般管理事務 ごみ減量推進課3868 1,688 21,523 23,211 現状維持 Ｂ

清掃管理事務負担金支出事務 ごみ減量推進課3869 1,562 861 2,423 現状維持 Ａ

有料ごみ処理券販売事業 ごみ減量推進課3871 23,385 14,635 38,020 現状維持 Ｂ

東京二十三区清掃一部事務組合分担金の支出事務 ごみ減量推進課3874 3,382,468 1,722 3,384,190 現状維持 Ａ

ごみ収集運搬事業 足立清掃事務所3875 2,053,813 1,113,863 3,167,676 拡充 Ｂ

清掃車両運営事業 足立清掃事務所3876 43,656 153,576 197,232 改善・変更 Ｂ

し尿収集運搬事業 足立清掃事務所3877 14,543 8,609 23,152 改善・変更 Ｂ

資源化物行政回収事業 足立清掃事務所3878 1,286,194 51,654 1,337,848 拡充 Ａ

集団回収支援事業 ごみ減量推進課3879 60,691 29,439 90,130 改善・変更 Ａ

浄化槽清掃助成事業 ごみ減量推進課3880 108 3,444 3,552 現状維持 Ｂ

事業系廃棄物処理事務 ごみ減量推進課3881 5,967 48,210 54,177 現状維持 Ａ

３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）推進事業 ごみ減量推進課3888 18,095 42,006 60,101 拡充 Ａ

清掃事務所の運営事務 足立清掃事務所3895 115,736 72,830 188,566 現状維持 Ａ

環境清掃関係施設改修事業 足立清掃事務所22937 0 12,914

3

12,914 現状維持

)

Ｂ

合計１４事業 7,0

施

07,906 1,57

施

5,286 8,583

策

,192

の手段として位置付け
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施

。

■ 様々な形態の介

策

護予防事業を実施して

の

高齢者の参加を促し、

概

介護予防の必要性の認

要

識や正しい知識の向上

柱

を図る

■ 認知症は早

立

めのケアやサポート体

て

制を整えることで進行

8

を遅らせることができ

【

る。そのため、「介護

く

予防チェッ

クリスト（

ら

元気な高齢者を対象に

し

３年に１度実施）」を

】

活用し、認知症に早く

い

気づき、住み慣れた地

つ

域で暮らし続け

られる

ま

仕組みの構築やサポー

で

トする人材の育成を進

も

め、医療機関や介護保

健

険につなげていく。■

康

 住み慣れた地域に

継

で

続して暮らせるよう、

住

高齢者を見守る仕組み

み

の構築や、住まいの確

続

保に向けた相談・連携

け

体制を強化していく。

ら

　
方　　　針

■ 自宅

れ

での介護が特に困難な

る

特養入所待機者が、１

安

年以内に入所できる床

心

数を確保するため、計

な

画的に施設の整備

を進

く

めていく。■ 住み慣

ら

れた場所で人生を全う

し

できるよう、人生の終

施

末期を迎えるために必

策

要な医療や介護の連携

群

体制を整える。

担 当 課

名

名 高・高齢者地域包括

7

ケア推進課（取りまと

高

め）

電 話 番 号 03-3

齢

880-5886 E-

者

mail care-s

、

@city.adac

障

hi.tokyo.j

が

p

■区内不動産協会と

い

庁内住宅部局と連携し

者

、相談者に寄り添った

な

伴走支援を実施してい

ど

る。

■認知症の早期発

の

見後、地域住民や介護

生

事業所との協働が行わ

活

れている。

■介護予防

の

事業の開催場所として

サ

、アリオ西新井、足立

ポ

成和信用金庫等と協働

ー

している。

協働・協創

ト

■地域支援事業として

体

介護保険課から、高齢

制

者地域包括ケア推進課

を

へ予算配付し、さらに

充

、一般介護予防事業の

実

一部

の 取 組 み を高齢者

す

地域包括ケア推進課か

る

らスポーツ振興課へ執

施

行委任している。

■絆

策

づくり担当課とも地域

名

支援および地域包括ケ

7

アシステム構築に向け

.

て連携・協働している

1

。

■【目】3(目標直

高

結)【関】介護予防ﾁ

齢

ｪｯｸﾘｽﾄにより介

者

護等が必要となる高齢

が

者を早期発見し、適切

住

な介護予防事業等

に繋

み

げること、自宅で介護

慣

が困難な方が特養入所

れ

できることが本目標と

た

関連【評】指標1,2

地

は目標値の9割以上達

域

成、
ＳＤＧｓが

認知症

で

未受診者が医療や介護

暮

の専門機関に繋がり、

ら

特養の整備済床数目標

し

も達成しており効果有

続

■【目】11(目標直

け

目指す目標
結)【関】

ら

賃貸住宅を活用した住

れ

宅確保施策や、認知症

る

の早期発見で専門機関

、

に繋げる認知症施策、

地

特養入所ができ
（ター

域

ゲッ
るよう進める増床

包

整備施策等が本目標と

括

関連【評】指標4は成

ケ

約率50.0%であり

ア

目標の実現に結びつき

シ

、認知症未受診
ト）と

ス

の関
の人のうち25.

テ

2％が医療や介護の専

ム

門機関に繋がり、特養

な

整備済床数目標3,5

ど

02床を達成しており

の

効果有■【目】17
連

体

及び評価
【タ】17.

制

17【関】効果的なﾊ

の

ﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟは

充

、認知症の人が住み慣

実

れた地域で生活を継続

■

、特養の整備を公募す

 

ること

は本目標と関連

住

【評】医療、介護、地

み

域と繋がりができ、特

慣

養は整備方針に基づき

れ

計画が進み効果有

■令

た

和３年度に「足立区住

地

宅あっせん事業」は「

域

あだちお部屋さがしサ

で

ポート事業」に移行し

暮

たため、指標（4）の

ら

備　　　考 目標値の設

し

定を変更した（令和３

続

年度目標値８０人⇒２

け

９人）。

■厚生労働省

ら

が運営するｼｽﾃﾑか

れ

らの参照ﾃﾞｰﾀ抽出

る

が困難となったため、

よ

令和４年度から指標（

う

6）は廃止した。

、さらなる介護予防の推進、医療介護連携の強化、住まいの確保に取組

む。

■ 認知症になっても現在の暮らしを継続するために、認知症への区民の理解を深め、サポートや相談体制の充実を

施策の方向 図る。

( 目 標 )

■ 介護認定を受けていない高齢者へのアンケート調査（令和元年度）では、介護が必要となったとき、63.8％の方

が「介護サービスを利用しながら自宅で生活したい」と一番多く回答している。■ 75歳以上単身世帯へのアンケー

ト調査（令和元年度）では、52.1％の方が「ひとりで暮らすことについて不安を感じる」と答えている。

■ 全国居住支援活動実施団体への調査（平成30年度厚労省事業）では、37.1％の活動団体が「支援対象は高齢者が
現　　　状

一番多い」と一番多く回答している。■ 特別養護老人ホーム（特養）の入所待機者数は平成29年度以降年々増加し

令和２年６月時点で、約2,500名となっている。■ 在宅サービス事業所へのアンケート調査（令和元年度）では、33

.2％の事業所が「医療機関と連携していない」と答えている。

■ 筋力などの体力だけでなく、口腔・栄養など高齢者が自分自身に必要なこ

足

とを理解し、自ら介護

立

予防に取組む意

識を高

区

めなければならない。

　

■ 「認知症」の方は

令

一人ひとり疾病状況や

和

家族構成、住まいの環

７

境などが異なり、家族

年

だけで、かつ画一的な

度

ケア

の仕組みだけで支

施

えていくことは困難で

策

ある。

■ 経済的な理

評

由や見守りが必要との

価

理由により、住まいが

調

確保できない高齢者へ

書

の支援ニーズが高まっ

(

ている。
課　　　題

■

令

 自宅での介護が特に

和

困難な場合など、入所

６

する必要性の高い高齢

年

者が速やかに特養へ入

度

所できるよう、高齢者

事

の

受入数を増やす必要

業

がある。

■ 在宅での

実

暮らしを継続するため

施

には、医療と医療、医

)

療と介護など、その人

1

にあった支援のための

 

連携強化が必

要である
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29 29 -
(4)

実　績　値 32 30 27 26 R6 29

達　成　率 40% 110% 103% 103% 93% 93% 90% 90% -

指標名 【活動1-4】特別養護老人ホーム整備済床数（累計）

定義等 足立区特別養護老人ホーム整備方針において定められた整備済床数
指

単　位 床 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2,903 3,053 3,183 3,483 -
(5)

実　績　値 2,903 3,082 3,217 3,502 R6 3,483

達　成　率 100% 83% 101% 88% 101% 92% 101% 101% -

指標名 【活動1-5】自宅での看取りの件数（人口10万人あたりの件数）

定義等 介護保険被保険者のうち、自宅で看取った人数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - - - - -
(6)

実　績　値 - - - - R6 170

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 72,703,697 74,821,191 74,751,253 76,772,485

人件費 745,115 726,187 794,968 812,518

総事業費 73,448,812 75,547,378 75,546,221 77,585,003

前年比(金額) 2,019,180 2,098,566 △1,157 2,038,782

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】介護が必要になっても今の地域で安心して暮らし続けられると思う高齢者の割合

定義等 介護予防チェックリストで「要介護になっても地域で安心して暮らし続けられると思う」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 67 68 69 70 -
(1)

実　績　値 66 67.3 69.2 69.1 R6 70

達　成　率 99% 94% 99% 96% 100% 99% 99% 99% -

指標名 【活動1-1】区が実施する介護予防事業に参加した高齢者の割合

定義等 区が実施する介護予防事業に参加した高齢者の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 17 18 19 20 -
(2)

実　績　値 24.4 25.1 24.5 27 R6 20

達　成　率 144% 122% 139% 126% 129% 123% 135% 135% -

指標名 【活動1-2】チェックリストで認知症の疑いが判明し医療機関や介護保険につなげた高齢者の割合

定義等 介護予防チェックリストの結果、認知症の疑いのあった高齢者で医療や介護等の専門機関につながった人の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 30 33 33 40 -
(3)

実　績　値 26.4 25.2 39.4 35.1 R6 40

達　成　率 88% 66% 76% 63% 119% 99% 88% 88% -

指標名 【活動1-3】あだちお部屋さがしサポート事業の高齢者利用者数

定義等 高齢者住宅あっせん及び個別寄り添い相談を利用した件数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 80 29
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に

活用した新たな事業の

よ

開始や既存事業のブラ

る

ッシュアップなど、

引

地

き続き事業の充実に努

域

めていく。

【活動１－

包

２】

対象者の状況によ

括

って関係機関につなが

支

らない場合もあるが令

援

和7年度より「介護予

セ

防チェックリスト」で

ン

「認知機能低下疑い」

タ

の方もあだちオレンジ

ー

チェック（認知症検診

業

）の対象として追加す

務

るなど、関係機関につ

の

ながる機会を増やして

周

いく。

【活動１－３】

知

引き続き、区内の不動

に

産協会をはじめとした

よ

関係機関との連携のも

り

と、足立区居住支援協

介

議会において事業の充

護

実を図っていく。

【活

が

動１－４】

「足立区特

必

別養護老人ホーム整備

要

方針（令和２年度～１

に

１年度）」に基づき、

な

特に優先度の高い入所

っ

待機者の解消を目指し

た

、安定

的な施設整備を

場

行ってきた。しかし、

合

介護人材の不足や施設

の

の個室空床率の増など

相

、様々な課題があるこ

談

とから、令和７年度は

窓

整

備方針を一時凍結す

口

る。

【活動１－５】

令

と

和４年度施策評価から

し

本指標は廃止しており

て

、基本計画改定に伴い

、

削除した。

地域包括支援センターがあるということへ

4

の認識が高まってはい

 

るものの、わずかに

目

担

標値には到達しなかっ

当

た。

【活動１－１】

目

部

標を達成した。達成の

に

一因として「パークで

お

筋トレ」実施会場が新

け

たに２会場追加された

る

ことに加え、区内全４

評

０会場達成記念

事業の

価

効果もあったと考えら

（

れる。

【活動１－２】

部

令和６年度は目標値に

長

は達成しなかった。「

評

介護予防チェックリス

価

ト」で「認知機能低下

－

疑い有」の方ほぼ全数

１

に対応しているが

介護

次

保険申請も含め医療等

評

関係機関へつながった

価

割合は令和５年度に比

）

べやや減少した。対象

そ

者の状況により必ずし

の

も関係機関に

つながら

１

ない場合もある。

【活

1

動１－３】

令和３年度

)

に新規事業「あだちお

施

部屋さがしサポート」

策

を開始したことに伴い

の

、目標値の設定を変更

達

した（令和３年度目標

成

値８０

人⇒２９人）。

状

住まいの相談件数は増

況

加傾向であるが、転居

と

に伴う条件整理が不十

そ

分な相談者も多いため

の

令和６年度目標は未達

原

であった。引き続

き、

因

一人でも多く寄り添い

の

相談会につながるよう

分

、住宅課と連携してい

析

く。

【活動１－４】

令

【

和６年度に２施設２８

成

５床（令和６年１１月

果

「ロイヤル足立（舎人

１

三丁目）」１５０床、

】

同年１２月「ピオーネ

地

足立（平野一丁

目）」

域

１３５床）開設し、目

包

標値を達成した。現在

括

２施設を整備中であり

支

、令和７年１１月花畑

援

三丁目に１施設（１４

セ

７床）、令

和８年３月

ン

本木一丁目に１施設（

タ

１５３床）開設予定で

ー

ある。「足立区特別養

に

護老人ホーム整備方針

よ

（令和２年度～１１年

る

度）」

に基づき、入所

実

待機者解消のため、着

態

実に計画的な施設整備

把

を進めてきた結果、目

握

標値を達成している。

訪

【活動１－５】

厚生労

問

働省が運営する地域包

や

括ケア「見える化」シ

、

ステムからの参照デー

リ

タ抽出が困難となった

ー

ため、令和４年度施策

フ

評価から本

指標は廃止

レ

した。

2)達成状況と

ッ

原因分析を踏まえた今

ト

後の方向性

【成果１】

配

引き続き、地域包括支

布

援センターの周知を図

お

ることで、高齢者や家

よ

族が困った時の相談場

び

所がある、ということ

あ

への認知度向上を

図っ

だ

ていく。

【活動１ー１

ち

】

より多くの高齢者が

広

気軽に介護予防に取り

報

組めるよう、ＩＣＴを
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計５２事業 76,772,485 812,518 77,585,003

3)施施策の手段として位置付け
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悠々 住

高

計繰出金 高・介護保険

・

課3705 10,79

医

7,740 86 10,

療

797,826 現状維

介

持 Ａ

シルバーピア管理

護

事務 建・住宅課400

連

2 214,901 21

携

,176 236,07

課

7 現状維持 Ａ

高齢者向

3

け優良賃貸住宅助成事

区

6

業 建・住宅課4003

7

16,713 4,30

9

5 21,018 現状維

6

持 Ｂ

介護保険一般事務

1

高・介護保険課424

,

5 529,976 11

7

1,982 641,9

5

58 現状維持 Ｂ

地域包

8

括支援センターの管理

1

運営事業 高・介護保険

推

2

課4257 959,9

,

56 22,383 98

9

2,339 現状維持 Ａ

1

家族介護慰労事業 高・

4

介護保険課4259 6

7

00 430 1,030

4

現状維持 Ｂ

住宅改修支

,

援事業（理由書作成）

6

高・介護保険課426

7

2 112 430 542

進

2

現状維持 Ｂ

認知症高齢

拡

者支援事業 高・介護保

充

険課4264 9,28

Ａ

3 7,748 17,0

老

31 現状維持 Ａ

国庫支

人

出金等の返還金 高・介

ク

護保険課4266 41

ラ

6,637 86 416

ブ

,723 現状維持 Ｂ

一

指

般会計繰出金 高・介護

課

導

保険課4267 403

助

,668 86 403,

成

754 現状維持 Ｂ

第１

事

号被保険者保険料還付

業

金 高・介護保険課42

高

69 33,747 17

・

,218 50,965

高

現状維持 Ｂ

要介護認定

齢

事務 高・介護保険課4

包

270 347,685

3

括

107,587 455

ケ

,272 現状維持 Ａ

介

ア

護保険給付準備基金積

課

立金 高・介護保険課4

3

273 1,121,5

6

39 86 1,121,

8

625 現状維持 Ａ

介護

2

保険システム開発事務

2

高・介護保険課427

5

4 134,521 12

5

,

,914 147,43

0

5 現状維持 Ａ

鹿浜いき

2

いき館悠々館運営事業

2

住区推進課4617 4

1

,138 20,483

9

24,621 現状維持

,

Ｂ

介護保険給付事務 高

2

・介護保険課1037

9

7 58,177,88

6

4 69,813 58,

7

4

247,697 現状維

4

持 Ａ

集合住宅高齢者総

,

合支援事業 高・高齢包

3

括ケア課10729 1

1

2,217 430 12

8

,647 現状維持 Ａ

地

改

域密着型サービスの整

善

備助成事業 高・介護保

・

険課14850 2,2

変

99 12,914 15

9

更

,213 現状維持 Ｂ

在

Ａ

宅医療・介護連携推進

敬

事業 高・介護保険課2

老

1040 41,715

祝

8,609 50,32

い

4 拡充 Ａ

認知症施策推

事

進事業 高・介護保険課

業

21042 31,23

高

7 11,192 42,

・

429 現状維持 Ａ

地域

3

高

包括ケア推進管理事務

齢

高・高齢包括ケア課2

包

1160 18,015

括

23,002 41,0

ケ

17 現状維持 Ａ

介護予

ア

防・生活支援サービス

課

事業 高・介護保険課2

3

1375 1,207,

6

708 18,593 1

8

,226,301 改善

会 5

3

・変更 Ａ

一般介護予防

9

事業 高・介護保険課2

3

1385 179,90

,

2 45,628 225

1

,530 改善・変更 Ａ

7

生活支援体制整備事業

7

高・介護保険課214

8

54 56,368 8,

,

609 64,977 改

5

善・変更 Ａ

地域ケア会

,

4

議推進事業 高・介護保

0

険課21630 8,5

1

33 4,305 12,

0

838 現状維持 Ａ

認知

1

症ケア推進事業 高・高

,

齢包括ケア課2204

7

5 25,405 9,4

1

70 34,875 拡充

7

Ａ

特別養護老人ホーム

現

等の改修事業【投資】

4

状

高・高齢包括ケア課2

維

2292 56,649

持

3,444 60,09

Ｂ

3 改善・変更 Ａ

福祉関

要

係施設改修事業【投資

介

】 高・高齢包括ケア課

護

23302 33,22

高

0 4,305 37,5

齢

25 休止・終了 Ａ

者

3

家族会の育成支

別紙

3)施策の手

援

段として位置付けられ

事

る事務事業の評価結果

業

事務事業 施策への
事務

2

高

事業名 事業費 人件費 総

・

事業費 課長評価 担当課

高

コ ー ド 貢献度

齢包括ケア課3

8

685 107 1,72

,

2 1,829 現状維持

6

Ｂ

授産場の管理運営事

0

業 高・高齢包括ケア課

9

3689 206 1,7

館 4

22 1,928 休止・

4

終了 Ｃ

地域包括支援セ

,

ンター運営事業 高・高

0

齢包括ケア課3690

4

65,829 18,9

1

40 84,769 現状

現

維持 Ａ

特別養護老人ホ

状

ーム等の整備助成事業

維

高・高齢包括ケア課3

持

691 607,633

管 Ａ

17,218 624,

あ

851 改善・変更 Ａ

在

い

宅サービスセンター西

あ

新井管理運営委託事業

い

高・高齢包括ケア課3

サ

692 9,800 6,

ー

026 15,826 現

ビ

状維持 Ｂ

介護保険事業

ス

者支援施設等の管理運

セ

営事業 高・高齢包括ケ

理

ン

ア課3693 29,3

タ

00 17,218 46

ー

,518 現状維持 Ｂ

軽

事

費老人ホームの管理運

業

営事業 高・高齢包括ケ

高

ア課3694 89,5

・

85 4,305 93,

高

890 改善・変更 Ｂ

高

齢

齢者訪問理美容・寝具

包

乾燥事業 高・高齢包括

運

括

ケア課3695 20,

ケ

891 7,144 28

ア

,035 改善・変更 Ｂ

課

高齢者入浴事業 高・高

3

齢包括ケア課3696

6

116,709 8,4

7

70 125,179 改

8

善・変更 Ｂ

高齢者日常

1

生活用具給付事業 高・

,

高齢包括ケア課369

営

8

7 42,229 9,3

9

31 51,560 現状

5

維持 Ｂ

高齢者福祉電話

1

設置事業 高・高齢包括

,

ケア課3698 18 1

7

,722 1,740 縮

2

小 Ｃ

緊急通報システム

2

の設置事業 高・高齢包

3

括ケア課3700 29

,

,963 10,123

事

6

40,086 現状維持

1

Ｂ

配食サービス促進事

7

業 高・高齢包括ケア課

現

3701 40,618

状

11,845 52,4

維

63 現状維持 Ｂ

高齢者

持

住宅改修給付事業 高・

Ａ

高齢包括ケア課370

介

2 25,284 8,5

護

40 33,824 改善

務

人

・変更 Ｂ

紙おむつの支

材

給事業 高・高齢包括ケ

の

ア課3703 305,

確

121 28,113 3

保

33,234 現状維持

・

Ｂ

介護保険事務 高・介

定

護保険課3704 26

着

4,201 28,66

事

4 292,865 現状

業

維持 Ａ

介護保険特別会
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高齢 業

高・医療介護連携課2

高

3907 56,697

・

6,026 62,72

介

3 現状維持 Ａ

合計５２

護

事業 76,772,4

保

85 812,518 7

険

7,585,003

課23 者312 5,

別紙

3)施策の

7

手段として位置付けら

9

れる事務事業の評価結

3

果
事務事業 施策への

事

7

務事業名 事業費 人件費

,

総事業費 課長評価 担当

栄 5

課コ ー ド 貢献度

40 13,333 拡養 充 Ａ

医療介護連携管理

施

事務 高・医療介護連携

策

課23702 2,84

推

9 19,454 22,

進

303 現状維持 Ｂ

医療

事

介護連携事業開設事務
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施

に応じた配慮を必要と

策

する子どもに対して早

の

期の気づきや早期支援

概

へつなげる仕組みを充

要

実させ、相談

を必要と

柱

する保護者を支援して

立

いく。

方　　　針

担 当

て

課 名 障がい福祉課（取

8

りまとめ）

電 話 番 号 0

【

3-3880-540

く

7 E-mail s-f

ら

ukusi@city

し

.adachi.to

】

kyo.jp

　障がい

い

者団体や社会福祉法人

つ

・特定非営利活動法人

ま

はもとより、福祉のま

で

ちづくりでは店舗を含

も

む民間施設や鉄道

事業

健

者と、また外出支援で

康

はタクシー事業者やガ

で

ソリンスタンドなどと

住

協働して、障がい福祉

み

の推進を図っている。

続

協働・協創
の 取 組 み

【

け

目標】3すべての人に

ら

健康と福祉を【ターゲ

れ

ット】3.4非感染性

る

疾患による若年死亡率

安

を減少させ、精神保健

心

・福祉

を促進する【関

な

連する理由】障がい福

く

祉施策の推進による福

ら

祉の促進【評価】様々

し

な障がい福祉サービス

施

を展開する
ＳＤＧｓが

策

ことで、障がい児・者

群

と家族が安心して暮ら

名

すことができるよう努

7

めており、サービス利

高

用は着実に増えている

齢

。
目指す目標

【目標】

者

10人や国の不平等を

、

なくそう【ターゲット

障

】10.2すべての人

が

の能力を強化し、社会

い

・経済・政治への関わ

者

り
（ターゲッ

を促進す

な

る【関連する理由】障

ど

がい者に対する差別・

の

偏見等をなくし、障が

生

い者の社会参加を促す

活

【評価】障がい者
ト）

の

との関
への理解を進め

サ

ることが差別・偏見の

ポ

解消につながるものと

ー

考え、小中学生を対象

ト

とした理解促進教育の

体

推進や、権
連及び評価

制

利擁護・虐待防止研修

を

等に取り組んできたが

充

、さらに強化し、推進

実

していく。

　指標(3

す

)及び(4)の令和6

る

年度の目標値は、令和

施

5年度に策定した足立

策

区障がい者計画の活動

名

指標として定めた目標

7

値

備　　　考 に変更し

.

た。

2 障がい者などが必要なときに必要な支援を受けられる体制の充実

■　障がい者・児やその家族が、必要なときに必要な支援を受けられる体制を構築することにより、障がいがあって

も、住みなれた地域で安心して暮らすことができる足立区を目指す。

■　発達支援が必要な子どもに対して、早期の気づきや早期支援へつなげる仕組みを構築することで、適切な支援に

施策の方向 つながる相談を円滑に実施する。

( 目 標 )

■　障がい者等が必要とする支援を、適切なサービスにつなぐ役割を担う相談支援事業所は、新規に開設する事業所

がある一方、事業休止や廃止した事業所もあることから、相談支援事業所の不足が継続しています。

■　特に、未就学・学齢期の障がい児に関して、相談支援事業所によるケアプランの作成率が低く、障がい援護課各

援護係がフォローしている状況にある。
現　　　状

■　児童数は減少傾向にあるものの、障がい児の数は増加傾向が続いている。特に発達障がい児の増加が顕著である

が、発達障がい児数を把握する統計はなく、将来状況を踏まえた体制づくりが困難で、対応が場当たり的にならざる

を得ない。

■　適切な支援を受けることによりＱＯＬ（＝生活の質）を向上するためには、相談支援事業所の専門員によるケア

プランの作成やモニタリングが効果的であり、そのため

足

の相談支援事業所の増

立

加が必要である。しか

区

し、報酬上の課

題も大

　

きく、なかなか相談支

令

援事業所が増えていか

和

ない。

■　一方で、相

７

談支援事業所が作成す

年

るプランについて、事

度

業者によって内容の差

施

があり、相談支援の質

策

の向上も課

題になって

評

いる。
課　　　題

■　

価

発達特性に応じた配慮

調

を必要とする子どもや

書

、医療的ケア児等への

(

適切な対応を行うため

令

にも、早い時期から発

和

達段階に応じた支援を

６

行っていくことが重要

年

である。

■　引き続き

度

相談支援事業所の拡充

事

に取組み、利用者が真

業

に必要としているサー

実

ビスを受けられるよう

施

にすることで

、障がい

)

福祉サービスの利用者

1

満足度の向上につなげ

 

ていく。

■　発達特性
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119% 119% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 25,515,469 28,234,456 28,238,518 30,204,707

人件費 1,724,240 1,712,064 1,768,971 1,884,872

総事業費 27,239,709 29,946,520 30,007,489 32,089,579

前年比(金額) 1,150,242 2,706,811 60,969 2,082,090

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】在宅で障害福祉サービスを利用する障がい児・者への満足度調査で肯定的な回答をした人の割合

定義等 計画策定時に実施する調査で、障がい福祉施策の満足度を、満足している、やや満足していると答えた人の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 75 75 75 75 -
(1)

実　績　値 - 63 - - R6 75

達　成　率 0% 0% 84% 84% 0% 0% 0% 0% -

指標名 【活動1】指定特定相談支援事業所の箇所数

定義等 各年３月１日時点における足立区が指定した指定特定相談支援事業所の箇所数
指

単　位 か所 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 50 50 50 -
(2)

実　績　値 28 31 33 34 R6 50

達　成　率 56% 56% 62% 62% 66% 66% 68% 68% -

指標名 【成果2】こども支援センターげんきにおける発達相談件数

定義等 来所相談・電話相談、保健センターでの出張相談を受けた件数の合計
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1,260 1,270 1,280 1,600 -
(3)

実　績　値 1,311 1,491 1,512 1,659 R6 1,600

達　成　率 104% 82% 117% 93% 118% 95% 104% 104% -

指標名 【活動2】「気づきのしくみ」から発達相談につながった件数

定義等 「気づきのしくみ」から相談につながった件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 85 90 95 100 -
(4)

実　績　値 101 96 105 119 R6 100

達　成　率 119% 101% 107% 96% 111% 105%
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査結果を実績値としている。令和４年度に実施した調査結果の

６３．０％は、前回調査（令和元年度）の６２．１％をやや上回った。

4

次回実態調査は令和７

 

年度実施予定であり、

担

その調査結果

を踏まえ

当

、令和９年度から１１

部

年度までを計画期間と

に

する次期障がい福祉計

お

画・障がい児福祉計画

け

を策定し、目標達成に

る

取り組ん

でいく。

指標

評

（２）

【活動指標１】

価

　障害福祉サービスや

（

障害児通所支援の利用

部

者は年々増えているも

長

のの、相談支援事業所

評

は経営上の課題や相談

価

支援専門員の人材

確保

－

の困難さから増加せず

１

、相談支援を利用する

次

利用者の割合は減少傾

評

向にある。

令和６年度

価

は新規に３事業所が開

）

設したが、２事業所が

そ

廃止したことから、差

の

し引き１事業所の増に

１

留まった。

指標（３）

1

【成果指標２】

　少子

)

化により児童数は減少

施

しているものの、発達

策

相談の件数は年々増加

の

している。令和６年度

達

に人員を増強し、保健

成

センターで

の出張相談

状

の回数も増やし、相談

況

を受ける回数を全体的

と

に増やしたことで、少

そ

なくとも２週間～１か

の

月以内に相談・評価を

原

迅速に

実施することが

因

できた。

指標（４）

【

の

活動指標２】

　気づき

分

のしくみの協力園は年

析

々増加し、配慮の必要

指

な子の早期発見につな

標

がっている。今後のし

（

くみの拡大については

１

、５歳児

健診導入の動

）

向を把握しながら所管

【

課と協議の上検討して

成

いく。

2)達成状況と

果

原因分析を踏まえた今

指

後の方向性

　障害福祉

標

サービスの報酬は、障

１

がい福祉関連計画と同

】

様に３年ごとに見直さ

　

れ、改定されることか

３

ら、報酬面では国に相

年

談支援

事業の報酬改定

ご

を求め、相談支援の質

と

の面では、相談支援事

に

業所ネットワークを活

障

用し、質の向上に向け

が

た相互評価やスーパー

い

バ

イズ機能を高めてい

福

く。

　発達に支援を必

祉

要とする子どもが、可

関

能な限り早期に支援を

連

受けることが可能とな

計

るよう、民間判定機関

画

との協働も含め検討す

を

る。

策定する際に行うアンケート調
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３９事業 30,204,707 1,884,872 32,089,579

3)施施策の手段として位置付け

- 102 -



障が 福

福

182 120,396

祉

現状維持 Ａ

幼児発達支

課

援室運営事業 障がい福

3

祉センター3752 1

7

7,271 238,7

1

73 256,044 現

3

状維持 Ａ

障がい者自立

1

支援給付費支給事業 障

,

がい援護課3762 2

2

0,541,276 4

祉

6

14,943 20,9

2

56,219 拡充 Ａ

障

,

がい者給付事業施行事

3

務 障がい援護課376

0

4 17,372 6,0

5

26 23,398 現状

8

維持 Ｂ

予防接種事故措

,

置事業 保健予防課38

5

40 12,600 86

2

1 13,461 現状維

課

3

持 Ｂ

地域精神保健活動

1

事業 足立保健所中央本

,

町
保総課

3860 12

2

,466 236,79

7

2 249,258 現状

0

維持 Ａ

育成医療事業 足

,

立保健所中央本町
保総

8

課
3864 3,513

2

4,305 7,818

8

現状維持 Ａ

障がい者施

3

改

設運営委託事務 障がい

善

福祉課4758 349

・

,174 4,218 3

変

53,392 現状維持

更

Ａ

地域福祉団体助成事

Ａ

業 障がい福祉課478

意

0 3,342 3,35

思

8 6,700 現状維持

疎

Ｂ

障がい者給付事業 障

通

がい援護課14791

7

支

255,791 121

援

,901 377,69

事

2 拡充 Ａ

障がい者外出

業

支援事業 障がい福祉課

障

14870 392,5

が

80 10,433 40

い

3,013 現状維持 Ａ

福

障がい者在宅支援事業

祉

障がい福祉課1977

課

2 71,828 7,6

0

3

62 79,490 現状

7

維持 Ａ

移動支援事業 障

1

がい福祉センター21

6

404 644,654

2

4,305 648,9

1

59 現状維持 Ａ

重症心

,

身障がい児（者）在宅

6

レスパイト事業 障がい

9

援護課21613 13

0

,820 2,583 1

6

6

6,403 拡充 Ａ

社会

,

福祉法人施設整備助成

8

事業 障がい福祉課21

0

625 318,478

1

2,583 321,0

2

61 休止・終了 Ａ

精神

8

障がい者自立支援給付

,

費支給事業 足立保健所

4

中央本町
保総課

230

9

20 2,908,33

8

1

7 18,079 2,9

現

26,416 現状維持

状

Ａ

精神障がい者地域生

維

活等支援事業 足立保健

持

所中央本町
保総課

23

Ａ

313 214,873

移

16,443 231,

動

316 現状維持 Ａ

援護

支

管理事務 障がい援護課

援

23820 16,35

6

事

3 40,116 56,

業

469 現状維持 Ｂ

合計

障

３９事業 30,204

が

,707 1,884,

い

872 32,089,

援

579

護課37

,

17 3

別紙

3

5

)施策の手段として位

5

置付けられる事務事業

,

の評価結果
事務事業 施

3

策への
事務事業名 事業

7

費 人件費 総事業費 課長

3

評価 担当課コ ー ド

5

貢献度

い 2

1,654 407,0

7

27 現状維持 Ｂ

地域活

4

動支援センター事業 障

4

がい福祉課3718 2

8

2,209 13,60

,

2 35,811 現状維

2

持 Ａ

日中一時支援事業

1

障がい援護課3719

0

4,222 8,609

1

12,831 現状維持

福 3

Ｂ

障がい福祉施設の管

4

理運営委託事務 障がい

,

福祉課3721 28,

4

541 5,940 34

8

,481 現状維持 Ａ

障

4

がい福祉施設維持補修

現

事務 障がい福祉課37

状

22 10,908 5,

維

079 15,987 現

持

状維持 Ａ

障がい支援区

祉 Ｂ

分認定事務 障がい福祉

心

課3728 13,21

身

5 25,827 39,

障

042 現状維持 Ａ

難病

が

患者福祉手当の支給事

い

業 障がい福祉課372

者

9 632,910 10

等

,159 643,06

の

9 現状維持 Ａ

心身障が

就

い者（児）医療費等助

事

労

成事業 障がい福祉課3

促

730 106 25,4

進

83 25,589 現状

事

維持 Ａ

障がい者福祉手

業

当の支給事業 障がい福

障

祉課3731 1,49

が

0,043 10,15

い

9 1,500,202

福

拡充 Ａ

在宅重度心身障

祉

がい者福祉手当の支給

務

課

事業 障がい福祉課37

3

32 379,682 8

7

,849 388,53

0

1 現状維持 Ａ

Ｊステッ

8

プ支援事業 障がい福祉

1

センター3741 12

2

,920 4,305 1

,

7,225 現状維持 Ｂ

8

障害者週間記念事業 障

6

がい福祉センター37

障

8

42 1,153 8,6

6

09 9,762 改善・

,

変更 Ａ

身体・知的障害

8

者相談事業 障がい福祉

0

センター3743 1,

1

138 861 1,99

1

9 現状維持 Ｂ

障がい福

9

祉センター管理運営事

,

務 障がい福祉センター

6

3744 59,917

が

6

63,360 123,

9

277 現状維持 Ｂ

就労

拡

促進定着支援事業 障が

充

い福祉センター374

Ｂ

8 1,111 114,

社

143 115,254

会

現状維持 Ａ

障がい者自

福

立生活支援センター事

祉

業 障がい福祉センター

法

3749 6,284 1

い

人

33,586 139,

運

870 現状維持 Ａ

社会

営

リハビリテーション室

助

運営事業 障がい福祉セ

成

ンター3750 2,8

事

96 75,749 78

業

,645 現状維持 Ａ

生

障

活体験室運営事業 障が

が

い福祉センター375

い

1 5,214 115,
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施

をスキルアップするた

策

め、虐待が起きる背
課

の

　　　題
景や予防策等

概

について学んでいく必

要

要がある。　　　　　

柱

　　　　　　　　　　

立

　　　　　　　　　　

て

　　　　

■　ネットワ

8

ークを区内外に拡大し

【

、成年後見制度等への

く

権利擁護支援につなぐ

ら

ためのさらなる機能充

し

実を図る必要

がある。

】

■　地域包括支援セン

い

ター等への助言・相談

つ

体制を整備していくこ

ま

とで、高齢者虐待及び

で

生活破綻の困難ケース

も

への

対応力を強化し、

健

高齢者のセーフティネ

康

ットの範囲を広げて、

で

その適切な対応の進行

住

管理を行う。

■　各障

み

がい援護係職員向けの

続

内部研修を行うととも

け

に、相談支援事業所や

ら

通所・入所施設等の外

れ

部向けに研修や情

報交

る

換会等を実施し、関係

安

機関との連携強化を図

心

っていく。

■　地域連

な

携ネットワーク協議会

く

や研修会の定期開催を

ら

継続し、区民に対して

し

は、老い支度支援を通

施

じて成年後見制
方　　

策

　針
度等の周知を行っ

群

ていく。

担 当 課 名 高・

名

医療介護連携課（取り

7

まとめ）

電 話 番 号 03

高

-6807-1024

齢

E-mail iryo

者

ukaigo@cit

、

y.adachi.t

障

okyo.jp

　地域

が

連携ネットワーク協議

い

会や地域住民による見

者

守り等により、権利擁

な

護支援の意識を高め、

ど

地域連携を進めてい

る

の

。

　また、高齢者虐待

生

の防止と早期発見のた

活

め、啓発活動として、

の

年２回、区内警察消防

サ

や介護サービス事業者

ポ

、民生

協働・協創 児童

ー

委員等と高齢者虐待防

ト

止ネットワーク運営委

体

員会を開催している。

制

の 取 組 み

 【目標】１

を

６平和と公平をすべて

充

の人に【ターゲット】

実

１６．１あらゆる場所

す

において、すべての形

る

態の暴力及び

暴力に関

施

連する死亡率を大幅に

策

減少させる。【関連す

名

る理由】行政評価を基

7

に、状況の推移を把握

.

することで権利擁
ＳＤ

3

Ｇｓが
護の意識を高め

高

、機能充実につながる

齢

。【評価】施策指標を

者

基に、状況の推移を把

、

握することができ、虐

障

待防止及び
目指す目標

が

権利擁護支援の充実を

い

引き続き図っていく。

者

（ターゲッ
ト）との関

の

連及び評価

【指標3】

セ

令和5年度策定の障が

ー

い福祉関連計画におい

フ

て目標値の見直しを行

テ

ったことに伴う下方修

ィ

正。

備　　　考 【指標

ネ

5・6】死亡等により

ッ

制度利用者が減少して

ト

いるため、指標5の目

（

標を低く修正した。権

虐

利擁護支援ネットワー

待

クの強化が進んだ結果

対

、相談件数が増加した

応

ため指標6の目標を高

等

く修正した。

）と権利擁護

■　高齢者虐待等への対応力を強化し、セーフティネットの対象を生活破綻の困難ケースにも広げ、高齢者の虐待防

止のため、権利擁護のさらなる充実を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■　区職員を含め、関係機関に対する研修・助言等を実施し、虐待防止対応の技術を高め、障がい者の虐待防止のた

施策の方向 め、権利擁護の充実を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

( 目 標 ) ■　地域連携ネットワークの構築・拡充や相談窓口の整備を通じて、支援が必要な区民を、成年後見制度を含めた適

切なサービスにつなげ権利擁護支援を図る。

■　平成２９年度より、地域包括支援センターに寄せられた高齢者虐待を全件報告するとともに、対応マニュアルの

改定を行い、進行管理している。

■　令和６年度より障がい者支援における相談支援体制の再構築と実施機関の適正化を図るために障がい援護課を新

設し、「養護者虐待対応」を「基幹相談・権利擁護係」が担当している。障がい福祉課は令和６年度より「虐待防止
現　　　状

・権利擁護担当」から「虐待防止・事業者指導担当」に変更し、「障害者福祉施設従事者等虐待」対応及び事業者へ

の実

足

地検査を所管し事業者

立

に対する助言・指導体

区

制を整備している。

■

　

　成年後見制度の利用

令

促進に向け、地域連携

和

ネットワーク協議会を

７

立ち上げる等、区と成

年

年後見センターあだち

度

が

中核機関として連携

施

し、権利擁護支援を推

策

進している。

■　困難

評

ケースを対応する地域

価

包括支援センター等が

調

、適切な対応及び客観

書

的な記録作成ができる

(

よう、今後もスキ

ルア

令

ップしていく必要があ

和

る。

■　セーフティネ

６

ットの範囲を、今後増

年

えることが見込まれる

度

高齢者の生活破綻の困

事

難ケースにも広げ、虐

業

待対応に

準じた適切な

実

対応を行っていくこと

施

が必要である。

■　区

)

の各障がい援護係や関

1

係機関は、虐待につい

 

ての具体的な対応方法
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ことができる
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1,250 1,300 1,350 1,300 -
(5)

実　績　値 1,253 1,227 1,233 1,241 R6 1,300

達　成　率 100% 96% 94% 94% 91% 95% 95% 95% -

指標名 【活動３】成年後見制度に関する相談受付件数（成年後見センターあだち分）

定義等 推進機関での成年後見制度や地域福祉権利擁護事業等の利用促進を図ることができる
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 3,700 3,800 3,900 4,500 -
(6)

実　績　値 3,768 3,778 4,403 5,637 R6 4,500

達　成　率 102% 84% 99% 84% 113% 98% 125% 125% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 303,704 294,204 293,426 308,757

人件費 138,766 122,767 122,060 126,464

総事業費 442,470 416,971 415,486 435,221

前年比(金額) △15,606 △25,499 △1,485 19,735

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果１】高齢者虐待及び対応困難ケースの通報件数

定義等 虐待及び在宅生活破綻ケースの全件通報を把握する
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 450 480 490 500 -
(1)

実　績　値 493 452 445 373 R6 500

達　成　率 110% 99% 94% 90% 91% 89% 75% 75% -

指標名 【活動１】高齢者虐待以外の困難ケースの通報件数

定義等 セルフネグレクト・在宅困難ケース等を把握する
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 120 130 140 150 -
(2)

実　績　値 195 142 132 113 R6 150

達　成　率 163% 130% 109% 95% 94% 88% 75% 75% -

指標名 【成果２】障がい者虐待通報・相談件数

定義等 障がい者虐待案件の通報数を把握する
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 60 60 40 -
(3)

実　績　値 51 40 55 108 R6 40

達　成　率 102% 128% 67% 100% 92% 138% 270% 270% -

指標名 【活動２】障がい者の虐待相談等に係る関係機関等への助言

定義等 障がい者虐待の実態を知るとともに、虐待の防止に寄与することができる
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 40 50 50 200 -
(4)

実　績　値 34 61 53 149 R6 200

達　成　率 85% 17% 122% 31% 106% 27% 75% 75% -

指標名 【成果３】区民の成年後見制度利用者数

定義等 成年後見制度の活用が促進されている状況を把握する
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件

前年度から８人増えた

通

が、ほぼ横ばいの傾向

報

が続いている。一方で

・

新規申立数は前年度か

相

ら

１人増えて２５３人

談

となっていることから

す

、申立ての増加数と死

る

亡による終了数が均衡

仕

していることがわかる

組

。

【指標6】全体の相

み

談件数が大幅に増加し

を

、相談内容の内訳では

導

、成年後見制度や区長

入

申立の相談件数がそれ

し

ぞれ１００件以上の

増

、

加となった。これは権

進

利擁護支援のネットワ

行

ークの強化によるもの

管

と推測する。相談内容

理

として、特に、区長申

し

立、虐待・親族

間紛争

て

等の家族問題、身元保

い

証、苦情・権利擁護に

る

関する相談が大幅に増

。

加しており、成年後見

全

制度に至らない支援へ

件

の関心が高

くなってい

通

る傾向が伺える。

2)

報

達成状況と原因分析を

件

踏まえた今後の方向性

数

【指標1,2】虐待相

は

談・通報の取扱いにつ

前

いて、「高齢者虐待対

年

応マニュアル」に則っ

度

た対応を周知徹底する

比

と共に、虐待防止ネ

ッ

７

トワーク運営委員会を

２

通じて高齢者虐待及び

件

在宅生活破綻ケースに

減

対し早期発見・介入で

で

きるよう関係機関との

、

連携強化を引き

続き行

大

っていく。また、虐待

幅

以外の在宅困難ケース

に

の対応が複雑困難にな

減

っているため、すこや

少

かプラザ　あだちへの

し

移転を機に

、多機関で

目

課題解決に向けた検討

標

を円滑に進められるよ

値

う体制を構築していく

の

。

【指標3】虐待相談

達

・通報数は養護者、障

成

害者福祉施設従事者等

に

ともに大幅に増加して

は

いる。また虐待認定に

至

ついても、両者とも

に

ら

増加している。養護者

な

については多種多様な

か

課題を抱える世帯が増

4

っ

えていること、障害者

た

福祉施設従事者等につ

。

いては、事業所

自らの

内

通報が多かったこと等

訳

が増加理由として考え

と

られる。

事業所として

し

虐待の事実を受け止め

て

ることで、再発防止や

は

改善策について真摯に

虐

対応しようとする事業

 

待

所も多い。一方で虐待

２

認定

した中には、障が

６

い者の権利擁護や障が

０

い特性の理解が希薄な

件

職員によるものが散見

（

されている。事業所に

前

は一人ひとりの職員の

年

障がい特性の理解等の

度

促進を求めていく。そ

比

の上で、事業所と障が

担

５

い福祉課が連携して定

３

期的にモニタリングを

件

行いながら、虐待

再発

減

防止の環境を整えてい

）

く。

【指標4】養護者

、

虐待については、虐待

単

がおこる原因が複雑化

身

してきている。そのた

高

め年齢や障がい種別に

齢

関わらず関係機関との

当

者

連携が必要であり、虐

生

待通報窓口の周知を徹

活

底させていく。

また、

破

障害福祉施設従事者等

綻

虐待は多くの事業所が

（

外部の目を取り入れる

セ

機会が少なく、自らの

ル

支援の客観的な視点で

フ

の検証が弱

い。今後も

ネ

、事業所内での研修や

部

グ

会議に障がい福祉課担

レ

当が参加して意見交換

ク

を行ったり、虐待調査

ト

において改善を依頼し

含

た事業

所のモニタリン

む

グを定期的に行うこと

）

で、適切な支援が行え

ケ

る環境を整える。

【指

ー

標5,6】地域連携ネ

ス

ットワーク協議会や研

に

１

修会の開催を通じて権

１

利擁護支援のネットワ

３

ークが強化され、「じ

件

ぶんノート」の

配布に

（

よるＰＲ等の効果も相

前

まって、相談受付件数

年

の増加につながってき

度

ている。すこやかプラ

比

ザ　あだちへの移転に

１

伴い成年後

見センター

お

９

あだちとより一層連携

件

していくほか、地域包

減

括支援センターの老い

）

支度講座も活用し、区

と

民に対して成年後見制

な

度等の

支援策の周知を

っ

行っていく。

た。通

け

報・

相談件数に対する

る

虐待対応件数は高く、

評

初期段階において的確

価

な対応ができている一

（

方、早期段階における

部

通報・相談に課題がな

長

いか注視が必要である

評

。

【指標2】経済困窮

価

や認知症、セルフネグ

－

レクトケース等につい

１

ても高齢者虐待に準じ

次

て対応している。令和

評

６年度には、前年度

よ

価

り１９件減少となり目

）

標値の達成には至らな

そ

かった。単身高齢者の

の

増加に伴い、虐待以外

１

の在宅困難ケースが増

1

加に転じること

が予想

)

されるため、今後の動

施

向を注視し引き続き早

策

期介入が図られるよう

の

関係機関と連携した対

達

応を行っていく。

【指

成

標3】令和６年度から

状

養護者虐待が障がい援

況

護課での対応、障害者

と

福祉施設従事者等虐待

そ

は障がい福祉課での対

の

応という形に

整理され

原

た。養護者虐待の通報

因

・相談件数は前年度の

の

倍増、障害者福祉施設

分

従事者等の虐待も大幅

析

に増加している。

理由

【

としては、障がい者の

指

権利尊重の理念や虐待

標

防止法の通報義務の浸

1

透、毎年開催している

】

事業所向け研修等を通

平

じて関係機関

との連携

成

が築かれ、相談・通報

２

がしやすい環境が整っ

９

てきたこと等が考えら

年

れる。

障がい者虐待の

度

対応には、ケースによ

よ

っては長期にわたるこ

り

とがあり、今後も関係

高

者との引継ぎや対応方

齢

針の確認・共有等が重

者

要

である。

【指標4】

虐

相談・通報件数が増加

待

したため関係機関への

及

助言を行う機会が増加

び

した。養護者虐待につ

在

いては、多種多様な課

宅

題を抱

えるケースが多

生

く、関係機関等への助

活

言回数の増加につなが

破

った。また、障害者福

綻

祉施設従事者等につい

ケ

ては、小規模な事業所

ー

が

多く自分たちで支援

ス

を多角的、客観的に振

と

り返る機会が少ないた

し

め、障がい福祉課担当

て

が事業所の会議等に参

包

加しグループワーク

を

括

企画したり、支援につ

が

いて一緒に考えたり、

高

あしすとの支援現場で

齢

の見学等の機会を設け

援

た。事業所との連携を

護

深めることで、

相談し

係

やすい環境づくりを行

へ

った。

【指標5】成年

全

後見制度の利用者数は
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

老人ホーム入所措置事業 高・医療介護連携課3759 217,371 31,972 249,343 現状維持 Ａ

成年後見制度利用支援事業 高・医療介護連携課3761 5,620 14,893 20,513 改善・変更 Ａ

成年後見制度利用助成事業 高・介護保険課4261 21,364 17,218 38,582 現状維持 Ａ

高齢者緊急一時保護事業 高・医療介護連携課21165 64,402 62,381 126,783 現状維持 Ａ

合計４事業 308,757 126,464 435,221

3)施施策の手段として位置付け

- 108 -



施

帯」に重点を置いて実

策

施していく。

■ 生活

の

保護受給世帯の子ども

概

への支援については、

要

有子世帯係（子どもが

柱

いる世帯を担当する係

立

を中部第二福祉課

に新

て

設。令和元年度からモ

8

デル運用。）の成果を

【

検証・分析し、高等学

く

校等中退率の抑制を図

ら

る体制を構築していく

し

方　　　針
。

担 当 課 名

】

足福・生活支援推進課

い

（取りまとめ）

電 話 番

つ

号 03-3880-6

ま

276 E-mail

で

seiho-sido

も

u @city.ad

健

achi.tokyo

康

.jp

　稼働能力があ

で

る被保護者について、

住

ハローワーク足立との

み

協定に基づき「生活保

続

護受給者等就労自立促

け

進事業」や

「足立就職

ら

支援コーナー」を活用

れ

した就労支援を展開し

る

ている。

協働・協創
の

安

取 組 み

【目標】１　貧

心

困をなくそう　【ター

な

ゲット】1.3　生活

く

困窮者世帯や生活保護

ら

世帯への生活を保障し

し

ながら自立支

援を行い

施

、貧困の連鎖を終わら

策

せる。
ＳＤＧｓが

【関

群

連する理由】生活保護

名

制度の適正な実施を行

7

い健康で文化的な最低

高

限度の生活を保障する

齢

。また、稼働能力のあ

者

目指す目標
る世帯につ

、

いては、就労支援や学

障

習支援を行い経済的自

が

立を後押ししていく。

い

（ターゲッ
【評価】ハ

者

ローワーク足立や就労

な

準備支援事業者などと

ど

連携し、利用者に寄り

の

添った支援を丁寧に行

生

ったことが、達
ト）と

活

の関
成率を上げること

の

ができた要因だと考え

サ

る。今後も、結果につ

ポ

ながるよう支援の提供

ー

を行っていく。
連及び

ト

評価

　生活困窮者自立

体

支援相談件数の令和６

制

年度目標値については

を

、令和４年度実績で達

充

成したことから5,4

実

00人から6,5

備　

す

　　考 00人に上方修

る

正した。

施 策 名 7.4 くらしやしごとに困っている人が、状況に応じた保障や支援を受けられる体制の強化・充実

■ 困りごとや生きづらさを抱える人や世帯に対しての相談・支援体制を強化・充実させ、必要なサービスに適切に

つなげ、伴走しながら自立を支援していく。

■ 生活保護受給世帯に対しては、健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、必要な援助を行い、自立を

施策の方向 支援していく。

( 目 標 ) ■ 子どもがいる生活保護受給世帯に対しては、子どもの貧困対策に鑑み、必要な援助を行い、自立に向けた就学を

支援していく。

■ 相談者が抱える困りごとは、離職や減収といった経済的な課題だけでなく、傷病や障がい、精神疾患やDV、虐待

、多重債務、元ホームレスなど、複雑かつ多岐にわたっている。

■ 福祉事務所や福祉まるごと相談課をはじめとした関係機関が連携を図り、支援を要する方に必要な支援が行き届

くよう支援している。
現　　　状

■ 生活保護受給世帯に対する就労支援や子どもへの支援等を充実させることにより、自立を支援している。

■ １人の相談者が複数の課題を抱えた相談や、家族やパートナーを含めた相談ケースなどが増加しており、さらに

庁内外の関係機関と連携した支援を実施する必要がある。　

■ 生活保護受給世帯の就労支援については、「その他の世帯」

足

（高齢者世帯・母子世

立

帯・障がい者世帯・傷

区

病世帯

を除く世帯）の

　

就労率が、国の定める

令

ＫＰＩ（改革の進捗管

和

理や測定に必要となる

７

指標）に達していない

年

状況にある

ため、きめ

度

細かい就労支援を行う

施

必要がある。
課　　　

策

題
■ 生活保護受給世

評

帯の子どもへの支援に

価

ついては、高等学校等

調

中退率が、国・東京都

書

よりも高い状況にある

(

ため、

子どもの状況に

令

応じた支援を行う必要

和

がある。

■ 相談者本

６

人やその世帯の困りご

年

とを受けとめ、状況に

度

応じた情報提供を行う

事

とともに、適切な支援

業

先につなげる

など、関

実

係機関と連携した伴走

施

型の支援を実施してい

)

く。

■ 生活保護受給

1

世帯への就労支援につ

 

いては、「その他の世
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度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1,500 1,500 1,500 1,500 -
(4)

実　績　値 1,562 724 1,009 1,065 R6 1,500

達　成　率 104% 104% 48% 48% 67% 67% 71% 71% -

指標名 生活保護受給世帯の高等学校等の中退率　※低減目標　【成果指標】

定義等 生活保護受給世帯に属する高校生のうち、中退した者の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 4.5 4.4 4.2 4 -
(5)

実　績　値 3 4.9 4.4 2.9 R6 4

達　成　率 150% 133% 90% 82% 95% 91% 138% 138% -

指標名 有子世帯係（中部第二福祉課）における子どもの現認率（夏季休業期間）　【活動指標】

定義等 子どもがいる生活保護受給世帯のうち、直接子ども本人に対し現認を行った世帯の割合（令和元年度から実施）
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 98 98 98 100 -
(6)

実　績　値 95.8 97.6 94.4 96.1 R6 100

達　成　率 98% 96% 100% 98% 96% 94% 96% 96% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 56,806,776 69,313,267 59,177,157 53,452,320

人件費 3,322,653 3,307,871 3,102,276 3,403,875

総事業費 60,129,429 72,621,138 62,279,433 56,856,195

前年比(金額) △59,977,837 12,491,709 △10,341,705 △5,423,238

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 生活困窮者における就労等決定者数（就労決定・進路決定者数）　【成果指標】

定義等 生活困窮者自立支援相談（ハローワークへつなぎ）、就労準備支援、学習支援等の後に就労（進路）が決定した人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 250 340 300 330 -
(1)

実　績　値 264 269 271 257 R6 330

達　成　率 106% 80% 79% 82% 90% 82% 78% 78% -

指標名 包括的相談窓口（福祉まるごと相談課）への相談件数　【活動指標】

定義等 属性や分野・内容を問わない、誰でも何でも相談できる相談窓口での相談件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 5,330 6,350 6,000 6,500 -
(2)

実　績　値 6,876 5,640 4,574 5,683 R6 6,500

達　成　率 129% 106% 89% 87% 76% 70% 87% 87% -

指標名 生活保護受給世帯の「その他の世帯」の就労率（稼動収入認定のある世帯の割合）　【成果指標】

定義等 生活保護受給世帯の「その他の世帯」のうち、就労している世帯の割合（稼動収入認定のある世帯の割合）
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 48 48 48 50 -
(3)

実　績　値 39.2 37.1 33.3 30.3 R6 50

達　成　率 82% 78% 77% 74% 69% 67% 61% 61% -

指標名 包括的就労支援事業利用者数　【活動指標】

定義等 生活保護受給世帯員のうち、包括的就労支援事業を利用した人数（令和元年度から事業実施）
指

単　位 人 令和3年度 令和4年

- 110 -



（

有子世帯の親や子ども

前

との関係性を築くだけ

年

ではなく

、子どもの変

度

化をいち早く察しやす

9

くなっている。

2)達

2

成状況と原因分析を踏

人

まえた今後の方向性

【

）

指標1,2】

　就労支

、

援だけに捉われず、相

就

談者本人やその家族、

労

パートナーの状況や困

準

りごとも包括的に受け

備

とめ、世帯全体として

支

の支援に

つなげていく

援

。また、相談の多くを

に

占める中高年世代のみ

つ

ならず、若年層にも届

な

く情報発信を強化・工

い

夫するとともに、新た

で

に作

成した手に取りや

就

すさを重視したPRカ

労

ードを用いて更なる周

決

知をはかっていく。

【

定

指標3,4】

　一人で

し

も多く就労後の自立へ

た

つなげていくため、今

人

後も「その他の世帯」

数

の稼働能力の把握に努

が

めるとともに、生活保

5

護受給者

一人ひとりが

0

抱えている問題を見極

人

め、関係部署や委託先

（

と連携しながら、最も

前

効果的な就労支援を行

年

う。

【指標5,6】

　

度

令和6年4月1日時点

7

で高校生は418名で

8

あり、そのうちの12

人

名が高校中退となった

）

。引き続き訪問による

、

信頼関係の構築や、希

学

望

する進路を達成する

習

ために必要な情報をタ

支

イムリーに提供してい

援

くことが中退を未然に

に

防ぐことに繋がると考

参

える。このためにも

、

加

更なる関係機関との連

し

携により支援を厚くし

た

ていく必要がある。令

中

和7年度からは6福祉

学

課で有子世帯係を展開

3

し、一層の中退率

抑制

年

を目指す。

生で高校等に

4

進学した生徒が91人

 

（前年度101人）で

担

あった。

　ハローワー

当

クでの就労決定者は令

部

和5年度より増加して

に

いるものの、労働市場

お

における人手不足の影

け

響により、就労支援機

る

関を

経由せず、就労に

評

結びついている方も一

価

定数いると考えられる

（

。また、就労準備支援

部

では、長期雇用を望む

長

ニーズが増加しており

評

、時間をかけて慎重に

価

就労先を選んでいる傾

－

向があるため、就労決

１

定数が減少していると

次

分析する。

【指標2】

評

　重層的支援体制整備

価

事業の1つである包括

）

的相談支援（属性や世

そ

代・内容を問わないま

の

るごと相談）の開始に

１

伴い、定期的かつ

時機

1

を捉えた情報発信や関

)

係機関・関係団体への

施

出張説明を実施したこ

策

とにより、令和5年度

の

と比較し1,100件

達

以上の増加につなが

っ

成

た。目標値には届かな

状

かったが、「誰でも何

況

でも相談できる」わか

と

りやすい相談窓口とし

そ

て、広がりを見せ始め

の

ている。

【指標3】

　

原

さまざまな要因により

因

傷病の認定を受けるに

の

至っていないなど受給

分

者の抱える問題が複雑

析

化していることから、

【

「その他の世帯

」が3

指

,118世帯（令和5

標

年度）から3,323

1

世帯（令和6年度）と

】

前年度より205世帯

　

増加した。しかし、「

令

就労による稼働収入を

和

得て

いる世帯」は昨年

6

度とほぼ同数であった

年

ことから達成率は減少

度

した。

【指標4】

　令

の

和4年度に事業者の変

実

更があり、一時的に利

績

用者は減少したものの

の

、利用者数実績は前年

う

度と比較し増加してい

ち

る。目標達成

まであと

、

わずかのため、より利

ハ

用しやすい環境の整備

ロ

を行い、引き続き取り

ー

組みを続けていく。

　

ワ

実績値修正R4：10

ー

87→724、R5：

ク

1181→1009

【

に

指標5】

　夏季休業中

つ

の高校3年生について

な

、進路希望調査を行い

い

学習塾や受験料などの

で

貸付を提案するなど寄

就

り添った支援を行った

労

結果

、中退率の抑制に

決

つながり、目標を上回

定

った。

【指標6】

　夏

し

季休業中の子どもとの

た

直接面談は、有子世帯

人

係による綿密な訪問な

数

どで関係性を築くこと

が

で本人や親の拒否が減

1

ったことによ

り実績は

1

増加した。夏季休業中

6

の直接面談は令和元年

人

度から実施しており、
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２１事業 53,452,320 3,403,875 56,856,195

3)施施策の手段として位置付け

- 112 -



福祉 管

3

8 9,796 39,8

6

34 改善・変更 Ａ

合計

7

２１事業 53,452

4

,320 3,403,

3

875 56,856,

4

195

,100

理

15,

別紙

3

4

)施策の手段として位

9

置付けられる事務事業

6

の評価結果
事務事業 施

4

策への
事務事業名 事業

9

費 人件費 総事業費 課長

,

評価 担当課コ ー ド

5

貢献度

課

96 現状維持 Ｂ

応急小

3

口資金貸付事務 福祉管

6

理課3676 977 5

6

,680 6,657 現

9

状維持 Ａ

福祉事務所管

1

理運営事務 足福・生活

,

支援推進
課

3753 1

9

30,840 156,

資 2

220 287,060

2

改善・変更 Ｂ

福祉事務

3

所施設維持補修事務 足

9

福・生活支援推進
課

3

,

754 8,159 6,

2

973 15,132 現

4

状維持 Ｂ

宿泊所・自立

4

支援センター等の共同

4

管理事務 足福・生活支

1

援推進
課

3756 11

金 ,

9,497 861 12

1

0,358 現状維持 Ａ

6

母子父子自立支援員等

6

の活動事業 足福・生活

現

支援推進
課

3757 1

状

28 66,146 66

維

,274 現状維持 Ａ

中

持

国残留邦人等生活支援

Ａ

事業 高・高齢包括ケア

旧

課3758 286,3

償

軍

62 27,885 31

人

4,247 現状維持 Ｂ

等

入院助産費給付事業 足

の

福・生活支援推進
課

3

援

765 23,059 3

護

5,555 58,61

及

4 現状維持 Ｂ

生活保護

び

費給付事業施行事務 足

叙

福・生活支援推進
課

3

勲

766 454,848

還

伝

676,754 1,1

達

31,602 改善・変

事

更 Ａ

生活保護費給付事

務

業 足福・生活支援推進

福

課
3767 47,23

祉

9,482 2,056

管

,349 49,295

理

,831 現状維持 Ａ

生

課

活保護法外援護費給付

3

事業 足福・生活支援推

事

6

進
課

3768 52,5

7

42 74,719 12

3

7,261 改善・変更

5

Ａ

低所得者・離職者対

2

策事業 足福・生活支援

8

推進
課

4660 2,3

6

21 25,277 27

1

,598 現状維持 Ａ

住

9

居確保給付金支給事業

1

足福・生活支援推進
課

務

3

7119 14,184

縮

48,346 62,5

小

30 拡充 Ａ

母子生活自

Ｃ

立支援事業 足福・生活

行

支援推進
課

21395

旅

127,745 54,

死

667 182,412

亡

現状維持 Ａ

母子及び父

人

子福祉資金貸付事務 福

取

祉管理課21763 0

福

扱

12,567 12,5

法

67 現状維持 Ａ

公衆便

及

所の維持管理事業 道・

び

公園維持課23125

墓

49,597 12,5

地

67 62,164 現状

埋

維持 Ｂ

低所得世帯への

葬

臨時給付金の支給事務

法

【投資】 福祉管理課2

に

3544 53,548

祉

係

517 54,065 現

わ

状維持 Ｃ

低所得世帯へ

る

の臨時給付金の支給事

事

務【経常】 福祉管理課

務

23546 4,822

福

,919 77,395

祉

4,900,314 現

管

状維持 Ｃ

ひきこもり支

理

援事業 まるごと相談課

課

23906 30,03
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施

。

■　障がい福祉に関

策

連するネットワークを

の

拡充することで、身近

概

な地域で相談ができ必

要

要なサービスの支援を

柱

受け
方　　　針

　られ

立

ることにより、生活の

て

質が向上することを目

8

指していく。

担 当 課 名

【

福祉管理課（取りまと

く

め）

電 話 番 号 03-3

ら

880-5871 E-

し

mail f-kanr

】

i@city.ada

い

chi.tokyo.

つ

jp

　民生・児童委員

ま

は地域で支援を必要と

で

する人々と行政機関と

も

の橋渡し役である。民

健

生・児童委員等との協

康

働・協創

を進め、地域

で

の中で相談できる、支

住

え合える地域づくりを

み

進める。

【庁内協働】

続

足立福祉事務所、社会

け

福祉協議会、福祉部各

ら

課、災害対策課、絆づ

れ

くり担当課、こころと

る

からだの健康

協働・協

安

創 づくり課、各保健セ

心

ンター、生活環境保全

な

課、子ども政策課、こ

く

ども支援センターげん

ら

きなど

の 取 組 み

17 

し

パートナーシップで目

施

標を達成しよう【ター

策

ゲット:17.17】

群

　民生・児童委員をは

名

じめ、地域・関係機関

7

と協働・協創を進めて

高

いる。
ＳＤＧｓが
目指

齢

す目標
（ターゲッ
ト）

者

との関
連及び評価

【指

、

標２・５】コロナ禍の

障

影響で実績が減少した

が

ことに伴い令和５年度

い

から目標値を下方修正

者

。

備　　　考 【指標３

な

】令和４年度実績で目

ど

標値を達成したことに

の

伴い令和５年度～令和

生

６年度と目標値を上方

活

修正。

【指標６】令和

の

５年度策定の障がい福

サ

祉関連計画において目

ポ

標値の見直しを行った

ー

ことに伴う上方修正。

ト体制を充実する

施 策 名 7.5 民生・児童委員などとの連携強化等を通じ、地域で支え合う体制の充実

■　民生・児童委員等との協働・協創による地域の絆づくりを推進し、地域の中に相談できる人がいることを実感

　できる地域づくりを進めていく。

■　障がい者支援において地域の身近な支え手を増やすことで、より多くの人が支え合う地域づくりを推進してい

施策の方向 　く。

( 目 標 )

■　民生・児童委員は、住民からの相談・支援や高齢者・障がい者・生活保護受給世帯の訪問に加え、児童虐待や

　子どもの貧困世帯の見守り、避難行動要支援者への災害対応等多岐に渡る活動を行っている。

■　町会・自治会、民生・児童委員による高齢者への声かけや見守りにより、孤立のおそれのある方を早期に発見

　し、必要な行政サービスや地域活動につなげている。
現　　　状

■　障がい者が必要とする支援は、障がい種別により異なるが、身近な地域で障がい者が相談できる支援体制は、

　充足しているとは言えない状況である。

■　民生・児童委員の経験年数は計画策定時の平成27年は平均10年であったが、令和2年現在は7年と経験年数が減

　少している。また、民生・児童委員の欠員は解消せず、現民生・児童委員の負担増にもなっている。

■　血縁・地縁・社縁など人と人とのつながりが薄れ、社会的な孤立に陥りやすい社会

足

環境があるため、町会

立

・自

　治会をはじめと

区

した様々な地域の主体

　

と協働・協創し、地域

令

コミュニティを活性化

和

する必要がある。

■　

７

地域共生社会を実現す

年

るために、身近な地域

度

の方々の障がいに対す

施

る理解を深め、必要な

策

支援について共に考
課

評

　　　題
　えていくこ

価

とが必要である。

■　

調

経験年数の短い民生・

書

児童委員への実践的な

(

研修を厚く実施するこ

令

とで活動しやすくする

和

とともに、各地区会

　

６

長との情報共有を図り

年

、欠員解消への協力を

度

依頼していく。

■　町

事

会・自治会等による調

業

査をきっかけに地域で

実

自主的な声かけや見守

施

り活動を行う団体を増

)

やし、互いに支え

　合

1

う絆のあんしんネット

 

ワークを強化していく
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令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 50 50 50 -
(4)

実　績　値 46.6 34.8 34.8 34.8 R6 50

達　成　率 0% 93% 70% 70% 70% 70% 70% 70% -

指標名 《主な活動指標②－1》民生・児童委員が扱う相談・支援件数【活動指標①-1の再掲】

定義等 民生・児童委員が毎月提出する活動記録から算出、年間延べ活動件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 60,000 60,000 58,000 58,000 -
(5)

実　績　値 30,489 36,815 40,247 43,004 R6 58,000

達　成　率 51% 53% 61% 63% 69% 69% 74% 74% -

指標名 《主な活動指標②－２》障がい関連ネットワークの開催回数

定義等 地域自立支援協議会とその各部会・障がい福祉サービス事業所ネットワークなどの開催回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 45 45 45 62 -
(6)

実　績　値 46 51 56 65 R6 62

達　成　率 102% 74% 113% 82% 124% 90% 105% 105% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 771,439 860,847 4,548,350 7,033,632

人件費 157,589 149,072 268,620 315,852

総事業費 929,028 1,009,919 4,816,970 7,349,484

前年比(金額) △2,227,300 80,891 3,807,051 2,532,514

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 《成果指標①》家族・友人・知人以外に何かあった時に相談する相手がいる高齢者の割合

定義等 足立区高齢者等実態調査における何かあった時の相談相手（家族・友人・知人以外）の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 58.8 59.2 59.6 60 -
(1)

実　績　値 57.7 58 58 58 R6 60

達　成　率 98% 96% 98% 97% 97% 97% 97% 97% -

指標名 《主な活動指標①－1》民生・児童委員が扱う相談・支援件数

定義等 民生・児童委員が毎月提出する活動記録から算出、年間延べ活動件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 60,000 60,000 58,000 58,000 -
(2)

実　績　値 30,489 36,815 40,247 43,004 R6 58,000

達　成　率 51% 53% 61% 63% 69% 69% 74% 74% -

指標名 《主な活動指標①－２》「わがまちの孤立ゼロプロジェクト」実施団体数

定義等 高齢者実態調査等をきっかけに自主的な見守り活動を開始した町会・自治会等の数
指

単　位 団体 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 98 102 115 120 -
(3)

実　績　値 96 105 110 128 R6 120

達　成　率 98% 80% 103% 88% 96% 92% 107% 107% -

指標名 《成果指標②》家族や行政以外に、相談できる相手がいる障がい者の割合

定義等 障がい福祉計画策定時に実施する調査で、家族・行政以外に相談できる相手がいると回答した人の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
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高

、社会的な孤立に陥り

齢

やすい無縁社会とも呼

者

ばれる社会環境に拍車

実

がかかっている状況で

態

ある。

　民生・児童委

調

員や町会・自治会をは

査

じめ、様々な地域の主

に

体との連携を強化し、

基

見守り活動等をさらに

づ

充実させることにより

く

、

地域に相談できる人

指

がいることを実感でき

標

る地域づくりを進める

で

。また、各種ネットワ

あ

ークの強化や支援の充

る

実を図ることにより

、

。

地域の支え手を増やし

令

、多くの人が支え合う

和

地域づくりを推進して

４

いく。

年度に

実施した調査結果では５８．０％と目標を下回った。家族や友人・知人以外の相談

4

相手で一番多いのは「

 

医師・歯科医師・看護

担

師

」の２２．６%、町

当

会・自治会、民生・児

部

童委員、社会福祉協議

に

会等は１０．２%で、

お

地域の中で身近に相談

け

できる相手の確保や機

る

会が増えるような地域

評

づくりを進める必要が

価

ある。

【主な活動指標

（

①－１】

　４３，００

部

４件と目標を下回った

長

。コロナ禍を経て、対

評

面での面談や訪問、各

価

種会議・研修が再開は

－

したものの、目標を下

１

回っ

た。今後について

次

は、制限のない従来の

評

活動に戻っており、目

価

標値に近づくと考えら

）

れる。

【主な活動指標

そ

①－２】

　高齢者実態

の

調査実施時や、結果報

１

告会などの機会を捉え

1

登録勧奨したことによ

)

り１８団体の増となり

施

目標を上回った。

　引

策

き続き、わがまちの孤

の

立ゼロプロジェクトへ

達

の登録勧奨を行い、孤

成

立のおそれのある高齢

状

者を早期発見できる地

況

域づくりを進

めていく

と

。

【成果指標②】

　障

そ

がい福祉計画策定のた

の

め、３年に１度実施す

原

る実態調査結果に基づ

因

く指標である。令和４

の

年度の調査では３４．

分

８％と前回調

査の４６

析

．６％を下回る結果と

【

なった。相談できる人

成

がいないと回答した人

果

が１０．０％と高く、

指

地域における相談体制

標

の構築が

課題となって

①

いる。次回は令和７年

】

度の調査を予定してい

　

る。

【主な活動指標②

高

－１】

　４３，００４

齢

件と目標を下回った。

者

コロナ禍を経て、対面

保

での面談や訪問、各種

健

会議・研修が再開はし

福

たものの、目標を下回

祉

っ

た。今後については

計

、制限のない従来の活

画

動に戻っており、目標

・

値に近づくと考えられ

第

る。

【主な活動指標②

９

－２】

　障がい者ケア

期

マネジメント評価会議

介

、地域生活支援拠点等

護

担当者会の２つの障が

保

い関連ネットワークを

険

追加し開催したため、

事

ネ

ットワーク数が増え

業

た。開催回数は目標を

計

上回り、関係機関相互

画

の情報共有が促進され

策

た。

2)達成状況と原

定

因分析を踏まえた今後

時

の方向性

　コロナ禍を

に

経て、各種活動の制限

３

がなくなりつつあり、

年

目標の達成率に改善傾

に

向が見られた。その中

１

でも、様々な周知方法

度

や実

施方法に工夫等を

実

重ねて目標の一部は達

施

成した。長引いたコロ

す

ナ禍の影響により、絆

る

や人間関係が希薄化し
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

福祉管理事務 福祉管理課3660 28,919 48,725 77,644 現状維持 Ｂ

足立区社会福祉協議会への運営費助成事務 福祉管理課3661 649,560 861 650,421 現状維持 Ａ

地域福祉振興基金積立金 福祉管理課3662 42,403 861 43,264 現状維持 Ａ

福祉関係施設改修事業【経常】 福祉管理課3664 198 861 1,059 現状維持 Ｂ

ボランティアセンターの管理運営委託事務 福祉管理課3665 23,230 1,722 24,952 改善・変更 Ｂ

地域保健福祉の推進事業 福祉管理課3667 3,698 3,444 7,142 現状維持 Ａ

民生委員推薦会運営事務 福祉管理課3670 322 12,567 12,889 現状維持 Ａ

民生・児童委員活動支援事業 福祉管理課3671 68,178 33,397 101,575 現状維持 Ａ

足立区保護観察協会への助成事務 福祉管理課3672 2,157 12,914 15,071 現状維持 Ａ

苦情解決委員会運営事業 高・医療介護連携課3684 846 6,284 7,130 現状維持 Ａ

社会福祉法人認可及び指導監査事務 福祉管理課17209 2,603 25,827 28,430 現状維持 Ａ

包括的相談支援事業 まるごと相談課20845 99,832 90,047 189,879 拡充 Ａ

福祉サービス第三者評価事業 高・介護保険課21748 38,996 8,609 47,605 現状維持 Ａ

居場所を兼ねた学習支援事業 足福・生活支援推進
課

23706 162,553 18,079 180,632 現状維持 Ａ

福祉総合システム運

3

用管理事務 福祉管理課

)

24202 5,910

施

,137 51,654

施

5,961,791 現

策

状維持 Ｂ

合計１５事業

の

7,033,632 3

手

15,852 7,34

段

9,484

として位置付け
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施

kou@city.a

策

dachi.toky

の

o.jp

　協働・協創

概

の視点に基づくベジタ

要

ベライフ協力店、民間

柱

企業、ヘルスボランテ

立

ィア等との事業展開で

て

、自ずと野菜

を摂取で

8

きる環境整備に取り組

【

んでいく。

　民間企業

く

とがん対策に関する連

ら

携協定を締結し、区民

し

の方へ区のがん検診の

】

案内や申し込みへの協

い

力、がん講座の

協働・

つ

協創 開催等により、区

ま

民のがんに関する正し

で

い知識の啓発や、がん

も

検診受診率向上に取り

健

組んでいる。

の 取 組 み

康

　また、10月の乳が

で

ん月間では、がん経験

住

者（がんサバイバー）

み

や民間企業と連携し、

続

乳がん検診の啓発を行

け

ってい

る。

３すべての

ら

人に健康と福祉を

「野

れ

菜を食べやすい環境づ

る

くり」を進めることで

安

、区民が意識しなくて

心

も自然と野菜を摂取す

な

ることができ、健康寿

く

ＳＤＧｓが
命の延伸・

ら

健康格差の縮小につな

し

がる。
目指す目標

　が

施

ん罹患率が増加する年

策

代より若い年齢層に対

群

する受診勧奨を強化し

名

、受診率向上を図るこ

8

とで、がんの早期
（タ

健

ーゲッ
発見・早期治療

康

につながり、区民の健

寿

康維持・健康寿命の延

命

伸に寄与していく。
ト

の

）との関
連及び評価

備

延

　　　考

伸を実現する

施 策 名 8.1 住んでいると自ずと健康になれる仕組みの構築

　健康寿命の延伸に向け、糖尿病対策に重点を置き、区民が野菜を食べやすい環境づくりを進め、野菜摂取量の増加

を図っていく。また、区民のがん検診の受診状況を把握し、効果的な受診勧奨を進めていく。

施策の方向
( 目 標 )

　平成27年の健康寿命は、平成22年に比べ男女ともに1歳以上延伸し、東京都平均との差は男性1.53歳、女性1.14歳

まで縮小した。

　ベジタベライフ協力店は、624店舗（平成27年）から815店舗（令和元年）に増加した。

　「がん検診の制度が分かりにくい」と答えた人の割合は、平成26年度28.2％（衛生部調査）から令和元年度12.3％
現　　　状

（世論調査）に改善されている。

　区のがん検診受診率は減少傾向にあるが、会社や個人で検診を受けている場合など、区民全体の受診状況が把握で

きていなかった。

　野菜から食べている区民割合は増加したが、推定平均野菜摂取量は横ばいであるため、学校保健、地域保健での啓

発に加え、事業所などの職場領域における産業保健への啓発を進めていく必要がある。

　世論調査によって、今まで見えなかったがん検診の受診状況を把握し、受診率の低い世代に重点的に受診勧奨を進

めていく必要がある。

　区のがん検診だけでなく、区民全体の受診向上を図るための啓発が必要である

足

。
課　　　題

　ベジタ

立

ベライフ協力店を増や

区

す等の環境整備に加え

　

、働き世代を対象にし

令

た元気な職場づくり応

和

援事業(健康経営

）を

７

通じて、野菜摂取量の

年

増加をはじめとした生

度

活習慣の改善につなげ

施

ていく。

　世論調査の

策

質問を見直して区民全

評

体のがん検診の受診状

価

況を把握し、受診率が

調

低い年代や性別などに

書

ターゲットを

絞った啓

(

発や受診勧奨を実施し

令

ていく。

　早期発見・

和

早期治療による治療費

６

の負担軽減など、がん

年

検診を受診することの

度

メリットを広く周知し

事

、受診意欲の
方　　　

業

針
向上に努めていく。

実

担 当 課 名 こころとから

施

だの健康づくり課（取

)

りまとめ）

電 話 番 号 0

1

3-3880-543

 

3 E-mail ken
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3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 50 50 50 -
(5)

実　績　値 38.1 37 43.7 42 R6 50

達　成　率 76% 76% 74% 74% 87% 87% 84% 84% -

指標名 【活動1-5】自宅や職場などの身近な場所で運動・スポーツを行う区民の割合【施策3-3の再掲】

定義等 世論調査で「自宅や職場及びその周辺」で運動・スポーツに取り組む区民の割合【施策3-3の再掲】
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 45 71 73 -
(6)

実　績　値 - 69 73 70 R6 73

達　成　率 0% 0% 153% 95% 103% 100% 96% 96% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 726,140 724,353 770,800 797,456

人件費 372,376 365,903 382,478 460,740

総事業費 1,098,516 1,090,256 1,153,278 1,258,196

前年比(金額) 66,270 △8,260 63,022 104,918

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】区民の健康寿命（男性）

定義等 厚生労働省健康寿命算定プログラム、平均自立期間の年齢
指

単　位 歳 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 78.9 - - -
(1)

実　績　値 - 78.41 - - R6 78.9

達　成　率 0% 0% 99% 99% 0% 0% 0% 0% -

指標名 【活動1-1】あだちベジタベライフ協力店登録数

定義等 あだちベジタベライフ協力店登録数
指

単　位 店舗 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 900 900 900 900 -
(2)

実　績　値 875 827 908 971 R6 900

達　成　率 97% 97% 92% 92% 101% 101% 108% 108% -

指標名 【活動1-2】元気な職場づくり応援事業支援事業所数（累計）

定義等 元気な職場づくり応援事業支援事業所数（令和元年度からの累計）
指

単　位 事業所 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 10 15 20 25 -
(3)

実　績　値 5 10 13 16 R6 25

達　成　率 50% 20% 67% 40% 65% 52% 64% 64% -

指標名 【活動1-3】区民の１日あたりの推定平均野菜摂取量

定義等 区民の１日あたりの推定平均野菜摂取量
指

単　位 ｇ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 290 300 300 320 -
(4)

実　績　値 219 233 217 213 R6 320

達　成　率 76% 68% 78% 73% 72% 68% 67% 67% -

指標名 【活動1-4】この一年間で何らかのがん検診を受診した区民の割合

定義等 世論調査で何らかのがん検診を受診した区民の割合
指

単　位 ％ 令和
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り

から1-3に掲げた内

、

容を達成させ、糖尿病

平

を重症化させない取組

成

や健診の

受診勧奨を強

2

化し、区民の健康寿命

2

の延伸を実現する。

指

年

標(2)【活動1-1

に

】閉店等により一定数

比

の脱退が生じるため新

べ

規開拓委託による店舗

男

数増を図るとともに、

女

のぼり旗等のメンテナ

と

ンス委託による既存店

も

舗の質の向上も図る。

に

また、引き続き、飲食

健

店を中心に日常的に利

康

用するスーパーマーケ

寿

ットや総菜・弁当

販売

命

店等との連携を強化す

が

る。

指標(3)【活動

約

1-2】他の多くの事

2

業所でも取り組めるよ

歳

うな支援事業所の取組

延

事例や、支援満了事業

伸

所の成功事例（健康優

し

良企業

の認定取得など

た

）を区ホームページや

が

健康経営講演会等で紹

、

介し、健康経営の必要

目

性を広く周知する。ま

標

た、様々な業種・業態

値

の

事業所を支援してい

に

くことで多くのモデル

は

ケースをつくり、健康

達

経営に取り組む区内事

し

業所を拡大していくた

な

めに、あだち広報等

で

か

周知を行い、新規5事

っ

業所の募集を行う。

指

た

標(4)【活動1-3

。

】保健センターの健診

※

や教室の他、食育月間

　

や糖尿病月間を通じて

指

、積極的に働き世代が

標

集まる場に出向き、測

(

定会等を実施し気づき

1

を促す。また食育月間

)

は楽しく、楽（簡単）

に

に野菜を食べる「楽ベ

つ

ジ」をテーマに多忙、

い

経済的理由など「

個別

て

の事情」に合わせた情

：

報発信等を行ったり、

令

ベジタベライフ協力店

和

や北足立市場、コンビ

2

ニ等と連携し、野菜摂

年

取量アップに

向けた取

の

組みを進める。

指標(

健

5)【活動1-4】が

康

んの早期発見・早期治

4

寿

療には、がん罹患率が

命

増加する年代よりも若

を

い世代から受診するこ

令

とが重要である。

子宮

和

頸がんや乳がんは20

4

代からの女性をターゲ

年

ットとした女性がんの

に

リーフレット型受診券

算

の送付を継続し、その

出

他のがん検診に

ついて

 

し

も40代50代に向け

た

区公式LINEといっ

数

たツールを活用したが

値

ん検診啓発を行うこと

。

で、受診勧奨を強化し

※

ていく。

指標(6)【

　

活動1-5】（施策3

女

-3の再掲） 運動や

性

スポーツに関心の薄い

数

区民に対して、読書や

担

値

文化活動との連携によ

は

るスポーツを入

口とし

下

ない「ちょいスポ」の

記

考え方を取り入れた事

の

業を継続して実施して

と

いく。また、スポーツ

お

を身近に感じ、より楽

り

しむための

「みるスポ

で

ーツ」の実施を拡大す

あ

るなど、より身近なア

当

る

プローチにより区民の

。

裾野を広げていく（ス

令

ポーツ振興課）。

和2年　実績値

部

82.99歳（R6目

に

標値83.3歳）

指標

お

(2)【活動1-1】

け

新規開拓委託等により

る

110店舗の新規登録

評

があった一方で、閉店

価

等のため44店舗が脱

（

退となった。全体では

部

令

和5年度から63店

長

舗が増えて、目標値を

評

上回った。

指標(3)

価

【活動1-2】令和6

－

年度は3事業所を新た

１

に選定したが、目標値

次

を下回った。3か年度

評

の支援が満了となった

価

事業所は5事業所

で少

）

数なうえ、コロナ禍で

そ

支援の中断も度々あっ

の

たため、各事業所の健

１

康課題の改善に向けた

1

取り組みや、区の支援

)

による成功事

例がまだ

施

僅かであることから、

策

支援事業所の更なる拡

の

大が必要である。

指標

達

(4)【活動1-3】

成

区民まつり等での啓発

状

、食育月間には飲食店

況

やスーパー、コンビニ

と

、青果店等での啓発を

そ

行ったり、糖尿病月

間

の

にはスポーツ振興課と

原

連携しベジタベと運動

因

の啓発を行った。さら

の

に元気な職場づくり応

分

援事業や40歳前の健

析

康づくり健診、商

店街

指

や図書館等で、推定野

標

菜摂取量が測定できる

(

ベジチェックを活用し

1

た啓発を行なったが、

)

食習慣調査による区民

【

の推定野菜摂

取量は、

成

ここ数年横ばいである

果

（参考：国の推定野菜

1

摂取量（国民健康・栄

】

養調査）は減少傾向）

平

。

指標(5)【活動1

成

-4】令和2年度から

2

世論調査の設問を新設

5

し、がん検診受診状況

年

を指標とした。令和6

に

年度「何らかのがん検

開

診を受

診した」と回答

始

した割合は42.0％

し

で、目標達成には至ら

た

なかったが、令和3、

「

4年度と比べて受診率

糖

の増加傾向は続いてい

尿

る。

性別内訳では、女

病

性（67.3％）が男

ア

性（31.9％）で、

ク

毎年女性が多い状況と

シ

なっている。

指標(6

ョ

)【活動1-5】自宅

ン

や職場、その周辺とい

プ

った身近な場所で、運

ラ

動・スポーツに取り組

ン

む区民の割合は70％

」

であり、目標を下

回っ

を

た。しかし、令和4年

推

度から70％と横ばい

進

であり、定着が進んで

す

いると考えられる。

2

る

)達成状況と原因分析

こ

を踏まえた今後の方向

と

性

指標(1)【成果1

に

】糖尿病対策に重点を

よ

置き、活動指標1-1
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

栄養指導推進事業 足立保健所中央本町
保総課3844 258 27,052 27,310 現状維持 Ａ

食育推進事業 こころからだ課3845 3,528 38,905 42,433 改善・変更 Ａ

歯科保健活動事業 データヘルス課3847 6,632 49,324 55,956 拡充 Ａ

歯周病予防事業 データヘルス課3848 44,070 20,305 64,375 拡充 Ａ

健康あだち２１推進事業 こころからだ課3849 5,298 88,011 93,309 拡充 Ａ

がん検診事業 データヘルス課3853 478,150 40,571 518,721 改善・変更 Ａ

上乗せ項目健康診査事業 データヘルス課3856 151,955 2,583 154,538 改善・変更 Ａ

健康増進健康診査事業 データヘルス課5190 20,976 2,979 23,955 改善・変更 Ａ

こころといのちの相談支援事業 こころからだ課15447 11,510 21,176 32,686 拡充 Ａ

若年者の健康づくり事業 データヘルス課19809 33,745 48,936 82,681 改善・変更 Ａ

糖尿病予防健診事業 データヘルス課21354 25,237 4,384 29,621 改善・変更 Ａ

糖尿病対策事業 こころからだ課21364 12,202 76,478 88,680 拡充 Ａ

データヘルス推進事業 データヘルス課21712 406 12,567 12,973 改善・変更 Ａ

健康リスタート事業 足保・江北保健23694 3,489 27,469 30,958 拡充 Ａ

合計１４事業 797,456 460,740 1,258,196

3)施施策の手段として位置付け
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施

水準の向上を推

進して

策

いく。
方　　　針

担 当

の

課 名 衛生管理課（取り

概

まとめ）

電 話 番 号 03

要

-3880-5891

柱

E-mail e-ka

立

nri@city.a

て

dachi.toky

8

o.jp

　足立区医師

【

会、東京都足立区歯科

く

医師会、足立区薬剤師

ら

会、東京都柔道整復師

し

会足立支部等と協働す

】

ることにより

医療提供

い

体制の安定的な確保に

つ

取り組んでいる。

協働

ま

・協創
の 取 組 み

　令和

で

4年1月に開院した大

も

学病院や、医療・介護

健

・健康の拠点として令

康

和7年4月に開設した

で

「すこやかプラザ　あ

住

だ

ち」により、区民が

み

安心する地域医療の充

続

実、健康的な生活の確

け

保に寄与するものと考

ら

える。
ＳＤＧｓが

【S

れ

DG'sﾀｰｹﾞｯﾄ

る

】3.1、3.2、3

安

.6、3.8、17
目

心

指す目標
（ターゲッ
ト

な

）との関
連及び評価

備

く

　　　考

らし

施 策 群 名 8 健康寿命の延伸を実現する

施 策 名 8.2 地域における保健・医療体制の充実

　休日・夜間における医療体制の確保や、東京女子医科大学附属足立医療センターの連携を通じて、安心して暮らせ

る医療体制の充実を図る。

　さらなる区民サービス向上のために、地域保健活動の拠点となる保健所・保健センターの適正な管理運営を推進す

施策の方向 る。

( 目 標 ) 　新しい生活様式に対応するため、ＩＣＴを活用した健康保持・増進事業を推進する。

　区民の医療不安をなくすため、年間100％の休日応急診療事業等の開設を実施しているほか、一般の歯科診療所に

おいて治療が困難な年間370名程度の障がい児が継続的に診療できる場を提供している。

　地域の医療需要や社会情勢を東京女子医科大学附属足立医療センターの運営に反映させることで、安心できる医療

体制の充実を図っている。
現　　　状

　保健所の適正な管理運営と保健衛生事業の円滑な推進を確保するため、東部を除く保健センター等の窓口業務を委

託している。

　いつでも安心して受診できる医療体制を維持するためには、医療従事者の安定確保が課題となっている。また、高

度かつ専門的な医療の機能を有する東京女子医科大学附属足立医療センターの運営等に当たり、地域との緊密な連携

及び永続的かつ健全な経営を図る必要がある。

　保健センター等窓口の委託により、業務の可視化・標準化を促進し

足

ているが、区民が求め

立

る待合時間の短縮など

区

引

き続き業務水準のレ

　

ベルアップが必要であ

令

る。
課　　　題

　新し

和

い生活様式に見合った

７

サービスの提供として

年

、保健センター等業務

度

のＩＣＴ化を検討し、

施

区民の課題解決と負

担

策

軽減を図るための業務

評

革新を推進する必要が

価

ある。

　引き続き区民

調

が安心して利用できる

書

医療体制づくりのため

(

、医療従事者の安定し

令

た確保に向け、各師会

和

等関係機関

との連携を

６

強化し安定した開設を

年

目指すほか、令和4年

度

1月に開院した東京女

事

子医科大学附属足立医

業

療センターとの連

携を

実

推進する。

　区民の利

施

便性を一層高めるため

)

、受託事業者と調整し

1

、保健センター業務の

 

さらなる効率化、業務
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(5)
実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 5,753,231 3,079,008 1,710,481 5,202,568

人件費 369,279 410,180 436,370 508,551

総事業費 6,122,510 3,489,188 2,146,851 5,711,119

前年比(金額) 4,107,328 △2,633,322 △1,342,337 3,564,268

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「安心して受診できる医療機関が身近にある」と感じている区民の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 68 68 68 70 -
(1)

実　績　値 66 66.3 71.6 74.5 R6 70

達　成　率 97% 94% 98% 95% 105% 102% 106% 106% -

指標名 休日応急診療所における開設予定日数に対する実際に開設できた日数の割合

定義等 全ての診療予定日で診療しているかにより、地域の医療基盤の充実を測る
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 -
(2)

実　績　値 100 100 100 100 R6 100

達　成　率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名 窓口アンケートにおける窓口の「要件終了までの時間」が早いと感じている区民の割合

定義等 窓口アンケートにおける窓口の「要件終了までの時間」が早いと感じている区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 91 93 93 -
(3)

実　績　値 89.8 92 90.6 90 R6 93

達　成　率 0% 97% 101% 99% 97% 97% 97% 97% -

指標名 委託従事者の業務習熟度

定義等 委託従事者の業務習熟度
指

単　位 点 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 3.1 3.4 3.5 -
(4)

実　績　値 3 3.4 3.45 3.45 R6 3.5

達　成　率 0% 86% 110% 97% 101% 99% 99% 99% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
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立

の整備に努めていく。

医

【指標2】令和6年度

療

のインフルエンザ大流

セ

行を踏まえ、令和7年

ン

度は診療体制の調整に

タ

ついても柔軟に対応で

ー

きるよう仕様を整え

る

等

ことで、休日応急診療

と

所の予定日数全開設を

の

目指し、引き続き安定

連

した休日診療体制を確

携

保していく。

【指標3

に

】窓口が混雑している

よ

状況でも来庁者への声

る

掛けや待ち時間の見込

地

みを伝えるとともに、

域

1人あたりに要する時

医

間を短縮し

お待たせす

療

る時間を少なくするた

の

めに、申請に必要な書

基

類等の事前準備や窓口

盤

が空き次第順次対応で

整

きるよう従事者間での

備

連携、

研修、OJTに

に

より従事者の業務知識

注

の更なる向上を図り、

力

来庁者が「待たされて

し

いる」と感じさせない

、

ような対応となるよう

緊

、委

託事業者と協議を

急

重ねていく。

【指標4

受

】委託従事者の業務習

診

熟度については、引き

を

続き3点以上を維持す

迷

るとともに今後更なる

っ

向上が図られるよう、

て

委託事業者

と情報共有

い

を適宜行い、より満足

る

度の高い窓口運営とな

方

るよう協議を続けてい

へ

く。

の医療機関等の情報提供に努めた結果、「

4

安心して受診できる医

 

療機関が

ある」と感じ

担

ている区民の割合が大

当

きく上昇したものと考

部

えられる。

【指標2】

に

医師会や薬剤師会等と

お

密な連携を図りながら

け

、インフルエンザ等感

る

染症流行期の医療体制

評

を強化することで、予

価

定通り

開設することが

（

できた。

【指標3】要

部

件終了までの時間が早

長

いと感じている割合は

評

90％で、令和5年度

価

から0.6ポイント下

－

がり、目標値93％に

１

は満たなかっ

た。接客

次

時間や待ち時間の短縮

評

を図るため、業務習熟

価

度の向上に努め、従事

）

者間での連携など業務

そ

改善に取り組んでいる

の

が、対応

時間を要する

１

自立支援医療について

1

、制度の説明や転入の

)

申請、医療機関の変更

施

希望、自立支援医療や

策

精神障害者手帳の更新

の

と変

更を同時に行うケ

達

ースなど、記入や案内

成

等でお客様に寄り添っ

状

た対応が必要な件数が

況

増加したことが原因と

と

考えられる。

【指標4

そ

】委託事業者の業務習

の

熟度については、4段

原

階（1～4）で委託事

因

業者の業務責任者が評

の

価しており、令和6年

分

度は平均3.45

点で

析

、令和5年度と同一で

【

目標値3.5点とほぼ

指

同水準であった。各保

標

健センター従事者は原

1

則3年間で入れ替わる

】

ため、これまで都

度立

休

てていた採用計画を令

日

和3年度より毎年度必

応

ず長期的な採用計画を

急

立案し、毎月人事会議

診

で見直しを行うよう改

療

善した。加え

て、新人

及

従事者の業務スキル向

び

上のための導入、3か

平

月、6か月時研修の実

日

施やOJT、OFFJ

夜

Tによる実務研修、管

間

理者層の育成・研修

の

小

実施により、従事者の

児

入れ替わりによる業務

初

習熟度の低下抑制が図

期

られている。

（参考）

救

業務習熟度3点：正確

急

に業務を理解して、ひ

診

とりで実施できるレベ

療

ル

2)達成状況と原因

事

分析を踏まえた今後の

業

方向性

【指標1】江北

の

休日応急診療所につい

ほ

ては、令和7年4月の

か

移転と同時に1診療か

、

ら2診療に拡大し、診

東

療体制を強化する。ま

京

た、今

後の東部休日応

女

急診療所移転について

子

も関係団体と協議を重

医

ねながら、地域のニー

科

ズに応じた医療体制を

大

確保できるよう調整を

学

進

め、かかりつけ医が

附

休診であっても安心感

属

を持っていただけるよ

足

う、引き続き医療基盤
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

保健衛生一般管理事務 衛生管理課3815 22,718 65,755 88,473 現状維持 Ａ

衛生統計事務 衛生管理課3817 1,045 9,470 10,515 現状維持 Ｂ

衛生関係施設改修事務 衛生管理課3821 3,587,572 34,436 3,622,008 改善・変更 Ａ

足立保健所管理運営事務【経常】 衛生管理課3822 401,877 234,441 636,318 現状維持 Ｂ

足立保健所施設維持補修事務 衛生管理課3823 24,978 24,948 49,926 現状維持 Ｂ

大気汚染健康障害医療費助成事務 衛生管理課3824 764 8,609 9,373 現状維持 Ａ

公害認定・補償給付等事務 衛生管理課3825 28,465 47,003 75,468 現状維持 Ａ

公害補償給付費支払事務 衛生管理課3826 805,103 8,609 813,712 現状維持 Ａ

公害保健福祉・予防事業 衛生管理課3827 4,345 18,313 22,658 拡充 Ａ

難病対策事業 保健予防課3843 758 31,265 32,023 現状維持 Ａ

休日応急診療事業 衛生管理課3857 131,489 5,165 136,654 拡充 Ａ

障がい児歯科診療事業 衛生管理課3858 36,054 2,583 38,637 現状維持 Ａ

平日夜間小児初期救急診療事業 衛生管理課3859 35,463 2,583 38,046 現状維持 Ａ

すこやかプラザ　あだち管理運営事務【経常】 足保・江北保健23700 7,195 7,040 14,235 拡充 Ａ

すこやかプラザ　あだち管理運営事務【投資】 足保・江北保健

3

23731 114,7

)

42 8,331 123

施

,073 縮小 Ａ

合計１

施

５事業 5,202,5

策

68 508,551 5

の

,711,119

手段として位置付け
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施

.4「2030年まで

策

に、非感染性疾患によ

の

る若年死亡率を、予防

概

や治療を通じて3分の

要

1減少させ、精神
ＳＤ

柱

Ｇｓが
保健及び福祉を

立

促進する。」　3.8

て

「すべての人々に対す

8

る財政リスクからの保

【

護、質の高い基礎的な

く

保健サービス
目指す目

ら

標
へのアクセス及び安

し

全で効果的かつ質が高

】

く安価な必須医薬品と

い

ワクチンへのアクセス

つ

を含む、ユニバーサル

ま

・ヘル
（ターゲッ

ス・

で

カバレッジ（UHC）

も

を達成する。」 【関

健

連する理由】国民皆保

康

険制度の根幹をなす国

で

民健康保険制度、後期

住

高齢
ト）との関

者医療

み

制度を持続的・安定的

続

に運営することは、全

け

ての人がいつでも安全

ら

で質の高い医療を利用

れ

できることに繋がる
連

る

及び評価
ため。 【評

安

価】国民健康保険・後

心

期高齢者医療制度を安

な

定的に運営することが

く

できたが、今後も持続

ら

可能な制度と

するため

し

には、より一層の保険

施

料の収納率向上や医療

策

費の適正化による財政

群

の健全化に努める必要

名

がある。

　※第4期特

8

定健康診査等実施計画

健

（令和6年度～令和1

康

1年度）に従い令和6

寿

年度目標値を修正【活

命

動1-1】

備　　　考

の

　※東京都後期高齢者

延

医療広域連合の第4期

伸

高齢者保健事業実施計

を

画（令和6年度～令和

実

8年度）に従い令和6

現

年度の　

　目標値を修

す

正【活動2-1】

る

施 策 名 8.3 持続可能な医療保険制度の運営

■ 国民健康保険・後期高齢者医療制度の保険給付の適正化や保険料収納率の向上により、持続可能な運営を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■ 少子・超高齢社会の進展により、国民健康保険の被保険者と保険給付は減少傾向にある。

■ 後期高齢者医療制度の被保険者と保険給付は、75歳到達に伴う後期高齢者医療制度への移行により増加傾向にあ

　る。

■ 医療技術の高度化等により区民一人あたりの保険給付は国民健康保険・後期高齢者医療制度ともに増加傾向にあ
現　　　状

　る。

■ 様々な滞納整理の取組みにより、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料の収納率が向上し、いずれも23区順位

  が上昇した。

■ 保険給付の負担が重くなり過ぎないために、適正な医療給付が必要である。

■ 保険給付の抑制のため、適正受診に向けての区民への丁寧な説明が必要である。

■ 国民健康保険料、後期高齢者医療保険料の滞納整理の取組みのほか、滞納とならないためのさらなる工夫や取組

　みが必要である。

課　　　題

■ 健診部門である部署と連携し、生活習慣病の予防のため、特定健診や後期高齢者医療健診のさらなる受診率向上

　による生活習慣改善と保険給付の抑制を図る。

■ ジェネリック医薬品のさらなる利用促進、重複服薬、薬のもらい過ぎなどいわゆるポリファーマシーの防止等

足

、

　保険給付の適正化

立

に向けての対策とわか

区

りやすいＰＲを行って

　

いく。

■ 国民健康保

令

険料、後期高齢者医療

和

保険料の適正賦課及び

７

厳正な滞納整理や納期

年

内納付の推進により収

度

納率の向上
方　　　針

施

　を図る。

担 当 課 名 国

策

民健康保険課（取りま

評

とめ）

電 話 番 号 03-

価

3880-5851 E

調

-mail kokuh

書

o@city.ada

(

chi.tokyo.

令

jp

　所得情報は課税

和

課、特定健診・特定保

６

健指導の計画策定及び

年

実施はデータヘルス推

度

進課、国保加入喪失手

事

続き及び

保険料の収納

業

は各区民事務所等、そ

実

れぞれ連携して取り組

施

んでいる。

協働・協創

)

の 取 組 み

【目標】3 

1

すべての人に健康と福

 

祉を

【ターゲット】3

- 127 -



あたりの療養諸費
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 100.6 100.4 100.2 100 -
(4)

実　績　値 105.4 105.4 104.6 105.8 R6 100

達　成　率 95% 95% 95% 95% 96% 96% 95% 95% -

指標名 【活動2-1】後期高齢者医療健診の受診率

定義等 後期高齢者医療健診対象者のうち、後期高齢者医療健診を受診した者の割合
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 55 55 56 53 -
(5)

実　績　値 50.6 51.1 49.9 49.1 R6 53

達　成　率 92% 95% 93% 96% 89% 94% 93% 93% -

指標名 【活動2-2】ジェネリック医薬品の使用率（後期高齢者医療制度）

定義等 後発医薬品の数量／（後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量）
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 80 81 82 -
(6)

実　績　値 78.1 80.2 81.9 83.8 R6 82

達　成　率 0% 95% 100% 98% 101% 100% 102% 102% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 100,004,449 103,367,038 105,316,266 104,308,418

人件費 286,633 288,780 287,875 297,351

総事業費 100,291,082 103,655,818 105,604,141 104,605,769

前年比(金額) 1,920,451 3,364,736 1,948,323 △998,372

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】 国民健康保険の一人あたり療養諸費（東京都平均を100としたときの指数で対比）【低減目標】

定義等 都内区市町村国民健康保険の一人あたり療養諸費を100としたときの足立区国民健康保険の一人あたりの療養諸費
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 103.4 103 102.5 102.1 -
(1)

実　績　値 105.3 105.3 106.2 104.7 R6 102.1

達　成　率 98% 97% 98% 97% 97% 96% 98% 98% -

指標名 【活動1-1】特定健診の受診率

定義等 特定健診対象者のうち、特定健診を受診した者の割合　※令和６年度は暫定値（法定報告値未発表のため）
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 55 57 60 44 -
(2)

実　績　値 41.3 41 40.7 41.3 R6 44

達　成　率 75% 94% 72% 93% 68% 93% 94% 94% -

指標名 【活動1-2】ジェネリック医薬品の使用率（国民健康保険）

定義等 後発医薬品の数量／（後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量）
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 80 81 82 -
(3)

実　績　値 78.6 80.1 81.9 87.5 R6 82

達　成　率 0% 96% 100% 98% 101% 100% 107% 107% -

指標名 【成果2】 後期高齢者医療制度の一人あたりの療養諸費（東京都平均を100としたときの指数で対比）【低減目標】

定義等 都内後期高齢者医療制度の一人あたり療養諸費を100としたときの足立区後期高齢者医療の一人
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標

保険者あて送付用封筒

未

による啓発、足立区薬

達

剤師会から薬局・患者

成

へのジェネリック医薬

で

品使用の働きかけなど

あ

により、ジェネリック

っ

医薬品に対する理解が

た

深まり、使用率が上昇

。

したと考えられる

。

2

一

)達成状況と原因分析

人

を踏まえた今後の方向

あ

性

被保険者の高齢化、

た

医療の高度化等により

り

、国民健康保険および

の

後期高齢者医療制度の

療

一人当たり医療費は年

養

々増加しており、保

険

諸

料の上昇による被保険

費

者への負担額や保険料

（

の増を抑制するための

推

法定外繰入額も年々大

計

きくなっている。この

額

ような中で医療

保険制

）

度を持続的、安定的に

は

運営していくために、

、

①健診の受診率向上や

コ

ジェネリック医薬品の

ロ

使用率向上、重複・多

ナ

剤服薬者へ

の医療機関

禍

の適正受診指導などを

以

通じた保険給付の適正

降

化や、②口座振替の加

、

入促進やＳＭＳを活用

医

した個別催告の実施に

療

よる自

主納付の促進、

の

滞納処分の適正な執行

高

等を通じたさらなる保

度

険料収納率の向上に取

化

り組んでいく。

　また

や

、制度に対する区民の

人

理解と協力が必要不可

手

欠であり、引き続き「

不

国保のてびき」や「国

足

保だより」、「あだち

、

長寿医療だ

より」、「

社

東京いきいき通信」に

会

よる周知等、区民への

保

丁寧な説明を行ってい

険

く。

の適用拡大による被保険

4

者の高齢化等から増加

 

傾向にあり、令和6

年

担

度は398,648円

当

（令和5年度比5,5

部

10円、1.4％増）

に

であった。

【指標2】

お

令和6年度は、令和5

け

年度の受診率を上回っ

る

た。国民健康保険被保

評

険者が多く加入する青

価

色申告会の全会員に健

（

康診断ガ

イドを送付し

部

たほか、区内医療機関

長

や駅スタンドで健康診

評

断ガイドを配布するな

価

ど特定検診の周知に務

－

めたことが奏功したと

１

考え

る。しかし、特別

次

区全体の傾向と同様に

評

、コロナ禍前の水準に

価

は回復していないため

）

、引き続き受診率が低

そ

い40代、50代を中

の

心に

受診勧奨を行って

１

いく。

【指標3】令和

1

6年度のジェネリック

)

医薬品の使用率は、8

施

7.5％と令和5年度

策

から5.6ポイントの

の

大幅増となった。令和

達

6年度の診療

報酬改定

成

により、令和6年10

状

月から先発医薬品の購

況

入に患者負担が増えた

と

ことが要因となってい

そ

る。世界的な物価高騰

の

や原材料の

供給状況か

原

ら、後発医薬品の供給

因

が不安定な状況は続い

の

ており、今後は髙い伸

分

びとなることは難しい

析

が、引き続き利用促進

【

を継続

していく。

【指

指

標4】令和6年度の実

標

績値は105.8（令

1

和5年度比で1.2ポ

】

イント増）となり、目

令

標未達成であった。一

和

人あたりの療養諸費（

6

推

計額）は、高齢化の

年

進展や医療の高度化、

度

高額薬剤の開発・普及

の

等により、足立区は9

実

34,881円（令和

績

5年度比18,149

値

円、1.98％増

）、

は

東京都平均は883,

1

661円（令和5年度

0

比6,832円、0.

4

78％増）となった。

.

【指標5】受診者数は

7

年々増えているが、そ

（

れ以上に被保険者数が

令

増えているため、受診

和

率は令和5年度を下回

5

り、目標未達成であ

っ

年

た。年代別にみると7

度

5才以上80才未満の

比

受診率がほかの年代と

で

比較して減少している

1

ため、令和7年度は後

.

期高齢者医療制度に

切

5

り替わったばかりの7

ポ

5才、76才を中心に

イ

受診勧奨を行っていく

ン

。

【指標6】令和6年

ト

度のジェネリック医薬

減

品の使用率は、数量ベ

）

ースで83.8％とな

と

り、目標値を上回った

な

。東京都後期高齢者医

り

療広

域連合（保険者）

、

による啓発リーフレッ

目

トの送付や区による被

- 129 -



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

国民健康保険保険基盤安定制度 国民健康保険課3593 3,871,109 3,444 3,874,553 現状維持 Ａ

国民健康保険特別会計繰出金 国民健康保険課3594 4,194,003 861 4,194,864 縮小 Ａ

後期高齢者医療特別会計繰出金 高齢医療年金課3597 10,413,114 861 10,413,975 現状維持 Ａ

広域連合負担金支出事務 高齢医療年金課10458 17,181,947 6,887 17,188,834 現状維持 Ａ

国民健康保険資格・賦課事務 国民健康保険課10460 576,399 34,866 611,265 改善・変更 Ａ

国民健康保険保健事業 国民健康保険課10500 504,998 32,456 537,454 改善・変更 Ａ

国民健康保険給付事務 国民健康保険課10519 59,082,661 43,475 59,126,136 改善・変更 Ａ

国民健康保険庶務事務 国民健康保険課10520 7,103,623 64,998 7,168,621 現状維持 Ａ

後期高齢者医療給付事務 高齢医療年金課21156 909,303 48,725 958,028 現状維持 Ｂ

後期高齢者医療管理運営事務 高齢医療年金課21157 462,834 56,473 519,307 現状維持 Ａ

保健事業と介護予防の一体的実施事業費支出事務 高齢医療年金課22929 8,427 4,305 12,732 現状維持 Ｂ

合計１１事業 104,308,418 297,351 104,605,769

3)施施策の手段として位置付け
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施

律相談に繋いでいく。

策

■ 耐震化助成制度の

の

見直しの検討を行うと

概

ともに、情報発信や啓

要

発活動等の強化により

柱

助成制度の利用促進を

立

図　

　り、令和７年度

て

までに住宅の耐震化率

9

95％を目指す。

担 当

【

課 名 建・建築防災課（

ま

取りまとめ）

電 話 番 号

ち

03-3880-54

】

63 E-mail ke

地

nchiku-bou

域

sai@city.a

の

dachi.toky

個

o.jp

　密集市街地

性

整備事業では、庁内関

を

係部署をはじめ、地域

活

の理解が得られるよう

か

にまちづくり協議会と

し

連携して円滑

な事業の

た

推進に努めている。不

都

燃化促進事業では、都

市

第六建設事務所など街

基

路事業施行者と連携し

盤

て、道路整備の進

捗に

が

合わせた事業実施に努

整

めている。

協働・協創

備

　耐震化促進事業では

さ

、東京都や建築士事務

れ

所協会、東京土建一般

た

労働組合、建設業協会

ま

と協働し、普及啓発に

ち

取組

の 取 組 み んでいる

施

。また、空家対策や耐

策

震補強などの減災対策

群

をセットで行うことで

名

関連部署と連携を図り

9

ながら、取り組み

を進

災

めていく。

【目標】1

害

1 住み続けられるま

に

ちづくりを　【ターゲ

強

ット】11.5　20

い

30年までに、貧困層

ま

及び脆弱な立場にある

ち

人々

の保護に焦点をあ

を

てながら、水関連災害

つ

などによる死者や被災

く

者数を大幅に削減し、

る

世界の国内総生産比で

施

直接的経
ＳＤＧｓが

済

策

損失を大幅に減らす。

名

目指す目標
【関連する

9

理由】震災や火災など

.

に強いまちづくりを推

1

進することは、災害に

震

よる死者や被災者数の

災

低減につながる
（ター

や

ゲッ
。

ト）との関
【評

火

価】密集市街地の不燃

災

化領域率の向上及び建

な

築物の耐震化は着実に

ど

推進している。
連及び

に

評価

備　　　考

強いまちづくりの推進

■ 道路拡幅による避難路の確保や公園の整備・老朽建築物の建替えなどを着実に進めることで、密集市街地の不燃

　領域率の向上に努める。

■ 耐震化促進事業の推進により、建築物の耐震化や老朽危険家屋等の解消を進める。

施策の方向
( 目 標 )

■ 地震時に危険度の高い地域において、老朽建築物の解体等を促進する不燃化特区制度を活用し、解体が平成29年

　度68件から令和元年度には331件と大幅に増加している。

■ まちの防災性を向上させるため、密集市街地で地権者の協力を得ながら計画的に道路拡幅や公園（プチテラス）

　整備を行う事業を進めている。
現　　　状

■ 平成18年度から旧耐震基準建築物の耐震化の助成制度を開始し、近年では年間約300件の除却工事等への助成を

　行っている。

■ 耐火性能の高い準耐火以上の建築物への建替えが進まず、不燃領域率の上昇は年１％程度にとどまっているた

　め、燃えにくい建物への建替えを促進する必要がある。

■ 密集市街地で広い道路や公園等の空地が少ないことも不燃領域率の上昇を阻む原因となっている。幅６ｍ以上の

　道路を増やす、老朽化した空家がある土地を公園に整備する等、延焼を防ぐための空地の確保がより一層求められ

　ている。
課　　　題

■ 多額の費用負担と複雑な権利関係を抱える老朽建

足

築物の残存が耐震化を

立

阻害する要因となって

区

おり、これらを解

　決

　

していく必要がある。

令

■ 引き続き不燃化特

和

区制度の周知を図り、

７

老朽建築物の除却や燃

年

えにくい建物への建替

度

えを促進し、令和６年

施

度ま

　でに不燃領域率

策

67％を達成、さらに

評

、延焼による市街地の

価

焼失がほぼゼロになる

調

不燃領域率70％を目

書

指していく。

■ 不燃

(

領域率の低い地区にお

令

ける密集市街地整備事

和

業の延伸や新規導入を

６

推進し、道路・公園等

年

の整備計画を継続

　し

度

て進めることで市街地

事

の安全を確保する。

■

業

 困難事例は、区内事

実

業者との協働で実施す

施

る出張相談会や区民ま

)

つりなど各イベントで

1

の個別相談会を通じて

 

、
方　　　針

　区民法
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.7 R6 94

達　成　率 100% 99% 99% 99% 99% 99% 100% 100% -

指標名 【活動2-1】個別相談会開催回数　

定義等 個別相談会の開催回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 20 20 30 30 -
(5)

実　績　値 26 20 32 30 R6 30

達　成　率 130% 87% 100% 67% 107% 107% 100% 100% -

指標名 【活動2-2】耐震改修工事助成申請件数

定義等 耐震改修工事（解体工事含む）助成申請件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 300 300 400 450 -
(6)

実　績　値 236 204 368 477 R6 450

達　成　率 79% 52% 68% 45% 92% 82% 106% 106% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 1,877,738 1,866,453 2,278,914 3,083,780

人件費 834,221 748,083 814,057 896,140

総事業費 2,711,959 2,614,536 3,092,971 3,979,920

前年比(金額) △865,285 △97,423 478,435 886,949

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】重点的に取組む密集市街地の不燃領域率

定義等 不燃化特区内の建物の不燃化や道路、公園などの空地の状況から算出した「まちの燃えにくさ」を表す指標
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 64 65 66 67 -
(1)

実　績　値 63.2 64.1 65.2 66 R6 67

達　成　率 99% 94% 99% 96% 99% 97% 99% 99% -

指標名 【活動1-1】不燃化特区内の老朽住宅等除却棟数

定義等 密集市街地整備事業や不燃化特区制度により不燃化特区内で除却した老朽建築物の棟数
指

単　位 棟 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 369 324 340 340 -
(2)

実　績　値 256 248 244 239 R6 340

達　成　率 69% 75% 77% 73% 72% 72% 70% 70% -

指標名 【活動1-2】密集事業で整備した公園の総数（西新井駅西口周辺・千住仲町・千住西の3地区内）（累計）

定義等 西新井駅西口周辺地区、千住仲町地区（R4事業終了）、千住西地区で行っている密集市街地整備事業で整備した公園の数
指

単　位 か所 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 10 10 12 14 -
(3)

実　績　値 10 10 12 13 R6 14

達　成　率 100% 71% 100% 71% 100% 86% 93% 93% -

指標名 【成果2】住宅の耐震化率

定義等 区内の住宅総戸数のうち、耐震性がある住宅戸数の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 93 93.4 93.8 94 -
(4)

実　績　値 92.6 92.9 93.3 93
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た

期）事業を円滑に進め

。

るため

、まちづくり協

原

議会やまちづくりニュ

因

ース、チラシ等を活用

と

しながら、事業を周知

し

していく。問題案件に

て

ついては、各権利者と

は

丁

寧な対話を重ね、個

、

々の課題をひとつずつ

近

解決しながら事業を推

年

進していく。

【耐震化

継

促進事業】（短期）令

続

和５年度から３年間限

し

定で耐震関係の助成金

て

を拡充し、令和６年１

い

月からグレーゾーン住

る

宅への耐

震診断・改修

建

工事の助成を開始し、

設

さらに令和６年度から

費

解体助成も開始した。

の

今後も説明会・相談会

高

の実施をはじめ、区ホ

騰

ーム

ページ・広報紙や

な

公社ニュース「トキメ

ど

キ」へ助成制度の記事

か

を掲載し、また、各種

ら

ＳＮＳを利用したプッ

建

シュ型の周知・啓発活

替

動を継続して行ってい

え

く。令和７年度は拡充

件

期間最後の年となるこ

数

とを粘り強く区民に周

の

知し、助成制度の活用

伸

を促していく。（

中長

び

期）旧耐震建築物やグ

悩

レーゾーン住宅の所有

み

者・管理者へ耐震診断

な

の結果を基に適正な維

ど

持管理手法を指導し、

が

安全・安心に

繋げてい

考

く。

えられる。

【活動1-1】目標値を下回っ

4

た。令和２年度の３６

 

６棟をピークに２００

担

棟台の低迷が続いてい

当

る。事業終了予定の令

部

和７年度ま

で残り３か

に

年の令和５年度から助

お

成内容を大幅に拡充し

け

、助成件数の拡大を図

る

ったが、大きな成果に

評

は結びついていない。

価

引き続

き、事業ＰＲに

（

力を入れるとともに、

部

令和８年度以降の事業

長

継続を東京都に要望し

評

ていく。 

【活動1-

価

2】地権者の都合によ

－

り用地買収が進まなか

１

ったため、「千住元町

次

やすらぎプチテラス」

評

１か所の整備となった

価

。

【成果2】令和３年

）

度に耐震改修促進計画

そ

を改定したことにより

の

、住宅の耐震化率９５

１

％の目標達成年度を令

1

和７年度に改めた。

令

)

和６年度の耐震化率は

施

０．４ポイント上昇し

策

９３．７％となった。

の

【活動2-1】説明会

達

・相談会は予定通り開

成

催できたため、目標値

状

を達成することができ

況

た。

【活動2-2】令

と

和５年度から令和７年

そ

度までの３年間限定で

の

耐震関係の助成金を拡

原

充した。また、令和６

因

年度には昭和５６年６

の

月

から平成１２年５月

分

までに建てられた２階

析

建ての耐震性が心配さ

【

れる木造住宅（以下グ

成

レーゾーン住宅という

果

）の解体工事の助成

を

1

開始した。その結果、

】

診断件数は増加し、令

今

和６年度の耐震改修工

年

事助成申請件数は目標

度

に達することができた

も

。なお、令和７

年度は

例

、拡充期間最後の年と

年

なるため駆け込み重要

並

が予想され、申請件数

み

は増加すると考えてい

の

る。

2)達成状況と原

約

因分析を踏まえた今後

１

の方向性

【不燃化特区

％

制度】（短期）当面、

の

令和５年度からの助成

上

拡充及び令和７年度に

昇

不燃化特区制度が終了

に

することについて地区

留

内４

万戸及び関係事業

ま

者約１２００社へのチ

り

ラシ配布、解体・建替

、

え相談会、地区内の町

基

会への回覧・掲示によ

本

り周知徹底する。（中

計

期）令和８年度以降の

画

事業継続を東京都に要

の

望し、令和１２年度ま

目

でに不燃領域率７０％

標

以上を目指す。

【密集

値

事業】（短期）密集事

６

業は、令和７年度より

７

、柳原一・二丁目地区

％

を加え３地区において

に

、道路拡幅や公園等（

届

プチテラス

）整備を推

か

進していく。特に関係

な

権利者等については意

か

向を確認しながら事業

っ

を進めていく。（中長
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

火災防止対策事業 災害対策課3538 60,056 13,533 73,589 現状維持 Ａ

防災センター管理運営事業 災害対策課3542 142,992 42,856 185,848 現状維持 Ａ

密集地域整備管理事務 建・建築防災課3980 88,198 49,329 137,527 拡充 Ａ

都市防災不燃化促進事業 建・建築防災課3981 30,060 4,305 34,365 拡充 Ｂ

密集市街地整備事業 建・建築防災課3983 886,186 121,901 1,008,087 拡充 Ａ

建築確認審査・検査事務 建・建築審査課3992 15,325 287,855 303,180 現状維持 Ａ

細街路整備事業 建・建築防災課3994 297,728 59,917 357,645 現状維持 Ａ

指定道路調書作成事務 建・建築防災課3996 25,391 42,352 67,743 現状維持 Ａ

建築審査会運営事務 建・開発指導課3998 1,804 21,523 23,327 現状維持 Ａ

建築物耐震化促進事業 建・建築防災課4010 798,751 61,896 860,647 拡充 Ａ

防災センター設備更新事業 災害対策課4919 30,680 19,454 50,134 改善・変更 Ａ

老朽家屋対策事業 建・開発指導課13975 150 40,462 40,612 拡充 Ａ

災害備蓄の管理運営事業 防災戦略課17329 681,647 41,748 723,395 拡充 Ａ

災害備蓄倉庫整備事業 防災戦略課23678 24,608 4,305 28,913 現状維持 Ａ

建築指導事務 建・建築審査課23943 204 84,70

3

4 84,908 現状維

)

持 Ａ

合計１５事業 3,

施

083,780 896

施

,140 3,979,

策

920

の手段として位置付け
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施

難行動要支援者への支

策

援を適切に行うことの

の

で

きる実効的な仕組み

概

を整備していく。

担 当

要

課 名 防・災害対策課（

柱

とりまとめ）

電 話 番 号

立

03-3880-58

て

36 E-mail sa

9

itai@city.

【

adachi.tok

ま

yo.jp

　総合防災

ち

訓練などにおいて、災

】

害時の協定を締結して

地

いる民間事業者等とと

域

もに災害に備えた訓練

の

を行っている。

災害協

個

定の締結及び災害協定

性

締結先との連携強化を

を

目指し、区民生活の安

活

全に努めている。その

か

他には、商業施設と

連

し

携し、防災フェアを開

た

催するなど普及啓発に

都

努めた。また、災害協

市

定を締結している関係

基

機関にも総合防災訓練

盤

な

協働・協創 どに参加

が

を呼びかけ連携して実

整

施することで災害対応

備

力を高めている。

の 取

さ

組 み

【目標】11住み

れ

続けられるまちづくり

た

を【ターゲット】11

ま

.5 2030年まで

ち

に、貧困層及び脆弱な

施

立場にある人々の保

護

策

に焦点をあてながら、

群

災害による死者や被災

名

者数を大幅に削減し、

9

世界の国内総生産比で

災

直接的経済損失を大幅

害

に
ＳＤＧｓが

減らす。

に

【関連する理由】震災

強

に対する意識の向上や

い

地域防災力を高めるこ

ま

とは、震災時の被害の

ち

軽減につながる。
目指

を

す目標
【評価】行政が

つ

行う「公助」だけでな

く

く、「自助」や「共助

る

」の力を高めるために

施

広く意識の向上や行動

策

計画の策定
（ターゲッ

名

支援を行ってきた。引

9

き続き、震災時に適切

.

な対応がとれる体制づ

2

くりを推進していく。

震

ト）との関
連及び評価

災

■　指標（5）につい

に

て、東京都の「地震に

備

関する地域危険度測定

え

調査（第9回）」によ

た

る危険度ランクの見直

区

しや町

備　　　考 会・

民

自治会の新設等の情報

意

を反映した結果、令和

識

６年度から最終目標値

の

を上方修正した（R6

向

＝97→103）。

■

上

　指標（6）について

と

、指標名の（累計）を

地

削除し、各年度ごとの

域

数値を記載した。

防災力の強化

■　自らの命を守る避難行動ができる区民を増やすため、啓発活動を促進する。

■　地域防災の担い手である「防災区民組織」の活動を支援することにより、地域住民が地域の実状にあわせたきめ

細かな災害対応を行うことができるようにするとともに、行動の指針となる地区防災計画の普及を進める。

施策の方向 ■　災害に対する区民の自助意識と地域における共助意識を高めることで、「地域における総合的な防災力」の強化

( 目 標 ) を図る。

■　令和元年度の世論調査では、66.4％の区民が「災害に備えて水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている」

と回答している。

■　初期消火能力及び救出救助能力の向上のため、町会・自治会に配備した消火資機材や救出救助用資機材の個別点

検に伴う訪問確認を定期的に行うとともに、地域での防災訓練の実施について働きかけている。
現　　　状

■　大地震による大規模被害が想定されるため、対策が急がれる地域から優先的に地区防災計画の策定を進めてお

り、令和元年度末までに40団体が計画を策定した。

■　防災訓練等への参加が少ない、町会・自治会に加入していない住民や、若年世代に対して、自らの命を守る「自

助」の意識の啓発を強化する必要がある。

■　地区防災計画については、危険度の高い地域に属する町会・

足

自治会に働きかけを行

立

っているが、それ以外

区

の地域

についても自主

　

的な計画の策定を促す

令

必要がある。

課　　　

和

題

■　集客力のある地

７

震体験車を活用した啓

年

発イベントや防災講演

度

会により、町会・自治

施

会の加入にかかわらず

策

様々な

年代に対して「

評

自助」の意識の普及を

価

促進する。

■　「自分

調

たちのまちは自分たち

書

で守る」という「共助

(

」の意識の浸透と「令

令

和6年度末までに10

和

3団体で地区防災計

画

６

を策定」の目標に向け

年

、引き続き区内に40

度

2ある「防災区民組織

事

」に対して配備してい

業

る資機材の点検や訓練

実

の実

施などの支援をし

施

ている。
方　　　針

■

)

　高齢者、要介護認定

1

者、重度の障がい者な

 

ど、災害時における避
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策定団体数（累計）

定義等 地区防災計画策定団体の数
指

単　位 団体 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 64 79 90 103 -
(5)

実　績　値 64 79 91 102 R6 103

達　成　率 100% 62% 100% 77% 101% 88% 99% 99% -

指標名 【活動2】防災区民組織に対して資機材の点検や訓練などの個別支援を行った回数

定義等 防災区民組織に対し、貸与している可搬消防ポンプや救出救助用資機材の点検や訓練等の個別支援を行った回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 -
(6)

実　績　値 35 26 51 54 R6 100

達　成　率 35% 35% 26% 26% 51% 51% 54% 54% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 167,642 167,563 232,958 269,118

人件費 126,576 157,035 129,114 185,399

総事業費 294,218 324,598 362,072 454,517

前年比(金額) △252,922 30,380 37,474 92,445

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1-1】水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている区民の割合

定義等 世論調査で「災害に備えて水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 75 75 75 74 -
(1)

実　績　値 73 72 69.6 76.1 R6 74

達　成　率 97% 99% 96% 97% 93% 94% 103% 103% -

指標名 【成果1-2】自分の住む地域の避難場所とその意味を知っている区民の割合

定義等 世論調査で「避難場所と意味」各項目について「知っている」等と答えた区民の割合の平均値
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 63 63 75 -
(2)

実　績　値 61.4 60.7 59.5 60.9 R6 75

達　成　率 0% 82% 96% 81% 94% 79% 81% 81% -

指標名 【活動1-1】地震体験車を活用した啓発イベントの開催回数

定義等 地震体験車を活用した訓練や各種啓発イベントの実施回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 100 130 150 -
(3)

実　績　値 42 84 141 123 R6 150

達　成　率 0% 28% 84% 56% 108% 94% 82% 82% -

指標名 【活動1-2】防災講演会等の開催回数

定義等 防災講演会等の実施回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 66 66 75 80 -
(4)

実　績　値 15 49 51 59 R6 80

達　成　率 23% 19% 74% 61% 68% 64% 74% 74% -

指標名 【成果2】地区防災計画

- 136 -



い

とともに、ＳＮＳやイ

て

ベント等を通じて定期

の

的な広

報活動を行う。

普

【指標（２）】引き続

及

き、転入者に「あだち

啓

防災マップ＆ガイド」

発

を配布するほか、防災

活

講演会や防災普及啓発

動

イベントにて避難

場所

を

の確認方法や分散避難

実

の概要等の周知啓発を

施

行っていく。また、避

し

難所運営訓練等に、よ

た

り広い世代が参加でき

ほ

るよう、あだ

ち広報や

か

ＳＮＳ等を通じた呼び

、

かけを行う。

【指標（

能

３）】区主催の防災イ

登

ベントや地域のイベン

半

ト等で、地震体験車を

島

活用したが、故障によ

地

り出動回数の減につな

震

がった。

導入より１２

に

年経過したこともあり

加

、今後は、地震体験車

え

の買い替えも視野に入

、

れ、その活用方針を検

南

討する。

【指標（４）

海

】講演依頼のあった団

ト

体や地域だけでなく、

ラ

協定先のＡＬＣＣ東京

フ

学院などの日本語学校

地

と協力のうえ、防災講

震

演を

実施することで、

臨

より幅広い層に区の災

時

害に関する取組内容の

情

説明や、避難場所等の

報

周知を行う。

【指標（

（

５）】危険度ランク４

巨

以上の地区については

大

、令和６年度をもって

地

概ね計画策定を完了し

震

たこともあり、今後は

注

、危険度

ランク３以下

意

で、計画策定の希望が

）

ある地区を対象に支援

発

を行っていく。また、

令

令和６年度にコミュニ

に

ティタイムラインを策

よ

定し

た新田地区（５地

り

区）を対象に、策定支

、

援の打診を行う。

【指

防

標（６）】引き続き、

災

町会・自治会に配備し

に

た可搬消防ポンプや救

関

出救助用資機材の個別

す

点検を行うほか、訓練

る

及び町会・自

治会での

意

定期点検の実施につい

識

て働きかけを行う。ま

4

が

た、訓練については、

高

その内容に応じて、消

ま

防署と連携を図りなが

っ

ら支援す

る。

たことが要因

 

と考えら

れる。

【指標

担

（２）】目標を下回っ

当

たが、昨年度より微増

部

している。令和７年１

に

月に「あだち防災マッ

お

プ＆ガイド」を改定し

け

、転入者へ

配布した。

る

また、避難所運営訓練

評

の実施にあわせて、避

価

難所に関する周知を行

（

っているが、参加者の

部

多くが高齢者や町会・

長

自治会

加入世帯に限定

評

されているため、より

価

広い世代へ周知するこ

－

とが必要である。

【指

１

標（３）】目標を下回

次

った。令和７年２月に

評

地震体験車の故障及び

価

修理のため、休車とし

）

ていた期間があり、出

そ

動回数の減に

つながっ

の

た。また、避難所運営

１

訓練では、地震体験車

1

を用いたイベント型訓

)

練ではなく、避難所開

施

設を目的とした実践型

策

訓練を推

進しているこ

の

とからも、出動回数の

達

減につながったものと

成

考える。区主催の水防

状

訓練や総合防災フェス

況

ティバル等の普及啓発

と

イベ

ントでは、積極的

そ

に地震体験車を活用し

の

たほか、学校、町会・

原

自治会、マンション管

因

理組合、事業所等から

の

の依頼を受け地震体験

分

車の出動を行った。

【

析

指標（４）】目標を下

【

回ったが、昨年度より

指

増加している。町会・

標

自治会等からの要望は

（

多く、令和４年度以降

１

、例年防災講演

会の実

）

施回数は上昇している

】

ため、継続して実施し

目

ていく。

【指標（５）

標

】目標を下回ったが、

を

昨年度より増加してい

達

る。令和６年度は、１

成

１地区の新規策定のほ

し

か、６地区の見直しを

た

行い

、１地区を除いて

。

、区内全ての危険度ラ

ア

ンク４以上の地区の策

リ

定が完了した（１地区

オ

は町会・自治会からの

西

辞退により未策定）。

新

また、新規策定及び見

井

直しにあたり、計３４

や

回のワークショップを

総

実施した。

【指標（６

合

）】目標を下回った。

防

コロナ禍が終わり、町

災

会・自治会での活動が

フ

活発となったことで、

ェ

点検及び修理の要望が

ス

増加し

ているものの、

テ

令和５年度からは微増

ィ

となった。

2)達成状

バ

況と原因分析を踏まえ

ル

た今後の方向性

【指標

に

（１）】引き続き、あ

て

だち広報や総合防災フ

、

ェスティバル等のイベ

広

ントにて、普及啓発を

く

行っていく。また、足

備

立区災害対

策条例の改

蓄

正にあわせて、毎月１

に

９日を「あだち備蓄の

つ

日」として条例化する
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

防災管理事務 災害対策課3528 85,277 25,758 111,035 現状維持 Ａ

防災会議運営事務 防災戦略課3530 11,246 17,475 28,721 拡充 Ａ

災害救助事務 災害対策課3532 0 7,748 7,748 現状維持 Ｂ

消防団運営助成事業 災害対策課3533 18,306 6,026 24,332 現状維持 Ａ

自衛官募集事務 災害対策課3536 30 1,722 1,752 拡充 Ｂ

防災行政無線の管理運営事業 災害対策課3537 63,295 10,331 73,626 現状維持 Ａ

防災訓練実施事業 災害対策課17268 37,518 47,478 84,996 拡充 Ａ

区民防災力向上推進事業 災害対策課17298 33,180 27,202 60,382 現状維持 Ａ

避難行動要支援者対策推進事業 福祉管理課22891 20,266 41,659 61,925 拡充 Ａ

合計９事業 269,118 185,399 454,517

3)施施策の手段として位置付け
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施

パス等、集中豪雨時等

策

に冠水のおそれがある

の

箇所の安全設備の維持

概

管理や設備更新を進め

要

ていく。

■　区民に対

柱

し、地域の浸水リスク

立

を啓発するとともに、

て

避難所における新型コ

9

ロナウイルス感染症対

【

策のカギとな

る「分散

ま

避難」についても広く

ち

区民に周知し、意識変

】

容につなげていく。
方

地

　　　針
■　水害時に

域

避難所を迅速に開設で

の

きるよう、避難施設ご

個

との開設手順書の作成

性

を進めていく。

■　浸

を

水リスクが高く、対策

活

が急がれる地域のコミ

か

ュニティタイムライン

し

策定を支援していく。

た

■　民生委員による避

都

難行動要支援者の支援

市

活動は、これまでは主

基

として震災発生時の安

盤

否確認を想定してきた

が

た

め、今後、水害時に

整

おける自ら避難するこ

備

とが困難な方の円滑な

さ

避難を行うことのでき

れ

る仕組みづくりを早急

た

に整備

していく。

担 当

ま

課 名 防・災害対策課（

ち

とりまとめ）

電 話 番 号

施

03-3880-58

策

36 E-mail sa

群

itai@city.

名

adachi.tok

9

yo.jp

　コミュニ

災

ティタイムラインの策

害

定（事前防災行動計画

に

）を区民、町会・自治

強

会と共同で策定してい

い

くことにより、

水害発

ま

生時に適切な行動が取

ち

れるよう協働をしてい

を

く。また、水害発生時

つ

に自力で避難すること

く

が難しい避難行動要

支

る

援者に向けた「個別避

施

難計画」を福祉管理課

策

主導で策定していく。

名

協働・協創 　春の水防

9

訓練や秋の防災訓練に

.

おいては、都市建設部

3

都市建設課や災害時の

水

協定を締結している民

害

間事業者等とと

の 取 組

の

み もに、災害に備えた

防

訓練を行っている。ま

止

た、台風等の大雨時に

と

は、都市建設部全所属

水

で水防活動を行い、危

害

機管理

部災害対策課も

に

連携して区民生活の安

備

全に努めている。

【目

え

標】11住み続けられ

た

るまちづくりを【ター

区

ゲット】11.5 2

民

030年までに、貧困

意

層及び脆弱な立場にあ

識

る人々の保

護に焦点を

の

あてながら、水関連災

向

害などの災害による死

上

者や被災者数を大幅に

■

削減し、世界の国内総

　

生産比で直接的
ＳＤＧ

災

ｓが
経済損失を大幅に

害

減らす。【関連する理

級

由】事前に準備し適切

の

な避難行動をとること

記

。また、閉開庁に関わ

録

らず、気
目指す目標

象

的

の動向やタイムライン

降

に基づく河川管理者か

雨

らの情報に注視すると

に

ともに河川巡視や水位

よ

観測を行うことで水害

る

に
（ターゲッ

よる被害

河

を軽減することにつな

川

がる。【評価】令和元

氾

年台風第19号の課題

濫

を踏まえ、順次避難所

を

運営手順書を整備し
ト

防

）との関
た。また、避

止

難所に派遣する職員と

す

避難所運営会議役員と

る

の顔合わせや連絡訓練

た

などできる訓練を行っ

め

てきた。水害
連及び評

、

価
防止については、荒

国

川架橋付近で実践を想

や

定した水防訓練を実施

東

した。

■　指標(2)

京

について、足立区洪水

都

ハザードマップから足

と

立区洪水・内水・高潮

連

ハザードマップへ名称

携

変更。

備　　　考 ■　

し

指標(5)(6)につ

て

いて、訓練実施回数は

、

策定済地区数である実

堤

態に合わせ、コミュニ

防

ティタイムラインは毎

の

年度1

地区策定予定で

強

あるため、ともに令和

化

6年度から最終目標値

や

を下方修正した（R6

一

＝11→5）。

時貯留施設の整

備、排水設備の機能向上等のハード整備を推進していく。

■　水害の発生に備えて適切な避難行動をとることができるように、自助の意識の啓発強化を図る。

施策の方向 ■　避難所開設にかかる「手順書」の作成を進めるとともに、避難所を適切に開設・運営することができるよう、手

( 目 標 ) 順書に基づいた訓練を実施する。

■　近隣への避難の呼びかけなど地域を核とした避難行動が広がるように、コミュニティタイムライン（事前防災行

動計画）の策定を促進していく。

■　区では、道路冠水によって自動車が水没する危険性のあるアンダーパスなどについて、排水ポンプや路面冠水自

動検知装置、通行止め電光掲示板等を設置して、集中豪雨による都市型水害に備えている。

■　区民の水害に対する理解を深め円滑な避難行動につなげるため、洪水ハザードマップの配布や解説動画の配信に

より、家庭内でのタイムライン作成や地域におけるコミュニティタイムライン策定の必要性について啓発活動を行っ
現　　　状

ている。

■　避難所ごとに「手順書」の整備を進め、それに基づいた訓練を実施している。

■　令和元年台風第19号を経験し、ハード・ソフトともにさらなる安全

足

対策が求められている

立

が、大規模なハード整

区

備には時間が掛かる。

　

■　令和元年度の世論

令

調査では、洪水ハザー

和

ドマップを見たことが

７

ない区民が約20％、

年

自宅周辺の状況を理解

度

してい

ない区民が約6

施

0％いるなど、区民の

策

水害意識を早急に高め

評

る必要がある。

■　新

価

型コロナウイルス感染

調

症の影響を踏まえた「

書

３密」対策のため、避

(

難所における受入可能

令

人員が不足すること
課

和

　　　題
から、リスク

６

や被害状況に応じた分

年

散避難の考え方を区民

度

に周知する必要がある

事

。

■　堤防の強化や一

業

時貯留施設の早期整備

実

、下水道の排水能力向

施

上などについて、河川

)

や下水道の管理者であ

1

る国、

東京都へ要望し

 

ていく。

■　アンダー
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2 164 164 -
(4)

実　績　値 141 142 142 142 R6 164

達　成　率 85% 86% 88% 87% 87% 87% 87% 87% -

指標名 コミュニティタイムラインに基づいた避難訓練を実施した地区数

定義等 コミュニティタイムライン（事前防災行動計画）に基づいた訓練実施地区数
指

単　位 地区数 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 4 4 5 5 -
(5)

実　績　値 2 4 0 1 R6 5

達　成　率 50% 40% 100% 80% 0% 0% 20% 20% -

指標名 コミュニティタイムライン策定地区数

定義等 コミュニティタイムライン（事前防災行動計画）策定地区数
指

単　位 地区数 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 4 4 5 5 -
(6)

実　績　値 2 4 4 5 R6 5

達　成　率 50% 40% 100% 80% 80% 80% 100% 100% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 365,308 421,353 513,062 959,619

人件費 203,406 185,186 200,744 200,927

総事業費 568,714 606,539 713,806 1,160,546

前年比(金額) 74,077 37,825 107,267 446,740

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 水害のおそれがある際に避難所以外で避難する場所を事前に決めている区民の割合

定義等 世論調査で「河川がはん濫する恐れがある場合、避難する場所を事前に決めている」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 65 65 75 -
(1)

実　績　値 61 57 52.4 71.6 R6 75

達　成　率 0% 81% 88% 76% 81% 70% 95% 95% -

指標名 「『足立区洪水・内水・高潮ハザードマップ』を見たことがあり、自宅周辺の状況を理解した」と回答した区民の割合

定義等 世論調査で「洪水・内水・高潮ハザードマップ」を見たことがあり、自宅周辺の状況を理解した」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 30 40 50 -
(2)

実　績　値 28.7 33.3 32 31.1 R6 50

達　成　率 0% 57% 111% 67% 80% 64% 62% 62% -

指標名 避難所開設時の「手順書」に基づいた開設訓練を実施した避難所数

定義等 「水害時避難所運営手順書」に基づいた水害時避難所の開設訓練を実施した避難所の数
指

単　位 避難所数 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 76 80 75 164 -
(3)

実　績　値 14 27 72 82 R6 164

達　成　率 18% 9% 34% 16% 96% 44% 50% 50% -

指標名 避難所開設時の「手順書」を作成済みの避難所数

定義等 施設ごとの「水害時避難所運営手順書」を作成した避難所の数
指

単　位 避難所数 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 165 16
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川

を行う。

【指標（３）

が

】令和７年度は、避難

氾

所運営支援係が新設さ

濫

れたほか、避難所運営

す

支援員も増加している

る

。各避難所運営会議に

恐

対し

、避難所の開設・

れ

運営に焦点を当てた実

が

践的な訓練の実施を呼

あ

びかけていく。

【指標

る

（４）】新たに協定を

場

締結した避難先につい

合

ては、現地確認の実施

、

とともに、手順書の作

避

成を行う。既に手順書

難

作成済みの

小・中学校

す

においても、現地確認

る

及び訓練をもとに、そ

場

の内容の更新を行って

所

いく。

【指標（５）】

を

コミュニティタイムラ

事

イン策定済み地区を対

前

象に、その実効性を高

に

められるよう、避難ま

決

での行動を確認するた

め

め

の訓練を提案する。

て

また、コミュニティタ

い

イムラインの認知度向

る

上のための普及啓発も

か

あわせて行っていく。

」

【指標（６）】新たに

の

荒川沿岸の中央南地区

質

にて、コミュニティタ

問

イムライン策定の支援

を

を行い、策定地区数の

し

増を図る。また、

令和

た

６年度に作成した「コ

後

ミュニティタイムライ

、

ン策定の手引き」を用

第

いて、策定希望のある

２

町会・自治会への支援

問

を行う。

目で「避難する場所はどこか」を質問し

4

ていたことに対し、令

 

和６年度

は「河川が氾

担

濫する恐れがある場合

当

、どこに避難するか」

部

と１問のみで回答を求

に

めている。回答方法が

お

若干変更したことによ

け

り、

その実績値は大幅

る

に向上しているが、「

評

避難所へ避難する」と

価

いう回答だけを抜粋す

（

ると、令和５年度は２

部

３．２％だったことに

長

対し、令和６年度は２

評

２．７％のため、避難

価

所以外への避難方法を

－

検討している区民の割

１

合が向上していること

次

が確認できる。

【指標

評

（２）】目標を下回っ

価

た。転入者向けに「洪

）

水・内水・高潮ハザー

そ

ドマップ」を配布した

の

。また、アリオ西新井

１

の防災フェ

アでは、水

1

害に特化した普及啓発

)

を実施しており、区内

施

の浸水想定区域図を掲

策

示したほか、浸水深表

の

示をイベント会場に掲

達

示する

ことで、西新井

成

周辺の浸水状況の理解

状

促進に努めた。

【指標

況

（３）】目標を下回っ

と

たが、令和５年度から

そ

１０件増加している。

の

避難所運営支援員を増

原

員したことで、避難所

因

運営組織へ

積極的な支

の

援が行えており、訓練

分

への参加者数において

析

は、令和５年度は６，

【

４４７人に対し、令和

指

６年度は７，７０２人

標

と大幅

に増加している

（

。

【指標（４）】目標

１

を下回った。第一次避

）

難所である区内の小・

】

中学校の手順書は完成

目

しており、手順書をも

標

とにした訓練の実施

が

を

できているが、広域避

下

難先施設や新たに協定

回

を結んだ施設への手順

っ

書が未着手である。

【

た

指標（５）】目標を下

。

回った。新たにコミュ

世

ニティタイムラインを

論

策定した新田地区を対

調

象に訓練を実施したほ

査

か、２回のワー

クショ

の

ップを実施した。

【指

質

標（６）】目標を達成

問

した。新たに新田地区

項

のコミュニティタイム

目

ラインを策定した。

2

に

)達成状況と原因分析

つ

を踏まえた今後の方向

い

性

【指標（１）】出水

て

期前にあだち広報で周

、

知を図るとともに、水

令

防訓練等で水害に関し

和

ての関心を広く集めて

５

いく。

【指標（２）】

年

転入者への「洪水・内

度

水・高潮ハザードマッ

は

プ」の配布を継続する

第

ほか、出水期前にあだ

１

ち広報で周知を図ると

問

と

もに、アリオ西新井

目

での防災フェア等での

に

普及啓発を継続して実

「

施し、自宅周辺の浸水

河

リスクについての周知
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

水害対策事業 都市建設課3896 18,833 55,612 74,445 改善・変更 Ａ

土木事務一般管理事務 都市建設課3897 18,241 65,943 84,184 現状維持 Ｂ

災害抑制工事事業 都市建設課3901 0 4,305 4,305 現状維持 Ａ

排水場の維持管理事業 道・安全設備課3954 69,942 27,717 97,659 現状維持 Ｂ

河川の整備事業 道・道路整備課4514 828,403 36,158 864,561 現状維持 Ｂ

河川の整備事業 都市建設課5660 0 8,609 8,609 現状維持 Ａ

排水場・水門の整備事業 道・安全設備課21873 24,200 2,583 26,783 現状維持 Ｂ

合計７事業 959,619 200,927 1,160,546

3)施施策の手段として位置付け
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施

容易に利用できる
目指

策

す目標
、持続可能な輸

の

送システムへのアクセ

概

スを提供する。
（ター

要

ゲッ
【関連する理由】

柱

交通不便地域の解消に

立

向け、新たな交通手段

て

を導入することや交通

9

ネットワークの向上に

【

寄与する
ト）との関

路

ま

線を優先して用地取得

ち

を進めることは、SD

】

Gsターゲット11.

地

2に寄与する。
連及び

域

評価
【評価】令和6年

の

6月より開始した「デ

個

マンド交通実証実験」

性

は、安全かつ安価で容

を

易に利用できる、持続

活

可能な輸送

システムへ

か

のアクセスの提供に寄

し

与するものである。

備

た

　　　考

都市基盤が整備されたまち

施 策 群 名 10 便利で快適な道路・交通網をつくる

施 策 名 10.1 スムーズに移動できる交通環境の整備

■　便利で快適な交通環境の実現を目指し、まちづくりと連携し、鉄道やバス路線網の充実を図る。

■　安全で快適な交通環境の実現を目指し、都市計画道路等の用地取得を進め、都市計画道路等の整備を推進する。

施策の方向
( 目 標 )

■　これまで交通空白地域の解消に取組み、９４．３％まで達成していたが、交通空白地域に住む区民の「移動に関

する不便感」は、必ずしも非交通空白地域に住む区民よりも高い状況でないことが平成２９年に実施した「交通に関

する区民意識調査」で判明した。

■　令和６年度末現在、都市計画道路の事業完了整備率は７８％である。
現　　　状

■　交通不便地域の解消に向け、地域のニーズに沿った交通手段導入に向けた検討が必要になっている。

■　都市計画道路は、災害時の避難経路及び延焼遮断帯としての機能を有しているため、特に木造住宅密集地域での

整備を進めていく必要がある。

課　　　題

■　交通不便地域を解消するバスやバス以外の多様な交通手段の導入を順次進めていく。

■　都市計画道路の整備は、震災時に家屋の火災や倒壊危険度が高い地域を含む路線と、交通ネットワークの向上に

寄与する路線を優先して用地取得を進めていく。

方　　　針

担 当 課 名 都市建設部・交通対策課（取りまとめ）

電 話 番 号 03-3880-59

足

12 E-mail ko

立

utuu@city.

区

adachi.tok

　

yo.jp

　令和6年

令

6月より入谷・鹿浜地

和

区で「デマンド交通実

７

証実験」を開始した。

年

　都市計画道路の整備

度

は、地域住民や地権者

施

への事業に対する理解

策

と協力が不可欠であり

評

、地元説明会やまちづ

価

くり

協議会等を通して

調

今後も事業説明や情報

書

提供を行っていく。

協

(

働・協創
の 取 組 み

【目

令

標】住み続けられるま

和

ちづくりを

【ターゲッ

６

ト】11.2　203

年

0年までに、脆弱な立

度

場にある人々、女性、

事

子ども、障害者及び高

業

齢者のニーズに特に配

実

慮
ＳＤＧｓが

し、公共

施

交通機関の拡大などを

)

通じた交通の安全性改

1

善により、すべての人

 

々に、安全かつ安価で
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度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 1,187,665 6,513,713 1,854,967 2,892,255

人件費 170,405 185,140 196,802 229,841

総事業費 1,358,070 6,698,853 2,051,769 3,122,096

前年比(金額) △210,574 5,340,783 △4,647,084 1,070,327

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 交通不便地域の解消に資する交通手段導入数

定義等 交通不便地域への新規交通手段導入数（社会実験バス含む）
指

単　位 数 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1 0 0 1 -
(1)

実　績　値 1 0 0 1 R6 1

達　成　率 100% 100% 0% 0% 0% 0% 100% 100% -

指標名 交通手段導入に関する地域公共交通会議等の開催回数（累計）

定義等 地域公共交通検討会及び足立区地域公共交通会議の開催回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 5 9 14 20 -
(2)

実　績　値 7 12 15 19 R6 20

達　成　率 140% 35% 133% 60% 107% 75% 95% 95% -

指標名 区内の都市計画道路整備延長の割合

定義等 都市計画道路の事業完了整備割合　（区内総延長161ｋｍ）
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 81 81 81 82 -
(3)

実　績　値 78 78 78 78 R6 82

達　成　率 96% 95% 96% 95% 96% 95% 95% 95% -

指標名 優先整備路線（区施行）等に必要な用地取得面積を100とした場合の累計取得率

定義等 用地取得面積を100とした場合の累計取得面積率
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 49 51 53 59 -
(4)

実　績　値 48 50 46 48 R6 59

達　成　率 98% 81% 98% 85% 87% 78% 81% 81% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年

- 144 -



２　足立区地域公共交通活性化協議会を４回開催し、協議会での議決を経て、令和７年３月に「足立区地域公共交通計画」を

策定した

4

。

指標３　事業完了予

 

定の都施行路線、補助

担

第１３８号線（中央本

当

町地区）、補助第１３

部

８号線（興野地区）の

に

事業期間の延伸によ

り

お

、今年度の完了となら

け

ず、実績があがらなか

る

った。

指標４　令和６

評

年度の用地取得は概ね

価

予定通り進んだ。新た

（

に事業認可を取得した

部

補助第１３８号線（江

長

北地区）を分母に入れ

評

ず

、実績となる分子に

価

いれた場合は５４％と

－

なる。また、新たな事

１

業認可で分母となる用

次

地取得が増えると実績

評

が下がることとなる

。

価

2)達成状況と原因分

）

析を踏まえた今後の方

そ

向性

　年に１回程度、

の

足立区地域公共交通活

１

性化協議会を開催し、

1

計画に位置付ける取組

)

みの推進や評価を行っ

施

ていく。

　都市計画道

策

路は、災害時の避難路

の

、延焼遮断帯として機

達

能することから、地域

成

住民の関心や期待は非

状

常に高く交通網形成へ

況

の貢

献度も高いため、

と

都と連携して早期整備

そ

を進める。

  区が施

の

行する補助第１３８号

原

線その２工区が令和７

因

年度に開通する。今後

の

、補助第２５６号線及

分

び区画街路９号線、補

析

助第１３

８号線江北地

指

区の用地買収を着実に

標

推進していく。

１  令和６年６月より、入谷・鹿浜地区で「デマンド交通実証実験」を開始した。

指標
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

交通施策推進事務 交通対策課3905 20,138 17,218 37,356 現状維持 Ａ

交通施設の整備・改善事業 交通対策課3908 56,261 9,556 65,817 拡充 Ａ

道路の新設事業 道・道路整備課3934 1,923,651 98,796 2,022,447 現状維持 Ａ

新設道路整備の事務 道・道路整備課3935 23,673 31,715 55,388 現状維持 Ｂ

都市計画道路用地取得事務 道・道路整備課15263 123,670 18,405 142,075 拡充 Ａ

鉄道駅ホームドア等整備事業 都市建設課22144 226,556 8,609 235,165 現状維持 Ａ

コミュニティバスはるかぜ車両等購入費補助金交付事業 交通対策課22786 0 861 861 現状維持 Ａ

持続可能なコミュニティバスはるかぜ路線維持事業 交通対策課23805 503,945 17,218 521,163 現状維持 Ａ

多様な交通推進事業 交通対策課23807 4,862 25,827 30,689 現状維持 Ａ

交通安全施設の整備事業 道・道路維持課24178 9,499 1,636 11,135 現状維持 Ｂ

合計１０事業 2,892,255 229,841 3,122,096

3)施施策の手段として位置付け
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施

や自転車用ヘルメット

策

の着用努力義務化につ

の

いての周知、ターゲッ

概

トを絞った各種啓発活

要

　動を継続的に行い、

柱

特に自転車・歩行者が

立

関与する交通事故死傷

て

者数の減少にさらに取

9

組んでいく。就労世代

【

に対

　する交通安全の

ま

啓発としては、街頭活

ち

動や各種イベントを通

】

じて、周知徹底を図っ

地

ていく。

担 当 課 名 道・

域

道路維持課（取りまと

の

め）

電 話 番 号 03-3

個

880-5008 E-

性

mail d-iji@

を

city.adach

活

i.tokyo.jp

か

　保育園・幼稚園等、

し

小・中学校、都立高校

た

、住区センター等で、

都

区内四警察署とともに

市

、幅広い年齢層に対し

基

て、

各種啓発活動を継

盤

続的に実施する。小学

が

校での自転車教室では

整

、ＰＴＡとも連携し、

備

家庭でも交通安全意識

さ

の啓発が

できるよう促

れ

す。なお、学校等で死

た

角体験や内輪差に関す

ま

る普及啓発を行うため

ち

トラック協会等と連携

施

する。また、

協働・協

策

創 自転車用ヘルメット

群

補助制度の創設に伴い

名

、区内自転車販売店に

1

協力を促していく。区

0

イベントでの自転車シ

便

ミュレ

の 取 組 み ータ体

利

験事業についても、委

で

託事業者だけでなく区

快

内警察署にも協力を促

適

す。

【目標】3すべて

な

の人に健康と福祉を【

道

ターゲット】3.6　

路

2020年までに、世

・

界の道路交通事故によ

交

る死傷者を半減さ

せる

通

。【関連する理由】幅

網

広い年齢層に対し、交

を

通安全意識の普及啓発

つ

活動を推進していくこ

く

とで、区内の交通事故

る

ＳＤＧｓが
発生件数の

施

減少につながる。また

策

、自転車用ヘルメット

名

の着用努力義務化と補

1

助制度について周知し

0

ていくことで、
目指す

.

目標
死亡・重傷事故の

2

件数の減少につながる

安

。【評価】死亡事故・

全

重傷事故件数の減少の

に

ために、自転車用ヘル

利

メットの
（ターゲッ

補

用

助制度によりヘルメッ

で

トの着用を促した。【

き

目標】11住み続けら

る

れるまちづくりを【タ

道

ーゲット】11.5　

路

2030年ま
ト）との

環

関
でに、貧困層及び脆

境

弱な立場にある人々の

の

保護に焦点をあてなが

整

ら、水関連災害などの

備

災害による死者や被災

■

者数を
連及び評価

大幅

　

に削減し、世界の国内

安

総生産比で直接的経済

全

損失を大幅に減らす。

で

【関連する理由】無電

良

柱化を進めることによ

好

り防災力強化につなが

な

る。【評価】補助第2

道

55号線の基本設計が

路

完了した。

 

備　　　

環

考

境を形成し、道路の機能に起因した事故発生件数の減少を図る。

■　交通安全意識の普及啓発活動を推進し、交通事故発生件数の減少を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■　５年に１度実施する橋りょう等の定期点検のほか、道路パトロール、路面下空洞調査、路面性状調査を実施して

　道路の状態を把握し計画的に補修を行っている。

■　ユニバーサルデザインに基づく歩行空間のバリアフリー化を進めている。

■　防災機能の強化、安全な歩行空間の確保、良好な都市景観の創出を図るため、無電柱化事業を進めている。
現　　　状

■　区内交通事故死傷者数は、平成29年より2,000人を下回っていたが、令和４年、令和５年は2,000人を上回ったも

　のの、令和６年は1,879人と再度2,000人を下回った。

■　経年劣化により老朽化が進んだガードパイプ等の道路付属物を計画的に改修していく必要がある。

■　まちづくりと連携してバリアフリー化を進めており、これまで比較的点的な整備を行ってきたことから、現状達

　成度が低くなっている。

■　エリアデザインの推進に伴い、防災機能の強化や安全な歩行空間の確保が求められ、無電柱化計画路線を追加し

　たため、さらなる整備の推進が必要である。
課　　　題

■　高齢者や自転車が関与す

足

る事故が多いこと、就

立

労世代に対する交通安

区

全意識の普及啓発活動

　

の機会が少ないこと

　

令

などの課題があり、対

和

応が求められている。

７

■　道路の劣化や損傷

年

等を未然に防ぐ計画的

度

な道路維持管理を行っ

施

ていくために、引き続

策

き定期点検、道路調査

評

を実

　施していくとと

価

もに、老朽化した道路

調

付属物の更新を効率的

書

に進める。

■　令和３

(

年度から着手した竹ノ

令

塚駅周辺のまちづくり

和

に伴う面的な整備を行

６

うことで、バリアフリ

年

ー化を大きく進

　めて

度

いく。

■　利用しやす

事

い安全な道路を整備す

業

るため、「足立区無電

実

柱化推進計画」に基づ

施

き、引き続き道路の無

)

電柱化を　
方　　　針

1

　推進していく。

■　

 

自転車保険加入義務化
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験型交通安全教室参加人数、自転車教室参加人数、保育園等交通安全教室参加人数

定義等 各種交通安全教室の参加人数の合計
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 23,000 23,000 24,000 25,000 -
(5)

実　績　値 17,610 20,932 22,960 22,693 R6 25,000

達　成　率 77% 70% 91% 84% 96% 92% 91% 91% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 4,261,735 3,867,370 4,018,925 4,929,888

人件費 901,154 876,956 879,446 967,755

総事業費 5,162,889 4,744,326 4,898,371 5,897,643

前年比(金額) △11,749 △418,563 154,045 999,272

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 道路損傷等による事故発生件数（区道）

定義等 道路損傷等による事故発生件数の減少は、道路が安全な状態であることを表すため。　※低減目標
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 0 0 0 0 -
(1)

実　績　値 2 2 1 0 R6 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 平成29年度以降にバリアフリーに対応した整備を行った歩道の累計延長

定義等 安全に利用できる道路環境整備の状況を測ることができるため。
指

単　位 m 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2,350 2,900 3,450 4,000 -
(2)

実　績　値 2,430 3,040 3,657 4,822 R6 4,000

達　成　率 103% 61% 105% 76% 106% 91% 121% 121% -

指標名 足立区無電柱化計画路線における整備着手率

定義等 防災力強化と良好な都市景観に寄与する道路の整備状況を測ることができるため。
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 19.7 21.1 22.5 23.8 -
(3)

実　績　値 18.2 18.2 19 19 R6 23.8

達　成　率 92% 76% 86% 76% 84% 80% 80% 80% -

指標名 交通事故死傷者数

定義等 負傷者数・死亡者数の合計　※低減目標
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1,400 1,300 1,200 1,100 -
(4)

実　績　値 1,803 2,011 2,075 1,879 R6 1,100

達　成　率 78% 61% 65% 55% 58% 53% 59% 59% -

指標名 スタントマンを活用した体
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が生じるなど事故の発生が懸念され

　　　る場合には迅速に補修等を行うなどして、道路損傷等による事故の発生を防ぐことができた

4

。

指標２　花畑地区周

 

辺ＵＤ道路改良工事、

担

区画街路第14号線街

当

路部整備工事及び補助

部

第138号線その2工

に

区道路整備工事等が完

お

了

　　　し、目標値を

け

上回ることできた。

指

る

標３　五反野地区の無

評

電柱化事業は、輻輳す

価

る地下埋設物の把握が

（

困難であり、着手まで

部

の準備（水路撤去等）

長

に時間を要して

　　　

評

いるが、事業は着実に

価

進んでいる。また、都

－

市計画道路については

１

、補助第255号線の

次

基本設計が完了した。

評

指標４　交通事故死傷

価

者数は、３年ぶりに2

）

,000人を下回った

そ

が、目標値に達するこ

の

とはできなかった。

指

１

標５　小学生向け自転

1

車教室は全67校で開

)

催することができた。

施

トラック協会による死

策

角体験や内輪差に関す

の

る普及啓発につい

　　

達

　ては、雨天中止が多

成

く４校のみの実施とな

状

った。

2)達成状況と

況

原因分析を踏まえた今

と

後の方向性

　道路の機

そ

能を保全し、安全・安

の

心な通行空間を提供す

原

るため、日頃から道路

因

の状態を把握するとと

の

もに迅速な対応を心掛

分

け、令

和６年度は、道

析

路損傷等に伴う事故の

指

発生を未然に防ぐこと

標

ができた。一方で、令

１

和７年１月に発生した

　

八潮市の道路陥没など

巡

、

インフラ施設に関わ

回

る事故が一層懸念され

点

ることから、引き続き

検

、路面下空洞化調査や

等

道路施設点検を定期的

を

に実施し、適切な管

理

通

に努めていく。また、

じ

歩行空間のバリアフリ

て

ー化や無電柱化による

道

防災力の強化を推進し

路

、良好な道路環境の形

の

成を図る。

　交通事故

状

死傷者数は３年ぶりに

態

2,000人を下回っ

を

た。これまでの各種交

適

通安全教室に加え、自

宜

転車シミュレータ体験

確

、トラック

による内輪

認

差や死角体験、自転車

し

ヘルメットの補助制度

、

の周知、自転車啓発チ

安

ームによる自転車のル

全

ール・マナー啓発事業

性

など様

々な角度から交

を

通安全の普及啓発を行

損

っていく。

なう施設の劣化や不具合等
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

道路台帳整備事業 道・道路管理課3911 160,075 248,432 408,507 現状維持 Ｂ

道路・水路の占用事務 道・道路管理課3912 6,581 94,006 100,587 現状維持 Ａ

屋外広告物事務 道・道路管理課3913 5,130 21,176 26,306 現状維持 Ｂ

道路の不正使用等に対する指導事業 道・道路管理課3915 7,525 46,310 53,835 現状維持 Ｂ

道路の維持事業 道・道路維持課3946 1,708,038 246,543 1,954,581 現状維持 Ｂ

道路一般管理事務 道・道路維持課3947 26,561 22,898 49,459 現状維持 Ｂ

道路の改良事業 道・道路整備課3949 1,141,946 80,925 1,222,871 現状維持 Ａ

交通安全施設の維持事業 道・道路維持課3951 147,210 38,906 186,116 現状維持 Ｂ

舗装の改修事業 道・道路維持課3952 169,953 1,722 171,675 現状維持 Ｂ

私道整備助成事業 道・道路管理課3953 81,873 10,588 92,461 現状維持 Ｂ

交通安全の普及啓発事業 交通対策課18647 38,664 50,961 89,625 拡充 Ａ

街路灯の維持事業 道・安全設備課20762 376,045 34,436 410,481 現状維持 Ａ

街路灯の新設及び改修事業 道・安全設備課20770 896,480 51,654 948,134 現状維持 Ａ

防犯灯助成事業 道・道路管理課20776 48,605 11,449 60,054 改善・変更 Ｂ

道路の改良事業

3

道・安全設備課223

)

48 76,133 2,

施

583 78,716 現

施

状維持 Ｂ

道路の設備維

策

持事業 道・安全設備課

の

23162 34,16

手

9 2,583 36,7

段

52 拡充 Ｂ

都市建設関

と

係施設改修事業 道・道

し

路維持課23429 4

て

,900 2,583 7

位

,483 現状維持 Ｂ

合

置

計１７事業 4,929

付

,888 967,75

け

5 5,897,643
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施

ikaku@city

策

.adachi.to

の

kyo.jp

■　第二

概

次景観計画に基づく「

要

足立まちの風景資産」

柱

について、“足立らし

立

い風景”を区民を問わ

て

ず広く募集し、そ

　の

9

結果をとりまとめた投

【

票を行うことで、景観

ま

資源の重要性の認識を

ち

共有している。また、

】

それにあわせてまち歩

地

　きやワークショップ

域

を実施するなど、足立

の

区の魅力ある景観を区

個

の内外へ発信すること

性

により、景観施策への

を

参加

協働・協創 　意欲

活

を高めていく。こうし

か

た取り組みを通じて、

し

区民、事業者、区の協

た

働・協創による景観ま

都

ちづくりを推進して

の

市

取 組 み 　いく。

■　エ

基

リアデザイン計画の推

盤

進など、庁内及び地元

が

まちづくり協議会やま

整

ちづくり推進委員会と

備

連携しながら、まち

　

さ

づくりを進めている。

れ

さらに区民・地域・各

た

種団体などが一体とな

ま

って地域課題解決に向

ち

けた取り組みができる

施

よ

　う都市計画マスタ

策

ープランに基づく、協

群

働・協創によるまちづ

名

くりに取り組んでいく

1

。

【目標】11　住み

1

続けられるまちづくり

地

を【ターゲット】11

域

.3　2030年まで

の

に、包摂的かつ持続可

特

能な都市化を促進

し、

性

すべての国々の参加型

を

、包摂的かつ持続可能

活

な人間居住計画・管理

か

の能力を強化する。【

し

関連する理由】都市計

た

ＳＤＧｓが
画ﾏｽﾀｰ

ま

ﾌﾟﾗﾝに掲げる３つ

ち

の柱は、安心して住み

づ

続けられるまちづくり

く

につながる。【評価】

り

庁内、区民、事業者な

を

ど
目指す目標

と連携し

進

、まちづくりを進める

め

ことができた。引き続

る

き安全で活力と魅力あ

施

ふれるまちの実現に取

策

り組んでいく。
（ター

名

ゲッ
【目標】17　ﾊ

1

ﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟで

1

目標を達成しよう【タ

.

ーゲット】17.17

1

　様々なﾊﾟｰﾄﾅｰ

良

ｼｯﾌﾟの経験や資源

好

戦略を基にした
ト）と

な

の関
、効果的な公的、

景

官民、市民社会のﾊﾟ

観

ｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟを奨

の

励・推進する。【関連

形

する理由】都市計画ﾏ

成

ｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに掲げ

と

ている
連及び評価

「協

快

働・協創によるまちづ

適

くり」は区民・地域・

な

各種団体などとのﾊﾟ

ま

ｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの推

ち

進につながる。【評価

づ

】まちづく

り協議会や

く

まちづくり推進委員と

り

連携して、まちづくり

の

を進めることができた

推

。

備　　　考

進

■　良好な景観を形成するため、景観法による届出を通じて、建築物等や屋外広告物の規制・誘導を行うとともに、

　地域住民の景観形成の機運を高める活動を推進していく。

■　区民及び事業者との協働・協創により、地域の特性を活かしたまちのルールを策定することで、良好な景観の形

施策の方向 　成と快適なまちづくりを推進していく。

( 目 標 )

■　個々の建築物の形態意匠、色彩等の質を高め、周辺とのつながりやまとまりに配慮した良好な景観の形成を図る

　ため、届出や事前協議を通じた建築物や屋外広告物等の規制・誘導を行っている。

■　「足立区都市計画マスタープラン」に基づく、用途地域や地区計画等の規制・誘導による土地利用施策、木造住

　宅密集市街地における新たな防火規制の指定、市街地開発事業等を区民及び事業者など様々な主体との協働・協創
現　　　状

　により着実に進めている。

■　様々な主体が日常の身近な景観に関心を持ち、良好な景観を維持・創造していくための働きかけが必要である。

　また、景観形成地区と特別景観形成地区の良好なまち並み保全のための景観誘導に取り組む必要がある。

■　引き続き用途地域や地区計画等に基づく規制・誘導を実施することで、良好な市街地を形成していく必要があ　

　る。

課　　　

足

題

■　景観法に基づく

立

届出を通じて、建築物

区

や屋外広告物の規制・

　

誘導を行うことに加え

令

て、その履行状況を完

和

了届出

　により確認す

７

ることで、良好な景観

年

を形成していく。

■　

度

景観形成地区の地域住

施

民の良好な景観形成に

策

関する機運を醸成する

評

ため、ワークショップ

価

など、具体的な景観　

調

　ルールづくりに向け

書

た取り組みを推進して

(

いく。

■　様々な主体

令

との協働・協創により

和

、地域の特性を活かし

６

たまちのルールを策定

年

し規制・誘導を行うこ

度

とで、良好
方　　　針

事

　な市街地を形成し、

業

快適なまちづくりを推

実

進していく。

担 当 課 名

施

都市建設課（取りまと

)

め）

電 話 番 号 03-3

1

880-5280 E-

 

mail tosike
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値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 207,003 30,712 45,118 41,151

人件費 159,993 120,069 116,745 120,022

総事業費 366,996 150,781 161,863 161,173

前年比(金額) △1,590,020 △216,215 11,082 △690

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「景観・街並みが良好である」と思う区民の割合

定義等 世論調査で「景観・街並みが良好である」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 48 49 49 50 -
(1)

実　績　値 53.1 53.4 50.2 56.1 R6 50

達　成　率 111% 106% 109% 107% 102% 100% 112% 112% -

指標名 景観の届出の内容が反映された完了届出割合

定義等 各年度における景観法届出件数に対する完了届出の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 64 68 72 75 -
(2)

実　績　値 78.1 71.2 72.1 62.1 R6 75

達　成　率 122% 104% 105% 95% 100% 96% 83% 83% -

指標名 まち歩き、ワークショップ等の開催回数（累計）

定義等 景観資源の発掘や景観重要建造物の指定等に向けた、まち歩きやワークショップの開催回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1 2 3 4 -
(3)

実　績　値 0 0 3 4 R6 4

達　成　率 0% 0% 0% 0% 100% 75% 100% 100% -

指標名 地域の特性を活かした協働・協創による地区計画等の策定の面積割合

定義等 市街化区域に対する地区計画等の策定面積割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 32.8 33.2 33.6 34 -
(4)

実　績　値 32.4 32.6 32.7 32.8 R6 34

達　成　率 99% 95% 98% 96% 97% 96% 96% 96% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　
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景資産」についての募集や投票におい

て、これまで以上に広く周知活動ができたこと、ＳＮＳによる情報発信回数を増やしたこともあ

4

り、区民の景観に関す

 

る意識が高

くなったと

担

考えられる。

(2)指

当

標２は、目標を達成す

部

ることができなかった

に

。届出に関する問い合

お

わせがあった際や届出

け

を受理した際に、足立

る

区景観条例

により完了

評

届出が義務化されてい

価

る旨を周知しているも

（

のの、積極的な声かけ

部

や周知が足りなかった

長

と考えられる。

(3)

評

指標３は、区民が身近

価

にある景観資源に対す

－

る認識を高める機会と

１

してまち歩き・ワーク

次

ショップを令和３年度

評

より計画して

いたが、

価

新型コロナウイルスに

）

よる行動制限等により

そ

中止していた。令和５

の

年度はそれらがなくな

１

ったことから、３回開

1

催するこ

とができ、令

)

和６年度は予定通り１

施

回開催することができ

策

た。

(4)指標４は、

の

目標値は達成できなか

達

ったが、六木一丁目地

成

区（約5.5ha）の

状

1地区で新規に地区計

況

画を策定した。

2)達

と

成状況と原因分析を踏

そ

まえた今後の方向性

(

の

1)指標１について、

原

令和７年５月に「足立

因

まちの風景資産」選定

の

後、結果発表の情報発

分

信をすることで、足立

析

区の景観に多くの

関心

(

を集められるように工

1

夫する。「足立まちの

)

風景資産」の地図作成

指

や令和８年度の「足立

標

まちの風景資産」追加

１

募集に向けて

、景観形

は

成に関する普及啓発を

、

推進していく。

(2)

前

指標２について、景観

年

の質を高める規制誘導

度

を行うため、建築計画

の

の届出内容が着実に実

実

行されていることを確

績

認・把握して

いく。区

値

民や事業者に完了届出

を

の義務について周知す

上

る方法を工夫し、強化

回

していく。

(3)指標

り

３について、選定され

、

た「足立まちの風景資

目

産」のパネル展の開催

標

やそれを巡るまち歩き

値

を行うことにより、景

を

観施策へ

の参加意欲を

達

高めていく。

(4)指

成

標４について、まちづ

す

くり協議会やアンケー

る

ト調査等を通じて地域

こ

の意向を把握しながら

と

、東京都の協力のもと

が

地区計画等

を策定する

で

ことで、区内各地区に

き

おける（エリアデザイ

た

ン計画の区域、防災ま

。

ちづくりの推進地区、

「

都営住宅建替え事業地

足

区等）

協働・協創によ

立

るまちづくりを推進し

ま

ていく。

ちの風
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

土地取引適正化事務 資産管理課3549 151 861 1,012 現状維持 Ｂ

土地区画整理事業 道・道路整備課3937 268 28,439 28,707 縮小 Ａ

用途地域見直し事務 都市建設課3962 34,884 43,045 77,929 現状維持 Ａ

景観形成の推進事業 都市建設課3964 2,898 38,741 41,639 現状維持 Ａ

公共事業に伴う融資あっせん・利子補給事業 道・道路整備課12392 158 4,631 4,789 縮小 Ｂ

サインの整備事業 都市建設課22759 2,792 4,305 7,097 現状維持 Ａ

合計６事業 41,151 120,022 161,173

3)施施策の手段として位置付け
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施

、区と民間が協働して

策

開発手法などを検討・

の

整備していく。

方　　

概

　針

担 当 課 名 まちづく

要

り課（取りまとめ）

電

柱

話 番 号 03-3880

立

-5933 E-mai

て

l machi@cit

9

y.adachi.t

【

okyo.jp

 各地

ま

区における駅前広場等

ち

の拠点整備は地域のま

】

ちづくり協議会等とと

地

もに協働によるまちづ

域

くりを進めている。

竹

の

の塚エリアでは、ＵＲ

個

都市機構主導によるタ

性

ウンマネジメントなど

を

、協創のプラットフォ

活

ームづくりに取り組ん

か

で

いる。

協働・協創
の

し

取 組 み

【目標】11住

た

み続けられるまちづく

都

りを

【ﾀｰｹﾞｯﾄ】

市

11.7　2030年

基

までに、女性、子ども

盤

、高齢者及び障害者を

が

含め、人々に安全で包

整

摂的かつ利用が容易な

備

緑
ＳＤＧｓが

地や公共

さ

スペースへの普遍的ア

れ

クセスを提供する。
目

た

指す目標
【関連する理

ま

由】本施策では、各エ

ち

リアの拠点や周辺地区

施

環境を整備し、緑や公

策

共スペースの創出とと

群

もに、まちへ
（ターゲ

名

ッ
のアクセス性向上に

1

寄与する事業に取り組

1

んでいるため。
ト）と

地

の関
【評価（進捗状況

域

）】駅前広場やUR敷

の

地内の空地等の計画づ

特

くりに関係機関と連携

性

して取り組んでおり、

を

順調に進捗
連及び評価

活

している。

備　　　考

かしたまちづくりを進める

施 策 名 11.2 エリアデザイン計画の推進による拠点開発の展開

■エリアデザイン計画に基づき大学や病院などの拠点及び周辺環境を整備することにより、各エリアの魅力を高める

ことでイメージアップを図り、区内外から住みたくなる、訪れたくなるまちづくりを推進する。

施策の方向
( 目 標 )

■エリアデザインにより、江北エリアの東京女子医科大学附属足立医療センター開院及び周辺の施設・基盤の整備、

花畑エリアの文教大学東京あだちキャンパスの開設、人道橋（花瀬橋）及び親水拠点等の周辺環境整備、竹の塚エリ

アの鉄道高架化、六町エリアの安全安心ステーションの開設など、地域をリードするプロジェクトが完了した。

■その他のエリアデザインとして、西新井エリアの西新井駅西口駅前広場・西新井公園の整備、都営梅田八丁目アパ
現　　　状

ート創出用地に新しいコンセプトの図書館整備、北千住エリアの駅東口や千住大川端の市街地開発、千住大橋駅前用

地の活用事業、綾瀬・北綾瀬エリアの駅前の交通広場整備及び民間開発の誘導、竹ノ塚駅周辺の鉄道高架化後のまち

づくりなど、まちの魅力を高める事業に取り組んでいる。

■その他の地域では、土地利用転換や都市計画事業の進捗に伴い、安心・安全なまちづくりに取り組んでいる。

■拠点開発を進める場合、区による開発に頼ることなく、地域活性化の起

足

爆剤となる民間企業を

立

誘導する手法の検討

が

区

必要である。

■エリア

　

デザインを計画的かつ

令

着実に進めるため、各

和

事業の調整やスケジュ

７

ール整理など、遅滞な

年

くプロジェクトを

進め

度

る必要がある。

■各地

施

区の事業化にあたって

策

は区民等の意見も十分

評

に考慮して進めていく

価

ことが必要である。
課

調

　　　題
■区内の開発

書

状況に目を配り、地区

(

の状況に応じた手法で

令

まちづくりを行う必要

和

がある。

■エリアデザ

６

イン計画を策定する中

年

で、進めるべき拠点開

度

発方針を定め、それに

事

伴う周辺環境整備の方

業

向性を決定す

る。

■拠

実

点開発を進めるにあた

施

っては、各エリアの特

)

徴やそのエリアに必要

1

な機能を担うことがで

 

きる民間企業を誘導し
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績　値 5 6 6 6 R6 11

達　成　率 100% 45% 100% 55% 75% 55% 55% 55% -

指標名 拠点開発に伴う駅前広場等整備面積

定義等 駅前広場が新たに整備された面積
指

単　位 ha 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 3.7 3.7 3.7 3.9 -
(5)

実　績　値 3.2 3.2 3.2 3.6 R6 3.9

達　成　率 86% 82% 86% 82% 86% 82% 92% 92% -

指標名 拠点開発に伴う道路・公園整備着手数

定義等 拠点開発に伴う道路・公園整備に着手した数（累計）
指

単　位 カ所 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 11 13 13 18 -
(6)

実　績　値 11 13 13 13 R6 18

達　成　率 100% 61% 100% 72% 100% 72% 72% 72% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 7,250,703 5,219,224 4,453,188 1,762,309

人件費 228,490 208,067 185,770 178,207

総事業費 7,479,193 5,427,291 4,638,958 1,940,516

前年比(金額) 1,856,042 △2,051,902 △788,333 △2,698,442

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 エリアデザイン地域内で「暮らしやすい」と感じている区民の割合

定義等 世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「暮らしやすい」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 85.7 87.1 88.5 90 -
(1)

実　績　値 87.6 87.6 86.3 88.3 R6 90

達　成　率 102% 97% 101% 97% 98% 96% 98% 98% -

指標名 エリアデザイン地域内で「区に誇りを持っている」と感じている区民の割合

定義等 世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「区に誇りを持っている」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 57.22 59.28 61.34 63.4 -
(2)

実　績　値 45.6 44.2 38.9 45 R6 63.4

達　成　率 80% 72% 75% 70% 63% 61% 71% 71% -

指標名 エリアデザイン地域内で「区を人に勧めたい」と感じている区民の割合

定義等 世論調査で「エリアデザイン地域内」に住む住民のうち、「区を人に勧めたい」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 56.38 58.52 60.66 62.8 -
(3)

実　績　値 44.7 44.5 40.4 46.9 R6 62.8

達　成　率 79% 71% 76% 71% 67% 64% 75% 75% -

指標名 拠点開発着手数

定義等 拠点開発に着手した施設又はエリアの数（累計）
指

単　位 カ所 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 5 6 8 11 -
(4)

実　

- 156 -



６

を踏まえた今後の方向

.

性

 【指標１～３】

　

１

駅前広場整備や民間開

ポ

発の誘導および拠点開

イ

発の着手等、エリアデ

ン

ザインを計画的かつ着

ト

実に進めていく。

　施

、

設を整備するだけでな

「

く、ハードとソフトの

区

両面からエリアデザイ

を

ン地域のまちづくりを

人

推進することにより、

に

「暮らしやす

い」「区

勧

に誇りを持っている」

め

「区を人に勧めたい」

た

と感じる割合をさらに

い

増やし、区全体の評判

」

やイメージをより良い

が

ものへ高

めることにつ

６

なげていく。

【指標４

.

】

　引き続き関係所管

５

との連携や綿密な準備

ポ

・調整等により、進捗

イ

に応じた計画に沿って

ン

拠点開発の着手を目指

ト

していく。

　西新井駅

そ

西口：事業成立に向け

れ

、準備組合と協議を行

ぞ

っていく。

　千住大橋

れ

駅前開発：優先交渉権

前

者と基本協定を締結し

年

、地域に対し事業者説

度

明会を実施する予定。

を

令和１０年度施設開設

上

を目指

し、優先交渉権

回

者と協議していく。

　

っ

北千住駅東口開発：準

た

備組合及び東京都と協

が

議し、都市計画変更の

、

内容を整理し手続きを

全

進めていく。

【指標５

て

】

　北綾瀬駅前広場：

の

令和７年６月の駅前交

指

通広場開放後の状況を

標

注視しつつ、駅周辺の

で

商業地や住宅地のあり

目

方を検討していく。

　

標

西新井駅西口：再開発

値

・駅前広場・駅ビルを

を

一体的に整備していく

下

ため、準備組合や地域

回

住民、事業者等と連携

っ

して進めていく

。

　竹

た

ノ塚駅東口：ＵＲと連

。

携した計画づくり、警

　

察協議を進めていく。

３

　京成関屋駅：交通量

つ

調査及び駅利用状況調

の

査を実施する。また、

指

実態把握とともに地区

4

標

の課題を整理し、駅前

は

広場のあり方やま

ちの

、

将来像を検討していく

区

。

【指標６】

　西新井

全

公園周辺地区は、公園

体

廃止に伴う用途地域や

の

地区計画について引き

傾

続き都と協議していく

向

とともに、道路・公園

と

の事業協

力者に丁寧に

 

同

説明していく。

様に上がっており、

担

エリアデザイン地域内

当

の実績値は依然として

部

エリアデザイン地域外

に

よりも

高いことから、

お

各エリアの取組みが評

け

価されていると考えら

る

れる。

　特に、「区を

評

人に勧めたい」は、区

価

全体は前年度から４．

（

８ポイント増加に対し

部

、エリアデザイン地域

長

内は６．５ポイント増

評

加

し区全体を上回った

価

。エリア別に見ると、

－

駅前区有地活用事業者

１

が決定した六町エリア

次

、駅前交通広場整備と

評

商業施設誘致が進む

北

価

綾瀬は約５５％と区全

）

体に対して約１０ポイ

そ

ント上回ったことから

の

、区民の関心や期待が

１

高まっていることが推

1

察される。

【指標４】

)

　工事着手には至らな

施

かったが、着手に向け

策

て準備を進めている。

の

　高野小学校跡地：設

達

計が終わりまもなく工

成

事着手となる。

　新し

状

いコンセプトの図書館

況

：計画づくりを進めて

と

いる。

　千住大橋駅前

そ

開発：駅前用地を取得

の

し、活用方針を策定、

原

優先交渉権者を決定し

因

た。

　北千住駅東口開

の

発：北街区準備組合が

分

設立され、令和７年３

析

月に地区まちづくり計

【

画（変更）を策定した

指

。

　六町駅前開発：資

標

材価格の高騰等の理由

１

により工事着手には至

～

らなかった。

【指標５

３

】

　綾瀬駅東口の整備

】

及び竹ノ塚駅西口の暫

　

定整備が完了した。

　

実

北綾瀬駅前広場：令和

績

７年６月開放を目指し

値

工事中である。この他

は

、駅前広場整備と関連

「

する検討を進めている

暮

。　

　西新井駅西口：

ら

地権者に事業のご理解

し

を得られるよう交渉を

や

粘り強く進めている。

す

　竹ノ塚駅東口：拡張

い

再整備の計画づくりを

」

ＵＲ都市機構と連携し

が

て進めている。

　京成

２

関屋駅：地域からの請

.

願を受け、東京都・東

０

武鉄道・京成電鉄・区

ポ

で勉強会を発足した。

イ

【指標６】

　工事着手

ン

には至らなかった。

　

ト

補助１３８号線（江北

、

）：事業認可がおり、

「

用地買収に向けて沿道

区

の都市計画変更を行う

に

など準備を進めている

誇

。

　西新井公園：補助

り

第２５５号線及び西新

を

井公園の事業認可を目

持

指して用地測量を進め

っ

ている。

　六町公園：

て

公園整備に向けた基本

い

設計案作成にあたり、

る

アンケート調査や住民

」

説明会を実施した。

2

が

)達成状況と原因分析
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

地区まちづくり計画及び地区計画推進事業 まちづくり課3970 1,597,718 129,996 1,727,714 現状維持 Ａ

北千住駅東口周辺まちづくり事業 まちづくり課3986 0 21,523 21,523 現状維持 Ａ

住宅市街地総合整備事業 まちづくり課21956 35,580 13,774 49,354 現状維持 Ａ
竹の塚鉄道立体化及び関連都市計画事業資金積立基金積立
金

都市建設課23798 3,171 4,305 7,476 現状維持 Ａ

鉄道立体化の促進事業 交通対策課23802 125,840 8,609 134,449 縮小 Ｂ

合計５事業 1,762,309 178,207 1,940,516

3)施施策の手段として位置付け
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施

令和６年）・大谷田地

策

区（令和５年～１０年

の

）で区営住宅の建替え

概

・集約化を進める。

　

要

令和２年１２月より居

柱

住支援協議会を設置し

立

、不動産関係団体、学

て

識経験者、居住支援団

9

体等の協力を得ながら

【

、

課題解決に向けて関

ま

係機関へつないでいく

ち

等、住宅確保要配慮者

】

に寄り添った居住支援

地

を促進していく。
方　

域

　　針

担 当 課 名 建・住

の

宅課（取りまとめ）

電

個

話 番 号 03-3880

性

-5963 E-mai

を

l juutaku@c

活

ity.adachi

か

.tokyo.jp

　

し

建築防災課、開発指導

た

課と連携し、住宅の耐

都

震工事、住戸面積の確

市

保等を誘導し、居住環

基

境の改善及び良質な住

盤

宅

の供給につながるよ

が

う取り組みに努めてい

整

る。

　関係所管（福祉

備

まるごと相談課、生活

さ

支援推進課、高齢者地

れ

域包括ケア推進課、親

た

子支援課、子どもの貧

ま

困対策・

協働・協創 若

ち

年者支援課）及び区内

施

不動産団体と連携して

策

、住宅確保要配慮者の

群

居住支援に取り組んで

名

いる。

の 取 組 み

【目標

1

】11　住み続けられ

1

るまちづくりを　　1

地

7　パートナーシップ

域

で目標を達成しよう。

の

【ターゲット】11.

特

1　20

30年までに

性

、すべての人々に対し

を

、適切、安全かつ安価

活

な住宅及び基本的サー

か

ビスへのアクセスを確

し

保し、スラムを
ＳＤＧ

た

ｓが
改善する。

目指す

ま

目標
【関連する理由】

ち

公営住宅の管理運営お

づ

よび整備を行い、良質

く

で安価な住宅を供給し

り

ていく。また、住宅確

を

保要配慮
（ターゲッ

者

進

の住宅確保について、

め

事業展開し行政評価す

る

ることで、寄り添った

施

支援体制を構築する。

策

ト）との関
【評価】令

名

和３年度から開始した

1

お部屋さがしサポート

1

事業を指標に追加した

.

ことで、事業実績を行

3

政評価で分析し
連及び

安

評価
可視化することが

心

できた。当事業は、住

し

宅セーフティネットと

て

しての役割を担い、高

住

齢者をはじめとする住

み

宅の確保

が困難な方々

続

へのスムースな住居提

け

供を目指してさらなる

ら

強化を図っていく。

備

れ

　　　考

る住宅環境の整備

　区民のライフスタイルに対応した豊かな住生活を形成するために、開発や修繕等の機会を捉え、良質な住宅供給を

誘導していく。

　「住宅確保要配慮者」（低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子どもを養育する者その他住宅の確保に特に配

施策の方向 慮を要する者）に対して、地域の関係団体等と連携した支援を講じていくことで、民間賃貸住宅への入居を促進して

( 目 標 ) いく。

　集合住宅の建築及び管理に関する条例や環境整備基準に基づき、ファミリー世帯をはじめ、若年層や単身高齢者に

配慮した良質な住まいがバランスよく供給されるよう取組んでいる。

　区営住宅の建替えおよび長寿命化を行い、長期にわたり安全かつ快適に住まうことができる良質な住宅提供を行っ

ている。また、ライフステージの変化にも対応して快適に暮らすことができるよう、公営住宅のバリアフリーやユニ
現　　　状

バーサルデザインを推進している。

　不動産団体との連携強化により、住み慣れた足立区で住み替えを希望する高齢者や子育て世帯等へ民間賃貸住宅の

入居支援を行っている。

　さらなる少子超高齢社会の進展は、地域を支える活力の低下をもたらすため、魅力的な住宅施策を推進し、若い世

代の定住・定着につなげていくことが重要。

　多様な居住ニーズに対応する

足

ために、新たに供給さ

立

れる良質な住宅に加え

区

、既存住宅の活用が必

　

要である。

　住宅確保

令

要配慮者は、保証人を

和

確保できないことをは

７

じめ、複数の課題を抱

年

えているため、住宅の

度

あっせんに加え

て、相

施

談者が抱える個々の課

策

題を紐解き、寄り添っ

評

た支援体制を構築して

価

いく必要がある。
課　

調

　　題
　小規模住棟の

書

区営住宅が分散してい

(

ることで、修繕時期が

令

集中するなど管理効率

和

の低下を招いており、

６

集約管理を

進めていく

年

必要がある。

　長期に

度

わたり良好な状態で使

事

用できる優良な住宅の

業

建設を誘導する。

　住

実

まいに関する相談窓口

施

、助成制度を活用し、

)

既存ストック住宅の更

1

新、改良を推進する。

 

　新田（平成３１年～
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に至った割合

定義等 お部屋さがしサポート事業のお部屋紹介によって民間賃貸住宅に成約した割合
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 65 65 50 -
(5)

実　績　値 61.5 48.5 48.2 57.7 R6 50

達　成　率 123% 123% 75% 97% 74% 96% 115% 115% -

指標名 あだちお部屋さがしサポート事業利用者数

定義等 お部屋さがしサポート事業の窓口相談を利用された延べ相談者数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 150 250 260 270 -
(6)

実　績　値 243 295 384 374 R6 270

達　成　率 162% 90% 118% 109% 148% 142% 139% 139% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 420,519 932,439 1,434,886 391,988

人件費 197,821 208,911 219,852 182,333

総事業費 618,340 1,141,350 1,654,738 574,321

前年比(金額) 36,940 523,010 513,388 △1,080,417

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 暮らしにくいと感じる理由として、家の広さなどの居住環境が悪い割合（低減目標）

定義等 世論調査で、特に暮らしにくいと感じることとして「家の広さなどの居住環境が悪いこと」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 11 10 10 9 -
(1)

実　績　値 16.2 10.2 16.9 9.2 R6 9

達　成　率 68% 56% 98% 88% 59% 53% 98% 98% -

指標名 着工戸建住宅の長期優良住宅認定割合

定義等 新規に着工される戸建住宅のうち、長期優良住宅と認定された住宅の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 18 19 19 20 -
(2)

実　績　値 13.27 13.63 16.81 18.4 R6 20

達　成　率 74% 66% 72% 68% 88% 84% 92% 92% -

指標名 住宅改良助成事業の助成件数

定義等 助成申請件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 70 80 80 80 -
(3)

実　績　値 77 88 194 88 R6 80

達　成　率 110% 96% 110% 110% 243% 243% 110% 110% -

指標名 戸建て・分譲マンション等の住まいに関する相談・アドバイザー派遣件数

定義等 住まいに関する相談・アドバイザー派遣実績件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 120 130 130 150 -
(4)

実　績　値 65 92 92 113 R6 150

達　成　率 54% 43% 71% 61% 71% 61% 75% 75% -

指標名 あだちお部屋さがしサポート事業を通じて、住宅確保
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うとする意識が低いことが主な原因

ではあるが前年度より大きく改善した。

　指標２は、昨年度より改善したが目標値には届かなかっ

4

た。年々高騰する建設

 

費などにより、申請費

担

用削減などが要因と考

当

えら

れる。

　指標３は

部

、目標値を上回った。

に

近年、地震や台風被害

お

の事前対策として、屋

け

根軽量化の需要が高ま

る

り工事助成の申請件数

評

が増え

た。

　指標４は

価

、昨年度と同様で目標

（

値を下回った。マンシ

部

ョン管理計画認定制度

長

の啓発を兼ねて、令和

評

６年度から区内各所で

価

分譲マ

ンションの出張

－

相談会を実施し昨年度

１

より件数は増加したが

次

、更なる制度の周知が

評

必要と考えられる。

　

価

指標５は、目標値を上

）

回った。相談件数は前

そ

年度と同数だが、相談

の

者の条件や希望の詳細

１

な情報について、職員

1

が寄り添ってヒ

アリン

)

グし不動産協会へつな

施

いでいるのが要因と思

策

われる。

　指標６は、

の

目標値を上回った。新

達

たに福祉まるごと相談

成

課や生活支援推進課な

状

どと庁内連携を行い、

況

関係所管を通じての相

と

談が

増えた。

2)達成

そ

状況と原因分析を踏ま

の

えた今後の方向性

　令

原

和６年１月から開始さ

因

れた、昭和５６年６月

の

から平成１２年５月ま

分

でに建築された２階建

析

て以下の木造住宅（グ

　

レーゾーン住

宅）への

指

耐震診断および改修工

標

事助成は、診断１３９

１

件・改修３７件の申請

は

があった。また、令和

、

６年４月から新たに開

目

始された

グレーゾーン

標

住宅の解体助成は、５

値

８件の申請があった（

と

申請件数はすべて令和

ほ

６年度の件数）。建築

ぼ

士による無料相談会な

同

どを

通じて、更なる耐

じ

震化率の向上を推進す

に

る。

　分譲マンション

な

施策について、令和５

っ

年度から開始されたマ

た

ンション管理計画認定

。

制度の浸透を図るため

世

、区内１０ヶ所で出張

論

セミナーおよび個別相

調

談会を実施した。令和

査

７年度は区内１２ヶ所

の

に拡充し、更なる周知

結

啓発を図る。

　居住支

果

援について、新たに福

で

祉まるごと相談課およ

は

び生活支援推進課との

、

庁内連携や、居住支援

住

法人および債務保証会

民

社との協

定締結など様

の

々な協力関係を構築し

マ

た。令和７年度からは

ナ

、住宅セーフィティネ

ー

ット法の改正に伴う新

や

規事業の取り組みなど

ル

を実

施する予定。

ールを守ろ
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

開発指導事務 建・開発指導課3995 6,350 62,499 68,849 現状維持 Ａ

区営住宅管理事務 建・住宅課4004 214,207 41,838 256,045 現状維持 Ａ

一般区営住宅改修整備資金積立基金積立金 建・住宅課4006 153,352 861 154,213 現状維持 Ｂ

住宅施策推進事務 建・住宅課4008 7,017 47,003 54,020 改善・変更 Ａ

住宅改良助成事業 建・建築防災課4009 11,062 4,305 15,367 現状維持 Ａ

公共住宅再編事務 建・住宅課12042 0 25,827 25,827 現状維持 Ａ

合計６事業 391,988 182,333 574,321

3)施施策の手段として位置付け
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施

取りまとめ）

電 話 番 号

策

03-3880-54

の

23 E-mail mi

概

dori@city.

要

adachi.tok

柱

yo.jp

・　地域住

立

民や事業者による公園

て

等の自主管理や花植え

9

活動

・　あだち放課後

【

子ども教室やサロン豆

ま

の木等との連携による

ち

講座の実施

・　エリア

】

デザイン担当やユニバ

地

ーサルデザイン担当、

域

まちづくり部署との連

の

携による公園の整備

協

個

働・協創
の 取 組 み

【目

性

標】11 住み続けら

を

れるまちづくりを　【

活

ターゲット】11.7

か

 2030年までに、

し

女性、子ども、高齢者

た

及び障害者を

含め、人

都

々に安全で包摂的かつ

市

利用が容易な緑地や公

基

共スペースへの普遍的

盤

アクセスを提供する。

が

　【関連する理由
ＳＤ

整

Ｇｓが
】民有地の緑化

備

推進や目的に合わせて

さ

選べる公園整備により

れ

、身近な空間に緑を増

た

やし、誰もが利用でき

ま

る公園を提
目指す目標

ち

供する。　【評価】緑

施

化活動に取り組む「ひ

策

とづくり」、公園整備

群

による「まちづくり」

名

により、公共スペース

1

づく
（ターゲッ

りを行

1

っている。　【目標】

地

17 パートナーシッ

域

プで目標を達成しよう

の

　【ターゲット】17

特

.17 様々なパート

性

ナーシ
ト）との関

ップ

を

の経験や資源戦略を基

活

にした、効果的な公的

か

、官民、市民社会のパ

し

ートナーシップを奨励

た

・推進する。　【関連

ま

連及び評価
する理由】

ち

地域住民による公園等

づ

の管理の支援や、民間

く

事業者との連携による

り

公園活用の拡充を推進

を

する。　【評価

】多様

進

な団体による公園、樹

め

林、事業所等での美化

る

活動がみられ、主体的

施

にイベント等を実施し

策

ている団体もある。

備

名

　　　考

11.4 緑のある空間の創出や自然環境の保全

　区民が、個人でも、楽しく、気軽に緑や自然に触れ合える機会を創出するとともに、区民や事業者との協創体制を

推進することで、自ら緑や公園、自然を守り育むひとを増やしていく。

　計画的かつ効率的な公園改修を実現するとともに、貴重な民有樹林や農地を保全することで、魅力のある緑を実感

施策の方向 できるまちづくりを推進していく。

( 目 標 )

　公園の自主管理や保存樹木制度、緑化・自然の普及啓発事業を通じて、区民とともに緑や公園を守っている。

　まちづくりの進展やパークイノベーションの推進を背景に魅力のある公園の整備が進み、１人あたりの公園面積は

約4.7㎡となり、「足立区立公園条例」で定める５㎡以上に近づいている。

　防災・減災、環境・景観の向上等、民有地を含めた緑や空地が持つ機能の必要性が見直されている一方で、都市化
現　　　状

の進展に伴い、民有地の緑が減少している。

　公園や緑に関わる活動団体の構成員は高齢化が進んでいるため、子育て、観光、福祉等の自主活動団体や学校、民

間企業などとの連携により様々な世代の参画を働きかけていく必要がある。

　公園の老朽化が進む中、限られた財源で改修していくため、既存施設の再生・延命化を図り安全性を維持する必要

がある。

　新型コロナウイルス感染症等の流

足

行により、暮らしや働

立

き方だけではなく、公

区

園の利用の仕方も大き

　

く変化してお
課　　　

令

題
り、新しい生活様式

和

に対応していく必要が

７

ある。

　区民が緑の効

年

果を実感できるよう、

度

身近な生活空間に緑を

施

増やしていく必要があ

策

る。

　緑や公園を守り

評

育むために自ら行動し

価

活動する人を増やすと

調

ともに、その活動を広

書

げつなぐ仕組みを作る

(

。

　地域の意見を聞き

令

ながら計画的に公園を

和

改修し、安全かつ地域

６

の特性を活かした魅力

年

ある公園づくりを進め

度

る。

　まとまりのある

事

貴重な樹林を保存樹林

業

に指定することや、「

実

特定生産緑地制度」の

施

活用等により、民有地

)

の緑の保

全を推進する

1

。

方　　　針

担 当 課 名

 

道・パークイノベ課（
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(4)
実　績　値 62.9 60.9 60 62.6 R6 64.4

達　成　率 215% 98% 96% 95% 94% 93% 97% 97% -

指標名 【活動2-1】パークイノベーションに基づく、公園の改修、整備数（累計）

定義等 パークイノベーションの考え方に基づき、改修・新設した公園の数
指

単　位 か所 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 59 69 79 89 -
(5)

実　績　値 55 60 69 76 R6 89

達　成　率 93% 62% 87% 67% 87% 78% 85% 85% -

指標名 【活動2-2】特定生産緑地面積（累計）

定義等 特定生産緑地の指定面積（累計）
指

単　位 ha 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 12.7 21.1 21.8 21.8 -
(6)

実　績　値 20.69 20.5 20.5 20.06 R6 21.8

達　成　率 163% 95% 97% 94% 94% 94% 92% 92% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 3,596,211 4,076,415 5,340,664 4,370,108

人件費 626,745 519,553 535,963 458,866

総事業費 4,222,956 4,595,968 5,876,627 4,828,974

前年比(金額) △84,710 373,012 1,280,659 △1,047,653

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】緑化活動に参加した区民の割合

定義等 世論調査で「この１年間に緑を増やしたり、育てる取り組みに参加した」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 16.5 16.8 17.1 17.4 -
(1)

実　績　値 17.3 18 16.5 23.6 R6 17.4

達　成　率 105% 99% 107% 103% 96% 95% 136% 136% -

指標名 【活動1-1】緑や公園、自然に親しむ講座等の実施回数

定義等 緑の普及啓発講座や公園で行う自然に親しむ講座等の実施回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 444 455 465 476 -
(2)

実　績　値 616 623 661 599 R6 476

達　成　率 139% 129% 137% 131% 142% 139% 126% 126% -

指標名 【活動1-2】みどり豊かな景観形成に取組む区民・団体数

定義等 公園等の管理、花壇や緑地・大木の管理、緑によるまちの美化、農業支援に取り組む区民・団体数
指

単　位 人、団体 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1,219 1,250 1,281 1,312 -
(3)

実　績　値 1,218 1,238 1,233 1,213 R6 1,312

達　成　率 100% 93% 99% 94% 96% 94% 92% 92% -

指標名 【成果2】まちなかの花や緑が多いと感じている区民の割合

定義等 世論調査で「まちなかの花や緑が多い」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 29.3 63.4 63.9 64.4 -
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け

の設定を徹底する。

　

の

また、特定生産緑地へ

人

の申請期限を迎える農

材

業者に対しては活動を

育

続けられるよう申請を

成

働きかける。

　成果指

の

標2の世論調査では、

取

区民全体の意向を表す

り

指標として経過を確認

組

している。しかし、回

み

答者が毎年異なるため

を

、中長期

的な意識変化

進

を把握するためには有

め

用であるが、毎年の成

、

果を確認する短期的な

目

評価としては不十分な

標

側面がある。このため

値

、令

和7年度からは、

と

調査員を緑の協力員に

前

固定したモニタリング

年

調査を試行していく。

度

その結果をもとに課題

実

を分析し、区民のニー

績

ズに合わせた公園改修

を

や既存事業などに反映

大

させていく。

　これら

き

の公園の魅力向上や保

く

全の取り組みにより、

上

【成果2】まちなかの

回

花や緑が多いと感じて

っ

いる区民の割合の増加

た

を目指す

。

。

【活動1－1】

  目標値には到達しているが、荒川ビジタ

4

ーセンターが統合によ

 

り廃止されたため、屋

担

外プログラムの実施回

当

数が昨年から減少し

た

部

。

【活動1－2】

　新

に

規に活動を始める団体

お

がいる一方で廃業・高

け

齢化により活動をやめ

る

てしまう団体がおり、

評

差し引きとしては前年

価

度から減少し

ている。

（

目標値をやや下回って

部

いる。

【成果2】

　花

長

や緑が多いと回答した

評

人の割合は前年度から

価

増加しているものの、

－

目標値をやや下回る結

１

果となった。令和4，

次

5年度は60％程

度を

評

推移したが、令和6年

価

度はそれ以前の令和3

）

年度の水準に戻った。

そ

様々な区民に向けた緑

の

化の普及啓発活動の推

１

進に加えて、公

共緑化

1

や民間緑化などの取り

)

組みにより、前年度か

施

ら増加しているものと

策

考えられる。

【活動2

の

－1】

　パークイノベ

達

ーションによる公園の

成

整備は、令和6年度は

状

改修7か所の実績があ

況

った。当初の目標数を

と

下回っているが、計画

そ

の再

検討や債務負担へ

の

の変更、関連事業の延

原

伸などを行ったことが

因

原因である。

【活動2

の

－2】

　新規の特定生

分

産緑地の申請はなく、

析

0.44haの解除申

【

出があったため、実績

成

値は前年度から微減し

果

た。

2)達成状況と原

1

因分析を踏まえた今後

】

の方向性

【成果1、活

　

動1－1、活動1－2

緑

】

　現在緑化活動に従

に

事している団体・区民

関

に対しては前年から引

心

き続き活動辞退理由を

が

聴取し、活動を継続で

な

きる支援体制を構築

す

い

る。　

　現在の従事者

区

への支援と並行して、

民

「みどりのあそびば」

に

や子どもをもつ家族向

向

けのイベントなど緑と

け

かかわるきっかけにな

た

る

ようなイベントを継

気

続的に実施し、新しく

軽

緑に関心を持ち、緑化

に

活動に従事する区民の

参

割合を上げていくよう

加

に取り組む。イベン

ト

で

については、SNSや

き

あだち広報などの媒体

る

を活用して、より積極

イ

的に発信していく。

　

ベ

これらの取り組みを進

ン

め、【成果1】緑化活

ト

動に参加した区民の割

、

合の増加を目指す。

【

緑

成果2、活動2－1、

に

活動2－2】

　パーク

関

イノベーションによる

心

公園改修は他部署や他

が

機関と密に連携を取り

あ

、当初の計画通りに進

る

められるよう調整する

区

。引き続

き契約不調が

民

出ないよう、入札の前

向

には適切な価格と工期
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

拠点公園の運営管理委託事業 道・公園維持課3930 750,222 51,047 801,269 現状維持 Ａ

水路の整備事業 道・道路整備課20752 198,391 10,331 208,722 拡充 Ｂ

水路の整備事業 都市建設課20756 0 4,305 4,305 現状維持 Ａ

緑と公園推進事務 道・パークイノベ課20779 42,400 62,410 104,810 現状維持 Ｂ

公園等の整備事業 道・パークイノベ課20788 895,380 92,374 987,754 現状維持 Ａ

緑の普及啓発事業 道・パークイノベ課20799 27,270 54,919 82,189 改善・変更 Ｂ

民間緑化推進助成事業 道・パークイノベ課20823 33,797 42,352 76,149 改善・変更 Ａ

緑の基金積立金 道・パークイノベ課20832 9,591 2,583 12,174 現状維持 Ａ

公園・親水施設等の設備維持管理事業 道・安全設備課23166 50,921 8,609 59,530 現状維持 Ｂ

公園・親水施設等の維持管理事業 道・公園維持課23307 2,323,481 118,744 2,442,225 現状維持 Ａ

公園等のポンプ類整備事業 道・安全設備課23333 25,820 8,609 34,429 改善・変更 Ｂ

公園等の設備改修事業 道・安全設備課23923 12,835 2,583 15,418 拡充 Ｂ

合計１２事業 4,370,108 458,866 4,828,974

3)施施策の手段として位置付け
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施

ト等の活用を強化し区

策

内企業のデジ

　タル化

の

を支援していく。

■ 

概

 創業相談や融資、セ

要

ミナーなどの創業の段

柱

階に応じた様々なメニ

立

ューを組み合わせ、事

て

業規模や売上を拡大さ

1

せ
方　　　針

　ていく

0

企業の育成、ネットワ

【

ーク化を図っていく。

ま

担 当 課 名 産業振興課（

ち

取りまとめ）

電 話 番 号

】

03-3880-58

活

69 E-mail sa

力

ngyo@city.

と

adachi.tok

に

yo.jp

１）商店街

ぎ

装飾灯補修:安全設備

わ

課　２）商店街ｲﾍﾞ

い

ﾝﾄ:観光交流協会、

の

道路公園管理課　３）

あ

小売市場管理:資産管

る

理

課、住宅課　４）大

ま

型小売店舗出店調整：

ち

都市建設部、環境部　

施

５）製造業者の事業展

策

開：産業政策課、企業

群

経営支

援課、ｼﾃｨﾌ

名

ﾟﾛﾓｰｼｮﾝ課　６

1

）生産緑地地区追加指

2

定：都市建設課　７）

地

農業体験学習事業：教

域

育委員会

協働・協創
の

経

取 組 み

【目標】8働き

済

がいも経済成長も、9

の

産業と技術革新の基盤

活

をつくろう

【ターゲッ

性

ト】8.3生産活動や

化

適切な雇用創出、起業

を

、創造性及びイノベー

進

ションを支援する開発

め

重視型の政策を促
ＳＤ

る

Ｇｓが
進するとともに

施

、金融サービスへのア

策

クセス改善などを通じ

名

て中小零細企業の設立

1

や成長を奨励する。9

2

.2包摂的か
目指す目

.

標
つ持続可能な産業化

1

を促進し、2030年

デ

までに各国の状況に応

ジ

じて雇用及びGDPに

タ

占める産業セクターの

ル

割合を大幅に
（ターゲ

シ

ッ
増加させる。

ト）と

フ

の関
【関連する理由】

ト

区内事業者の支援を行

に

い地域の活力を育むこ

挑

とで、経済成長や産業

み

の基盤をつくることに

、

繋がる。
連及び評価

【

区

評価】新型コロナウイ

内

ルスが５類に移行し、

産

対面での見本市が戻り

業

つつある中、多くの事

の

業者が商談の機会や販

成

路

を得た。引き続き区

長

内事業者の販路拡大等

を

の支援を実施していく

支

。

備　　　考

え、地域の活力を高める

■　全国の専門家が持つノウハウや販路を活用した事業展開や、区内企業に対するデジタル化を進め、国内外に向け

　た販路拡大を支援していく。

■　セミナー等を通じたネットワーク化や、伴走支援を通じて、区内産業の魅力を高める起業・創業者を集積し、地

施策の方向 　域の活力を育んでいく。

( 目 標 )

■  産業団体や個々の企業が見本市に出展する際の助成や足立ブランドＨＰ、冊子での現認定企業の取り組み紹介、

　大型見本市に出展する際の効果を高めるための研修等を実施。また、コロナ禍における新たな取り組みとしてオ　

　ンライン商談会を開催するなど、販路拡大に向けた支援を行っている。

■　企業間のネットワーク化を図るため、事業者向け連続セミナーやマッチング企画を実施し、令和5年度は42社が
現　　　状

　参加した。

■  区内での創業を促進するため、創業相談、創業セミナー、オフィスの提供、創業プランコンテスト等のステージ

　にあわせた切れ間のないサポートを各関係団体と行い、令和6年は1,010件（区内設立法人数）の起業につなげ

　た。

■　社会が絶えず変化するなか、個々の事業者が販路を拡大していくうえで、有効な知識や技術等を蓄積していく必

　要がある。 

■  新型コロナウイルス感染症が5類に移行し、リアル

足

の見本市出展の需要が

立

増大しており、オンラ

区

イン見本市のあ

　り方

　

を検討していく必要が

令

ある。

■  区内企業

和

や事業者が事業の質の

７

向上を図れるよう、マ

年

ッチングクリエイター

度

によるネットワークづ

施

くりや制度等
課　　　

策

題
　の活用等を勧め支

評

援する必要がある。 

価

■  社会状況の変化

調

とともに多様化する創

書

業ニーズに対応するた

(

め、創業支援施策のあ

令

り方等について検討す

和

る必要

　がある。

■ 

６

 事業者の規模や業種

年

にかかわらず、商品や

度

サービスの質の向上に

事

資するノウハウ習得の

業

ためのアドバイスや助

実

　

　成を行い支援して

施

いく。

■  販路拡大

)

の支援として、リアル

1

の見本市出展を支援す

 

るとともに、ＥＣサイ
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業(※)認定セミナー参加者数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 131 137 143 150 -
(5)

実　績　値 73 85 142 130 R6 150

達　成　率 56% 49% 62% 57% 99% 95% 87% 87% -

指標名 中小企業診断士による開業相談数

定義等 中小企業診断士による開業相談数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 502 513 524 535 -
(6)

実　績　値 471 361 418 480 R6 535

達　成　率 94% 88% 70% 67% 80% 78% 90% 90% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 1,951,538 4,470,385 4,424,951 4,209,871

人件費 396,682 377,814 380,274 412,054

総事業費 2,348,220 4,848,199 4,805,225 4,621,925

前年比(金額) 1,122,495 2,499,979 △42,974 △183,300

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 見本市等の参加により取引につながったまたはつながる可能性のある割合

定義等 販路拡大支援事業、足立ブランド事業の商談会参加者で商談につながる企業の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 70 75 75 80 -
(1)

実　績　値 77 69 97 97 R6 80

達　成　率 110% 96% 92% 86% 129% 121% 121% 121% -

指標名 販路拡大事業等に参画した専門家の人数

定義等 販路拡大事業等に参画した専門家の人数の累計
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 15 20 27 40 -
(2)

実　績　値 13 18 30 52 R6 40

達　成　率 87% 33% 90% 45% 111% 75% 130% 130% -

指標名 デジタル化支援により「見本市出展助成」を活用し、オンライン見本市に出展した件数 

定義等 オンライン見本市出展助成の申請件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 45 45 20 10 -
(3)

実　績　値 12 4 0 1 R6 10

達　成　率 27% 120% 9% 40% 0% 0% 10% 10% -

指標名 空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業の成約件数

定義等 空き店舗マッチング支援及び家賃補助事業の成約件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 7 7 8 12 -
(4)

実　績　値 5 5 8 8 R6 12

達　成　率 71% 42% 71% 42% 100% 67% 67% 67% -

指標名 区、関係団体が実施した特定創業支援等事業(※)認定セミナー参加者数

定義等 区、関係団体が実施した特定創業支援等事
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路

通し

て、専門家に参画

を

してもらい、事業者の

得

課題を解決し成長をサ

た

ポートしていく。

【指

。

標３】

申請件数につい

足

て、令和5年度が0、

立

令和6年度が1との実

ブ

績を受け、事業者の需

ラ

要はほぼないと考えら

ン

れることから、廃止す

ド

る。

【指標４】

「空き

認

店舗マッチング支援事

定

業」は廃止となったが

事

、「創業者経営力アッ

業

プ支援事業」を令和５

で

年度より５件から８件

は

に拡充して

いる。経営

、

支援と賃料補助は、創

機

業初期の創業者にとっ

械

て大きな支えとなって

要

おり、需要もあるため

素

、今後も引き続き支援

技

を行っ

ていく。

【指標

術

５】

令和７年度は、特

展

定創業認定セミナーを

、

実施する支援団体が１

イ

団体増加し、計９回の

ン

開催を予定している。

タ

実施回数は年々増加傾

ー

向にあることから、受

ナ

講者数のさらなる増加

シ

を目指すため、特定創

ョ

業支援等事業のメリッ

ナ

トについて、区の広報

ル

紙やホームページ

等を

ギ

通じて積極的に周知を

フ

図り、参加者数の増加

ト

に努めていく。

【指標

シ

６】

創業プランコンテ

ョ

ストなどの創業関連事

ー

業のPRを強化すると

に

ともに、中小企業相談

出

員による創業融資後の

展

アフターフォローに加

、

え

、マッチングクリエ

カ

イターや事業者なんで

ラ

も相談員、ウェブ活用

フ

アドバイザーなどの訪

ル

問型専門相談員を活用

な

し、創業後に悩む事

業

ブ

者が相談しやすい環境

ー

を整備することにより

ス

、区内企業の育成を図

が

っていく。

多い中で、白

4

を基調としたブースは

 

逆に引き立ち、ほと

ん

担

どの出展企業が商談に

当

つなげた。

【指標２】

部

国内販路拡大支援事業

に

では、各支援メニュー

お

に応じて専門家や販路

け

関係者が参画し、海外

る

販路拡大支援事業では

評

、ノウハウセミナ

ーに

価

おいて外部の専門講師

（

を多数招聘し、目標を

部

上回った。

【指標３】

長

リアル見本市が定着、

評

オンライン見本市の需

価

要は少なく、目標を大

－

きく下回った。

【指標

１

４】

「空き店舗マッチ

次

ング支援事業」は令和

評

４年度末で廃止となっ

価

た。そのため、当初「

）

創業者経営力アップ支

そ

援事業」との２事業で

の

１２件の採択を目標と

１

していたが、令和５年

1

度以降は１事業の実施

)

となり、応募１８件の

施

うち上限となる８件を

策

採択した。

【指標５】

の

区や関係団体が実施し

達

たセミナーの数は１回

成

増加したが、それぞれ

状

の参加者数が微減した

況

結果、目標に至らなか

と

った。一方、開業

相談

そ

数は増加しており、創

の

業支援の需要は高まっ

原

ていると思われるため

因

、特定創業支援等事業

の

の支援を受ける必要の

分

ある創業者の

割合が少

析

なかったと考えられる

【

。

【指標６】

令和６年

指

度の開業相談数は前年

標

度比プラス６２件であ

１

った。当初設定した目

】

標数は達成しなかった

海

ものの、相談件数は年

外

々増加傾

向にあり、コ

販

ロナ禍を経た後、新し

路

い働き方の１つとして

拡

創業に対する関心が高

大

まってきていると推測

支

される。

2)達成状況

援

と原因分析を踏まえた

事

今後の方向性

【指標１

業

】

海外販路拡大支援事

で

業では、興味を示した

は

バイヤーとの商談会形

、

式に変更し、事業の中

現

で商品の特徴、価値な

地

どを端的に伝える販

促

専

物を製作しバイヤーへ

門

の営業や商談に活用す

家

ることで、取引に繋げ

の

ていく。足立ブランド

協

認定事業では、Bto

力

B商材を取り扱う企

業

等

の割合が多く出展意欲

に

も旺盛なため、機械要

よ

素技術展への出展は継

り

続する。一方で、出展

出

企業の硬直化を指摘す

展

る声を踏まえ、

見本市

し

への出展を前提としな

た

いPR施策についても

多

、PR事業者や認定企

く

業と協議していく。

【

の

指標２】

国内販路拡大

事

支援事業、海外販路拡

業

大支援事業において、

者

現地パートナーの参画

が

、各支援メニューやセ

販

ミナー等の実施などを
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２５事業 4,209,871 412,054 4,621,925

3)施施策の手段として位置付け
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産業 産

成

Ａ

イノベーション推進

事

事業 企業経営支援課2

務

1927 56,819

企

16,525 73,3

業

44 改善・変更 Ａ

産業

経

振興関係施設改修事業

営

産業振興課23017

支

20,272 4,30

援

5 24,577 拡充 Ｂ

課

合計２５事業 4,20

業

3

9,871 412,0

6

54 4,621,92

0

5

6 38,273

別紙

3)施

政

1

策の手段として位置付

,

けられる事務事業の評

7

価結果
事務事業 施策へ

2

の
事務事業名 事業費 人

2

件費 総事業費 課長評価

3

担当課コ ー ド 貢献

9

度

,99

策

5 現状維持 Ｂ

勤労福祉

課

会館運営事業 企業経営

3

支援課3608 56,

6

894 13,171 7

0

0,065 改善・変更

1

Ｃ

産業振興一般管理事

1

務 産業振興課3623

政 ,

2,286 8,263

8

10,549 現状維持

3

Ｂ

商店街環境整備支援

8

事業 産業振興課362

3

4 55,864 24,

4

036 79,900 改

,

善・変更 Ｂ

商店街活動

4

支援事業 産業振興課3

3

625 1,748,7

6

57 33,298 1,

策 3

782,055 現状維

6

持 Ｂ

ものづくり支援事

,

業 産業振興課3630

2

495,693 42,

7

609 538,302

4

拡充 Ａ

足立ブランド認

現

定推進事業 産業振興課

状

3633 41,062

維

12,310 53,3

持

72 現状維持 Ａ

農地の

一 Ｂ

維持・整備事業 産業振

地

興課3636 19,9

域

99 19,385 39

経

,384 現状維持 Ａ

農

済

業委員会運営事務 産業

活

振興課3637 8,3

性

93 16,337 24

化

,730 現状維持 Ａ

地

計

場農産品普及促進事業

画

産業振興課3640 4

般

の

48 8,263 8,7

推

11 現状維持 Ａ

農業者

進

団体活動支援事業 産業

事

振興課3641 980

業

4,701 5,681

産

現状維持 Ａ

国有農地管

業

理事務 産業振興課36

政

43 261 5,492

策

5,753 現状維持 Ｃ

課

中小企業支援事業 企業

管

3

経営支援課3647 2

6

,064 30,032

0

32,096 現状維持

3

Ｂ

中小企業融資事業 企

6

業経営支援課3648

7

1,306,470 3

,

9,334 1,345

0

,804 現状維持 Ａ

産

0

業振興ホールの利用促

2

進事業 企業経営支援課

理

1

3651 115,09

7

4 8,609 123,

,

703 改善・変更 Ｂ

起

2

業家育成事業 企業経営

1

支援課3655 18,

8

215 12,567 3

8

0,782 現状維持 Ａ

4

創業支援施設の管理運

,

営事業 企業経営支援課

2

3656 43,235

事

2

12,567 55,8

0

02 現状維持 Ａ

ビジネ

現

ス機会創出支援事業 企

状

業経営支援課3657

維

693 26,677 2

持

7,370 現状維持 Ａ

Ａ

公衆浴場の活性化等事

勤

業助成事務 衛生管理課

労

3820 30,561

福

6,887 37,44

務

祉

8 現状維持 Ａ

あだち産

サ

業センターの管理運営

ー

事業 企業経営支援課5

ビ

654 36,644 8

ス

,609 45,253

セ

改善・変更 Ｂ

農業人材

ン

育成・経営支援事業 産

タ

業振興課21085 4

ー

2,054 4,701

助

46,755 現状維持
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

ていく。

■　経験や能

策

力をもったシニア人材

の

だけでなく、高校新卒

概

者などの若年層も含め

要

幅広い層の求職者と区

柱

内企業との

　マッチン

立

グにより、人材確保を

て

図っていく。

■　勤務

1

形態等、働き方自体が

0

変化していく中で、企

【

業向けにテレワークや

ま

Web面接の導入促進

ち

等、採用・雇用の選
方

】

　　　針
　択肢を広げ

活

ることにつながる提案

力

や情報提供の機会を増

と

加させていく。

■　介

に

護職員の確保・定着を

ぎ

進めるため、介護職員

わ

向けに資格取得の支援

い

を実施していく。

担 当

の

課 名 企業経営支援課（

あ

取りまとめ）

電 話 番 号

る

03-3880-54

ま

95 5496 54

ち

86 E-mail ki

施

gyo-shien@

策

city.adach

群

i.tokyo.jp

名

　ハローワークや東京

1

しごとセンター等の専

2

門機関との共催により

地

マンスリー就職面接会

域

を開催している。 

　

経

私立保育園課や医療介

済

護連携課（旧高齢福祉

の

課）では、保育や介護

活

人材確保を目的に面接

性

会の実施や研修費用の

化

助

成をしている。

協働

を

・協創 　

の 取 組 み

【目

進

標】8働きがいも経済

め

成長も

【ターゲット】

る

8.5雇用と働きがい

施

のある仕事、同一労働

策

同一賃金を達成する。

名

ＳＤＧｓが
【関連する

1

理由】区内中小企業の

2

人材確保や雇用の継続

.

等を支援することで、

2

最終的に経済成長や働

就

きがいのある仕
目指す

労

目標
事につながる。

（

・

ターゲッ
【評価】徐々

雇

に行動制限が緩和され

用

ていくなかで、ハロー

支

ワーク足立との連携に

援

よる就職面接会や企業

の

とシニア人材
ト）との

充

関
のマッチング、就業

実

規則作成助成等を通じ

■

て支援することが出来

　

た。引き続き感染状況

求

を注視しながら、区内

職

中小企
連及び評価

業の

者

人材確保・定着・育成

に

等について、内容を精

対

査しながら支援してい

し

く。

■　現状・課題・

幅

方針については、政策

広

経営課と協議し一部変

い

更

備　　　考 ■　指標

仕

５について、アンケー

事

トの対象者をシニア世

の

代から高校生へと変更

選

したため、令和５年度

択

からの指標を変更

する

機

。【指標修正前の実績

会

値：H31=79.3

を

　R2=実績なし　R

提

3=85　R4=93

供

】

し、企業とのマッチングにより、就労決定につなげていく。

■　企業向けの助成や研修実施に加え、人材不足に悩む業界へのサポートにより、企業が抱える人材確保や育成、

　定着時の課題解決を支援する。

施策の方向
( 目 標 )

■　毎月、雇用形態や業種等のテーマを設定し、ハローワーク足立や荒川区等と協働して、合同就職面接会を開催し

　ている。

■　保育・介護等人材不足業界の人材確保を目的とした面接会や研修を実施している。

■　社会貢献意識が強いシニア人材と、シニアの豊富な経験を必要とする企業をマッチングによりつないでいる。
現　　　状

■　経営者、指導担当、若手社員を対象とした集合研修を実施し、研修をとおして、企業間の交流や情報交換も行っ

　ている。

■　企業向けに社員の研修参加費用や就業規則作成費用を助成している。

　

■　新型コロナウイルス感染症による影響が落ち着きを見せるなか、これまでの雇い止め等の課題から一転し、求職

　者の希望業種と人手が不足している業種とのミスマッチの解消による人材確保が大きな課題となっている。

■　新型コロナウイルス感染症の影響により、企業の雇用形態や採用方法、勤務形態等の事業環境が大きく変化して

　いることから、新型コロナウイルス感染症における行動制限の緩和後の社会の動

足

きを注視し、迅速に対

立

応していく

　必要があ

区

る。
課　　　題

■　企

　

業向け支援における訪

令

問や集合研修、求職者

和

向けの面接会やマッチ

７

ング等いずれの支援事

年

業においても、感染

　

度

防止に留意しつつ、訪

施

問機会や研修等への参

策

加者の拡大に向けて適

評

正な実施方法を検討し

価

ていく必要がある。

■

調

　保育人材については

書

、確保・定着が進みつ

(

つある一方、介護人材

令

については、有効求人

和

倍率・離職率ともに高

６

い

　状況にある。

■　

年

区内中小企業における

度

人材確保の課題に対し

事

、ハローワーク足立や

業

区内中小企業人材確保

実

支援事業の受託事業者

施

　等と密に連携をとり

)

ながら、面接会やマッ

1

チング支援等により、

 

人材の確保へとつなげ
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124% 224% 224% 157% 157% 156% 156% -

指標名 高校向け企業見学バスツアー参加者のうち区内企業への就労意欲が「高まった」人の割合

定義等 企業見学バスツアーの参加者アンケートで区内企業への就労意欲が「非常に高まった」「高まった」と回答した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - - 80 80 -
(5)

実　績　値 - - 75 70 R6 80

達　成　率 0% 0% 0% 0% 94% 94% 88% 88% -

指標名 介護職員資格取得支援者数

定義等 初任者研修と実務者研修に参加した人数
指

単　位 社 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 155 -
(6)

実　績　値 132 105 178 174 R6 155

達　成　率 132% 85% 105% 68% 178% 115% 112% 112% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 159,298 161,097 161,259 227,747

人件費 14,975 18,234 24,229 25,224

総事業費 174,273 179,331 185,488 252,971

前年比(金額) △1,610,142 5,058 6,157 67,483

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 求職者支援事業のマッチング成功率（シニア人材マッチング事業、マンスリー就職面接会）

定義等 シニア人材マッチング事業、マンスリー就職面接会参加者のうち採用につながった人の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 25 25 25 25 -
(1)

実　績　値 23.9 29.7 30.9 41.4 R6 25

達　成　率 96% 96% 119% 119% 124% 124% 166% 166% -

指標名 求職者支援事業における人材と企業のマッチング数

定義等 マンスリー就職面接会参加者が企業と面接をした回数
指

単　位 件数 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1,000 1,000 1,000 500 -
(2)

実　績　値 151 356 402 346 R6 500

達　成　率 15% 30% 36% 71% 40% 80% 69% 69% -

指標名 シニア人材マッチング事業における開拓（参加決定）企業数

定義等 区内中小企業人材確保支援事業でセカンドキャリアワーカー人材登録に登録をした企業数
指

単　位 社 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 50 50 50 -
(3)

実　績　値 86 25 12 15 R6 50

達　成　率 172% 172% 50% 50% 24% 24% 30% 30% -

指標名 支援対象企業数

定義等 従業員の研修費用助成、就業規則作成助成を活用した企業数及び企業向け研修に参加した企業数の合計
指

単　位 社 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 -
(4)

実　績　値 124 224 157 156 R6 100

達　成　率 124%
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参

回答した生徒１２名と

加

絶対数は増加して

いる

者

。実施回数及び参加生

９

徒数が増えた要因とし

６

て、各都立高校や定時

名

制高校に対する認知度

の

があがったことがあげ

う

られる。

【指標６】目

ち

標値を上回った。「介

８

護職員初任者・実務者

０

研修」における従事者

名

の研修費を負担した介

、

護事業者に対する助成

マ

を行

う事業。令和６年

ン

度は前年度より会合や

ス

メールにおける周知の

リ

頻度を増やした結果、

ー

本事業の認知が進み、

就

今まで利用のなかった

職

４８事業所から７６件

面

の申請があった。

2)

接

達成状況と原因分析を

会

踏まえた今後の方向性

は

　マンスリー就職面接

、

会については、ハロー

参

ワーク足立と協議を行

加

いながら、面接会の一

者

部を業種や地域を絞っ

２

たミニ面接会の開

催に

７

変更して複数回千住以

１

外の場所で行うなど、

名

求職者にも訴えかけや

の

すい内容とし、今後さ

う

らに実効度を高める工

ち

夫を進めてい

く。また

７

、周知については、引

２

き続きあだち広報をは

名

じめとし、ホームペー

が

ジやＳＮＳなど、効果

採

的な周知を行っていく

用

。

　シニア人材マッチ

に

ング事業については、

つ

令和７年度より区内中

な

小企業人材確保支援事

が

業の枠組みではなく、

っ

公益財団法人産業雇

用

た

安定センターと協定を

。

結び、企業と６０歳以

シ

上７０歳以下かつ就労

ニ

中か離職後１年の方と

ア

をマッチングさせる体

人

制に移行する。

認知度

材

を高めるため、あだち

マ

広報やチラシの配布な

ッ

どを行いつつ、公益財

チ

団法人産業雇用安定セ

ン

ンターと協力して周知

グ

していく。

　区内中小

と

企業人材確保支援事業

マ

については、現行の内

4

ン

容での事業を令和６年

ス

度で一旦終了して、新

リ

たに支援を受けたい企

ー

業を募

集する。また、

就

一つの企業に対する人

職

材確保のコンサルティ

面

ング支援の回数に上限

接

を設け、より多くの区

会

内企業にコンサルティ

両

ン

グ支援を活用しても

 

方

らう。さらに、高校生

の

を対象とした企業見学

採

を引き続き実施するこ

用

とで、より実効性のあ

が

る支援を行っていく

。

伸

高校生を対象とした企

び

業見学については、引

た

き続き都立高校に依頼

た

の打診を継続し、より

め

多くの高校生と区内企

担

、

業との接点を築

いてい

目

くとともに、高校生の

標

区内企業への就労意欲

値

を高めるため、内容等

と

も改めて検討していく

令

。

　従業員の資格取得

和

およびスキルアップに

５

つながる研修や企業の

年

職場環境改善につなが

度

る助成事業については

当

実

、引き続き公社ニュ

ー

績

ス「トキメキ」やＳＮ

を

Ｓ、区ホームページ等

大

の活用をはじめ、関係

き

各課や区内産業団体と

く

連携しながら、さらな

上

る周知を図って

いく。

回

なお、中小企業人材育

る

成・資格取得研修費補

こ

助金については、補助

部

と

内容にリスキリング経

が

費を追加することで、

出

人手不足の

解消のため

来

に業務改善や事業転換

た

、事業拡大などの経営

。

改革につなげるように

マ

支援していく。さらに

ン

、補助上限と補助回数

ス

を選択

出来るような制

リ

度に変更することで、

に

ー

資格取得の研修費用が

就

高額なものに対し補助

職

を手厚く実施していく

面

。また、令和６年度よ

接

り

開始している区内中

会

小企業人材採用支援助

で

成金により、求人広告

は

掲載費用や人材紹介会

、

社を介しての経費に対

年

し企業に助成するこ

と

お

間

で、人材確保について

の

も引き続き支援を継続

開

していく。

　介護職員

催

初任者・実務者研修助

回

成については、利用実

数

績のない事業所が多い

を

ため、ホームページ掲

１

載のほか、メール配信

２

やＳＮ

Ｓ発信、介護事

回

業者連絡会等での事業

け

か

案内など、様々な機会

ら

を捉えて事業の周知及

１

び積極的な活用を促し

０

、介護職員の確保・定

回

着

に対する取組を強化

に

していく。

減少した

る

ことで参加者数が減少

評

したが、事前予約なし

価

で当日参加した面接希

（

望者についても、面接

部

を行うことが出来ると

長

いう新たな取り組みの

評

結果、採用者数の増加

価

につなげることが出来

－

たと考えられる。

【指

１

標２】目標値を大きく

次

下回り、令和５年度の

評

実績も下回った。目標

価

値を下回った要因とし

）

ては、主に求職者の参

そ

加数が減少し

ているこ

の

とに起因すると思われ

１

る。シニア世代や就職

1

氷河期世代といったタ

)

ーゲットを絞った形で

施

計２回開催したが、令

策

和５年度

と比較して特

の

に参加者数を延ばすこ

達

とは出来なかったが、

成

面接会１回あたりの面

状

接回数は１．１回増加

況

することが出来た。

【

と

指標３】目標値を大き

そ

く下回った。引き続き

の

専用ホームページやチ

原

ラシ等でシニア人材募

因

集の事業周知を行った

の

が、令和６年度

の新規

分

登録企業数は１５社と

析

令和５年度の１２社に

【

比べて微増にとどまっ

指

た。令和５年度に引き

標

続き予算と人員に限界

１

が来ている

ことや３年

】

間続いた区内中小企業

目

人材確保支援事業が令

標

和６年度で一旦終了す

値

ることが原因と考えら

及

れる。

【指標４】目標

び

値を上回ることができ

令

た。令和６年度は研修

和

費用助成が１２２社、

５

就業規則作成助成が３

年

４社活用し、活用企業

度

数

はほぼ横ばいであっ

実

た。また、助成金交付

績

件数は２６０件と３５

を

件増加した。以前と比

上

較して、経営者層をタ

回

ーゲットにした研修

等

る

、内容の多様化が傾向

こ

としてあり、使い勝手

と

の良さが徐々に浸透し

が

てると考えられる。ま

で

た、中小企業人材育成

き

・資格取得研修

費補助

た

金への名称変更や産業

。

経済部内の補助金・助

シ

成金一覧のチラシ配布

ニ

による認知度が上がっ

ア

たことも、交付件数が

人

増加した要

因と分析す

材

る。

【指標５】目標値

マ

を下回り、令和５年度

ッ

の実績も下回った。指

チ

標値である就労意欲が

ン

高まった割合こそ減少

グ

したが、見学会実施回

事

数は８回、見学先企業

業

数は９社、参加生徒数

は

は２３名、区内企業の

、

就労意欲が高まったと
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

就労・雇用支援事業 企業経営支援課3615 96,109 14,032 110,141 拡充 Ａ

シルバー人材センター事業 企業経営支援課17166 131,638 11,192 142,830 改善・変更 Ａ

合計２事業 227,747 25,224 252,971

3)施施策の手段として位置付け

- 176 -



施

区民に協創を分かりや

策

すく伝

えるよう努める

の

とともに、協創に関す

概

る職員研修を通じて、

要

職員の意識啓発を図っ

柱

ていく。

協働・協創
の

立

取 組 み

【目標】17パ

て

ートナーシップで目標

1

を達成しよう【ターゲ

1

ット】17.17効果

【

的な公的・官民・市民

行

社会のパートナー

シッ

財

プを推進する【関連す

政

る理由】区民、ＮＰＯ

】

団体、企業、大学等と

区

連携し協創を推進する

民

ことは、様々な主体と

の

ＳＤＧｓが
のパートナ

活

ーシップによる区政運

躍

営につながる。【評価

と

】多様な主体と連携し

ま

地域課題の解決等に取

ち

り組むことがで
目指す

の

目標
きた。今後も、協

活

創の理念を基に行動す

力

ることのできる職員を

を

育成し、多様な主体を

支

結び付けていくコーデ

え

ィネート
（ターゲッ

意

る

識の必要性を高めてい

行

く。
ト）との関
連及び

財

評価

備　　　考

政

施 策 群 名 13 多様な主体による協働・協創を進める

施 策 名 13.1 協創推進体制の構築

■　協創の仕組みや取組みを発信することで、協創の理念を浸透させていく。

■　協創に関する研修等を通じて、職員一人ひとりが協創を推進できるよう職員の育成を行っていく。

■　協創プラットフォームへの区民参画を高め、協創による地域課題の解決や新たな魅力の創出に向けた取組みを推

施策の方向 進していく。

( 目 標 )

■　協創について知っている区民の割合は少しずつ増加しているが、依然として低い割合となっている。

■　職員が協創の理解を深め、コーディネート力を高めるため、ワークショップ等の研修を行っている。

■　「子どもの未来」等のプラットフォームを展開し、各団体、企業が交流する場や機会の提供を行っている。

現　　　状

■　区民が協創の理念を理解し浸透を図っていくためには、具体的でわかりやすい事例を数多く示していく必要があ

る。

■　協創を推進するためには、庁内連携や様々な主体同士をつなぐなど、効果的なマッチングが求められるため、職

員が理解を深めるとともに、コーディネート力を高めていく必要がある。

■　協創を推進していくためには、課題を自分ごとで考え、活動する区民を増やしていく必要がある。
課　　　題

■　協創の具体的でわかりやすい事例を示し情報発信することにより、協創の理念を浸透させていく。

■　職員の協創に対する理

足

解を深め、多様な主体

立

同士をつなぐコーディ

区

ネート力の向上を図る

　

ため、職員ワークショ

令

ップ等の研修を実施し

和

ていく。

■　多様な主

７

体が参加する場や機会

年

を広げ、協創プラット

度

フォームに参加する主

施

体を増やすことで、協

策

創による取組

みを推進

評

していく。
方　　　針

価

担 当 課 名 未・SDGs

調

・協創推進課（取りま

書

とめ）

電 話 番 号 03-

(

3880-5020 E

令

-mail npo@c

和

ity.adachi

６

.tokyo.jp

　

年

協創プラットフォーム

度

において、団体や企業

事

などの各主体が課題を

業

共有し、関係所管と連

実

携して協創の推進に取

施

り

組んでいる。今後さ

)

らに協創の浸透を図る

1

ため、協創の仕組みや

 

事例を発信し、多くの
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(4)
実　績　値 0 0 0 0 R6 300

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 【成果3】協創プラットフォームにより事業に結びついた数（累計）

定義等 協創プラットフォームに参加している団体同士がつながることで事業に結びついた数
指

単　位 事業 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2 5 5 17 -
(5)

実　績　値 2 2 5 5 R6 17

達　成　率 100% 12% 40% 12% 100% 29% 29% 29% -

指標名 【活動3】協創プラットフォームに参加している団体数

定義等 協創プラットフォームで行う交流会などに参加している団体数
指

単　位 団体 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 120 -
(6)

実　績　値 36 44 59 64 R6 120

達　成　率 45% 30% 55% 37% 74% 49% 53% 53% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 4,240 4,441 34,589 4,583

人件費 26,256 24,891 25,104 17,218

総事業費 30,496 29,332 59,693 21,801

前年比(金額) 6,739 △1,164 30,361 △37,892

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】「協創」の仕組みを理解している区民の割合

定義等 世論調査で「『協創』の仕組み」を「知っている」「聞いたことはある」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 20 30 35 45 -
(1)

実　績　値 20 29 31 27 R6 45

達　成　率 100.0% 44.4% 96.7% 64.4% 88.6% 68.9% 60.0% 60.0% -

指標名 【活動1】協創に関する外部への情報発信回数

定義等 SNSや ホームページ、あだち広報などの広報媒体を活用した情報発信の回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 60 60 80 -
(2)

実　績　値 56 36 45 151 R6 80

達　成　率 112.0% 70.0% 60.0% 45.0% 75.0% 56.3% 188.8% 188.8% -

指標名 【成果2】協創についての理解度が深まったワークショップ受講職員の割合

定義等 協創に関するワークショップの受講者アンケートにおいて理解度が深まったと回答した職員の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 -
(3)

実　績　値 0 0 0 0 R6 100

達　成　率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -

指標名 【活動2】係長級職員を対象としたワークショップの受講済み人数（累計）

定義等 係長級職員を対象に実施する協創に関するワークショップの受講済み人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 75 150 225 300 -
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報

る問題を掘り起こし、

発

個人や他団体とのマッ

信

チングにつなげる

こと

数

で、協創を加速させる

は

。また、協創の具体的

増

事例をSNSやプレス

加

リリースなどの各媒体

し

を活用し紹介すること

て

で、区民・企業

・団体

い

等が協創を知り、活動

る

の後押しとなるよう取

が

り組む。また、引き続

、

き企業との協創による

「

ふるさと納税返礼品の

協

充実を図り

、区内地場

創

産品の魅力のＰＲ及び

」

寄附額の増に取り組ん

と

でいく。

いう一般的でない言葉を耳にする機会が少なく、実践はしていてもそれが協

　　　　　創だと

4

認識していない区民も

 

いると推察される。

【

担

指標２】

達成状況：情

当

報発信数は大幅に増加

部

し、目標を大きく上回

に

った。

原因分析：講座

お

やイベントの発信に加

け

え、ふるさと納税返礼

る

品の拡充に注力したた

評

めＰＲ数も増加した。

価

また、新たな試みとし

（

て

　　　　　ＮＰＯ団

部

体へ取材・インタビュ

長

ーを行い、区ホームペ

評

ージやＳＮＳでの発信

価

を開始する等発信に力

－

を入れたこともあ　

　

１

　　　　り、大きく増

次

加した。

　　

【指標３

評

、４】

　コロナ禍以降

価

ワークショップは中止

）

となったため実績はな

そ

いが、ワークショップ

の

に代わり現在は新任、

１

主任昇任、係長昇任の

1

職

層研修の機会を捉え

)

、協創の理解を深める

施

研修を行っている。令

策

和６年度は計３８５人

の

に研修を行い、協創の

達

コーディネート意識

の

成

意識付けを行うことが

状

できた。当課だけでな

況

く、各所管課職員全員

と

が協創の実践者であり

そ

コーディネーターであ

の

るということを

啓発し

原

ていく。

【指標５、６

因

】

達成状況：参加団体

の

数は増加したが、目標

分

には届かなかった。

原

析

因分析：ＮＰＯ活動支

【

援センター全登録団体

指

向けの交流会、新規団

標

体向けの交流会、子ど

１

も食堂・フードパント

】

リー交流会など

　　　

達

　　計５回開催し、団

成

体同士の事業連携や横

状

のつながりを創出する

況

ことはできたが、当初

：

に設定された目標値が

協

現実的でな

　　　　　

創

い数値であったと推察

を

される。

2)達成状況

知

と原因分析を踏まえた

っ

今後の方向性

■庁内に

て

おける取組み

　「庁内

い

の協創」の仕組みづく

る

りのため、令和６年度

区

に実施した「SDGｓ

民

職員意識調査アンケー

の

ト」で洗い出した庁内

割

連携の課題

・意見をも

合

とに、当課として目指

が

す「庁内の協創」の在

減

り方を整理する。

　ま

少

た、10～30代の若

し

手職員を対象に、「自

、

所属と違う仕事をやっ

目

てみたい」職員を募集

標

し、有志の意見交換会

を

を実施し該当所管

課と

下

のマッチングすること

回

で、高いモチベーショ

っ

ンや新しい視点を持っ

た

た職員による緩やかな

。

つながりを作る実験的

原

な取り組みの

ための仕

因

組みづくりを進める。

分

■庁外における取組み

析

　ＮＰＯ団体等へのア

：

ウトリーチを強化し、

情

団体の持つ強みや抱え
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

大学連携推進事業 シティプロモ課10056 4,583 17,218 21,801 現状維持 Ｂ

合計１事業 4,583 17,218 21,801

3)施施策の手段として位置付け
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施

ンターやＮＰＯ団体は

策

、清掃活動や防犯パト

の

ロールなど地域課題へ

概

も主体的に取り組

んで

要

おり、協働・協創の最

柱

大のパートナーである

立

。今後も、多様化・複

て

雑化した区民ニーズに

1

応えるため、地域課題

1

を自主的・自発的に解

【

決していく地域の主体

行

を支援していく。

協働

財

・協創
の 取 組 み

【目標

政

】17 パートナーシ

】

ップで目標を達成しよ

区

う、11住み続けられ

民

るまちづくりを

【ター

の

ゲット】17.17 

活

様々なパートナーシッ

躍

プの経験や資源戦略を

と

基にした、効果的な公

ま

的、官民、市民社会の

ち

パー
ＳＤＧｓが

トナー

の

シップを奨励・推進す

活

る。11.3 町会・

力

自治会やＮＰＯ団体等

を

の活動を補助すること

支

よって、地域のコミュ

え

ニ
目指す目標

ティ活性

る

化に寄与し、人びとが

行

その場所で安心して生

財

活できるまちづくりへ

政

とつながる。
（ターゲ

施

ッ
【関連する理由】町

策

会・自治会やＮＰＯ団

群

体等は、地域課題へ取

名

り組むにあたって最大

1

のパートナーである。

3

ト）との関
【評価】団

多

体とは、緊密で友好的

様

な関係性を維持するこ

な

とができた。
連及び評

主

価

令和5年度から指標

体

(1)の最終目標値に

に

ついては、区民評価委

よ

員から現実的な目標値

る

でないとの指摘があっ

協

たため下方

備　　　考

働

修正する（R6目標値

・

：60％→50％）。

協

令和6年度の指標(3

創

)(4)の最終目標値

を

については、実績に基

進

づき上方修正する

（指

め

標(3)20％→31

る

％、指標(4)200

施

団体→230団体）。

策 名 13.2 地域活動の活性化

■　地域で活躍する人材育成につながる地域活動の場と機会を提供し、町会・自治会、ＮＰＯ等各種団体の活動を活

　性化する。

施策の方向
( 目 標 )

■　町会・自治会リーフレットの配布等での町会・自治会勧誘活動を行っているが、単身・外国人世帯数が増えて　

　いるため、加入率は減少傾向にある。

■　地域活動参加の契機とする講座や団体運営支援講座等の実施による新規団体設立や活動継続の支援により、ＮＰ
現　　　状

　Ｏ活動支援センター登録団体数は増加傾向にある。

■　介護予防事業や熱中症対策事業、多世代交流など、多様なプログラムの実施に努めたことにより、コロナ禍で減

　少傾向にあった住区センター利用者数は回復傾向にある。

■　町会・自治会加入者を増やすため、勧誘活動を行う町会・自治会員の支援と、不動産関係団体への協力依頼等に

　よる連携を深めていく必要がある。

■　ＮＰＯ活動の活性化を図りＮＰＯ団体の連携を促進するため、活動拠点としてのＮＰＯ活動支援センターの機能

　や団体の支援を進めるための相談機能を強化していく必要がある。
課　　　題

■　地域活動の活性化に向けて、新しい生活様式との両立を図りつつ、住区センターの新規利用者の獲得やリピート

　率を向上させる必要がある。

■　町会・自治会加入勧誘活動支援のため、区ホームペー

足

ジからの加入申込者と

立

町会・自治会長を迅速

区

につなげると

　ともに

　

、地域活動が活発に実

令

施されるようにサポー

和

トし、新規加入者の増

７

加に努める。

■　アウ

年

トリーチやオンライン

度

相談などの丁寧な伴走

施

支援を行うことで、団

策

体の創設や活動の継続

評

・発展を推進し、

　登

価

録団体の増加を図る。

調

方　　　針

■　住区セ

書

ンターにおける事業の

(

実施数を増やすことで

令

、区民の活動の場や機

和

会を提供し、住区セン

６

ター利用者の増

　加を

年

目指す。

担 当 課 名 地域

度

調整課（取りまとめ）

事

電 話 番 号 03-388

業

0-5864 E-ma

実

il chiiki-c

施

hosei@city

)

.adachi.to

1

kyo.jp

　町会・

 

自治会をはじめ住区セ
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指
単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

目　標　値標
目　標　値 3.7 3.7 3.7 3.8 -

(5)
実　績　値 1.09 1.95 2.2 2.35 R6 3.8

達　成　率 29% 29% 53% 51% 59% 58% 62% 62% -

指標名 【活動3】住区センター1か所あたりの年間事業回数

定義等 全住区センターの事業数を住区センター数（48カ所）で割った数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 460 600 632 -
(6)

実　績　値 310 591 609 656 R6 632

達　成　率 0% 49% 128% 94% 102% 96% 104% 104% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 2,933,272 2,604,353 3,845,076 2,095,506

人件費 892,377 867,587 852,292 876,790

総事業費 3,825,649 3,471,940 4,697,368 2,972,296

前年比(金額) 602,089 △353,709 1,225,428 △1,725,072

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】町会・自治会加入世帯率

定義等 町会・自治会加入世帯÷住民基本台帳世帯数（各翌年度4月1日現在）
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 60 60 50 50 -
(1)

実　績　値 47.47 45.92 44.44 42.61 R6 50

達　成　率 79% 95% 77% 92% 89% 89% 85% 85% -

指標名 【活動1】地域活性化事業助成件数

定義等 地域活性化事業助成金の助成件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 5 5 7 -
(2)

実　績　値 3 2 1 3 R6 7

達　成　率 0% 43% 40% 29% 20% 14% 43% 43% -

指標名 【成果2】足立区を良いまちにするために何か行動をした区民の割合（施策15-1の再掲）

定義等 世論調査
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 31 31 31 -
(3)

実　績　値 30.5 25.1 24.6 30.3 R6 31

達　成　率 0% 98% 81% 81% 79% 79% 98% 98% -

指標名 【活動2】NPO活動支援センター登録団体数

定義等 区民が組織するNPO、ボランティア等公益活動団体でNPO活動支援センターに登録、公開した団体数　
指

単　位 団体 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 195 200 215 230 -
(4)

実　績　値 218 215 249 278 R6 230

達　成　率 112% 95% 108% 93% 116% 108% 121% 121% -

指標名 【成果3】区民一人あたりの住区センター年間利用回数

定義等 人口一人あたりの住区センター年間利用回数
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原

付物品助成を開始した

因

。引き続き加入促進を

分

支援し、加入に繋げら

析

れるように取り組んで

：

いく。

【指標２】　新

ラ

たな活動を支援する地

イ

域活性化事業助成と加

フ

入勧誘活動になる未加

ス

入世帯も参加できる子

タ

ども向け事業助成を活

イ

用

　　　　　　いただ

ル

き、地域の活性化に繋

の

がるように支援してい

変

く。

【指標３】　区民

化

向けには講座やイベン

や

トでの啓発に加え、個

価

人単位での身近な行動

値

もまちをよくするため

観

の地域活動の一環であ

の

　　　　　　ることを

多

明確にし、発信してい

様

く。団体向けにはニー

化

ズに合わせた講座の開

か

催やフェスティバル等

ら

でのＰＲを通じ　

　　

町

　　　　て、活動に参

会

加する区民を発掘する

・

ことで行動変容を促し

自

、「足立区を良いまち

治

にするために行動した

会

区民」の増加

　　　　

の

　　を図っていく。

【

へ

指標４】　子ども食堂

の

スタッフ体験等のニー

関

ズがありかつ実践的な

心

講座を引き続き実施し

が

、区民、団体を問わず

低

スキルアップや

　　　

下

　　　活動につながる

し

講座を開催する。また

て

、地域活動に関わりが

い

薄い層へのアプローチ

る

として、ＮＰＯフェス

と

ティバル等

　　　　　

推

　のイベントを通して

察

知る機会の創出を図り

さ

、気づきや興味を持っ

れ

てもらうことで地域活

る

動への参加を促してい

。

く。

【指標５・６】　

【

今後も利用者アンケー

指

トの継続実施により、

標

利用者のニーズに合っ

２

た事業展開を実施でき

】

るよう取り組んでい　

　

　　　　　　　　き、

達

既存利用者の活動の場

成

や機会を維持していく

状

とともに、新規利用者

況

の獲得を図っていく。

4

：

施設従業員に対し

　　

地

　　　　　　ては、利

域

用者アンケートの結果

活

を踏まえ、定期的な研

性

修や施設巡回を実施し

化

ながら、事業運営面の

事

支援をしてい

　　　　

業

　　　　く。

助成

 

の活用団体は３団体で

担

、目標を達成できなか

当

った。

　原因分析：活

部

用団体数としては目標

に

に届かなかったが４団

お

体や２団体での共同実

け

施もあり、地域の繋が

る

りや活性化に寄与でき

評

　

　　　　　　た。ま

価

た、令和5年度から開

（

始した未加入世帯も参

部

加できる子ども向け事

長

業助成は73団体の活

評

用があった。

【指標３

価

】

　達成状況：目標に

－

はわずかに届かなかっ

１

たが、昨年、一昨年度

次

より増加した。

　原因

評

分析：ＮＰＯ活動支援

価

センターの登録団体数

）

は過去最高を更新し、

そ

相談件数も増加傾向で

の

あり、行動をした区民

１

の割合も増

　　　　　

1

　加しているとも考え

)

られるが、例年の傾向

施

から相関関係は薄いと

策

推察される。

【指標４

の

】

　達成状況：登録団

達

体数が大きく増加し、

成

目標値を大幅に更新し

状

た。

　原因分析：登録

況

更新の時期であり未更

と

新団体も多く年度途中

そ

に一度減少したものの

の

、区民向け講座後の個

原

別相談やげんき応援事

因

　　　　　　業助成金

の

において継続的な伴走

分

支援に力を入れたこと

析

もあり、地域活動を始

【

める方が増加し、目標

指

達成につながっ　

　　

標

　　　　た。

【指標５

１

】

　達成状況：目標3

】

.8回に対し実績値2

　

.35回となり、目標

達

値を達成できなかった

成

。

　原因分析：施設制

状

限が解除され、各事業

況

の実施数を増やし利用

：

者の居場所確保に努め

町

たが、住区まつりなど

会

の大型事業は依然と

　

・

　　　　　して縮小し

自

ての実施が多かったた

治

め、目標値を下回った

会

。

【指標６】

　達成状

加

況：目標632回に対

入

し実績値656回とな

世

り、目標値を達成でき

帯

た。

　原因分析：令和

率

６年度においては、定

は

員を少人数に限定した

、

教室等の事業を多く実

減

施したことにより、令

少

和５年度よりも事業数

傾

　　　　　　の増加に

向

つながった。

2)達成

で

状況と原因分析を踏ま

目

えた今後の方向性

【指

標

標１】　足立区政に関

は

する世論調査で町会・

達

自治会に加入しない理

成

由の約２割に当たる「

で

加入方法がわからない

き

」「誘われな

　　　　

な

　　いから」に的を絞

か

って、未加入世帯も参

っ

加できる子ども向け事

た

業助成や活動周知・加

。

入勧奨支援助成、加入

　

勧誘時配
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

公益活動げんき応援事業 未・ＳＤＧｓ・協創
課3453 5,028 10,588 15,616 拡充 Ａ

ＮＰＯ活動支援センター運営事業 未・ＳＤＧｓ・協創
課3454 46,973 21,523 68,496 拡充 Ａ

表彰事務 総務課3459 9,470 21,523 30,993 現状維持 Ａ

町会・自治会活動支援事務 地域調整課3557 140,929 43,559 184,488 現状維持 Ａ

町会・自治会会館整備助成事業 地域調整課3558 11,714 1,722 13,436 現状維持 Ａ

地域調整一般管理事務 地域調整課3559 5,482 28,063 33,545 現状維持 Ｂ

被災者応急支援事務 地域調整課3564 1,410 2,514 3,924 現状維持 Ｂ

美化推進事業 地域調整課3566 65,569 109,825 175,394 現状維持 Ａ

住区推進一般管理事務 住区推進課3576 8,893 21,523 30,416 改善・変更 Ａ

住区施設運営委託事務 住区推進課3580 1,478,420 74,205 1,552,625 改善・変更 Ａ

住区施設維持補修事務 住区推進課3581 44,113 11,192 55,305 現状維持 Ａ

住区施設大規模改修・開設事務 住区推進課3582 128,348 12,914 141,262 現状維持 Ａ

地域集会所運営委託事務 住区推進課3583 11,230 1,722 12,952 現状維持 Ｂ

協働・協創パートナー基金積立金 未・ＳＤＧｓ・協創
課

6654 4,081 6,284 10,365 現状維持 Ａ

募金事務 地域調整課10277 0 5,492 5

3

,492 現状維持 Ｃ

区

)

民事務所（地域調整・

施

渉外） 地域調整課10

施

297 0 430,45

策

0 430,450 現状

の

維持 Ａ

孤立ゼロプロジ

手

ェクト推進事業 地域調

段

整課16392 133

と

,846 73,691

し

207,537 改善・

て

変更 Ａ

合計１７事業 2

位

,095,506 87

置

6,790 2,972

付

,296

け
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施

業務の手法や成果を意

策

識し、自発的、持続的

の

に業務改善に取組

　む

概

ように意識改革を進め

要

る。

■「区民評価委員

柱

会」による区民目線の

立

提言を事業や施策に反

て

映させることで、業務

1

の改善を促進するとと

1

もに、Ｅ

　ＢＰＭ（客

【

観的な根拠に基づく政

行

策立案）の考え方に基

財

づいた区政運営を行っ

政

ていく。

担 当 課 名 政策

】

経営課（取りまとめ）

区

電 話 番 号 03-388

民

0-5811 E-ma

の

il seisaku@

活

city.adach

躍

i.tokyo.jp

と

　全庁をあげて多種多

ま

様な主体による地域課

ち

題の解決や新たな魅力

の

の発掘を進めるため、

活

先駆的な事業に取り組

力

む所

管への関与と支援

を

を積極的に行っていく

支

。

協働・協創
の 取 組 み

え

■【目標】16平和と

る

公平をすべての人に【

行

ターゲット】16.6

財

あらゆるレベルにおい

政

て、有効で説明責任の

施

ある透明性

の高い公共

策

機関を発展させる。【

群

関連する理由】行政評

名

価を実施し、事業や施

1

策の効果を客観的に高

4

め、業務を改善
ＳＤＧ

戦

ｓが
していくことは、

略

区民に対する説明責任

的

を果たすことにつなが

か

る。【評価】わかりや

つ

すい指標を用いて行政

効

評価を実
目指す目標

施

果

したことにより、事業

的

や施策の実施効果を可

な

視化することができて

行

いる。
（ターゲッ

■【

政

目標】17パートナー

運

シップで目標を達成し

営

よう【ターゲット】1

を

7.17効果的な公的

行

・官民・市民社会のパ

う

ートナ
ト）との関

ーシ

施

ップを推進する【関連

策

する理由】区民評価委

名

員に区民からの公募に

1

よる委員を採用し、行

4

政評価を実施している

.

連及び評価
。【評価】

1

R5.4.1現在、1

効

7名の区民評価委員の

果

うち12名が公募によ

的

る委員となっており、

か

区民とのパートナシッ

つ

プに

よるＰＤＣＡサイ

効

クルが確立できている

率

。

■指標１、２、４、

的

５、６は令和４年度評

な

価からの新規指標。

備

区

　　　考 ■指標６につ

政

いて、研修方式を大人

運

数の座学から対象者を

営

絞ったワークショップ

の

形式に変更したため、

推

令和５年度か

ら最終目

進

標値を下方修正した（

■

R6＝1,200人→

　

480人　※120人

Ｉ

/年）。

ＣＴの活用により、業務の効率化と住民サービスの向上を一体的に実現することで、区政運営に対する区民満

　足度を向上させる。

■　行政評価を実施し、事業や施策の効果を客観的に測ることで、ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる業務改善を

施策の方向 　進める。

( 目 標 )

■　令和元年度の世論調査では57.3％の方が、「区政の透明化や区民サービスの向上などの行政改革の取組みに満足

　している」と回答している。

■　業務のシステム化や外部委託の活用により、常勤職員定数は昭和57年をピークに減少を続けてきたが、令和元年

  度において前年度比で増加に転じた。
現　　　状

■　区が実施した事業や施策について、区民公募委員と学識者で構成する「区民評価委員会」による評価を受けてい

　る。

■　区民ニーズや地域で発生する課題は、多様化しているため、単一の所管で解決していくことは困難である。既存

　のサービスの質を落とすことなく、新たな区民ニーズに応えていくためには、これまで以上に業務手法の見直しを

　進めながら、庁内の連携や区民等の協創を進める必要がある。

■　コロナ禍での「新しい生活様式」を踏まえ、区民等ができるかぎり来庁せずに安心・安全に行政手続きができる

　オンライン申請等デジタルツールの活用を拡充する必要

足

がある。
課　　　題

■

立

　事業や施策の実施効

区

果や改善効果を可視化

　

するため、わかりやす

令

い指標を用いてＰＤＣ

和

Ａマネジメントサイク

７

ル

　を適切に展開する

年

必要がある。

■　異分

度

野連携の「共通言語」

施

であるＳＤＧｓを用い

策

て、部局を超えた横断

評

的な視点で、既存サー

価

ビスの向上や新た

　な

調

サービスを創出してい

書

く。

■　ＡＩやＲＰＡ

(

（定型業務の自動化）

令

の導入を積極的に進め

和

、さらなる業務の効率

６

化を図る。

■　行政手

年

続のオンライン申請の

度

推進やそのハードルと

事

なる押印の廃止、キャ

業

ッシュレス決済を拡充

実

させることで、

　区民

施

の利便性を向上させる

)

。
方　　　針

■　行政

1

評価を通じて、庁内各

 

課や職員一人ひとりが
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と認められる職員の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 -
(4)

実　績　値 90 94 98 99 R6 100

達　成　率 90% 90% 94% 94% 98% 98% 99% 99% -

指標名 【活動2-1】EBPMに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊300人/年

定義等 区が実施するEBPMに関する職員研修を受講済みの職員数（令和3年度からの累計）
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 300 600 900 1,200 -
(5)

実　績　値 312 596 843 1,067 R6 1,200

達　成　率 104% 26% 99% 50% 94% 70% 89% 89% -

指標名 【活動2-2】SDGsに関する職員研修を受講済みの職員数（累計）＊120人/年

定義等 区が実施するSDGｓに関する職員研修を受講済みの職員数（令和3年度からの累計）
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 300 240 360 480 -
(6)

実　績　値 120 209 323 411 R6 480

達　成　率 40% 25% 87% 44% 90% 67% 86% 86% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 8,183,031 10,050,787 10,138,024 8,392,956

人件費 3,253,982 3,179,212 3,269,874 3,495,792

総事業費 11,437,013 13,229,999 13,407,898 11,888,748

前年比(金額) △1,979,913 1,792,986 177,899 △1,519,150

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】業務の効率化や区民サービスの向上に対する満足度

定義等 世論調査で「ICTを活用した業務の効率化や区民サービスの向上」に「満足」「やや満足」と回答した人の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 59 61 63 65 -
(1)

実　績　値 52 58.5 4.8 4.8 R6 65

達　成　率 88.1% 80.0% 95.9% 90.0% 7.6% 7.4% 7.4% 7.4% -

指標名 【活動1】オンライン申請が可能な事務手続きの数

定義等 区民等を対象とする事務手続きのうち、電子申請が可能な事務手続きの数（年度末時点における累計数）
指

単　位 事務 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 200 250 500 694 -
(2)

実　績　値 94 325 469 704 R6 694

達　成　率 47% 14% 130% 47% 94% 68% 101% 101% -

指標名 【成果2-1】区民評価委員会による重点プロジェクト事業評価結果の平均点（全体評価）

定義等 区民評価委員会が5点満点で評価した、重点プロジェクト事業の評価結果（全体評価）の平均点
指

単　位 点 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 4 4 4 4.5 -
(3)

実　績　値 3.85 - 3.65 3.63 R6 4.5

達　成　率 96.3% 85.6% 0.0% 0.0% 91.3% 81.1% 80.7% 80.7% -

指標名 【成果2-2】EBPM等研修で事業の効果検証や多様な主体との連携による業務改善の重要性を理解した職員の割合

定義等 EBPMやSDGsに関する職員研修の受講者アンケートにおいて内容を理解した
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生

期的な周知を行う。ま

成

た、オンラインで受付

Ａ

けた申請・届出に対し

Ｉ

、オンラインで通知す

の

る仕組み（電子通知

）

業

を一部の事業で開始す

務

る。先行実施する事業

利

で得た電子通知の運用

用

メソッドを庁内での展

を

開方針に反映させ、申

推

請から通知まで

の一連

進

の手続をオンラインで

す

完結できる事業を拡大

る

していく。こうした取

な

組みを通じて、区民満

ど

足度の向上につなげて

令

いく。

【指標2】オン

和

ライン化未検討の手続

５

が約５３０件あるため

年

、オンライン化に向け

度

た所管ヒアリングを継

に

続する。また、令和７

引

年

度に予定する押印・

き

書名を省略した支出関

続

係書類の取扱いの開始

き

にあわせて、支出関係

区

書類に関するオンライ

民

ン申請フォームの設

置

サ

を庁内に周知する。こ

ー

うした取組みを通じて

ビ

ＤＸをさらに推進する

ス

。

【指標3】区民評価

の

委員は経年評価の視点

向

が強く、前年度の提言

上

に対する反映結果が思

と

わしくない場合、全体

業

評価が低くなる傾向

が

務

みられる。また、令和

効

5年度よりヒアリング

率

時間を拡大したことで

化

、各所管課のわかりや

に

すく伝える力のばらつ

取

きが顕在化した

ことも

組

一因と考えられる。今

ん

後も区民評価結果を踏

で

まえた事業改善の取組

き

みを継続していくとと

た

もに、区民にわかりや

。

すく伝える

ための工夫

オ

を庁内に対して行って

ン

いく。また、事業への

ラ

理解をさらに深めてい

イ

ただくため、一部事業

ン

の現場視察を継続する

で

。

【指標4,5】令和

申

６年度より対象者数を

請

拡大し、研修受講期間

で

を延長（２ヶ月間）す

き

ることで、業務状況に

る

応じた計画的な受講を

4

手

可能にする。

【指標4

続

,6】令和７年度から

の

、職員一人ひとりが広

拡

い視野もって各所管の

充

課題に取り組む組織風

を

土をつくるため、庁内

進

に向けたＳ

ＤＧｓの意

め

識醸成・庁内連携の推

る

進を一層図っていく。

と

主任職昇任合格者を対

 

と

象としたＳＤＧｓ研修

も

についても、引き続き

に

、分野横断的な視点や

、

庁内連携によって各所

オ

属の課題を解決す

るこ

ン

とをテーマに実施して

ラ

いく。

イン申

担

請システムや窓口ＤＸ

当

の周知をＳＮＳで行っ

部

てきたものの、実績値

に

としては令和５年度と

お

同じ数値だった。

【指

け

標2】全所属に対し行

る

政手続のオンライン化

評

に関する現況調査を実

価

施後、申請・届出手続

（

のオンライン化方針を

部

策定した。庁

議や文書

長

配信で定期的に方針を

評

周知し、手続のオンラ

価

イン登載に向けた所管

－

ヒアリングを行った。

１

その結果、目標を上回

次

る数の行

政手続をオン

評

ライン化することがで

価

きた。

【指標3】令和

）

5年度に引き続き区民

そ

評価対象事業の絞り込

の

みを行い、20事業に

１

ついて評価を実施した

1

。評価点の基準に基づ

)

いて評

価を行った結果

施

、一部の事業において

策

、前年度の提言に対す

の

る反映状況が思わしく

達

ない点や庁内でのさら

成

なる連携強化が必要な

状

ど

と指摘されたことで

況

、全事業の平均点とし

と

ては目標値を下回った

そ

。

【指標4】ＳＤＧｓ

の

研修については、主任

原

職昇任者合格者を対象

因

に「自治体におけるＳ

の

ＤＧｓの実践」を目的

分

としたワークショッ

プ

析

形式の職場研修を開催

【

した。研修の受講者ア

指

ンケートにおいて、「

標

日々の業務でＳＤＧｓ

1

の手法を活用したい」

】

と回答した職員

は約９

区

９％であった（ＳＤＧ

民

ｓの手法を活用したい

向

と思う割合：活用した

け

いと答えた職員８７÷

に

受講者職員数８８）

【

は

指標4】ＥＢＰＭ研修

オ

については、事例紹介

ン

など実務に即した研修

ラ

内容とすることで、E

イ

BPMへの理解が深ま

ン

り、考え方を身に付

け

申

た職員の割合は増加し

請

た。

【指標5】今後の

や

組織の中核を担う人材

窓

育成のため、若手係長

口

級職員を優先的に割り

Ｄ

当てたところ、育児休

Ｘ

業や業務多忙を理由に

（

一定数の不参加者が発

書

生した。

【指標6】主

か

任職昇任選考合格者を

な

対象としたＳＤＧｓ研

い

修は８８名が受講した

窓

。季節性の体調不良や

口

、業務多忙、育休等を

）

理由

に受講できない職

、

員が一定数いたため、

職

目標をやや下回った。

員

2)達成状況と原因分

向

析を踏まえた今後の方

け

向性

【指標1】区民向

に

けに事業展開している

は

オンライン申請や窓口

Ｒ

ＤＸ（書かない窓口）

Ｐ

についての認知度を高

Ａ

められるように、あだ

や

ち広報やSNSでの定
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計４７事業 8,392,956 3,495,792 11,888,748

3)施施策の手段として位置付け
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政策 経

6

国民年金事務 高齢医療

,

年金課3598 2,3

1

55 200,926 2

5

03,281 現状維持

5

Ａ

審査・決算事務 会計

8

管理室4011 71,

,

302 38,741 1

6

10,043 改善・変

0

更 Ａ

出納事務 会計管理

9

室4013 69,36

営

1

2 38,741 108

1

,103 改善・変更 Ａ

4

一時借入金等利子 会計

,

管理室4014 0 8,

7

609 8,609 現状

6

維持 Ａ

選挙管理委員会

4

運営事務 選挙管理委員

現

会事務
局

4190 12

状

,303 17,218

維

29,521 現状維持

課

持

Ａ

選挙管理委員会事務

Ａ

局運営事務 選挙管理委

世

員会事務
局

4191 3

論

,429 12,567

調

15,996 現状維持

査

Ｂ

明るい選挙推進のた

事

めの常時啓発事務 選挙

業

管理委員会事務
局

41

区

92 2,132 21,

政

176 23,308 現

3

情

状維持 Ｂ

監査事務 監査

報

事務局4194 7,8

課

67 53,633 61

3

,500 改善・変更 Ａ

4

監査事務局運営事務 監

4

査事務局4195 1,

5

021 10,588 1

9

1,609 現状維持 Ａ

,

議員報酬事務 区議会事

4

務局4196 620,

4

2

974 6,026 62

8

7,000 現状維持 Ｂ

1

区議会運営事務 区議会

3

事務局4197 153

,

,446 88,927

7

242,373 現状維

7

持 Ｂ

区議会事務局運営

4

事務 区議会事務局41

2

98 2,152 34,

3

436 36,588 改

2

,

善・変更 Ｂ

区民事務所

2

（各種証明書の発行等

0

） 地域調整課1031

2

7 0 1,063,15

改

8 1,063,158

善

改善・変更 Ａ

区民事務

・

所改修・開設事業 地域

変

調整課14430 11

更

,145 4,305 1

Ａ

5,450 現状維持 Ｂ

5

区

中長期在留者事務 戸籍

民

住民課16699 26

相

21,176 21,2

談

02 拡充 Ａ

個人番号カ

運

ード交付等事務 戸籍住

営

民課21006 118

事

,564 122,20

業

5 240,769 拡充

区

Ａ

戸籍住民関係一般管

民

理事務 戸籍住民課21

3

の

059 157,245

声

29,785 187,

相

030 現状維持 Ａ

エリ

談

アデザイン推進事業 政

課

策経営課21947 8

3

,360 33,743

4

42,103 現状維持

4

Ａ

衆議院議員選挙・最

7

高裁判所裁判官国民審

2

査事務 選挙管理委員会

2

6

事務
局

22730 28

,

3,587 25,82

4

7 309,414 現状

4

維持 Ｂ

ICT戦略推進

9

事務 政策経営課230

2

35 9,113 55,

0

612 64,725 拡

,

充 Ａ

SDGs未来都市

4

推進事業 未・ＳＤＧｓ

8

・協創
課

23415 5

,

3

9,363 25,82

4

7 85,190 拡充 Ａ

6

東京都知事・東京都議

,

会議員補欠選挙事務 選

9

挙管理委員会事務
局

2

3

3608 298,37

2

4 25,827 324

現

,201 現状維持 Ａ

合

状

計４７事業 8,392

維

,956 3,495,

一 0

持

792 11,888,

Ａ

748

情報システムの

別紙

3

構

)施策の手段として位

6

築

置付けられる事務事業

、

の評価結果
事務事業 施

改

策への
事務事業名 事業

造

費 人件費 総事業費 課長

事

評価 担当課コ ー ド

業

貢献度

情報シス

3

テム課3448 973

5

,986 124,48

1

4 1,098,470

,

拡充 Ａ

電子計算組織管

6

理運営事務 情報システ

5

ム課3449 4,95

4

1,172 134,5

8

59 5,085,73

般 3

1 現状維持 Ａ

東京電子

,

自治体共同運営事務 情

7

報システム課3450

1

14,015 4,30

7

5 18,320 現状維

現

持 Ａ

総務一般管理事務

状

総務課3455 18,

維

367 34,436 5

持

2,803 現状維持 Ａ

Ａ

特別区自治体総合賠償

管

行

責任保険費用負担事務

政

総務課3456 16,

評

097 2,152 18

価

,249 現状維持 Ａ

各

事

種協議会等分担費用負

務

担事務 総務課3458

政

4,929 2,152

策

7,081 現状維持 Ａ

経

文書管理事務 総務課3

営

461 56,821 3

理

課

8,741 95,56

3

2 改善・変更 Ａ

庁内印

4

刷事務 総務課3462

2

50,409 12,9

6

14 63,323 改善

1

・変更 Ａ

統計調査事務

,

総務課3463 707

8

17,218 17,9

7

25 現状維持 Ｂ

基幹統

5

計事務 総務課3464

事

2

4,083 80,74

5

6 84,829 現状維

,

持 Ａ

車両管理事務 総務

8

課3467 75,18

2

5 20,483 95,

7

668 改善・変更 Ｂ

法

2

規事務 総務課3468

7

31,134 55,6

,

12 86,746 現状

7

維持 Ａ

秘書一般管理事

務

0

務 秘書課3469 56

2

6 25,827 26,

改

393 現状維持 Ａ

区長

善

交際費 秘書課3470

・

1,072 8,609

変

9,681 現状維持 Ｂ

更

契約管理事務 契約課3

Ａ

520 5,174 18

コ

4,054 189,2

ー

28 改善・変更 Ａ

区民

政

ル

事務所管理運営事務 地

セ

域調整課3561 43

ン

,508 23,502

タ

67,010 現状維持

ー

Ａ

区民事務所維持補修

事

事務 地域調整課356

業

2 1,606 4,30

区

5 5,911 現状維持

民

Ｂ

戸籍整備事務 戸籍住

の

民課3571 8,75

策

声

5 275,288 28

相

4,043 改善・変更

談

Ａ

住民基本台帳事務 戸

課

籍住民課3573 53

3

,745 365,82

4

9 419,574 改善

4

・変更 Ａ

住居表示事務

4

戸籍住民課3574 1

1

3,535 21,17

0

6 34,711 拡充 Ａ
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施

き、女性の管理職選考

策

に向けた受験意欲向上

の

を図るとともに、受験

概

しやすい環境を整えて

要

いく。

担 当 課 名 人事課

柱

（取りまとめ）

電 話 番

立

号 03-3880-5

て

831 E-mail j

1

inji@city.

1

adachi.tok

【

yo.jp

　職場研修

行

（ＯＪＴ）は各所属、

財

複線型人事は専門性の

政

高い職員育成が必要な

】

所属と協働で取り組ん

区

でいる。

協働・協創
の

民

取 組 み

　職員として区

の

民の方々への接遇を行

活

うにあたり、性の多様

躍

性について、正しい理

と

解と適切な接客・接遇

ま

のスキルを

身に付け、

ち

ジェンダーレス社会の

の

実現を目指す。また、

活

女性が能力を十分に発

力

揮して活躍できるよう

を

にするため、あ
ＳＤＧ

支

ｓが
らゆるレベルの意

え

思決定において女性の

る

平等な参画とリーダー

行

シップの機会の確保を

財

目指す。
目指す目標
（

政

ターゲッ
ト）との関
連

施

及び評価

備　　　考

策 群 名 14 戦略的かつ効果的な行政運営を行う

施 策 名 14.2 戦略的な人事管理・組織運営の推進

■ 職員の事故・ミスを防ぐために、ミス防止等各種研修を実施するとともに、組織的な改善活動を強化していく。

■ 職員の健康維持増進に取組むために、健診結果に基づく個別指導等を実施し、職場環境の改善につなげていく。

■ 管理・監督者総数に占める女性職員の割合を増やしていくために、女性の管理職選考受験の意欲向上を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■ 公務員倫理研修の実施や、内部統制によるリスク管理の強化により、職員による不正の抑止や事故・ミスの低減

を図っている。

■ 職員が健康維持増進に取組むよう、糖尿病予防・血圧などの健康管理講演会や個別指導を実施している。

■ 女性の管理職選考受験意欲の向上を図るため、女性管理職による「働き方講座」を実施している。
現　　　状

■ 職員の懲戒処分や、重大な事故・ミスの発生により、区政の信頼を揺るがす事態となっているため、職員の倫理

意識の徹底を図るとともに、事故・ミスの再発防止に職員一丸となって徹底的に取組んでいく必要がある。

■ 職員の健診結果において「要経過観察」となった職員に対して、「異常なし」の結果に改善するよう個別指導を

強化していく必要がある。

■ 令和元年度における管理・監督者総数に占める女性割合は32.6％で、今後さらなる受験環境の整備を進める

足

とと
課　　　題

もに、

立

女性係長の配置が少な

区

い部署への配置を増や

　

していく必要がある。

令

■ 全職員を対象とし

和

た公務員倫理研修、根

７

拠等との突合法の動画

年

視聴研修及びガバナン

度

ス通信等による事故防

施

止の

ノウハウの提供を

策

継続的に実施するとと

評

もに、ミス防止研修に

価

おける問題演習を通じ

調

て職員の理解度を深め

書

、行動変

容につなげて

(

いく。

■ 職員の健康

令

管理について、健診結

和

果に基づく個別指導、

６

健康管理講演会の開催

年

により健康意識を高め

度

、職員の健

康維持増進

事

に取組む。
方　　　針

業

■ 管理・監督者昇任

実

への不安を払拭するた

施

め、女性管理職による

)

「働き方講座」の引き

1

続きの実施や係長級昇

 

任研

修等を実施してい
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監督者の女性割合

定義等 管理・監督者総数に占める女性割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 32 33 32 35 -
(5)

実　績　値 30.2 30.2 30 30.3 R6 35

達　成　率 94% 86% 92% 86% 94% 86% 87% 87% -

指標名 女性管理職の「働き方講座」、係長級昇任研修やキャリアデザイン研修等の実施回数

定義等 女性管理職による「働き方講座」の実施、係長級昇任研修やキャリアデザイン研修等の実施回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 16 16 16 16 -
(6)

実　績　値 16 15 17 17 R6 16

達　成　率 100% 100% 94% 94% 106% 106% 106% 106% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 396,424 390,121 400,527 454,895

人件費 377,216 388,178 397,322 415,551

総事業費 773,640 778,299 797,849 870,446

前年比(金額) 10,189 4,659 19,550 72,597

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 事故・ミス・懲戒処分の件数

定義等 職員の事故・ミス・懲戒処分の件数　※低減目標
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 125 115 132 99 -
(1)

実　績　値 150 161 155 134 R6 99

達　成　率 83% 66% 71% 61% 85% 64% 74% 74% -

指標名 ミス防止研修、公務員倫理研修等の実施回数

定義等 職員に対するミス防止研修、公務員倫理研修等の実施回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 29 28 29 32 -
(2)

実　績　値 39 32 30 37 R6 32

達　成　率 134% 122% 114% 100% 103% 94% 116% 116% -

指標名 健康診断において「異常なし」と判定された職員の割合

定義等 健康診断の結果、要治療・要精密検査・経過観察等５種類のうち、異常なし・軽度異常と判定された職員の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 30 32 35 29.5 -
(3)

実　績　値 31.3 34.2 29 28.5 R6 29.5

達　成　率 104% 106% 107% 116% 83% 98% 97% 97% -

指標名 健診結果に基づく個別指導等実施回数

定義等 健康診断の結果、経過観察・要精密検査・要治療と判定され支援を必要とする職員に個別に指導した回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 830 850 800 2,200 -
(4)

実　績　値 832 726 801 882 R6 2,200

達　成　率 100% 38% 85% 33% 100% 36% 40% 40% -

指標名 管理・
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減

検査を受けるよう勧奨

少

を行い、職員の健康増

し

進に努める。また、健

た

診結果を問わず、普及

こ

啓発として毎月発行し

と

ている健康だよりを通

で

じて、健康への関心や

、

意識向上を図る。

【指

事

標４】

　今後も、健康

故

診断結果に基づく個別

・

勧奨に加え、健康教室

ミ

や保健指導等を実施す

ス

る。特に、特定保健指

発

導の対象とならない４

生

０

歳未満の職員への保

件

健指導の機会を設ける

数

。

【指標５】

　キャリ

は

アデザイン研修などの

令

キャリア形成に関する

和

研修や「キャリアサポ

５

ートＢＯＯＫ」など、

年

職員のキャリア形成の

度

きっかけ

となる情報を

か

継続的に発信し、昇任

ら

意欲を醸成していく。

減

【指標６】

　入区４年

少

目キャリアデザイン研

し

修を悉皆研修として新

た

たに実施するなど、各

。

職層研修において、自

一

身のキャリアデザイン

方

を意識

するよう促し、

で

昇任に対する不安払拭

、

につなげることで、昇

印

任意欲醸成に結び付け

刷

ていく。

物・ＨＰ等の誤植、収入・支出等の誤り等の事務処理

4

ミスや道交法違反・車

 

両破損等が微増した

こ

担

となどにより、目標を

当

達成することはできな

部

かった。

【指標２】

 

に

 公務員倫理研修（動

お

画研修）を新たに希望

け

制としても視聴可能と

る

したため、目標を上回

評

ることができた。

【指

価

標３】

健康診断対象者

（

は毎年異なり年齢構成

部

も変化する中で、令和

長

６年度は「軽度異常」

評

と判定された職員は昨

価

年と同程度であったが

－

、

「異常なし」と判定

１

された職員が減少した

次

ことで目標値を下回っ

評

た。

【指標４】

健康教

価

室や保健指導の機会を

）

増やし、昨年度実績値

そ

を超えて実施したが、

の

目標値には至らなかっ

１

た。

【指標５】

　管理

1

職・係長職の女性職員

)

数は令和５年度から増

施

加したが、目標を達成

策

することができなかっ

の

た。係長職昇任能力実

達

証における

女性の合格

成

者数が令和５年度より

状

減少したことなどが要

況

因として考えられる。

と

【指標６】

　キャリア

そ

デザイン研修や主任昇

の

任研修などを通じて、

原

若手職員に対し、活躍

因

している先輩職員（係

の

長級含む）をロールモ

分

デルと

して身近に感じ

析

てもらう機会を提供し

【

た結果、目標を上回る

指

ことができた。

※　な

標

お、「働き方講座」に

１

ついては、令和５年度

】

から「先輩から学ぶワ

　

ークスタイル」という

全

名称に変更し、女性管

庁

理職及び

　男性管理職

的

が登壇する形式で実施

な

している。

2)達成状

統

況と原因分析を踏まえ

一

た今後の方向性

【指標

対

１】

　令和５年度に比

策

べ減少に至らなかった

に

印刷物・ＨＰ等の誤植

よ

、収入・支出等の誤り

る

などについては、根拠

個

等との突合法の実践の

人

徹底等を含めた実効性

情

のある対策の実践を求

報

めていく。また、「事

の

故・ミスゼロ月間」等

漏

の既存施策についても

え

、内容の見直し等

をし

い

ながら継続して展開し

・

、事故・ミスの防止を

紛

目指す。

【指標２】

　

失

目標値を達成し、事故

の

・ミスなどの件数は徐

大

々に減少している状況

幅

にある。さらなる減少

減

を目指すため、引き続

や

き、研修内容に

ついて

服

は、具体的な事例を取

務

り入れたカリキュラム

に

とし、職員一人ひとり

関

の当事者意識の醸成に

す

つなげていく。

【指標

る

３】

　今後も、健康診

事

断の結果が「要治療」

故

「要精密検査」となっ

が

た職員に対し、治療や
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

特別区人事・厚生事務組合費用負担事務 人事課3471 92,060 861 92,921 現状維持 Ｂ

人事管理事務 人事課3473 24,836 154,101 178,937 拡充 Ｂ

職員研修事業 人事課3475 32,197 59,316 91,513 改善・変更 Ａ

東京都教職員互助組合費用負担事務 人事課3477 242 4,236 4,478 現状維持 Ｃ

東京都職員共済組合業務経理費用負担事務 人事課3478 41,923 19,197 61,120 現状維持 Ｃ

東京都職員共済組合事務従事職員給与費負担事務 人事課3479 56,871 5,492 62,363 現状維持 Ｃ

職員寮の管理運営事務 人事課3481 2,453 6,026 8,479 現状維持 Ｃ

職員施設維持補修事務 人事課3482 568 2,583 3,151 現状維持 Ｃ

足立区職員互助会費用助成事務 人事課3483 25,600 12,567 38,167 現状維持 Ｂ

東京都人材支援事業団費用交付事務 人事課3485 0 861 861 現状維持 Ｃ

会計年度任用職員の報酬 人事課3488 0 98,657 98,657 現状維持 Ａ

職員の公務災害補償事務 人事課3515 768 2,152 2,920 現状維持 Ｂ

地方公務員災害補償費用負担事務 人事課3517 58,752 7,318 66,070 現状維持 Ｂ

職員の健康管理事務 人事課3518 99,907 17,218 117,125 改善・変更 Ａ

職員の安全衛生教育事務 人事課3519 312 6,887 7,199 現状維持 Ｂ

コンプライアンス推進事業 総務課8119 18,339 8,60

3

9 26,948 現状維

)

持 Ａ

内部統制事務 総務

施

課21905 0 8,6

施

09 8,609 現状維

策

持 Ａ

人権意識向上事務

の

人事課22060 67

手

861 928 現状維持

段

Ａ

合計１８事業 454

と

,895 415,55

し

1 870,446

て位置付け
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施

3880-5803 E

策

-mail city-

の

pro@city.a

概

dachi.toky

要

o.jp

　庁内各所管

柱

、区内企業、団体、鉄

立

道事業者、駅前大型商

て

業施設

協働・協創
の 取

1

組 み

【目標】

　17 

1

パートナーシップで目

【

標を達成しよう
ＳＤＧ

行

ｓが
【ターゲット】

目

財

指す目標
　効果的な公

政

的・官民・市民社会の

】

パートナーシップを推

区

進する
（ターゲッ

【関

民

連する理由】
ト）との

の

関
　区のイメージアッ

活

プを図るには、行政だ

躍

けでなく、区民、企業

と

、団体・組織等との連

ま

携による地域課題の解

ち

決やま
連及び評価

　ち

の

の魅力創出・発掘が不

活

可欠であるため。

 

備

力

　　　考

を支える行財政

施 策 群 名 15 区のイメージを高め、選ばれるまちになる

施 策 名 15.1 魅力の発掘・創出とプラスイメージへの転換

　足立区の魅力の発掘に努めるとともに、その魅力を効果的に活用し、情報発信することで、足立区のイメージアッ

プを図る。

施策の方向
( 目 標 )

　区の重要施策の事業展開支援や、事業課が制作するポスターやチラシを「伝わる広報物」にするために、専管組織

による区職員等を対象としたワークショップや、日々の制作・デザイン支援に取組んできた。今ある資源を磨き、効

果的に発信する取組みを進めてきたが、今後も、創りあげた事業や成果を一過性で終わらせない、地域に根をおろし

た企画に育てていくことや、駅前商業施設や鉄道事業者等、多様な共同企画者との連携を強化し、区だけではできな
現　　　状

い新しいプロモーション戦略を進めていく必要がある。

■ 区に注目が集まっている好機を捉え、これまで築き上げてきた多様な主体との「つながり」を生かしながら、マ

イナスイメージからの完全脱却とプラスイメージへの転換を図るプロモーションをさらに展開する必要がある。

■ 高まってきた「区を誇りに思う気持ち」を「まちへの関わり」につなげ、「区民参画総量」を増やすことによ

り、オール足立でイメージアップ戦略を進める必要がある。
課　　　題

■ ボトルネック的課題のさらなる改善や、新たな魅力の発掘・創造を進めるとともに、様々な

足

媒体を活用した戦略

的

立

な情報発信を質・量と

区

もに充実させることに

　

より区内外からの評価

令

を高め、マイナスイメ

和

ージからプラスイメー

７

ジ

への転換を確かなも

年

のとする。

■ 区民の

度

「共感・参加」につな

施

がる情報発信や、区民

策

が集い、活動やつなが

評

りが生まれる場の創出

価

に全庁が総力を
方　　

調

　針
あげて取組むこと

書

により、区を良くする

(

ための行動（※）に自

令

ら取組む区民を増やし

和

ていく。

（※）ここで

６

の「行動」とは、団体

年

や組織の一員として積

度

極的にまちに関わるこ

事

とにとどまらず、家の

業

前を掃く、落

ちていた

実

ごみを拾うなど、まち

施

のために行う小さな行

)

動も含む。

担 当 課 名 シ

1

ティプロモ課（取りま

 

とめ）

電 話 番 号 03-
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0 120 -
(5)

実　績　値 36 44 59 64 R6 120

達　成　率 45% 30% 55% 37% 74% 49% 53% 53% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 86,381 154,526 456,031 616,602

人件費 61,096 58,830 59,112 71,791

総事業費 147,477 213,356 515,143 688,393

前年比(金額) 54,365 65,879 301,787 173,250

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 足立区に「誇り」をもつ区民の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 56 57 58.5 60 -
(1)

実　績　値 45.6 42.5 37.6 43.5 R6 60

達　成　率 81% 76% 75% 71% 64% 63% 73% 73% -

指標名 足立区を良いまちにするために何かしたいと思う区民の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 56 58 60 -
(2)

実　績　値 51.7 48.1 45.5 49.9 R6 60

達　成　率 0% 86% 86% 80% 78% 76% 83% 83% -

指標名 体感治安が「良い」と感じる区民の割合【施策⑤-4の再掲】

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 62 63 65 65.6 -
(3)

実　績　値 62.7 64.5 59.5 64.6 R6 65.6

達　成　率 101% 96% 102% 98% 92% 91% 98% 98% -

指標名 「区のイメージアップにつながる情報」の日刊紙における掲載件数

定義等 区のイメージアップにつながる情報の日刊紙における掲載件数
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 160 230 200 -
(4)

実　績　値 155 223 187 240 R6 200

達　成　率 0% 78% 139% 112% 81% 94% 120% 120% -

指標名 協創プラットフォームに参加している団体数【施策⑬-1の再掲】

定義等 協創プラットフォーム参加団体数
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 8
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。

がりを創出することで

　

、地域の魅力創出や活

　

性化につなげてい

く。

長

　また、千住を中心と

引

した地域の魅力や、子

く

育て支援、区の先進事

コ

業などを積極的に区外

ロ

へ発信することで、区

ナ

民の自己肯定感を

高め

禍

、まちに対する気持ち

が

や区民参画総量を高め

落

ていく。

【指標３】

　

ち

比較的居住年数が短い

着

区民の体感治安が低い

き

傾向にあることから、

、

転入者にも分かりやす

５

い効果的な情報発信を

類

行うなど全体的

な体感

に

治安の向上を図る。そ

移

して、今後も各警察署

行

や防犯アドバイザーと

し

連携を図り罪種別の特

た

徴を見極めながら積極

こ

的な啓発活

動や「攻め

と

る防犯」を意識した広

で

報により安全で安心な

中

地域社会を形成してい

止

く。

【指標４】

　区の

・

事業や地域のニュース

縮

性が高い情報を積極的

小

に収集し、引き続き、

し

適切なタイミングで情

て

報発信していく。

　こ

い

の取組みにより、報道

た

機関、ひいてはWEB

区

媒体から区のイメージ

や

アップにつながる情報

地

が区内外へ拡散されて

域

いくことに寄与

してい

の

く。

【指標５】

　庁内

企

においては、昨年度実

画

施の「SDGｓ職員意

が

識調査アンケート」で

再

の庁内連携への課題・

開

意見をもとに「庁内の

さ

協創」の仕組

みづくり

れ

に着手し、庁外におい

、

ては、ＮＰＯ団体等へ

ま

のアウトリーチを強化

ち

し、個人や他団体との

に

マッチングを図り協創

対

を加速さ

せることで、

す

参加団体数の増加につ

る

なげていく。

関わりが増加

4

したことに加え、区外

 

プロモーションの本格

担

始動や、おいしい給食

当

プロモーション等によ

部

り、足立区のプラスの

に

情報がメディア等

で大

お

きく取り上げられたこ

け

とがイメージ向上等の

る

一因になったと考えら

評

れる。

　≪参考≫区を

価

良いまちにするために

（

行動した区民の割合…

部

30.3％（前年度比

長

＋5.7P）、区を良

評

いまちにするための活

価

動をしてい

る人に共感

－

する区民の割合…73

１

％（前年度比＋3.2

次

P）

【指標３】

　全体

評

として「治安が良い」

価

と感じる区民は64.

）

6％（前年比5.1ポ

そ

イント）で、特に居住

の

年数が浅い区民の低下

１

が目立ち目標は達

成で

1

きなかったが、過去最

)

高値を記録した。また

施

、「治安が悪い」と感

策

じる区民は23.1％

の

（前年比-3.7ポイ

達

ント）と良いとの差は

成

前年より拡大し体感治

状

安は改善傾向にある。

況

【指標４】

　令和６年

と

度は一時期、報道担当

そ

に欠員が生じたため、

の

情報発信件数は昨年度

原

より少なかったが、掲

因

載件数は増加した。

　

の

足立区マイナスイメー

分

ジ払拭プロモーション

析

や八潮市下水道破損を

【

受けての区内銭湯無料

指

化、足立区地下鉄サリ

標

ン事件風化防止

啓発推

１

進条例制定などの区の

、

取組みを適切なタイミ

指

ングで発信したことで

標

、複数の日刊紙に数日

２

に渡って掲載されたこ

】

とが主な要

因と考えら

 

れる。

【指標５】

　参

 

加団体の数は増加した

ま

が、目標には届かなか

ち

った。

　ＮＰＯ活動支

に

援センター全登録団体

対

向けの交流会、新規団

す

体向けの交流会、子ど

る

も食堂・フードパント

気

リー交流会など計５回

持

開

催し、団体同士の事

ち

業連携や横のつながり

や

を創出することはでき

、

たが、当初に設定され

区

た目標値が現実的でな

民

い数値であったと推

察

参

される。

2)達成状況

画

と原因分析を踏まえた

総

今後の方向性

【指標１

量

、指標２】

　上昇に転

に

じた区民のまちに対す

関

る気持ちや区民参画総

す

量をさらに上昇させて

る

いくため、更にプロモ

指

ーションを推進してい

標

く。

　区内に向けたプ

は

ロモーションでは、引

大

き続き職員の情報発信

き

力向上や、協創による

く

庁内事業の質向上に取

上

り組むとともに、令和

昇

７年度の千住宿開宿４

し

００年という好機を捉

た

え、地域との新たな繋
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

足立区観光交流協会助成事務 産業振興課3619 511,381 3,444 514,825 現状維持 Ｂ

提携都市交流促進事業 産業振興課3620 858 861 1,719 現状維持 Ｂ

シティプロモーション事業 シティプロモ課11273 104,363 67,486 171,849 拡充 Ａ

合計３事業 616,602 71,791 688,393

3)施施策の手段として位置付け
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施

々な媒体や手

　法を駆

策

使して積極的に情報発

の

信することで、区民が

概

必要なときに必要とす

要

る情報を入手できる環

柱

境を整えていく。

■　

立

報道広報課・シティプ

て

ロモーション課主催の

1

ワークショップや日々

1

の広報物制作サポート

【

等により、情報発信に

行

　対する職員の意識を

財

高めるとともに、企画

政

力、デザイン力を向上

】

させつつ、課題把握と

区

解決、検証を繰り返し

民

なが
方　　　針

　ら、

の

区政透明度をさらに向

活

上させていく。

担 当 課

躍

名 報道広報課（取りま

と

とめ）

電 話 番 号 03-

ま

3880-5815 E

ち

-mail kouho

の

u@city.ada

活

chi.tokyo.

力

jp

　広報において、

を

根強い需要のある広報

支

紙やチラシ・ポスター

え

を活用するとともに、

る

需要が高まっているホ

行

ームペー

ジ、ＳＮＳな

財

どを活用して区の魅力

政

を発信し、区に対する

施

愛着や誇りを高め、区

策

をよりよくするために

群

何かしたいと

思える区

名

民の増加を目指してい

1

く。

協働・協創 　広聴

5

においては、世論調査

区

や区政モニター、区民

の

の声などにより区民の

イ

要望を把握し、事業へ

メ

反映させることで、

の

ー

取 組 み 区民の区政参画

ジ

意識を高めることに繋

を

げていく。

【目標】1

高

6平和と公正をすべて

め

の人に【ターゲット】

、

16.6あらゆるレベ

選

ルにおいて、有効で説

ば

明責任のある透明性の

れ

高い公共機関を発展さ

る

せる。【関連する理由

ま

】区の情報を積極的か

ち

つスピーディーに発信

に

していくことは、区政

な

情報
ＳＤＧｓが

の透明

る

化を高めることにつな

施

がる。【評価】区に関

策

する情報をプラスの情

名

報やマイナスの情報を

1

トリアージせずに発
目

5

指す目標
信することで

.

、区の情報発信に関す

2

る満足度を向上するこ

効

とができた。引き続き

果

、紙媒体・電子媒体の

的

双方を活用し
（ターゲ

な

ッ
て積極的な情報発信

情

を行っていく。
ト）と

報

の関
連及び評価

備　　

発

　考

信と区政情報の透明化

■　区政情報を透明化し区民との信頼関係を高めるために、様々な情報発信媒体を効果的かつ戦略的に活用して、区

　民の誰もが必要なときに必要な情報を得られる広報・広聴活動を展開する。

■　情報提供に関する区民満足度を向上させ、区が実施する各種事業の効果を高めるために、区の魅力や重点事業等

施策の方向 　をタイムリーかつ的確に発信することの重要性を理解し、区民に「伝わり・届く」情報を積極的に発信することの

( 目 標 ) 　できる職員を育成する。

■　区にプラスの印象を与える情報とマイナスの印象を与える情報を、選別することなく積極的かつ迅速に発信する

　ことで、区政の透明度と区政への信頼を高めている。

■　継続した全庁の情報発信力強化の取組みにより、令和6年度の世論調査結果では「必要なときに必要とする情報

　が得られている」区民の割合が７割を超えている。
現　　　状

■　令和６年度の「区民の声」の受付件数は2,875件（前年度比+130件/+4.7％）で、受付日から平均4.1日で回答し

　ている。

■　世論調査で「区の情報が得られない」と回答した理由に「情報の探し方がわからない」や「情報が探しにくい」

　ことをあげる区民が多いため、区民の誰もが、欲しいと思う情報に迷わず早くたどり着けるように、情報

足

の探しや

　すさや見つ

立

けやすさを向上させる

区

必要がある。

■　世論

　

調査結果において、イ

令

ンターネット（ホーム

和

ページ・A-メール・

７

SNS等）が情報の入

年

手手段として広報紙に

度

　次ぐ第２位となり、

施

電子媒体による情報発

策

信がこれまで以上に求

評

められている。
課　　

価

　題
■　紙媒体と電子

調

媒体の双方を効果的か

書

つ戦略的に組み合わせ

(

、区の情報をさらに「

令

広く・早く・正確に」

和

伝えてい

　く必要があ

６

る。

■　チラシやポス

年

ター、ホームページの

度

記事など、情報の内容

事

が明確に分かる見出し

業

やレイアウトを工夫し

実

、誰に　

　とっても見

施

つけやすい情報を発信

)

するとともに、技術の

1

進歩や区民ニーズの変

 

化を見極めながら、様
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としたワークショップ等の参加延べ人数（累計）

定義等 報道広報課・シティプロモーション課が主催するロジック研修やチラシ等の作成技術を学ぶワークショップ等の参加人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 1,300 1,550 1,800 -
(5)

実　績　値 979 1,277 1,653 1,992 R6 1,800

達　成　率 0% 54% 98% 71% 107% 92% 111% 111% -

指標名 ポスター・チラシ等の作成支援延べ件数（累計）

定義等 広報物等の制作支援、及び、各所管事業や民間企業・団体・区民活動のサポート・コーディネート件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 2,630 2,630 3,000 -
(6)

実　績　値 1,529 2,092 2,671 3,351 R6 3,000

達　成　率 0% 51% 80% 70% 102% 89% 112% 112% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 206,267 230,507 249,034 271,124

人件費 183,717 175,758 176,875 194,721

総事業費 389,984 406,265 425,909 465,845

前年比(金額) 284,789 16,281 19,644 39,936

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 区の情報提供に「満足している」区民の割合

定義等 世論調査で区の「情報提供」に「満足」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 78 78 50 -
(1)

実　績　値 76.9 78.4 38 41.4 R6 50

達　成　率 0% 154% 101% 157% 49% 76% 83% 83% -

指標名 「必要なときに必要とする情報が得られない」と答えた区民の割合　※低減目標

定義等 世論調査で「必要なときに必要とする情報」が「得られない」区民の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 10 10 10 -
(2)

実　績　値 10.6 10.8 11.2 15.8 R6 10

達　成　率 0% 94% 93% 93% 89% 89% 63% 63% -

指標名 X（旧ツイッター）・フェイスブックでの情報発信件数

定義等 X（旧ツイッター）・フェイスブックでの合計投稿件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 4,000 4,000 4,000 -
(3)

実　績　値 5,012 5,057 4,816 5,929 R6 4,000

達　成　率 0% 125% 126% 126% 120% 120% 148% 148% -

指標名 「区民の声」の対応日数

定義等 受付から回答までに要した日数の平均値（受付日を１日目とし土日も含める。）
指

単　位 日 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 5 5 5 5 -
(4)

実　績　値 5.9 4.4 4.4 4.1 R6 5

達　成　率 85% 85% 114% 114% 114% 114% 122% 122% -

指標名 職員等を対象
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で

引き続き注力し、紙媒

は

体・電子媒体の両輪で

、

正し

い情報を迅速に発

区

信していく。

【指標②

の

】

　「必要なときに必

情

要とする情報が得られ

報

ない」とする理由のう

発

ち「情報の探し方がわ

信

からない」と答えた区

に

民の割合は3割を超

え

満

ており、例年高い傾向

足

にある。情報を探しや

し

すくするためには、紙

て

媒体・電子媒体の双方

い

において、それぞれの

る

特性を活かした

情報発

か

信が重要である。区民

を

が必要とする情報を把

問

握しながら、紙媒体に

う

おいては引き続き正確

質

な情報を見つけ易い紙

問

面構成で発

信する。電

だ

子媒体においては特に

っ

機能を拡張したLIN

た

Eを重点的に活用し、

が

区民が探している最新

、

の情報をタイムリーに

区

届ける。加

えて、新た

の

にInstagram

取

を開始し、これまで区

り

の情報を取得していな

組

かった層にも情報が届

み

くよう発信していく。

（

【指標③】

　継続して

2

研修を実施してきたこ

1

とで多くの職員の情報

分

発信に対する意識が高

野

まり、その成果がツイ

）

ッターやフェイスブッ

の

クの投

稿数に繋がって

中

いる。引き続き、研修

か

や課題調査を実施する

ら

ことで、各課職員の情

満

報発信力を高め、達成

足

率の向上及び内容の充

し

実

を目指していく。

【

て

指標④】

　区民の声に

い

寄せられる要望や苦情

る

等は増加傾向であるが

項

、職員の接客苦情は丁

目

寧な窓口・電話対応な

を

どを心掛けることによ

選

り減

少できるものであ

択

るため、職員研修や接

す

客マニュアルの活用、

る

掲示板周知等を通じて

回

職員の接客力向上を全

答

庁的に呼びかけていく

方

。また、サービスアッ

式

プ推進会議で満足度や

4

に

回答実績を報告し、目

な

標値の見直しやさらな

っ

る改善策を検討してい

た

く。

【指標⑤】

　報道

。

広報課及びシティプロ

令

モーション課主催で、

和

職員の情報発信に関す

6

るテクニックや意識を

年

向上させる研修を実施

度

することに

より、区民

 

の

に「伝わる」情報発信

結

に繋がっている。現在

果

行っている研修につい

は

て多くの職員が受講済

、

であるため、さらなる

「

スキル

アップを目指し

3

、従来の研修に加えて

8

職員ニーズを踏まえた

」

、新たな研修・ワーク

か

ショップの実施を検討

担

ら

していく。

【指標⑥】

「

　今後も広報物相談や

4

研修を継続することで

1

、足立区のシティプロ

.

モーションの根幹であ

4

る職員の情報発信力向

」

上に取り組んでい

く。

へ

また、千住宿開宿40

と

0年の節目の年である

上

令和7年度は、足立区

当

昇

をPRする絶好の機会

し

として、企画の質向上

た

や新たな繋がり創出

の

。

ため、庁内だけでなく

【

区民・企業・団体と積

指

極的に連携し、持続可

標

能な地域活性化に繋げ

②

ることで、イメージ向

】

上に取り組んで

いく。

　

部

前年比4.7ポイント

に

増となり、15％台へ

お

と後退してしまった。

け

「必要なときに必要と

る

する情報が得られない

評

」とする理由のうち

「

価

情報の探し方がわから

（

ない」と答えた区民の

部

割合は3割を超えてお

長

り、依然として高い傾

評

向にある。

【指標③】

価

　5,929件となり

－

、前年度の実績値およ

１

び目標値は上回った。

次

令和6年度は、各所管

評

等でイベントの再開が

価

あり、イベント情報の

）

発

信が増えた。

【指標

そ

④】

　年2,000件

の

程度であった区民の声

１

受付件数は、令和2年

1

度には新型コロナウイ

)

ルス感染症拡大などに

施

よる影響で急増（4,

策

640件）

したが、終

の

息後も受付件数が高い

達

傾向が続いており、区

成

民の声の受付件数は2

状

,875件で、令和5

況

年度（2,745件）

と

からさらに130件増

そ

となった。

　回答まで

の

に日数を要する場合に

原

は、申出者に速やかに

因

回答が遅れる旨の連絡

の

をするなど適切な初期

分

対応を行った結果、受

析

付から

回答までの平均

【

日数は4.1日と目標

指

値を達成した。

【指標

標

⑤】

　　令和5年度同

①

様に経験に応じた内容

】

のインターネットリー

　

ダー向けの研修を開催

令

した。前年度から微減

和

となったが、339名

5

の職

　員が研修やワー

年

クショップを受講し、

度

目標を上回った。

【指

世

標⑥】

　パワーポイン

論

トの説明会資料や指定

調

管理者の広報物等も相

査

談範囲に加わった結果

か

、広報物の相談件数は

ら

大幅に上昇した。サポ

、

ー

ト・コーディネート

当

数についても、レシピ

該

本発売に伴うおいしい

設

給食プロモーションや

問

千住宿開宿400年企

に

画準備などにより昨年

つ

度数値を上回った。

2

い

)達成状況と原因分析

て

を踏まえた今後の方向

の

性

【指標①】

　区民の

質

満足度を向上させるた

問

めには、あだち広報や

方

ホームページ、SNS

法

など、区が保有するさ

が

まざまな媒体で、区民

変

が必要とす

るときに情

更

報を取得できるように

に

することが重要である

な

。区の情報の入手手段

っ

として最も割合の高い

た

あだち広報での発信を

。

これま

でと同様に重視

こ

していくとともに、ホ

れ

ームぺージやSNSで

ま

の情報発信についても
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

「あだち広報」製作等運営事業 報道広報課3440 255,924 106,487 362,411 現状維持 Ａ

情報公開・個人情報保護制度運営事務 区政情報課3442 4,239 25,827 30,066 改善・変更 Ａ

区政資料室運営事業 区政情報課3443 6,585 32,536 39,121 改善・変更 Ｂ

報道事務 報道広報課6855 4,376 29,871 34,247 現状維持 Ａ

合計４事業 271,124 194,721 465,845

3)施施策の手段として位置付け
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施

した財政運営を目指す

策

という点において、S

の

DGs

ターゲット17

概

.14と関連しており

要

、公正な区政運営のた

柱

め、各部の施策の効果

立

・必要性を検証し、適

て

正な予算編成を
ＳＤＧ

1

ｓが
行っている点で、

1

SDGsターゲット1

【

6.6と関連している

行

。また、災害対策基金

財

による防災・減災の整

政

備は、健康と福祉
目指

】

す目標
の確保、災害に

区

強く安心・安全なまち

民

づくりへと繋がるため

の

、SDGsターゲット

活

11.5と関連してい

躍

る。
（ターゲッ

近年は

と

、特別区税や財政調整

ま

交付金等の収入状況を

ち

鑑み、特別区債の発行

の

額を必要最小限に抑え

活

ることで、将来負担
ト

力

）との関
の軽減につな

を

げている。引き続き、

支

次世代につなげる健全

え

な財政運営を図ってい

る

く。
連及び評価

備　　

行

　考

財政

施 策 群 名 16 次世代につなげる健全な財政運営を行う

施 策 名 16.1 将来にわたり安定した財政運営の推進

■　経済情勢の変動による財源不足や災害発生による緊急な支出が必要となった場合に対応できる柔軟な財政運営を

　　行う。

■　将来負担と財政収支のバランスがとれた持続可能な財政運営を進める。

施策の方向
( 目 標 )

■　財政の弾力性を測る「経常収支比率」は、令和２年度は一時的に目標とする80％を超えたものの、近年は適正水

　　準を維持している。

■　将来の財政負担に備えて計画的に積立金を増額する一方で、将来世代の負担となる特別区債の新規発行を抑制

　　し、確実に減らしてきた結果、令和６年度末の積立金現在高は1,817億円、特別区債現在高は161億円となった。
現　　　状

■　自治体の財政の健全性を測る「実質収支比率」は、近年、特別区税や財政調整交付金等の歳入増によって、結果

　　的に実質収支が増加し、適正水準を超過している。

■　今後の公共施設とインフラ施設の更新等による多額の経費に加え、高齢化による社会保障費の大幅な増加が見込

　　まれている。

■　近年は、特別区税や財政調整交付金等の歳入が好調に推移しているが、世界情勢や物価高騰等の先行きが不透明

　　であり、今後の区財政に及ぼす影響について楽観視できない。

■　感染症や災害の発生などによる緊急な支出にも十分対応できる堅実かつ柔軟な財政運営

足

が求められている。
課

立

　　　題

■　歳入歳出

区

のバランスを保ち、財

　

政運営の健全性を維持

令

する。

■　公共施設の

和

計画的な更新や事業規

７

模の見直し等により可

年

能な限り特別区債の発

度

行を抑制するとともに

施

、適正な額

　　の積立

策

金を確保することで、

評

特別区債現在高が積立

価

金現在高を上回らない

調

ように維持する。

方　

書

　　針

担 当 課 名 財政課

(

（取りまとめ）

電 話 番

令

号 03-3880-5

和

814 E-mail z

６

aisei@city

年

.adachi.to

度

kyo.jp

一般事務

事

事業の区民評価を実施

業

し、翌年度以降の事業

実

へ反映を図っている。

施

協働・協創
の 取 組 み

必

)

要に応じて特別区債発

1

行による資金調達を行

 

い、将来にわたり安定
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468,700 11,862,524 4,861,681 11,178,128

人件費 96,363 91,350 100,417 104,168

総事業費 16,565,063 11,953,874 4,962,098 11,282,296

前年比(金額) 1,042,736 △4,611,189 △6,991,776 6,320,198

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 経常収支比率

定義等 経常経費充当一般財源等÷経常一般財源等×１００　※低減目標
指

単　位 ％以下 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 -
(1)

実　績　値 77 75.9 78.6 79.7 R6 80

達　成　率 104% 104% 105% 105% 102% 102% 100% 100% -

指標名 積立金現在高－特別区債現在高（区民一人あたり）

定義等 （年度末積立金現在高－年度末特別区債現在高）÷翌年度の４月１日現在の住民基本台帳人口　※0円以上
指

単　位 千円 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - - - - -
(2)

実　績　値 225 231 240 236 R6 0

達　成　率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名 実質収支比率

定義等 実質収支÷標準財政規模×100（適正水準３～５％）　※低減目標
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 4.5 4.5 4.5 4.5 -
(3)

実　績　値 6.7 7.4 6.7 6.5 R6 4.5

達　成　率 67% 67% 61% 61% 67% 67% 69% 69% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R6

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 16,
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等の増により、前年度比1.1ポイント増とやや

硬直化したものの、目標値を達成した。

※　「経常収支比率」とは、生活保護費等の

4

扶助費や職員の人件費

 

等の必ず支払う経費が

担

、特別区税等の毎年度

当

定期的に入ってく

　る

部

収入でどの程度賄われ

に

ているかを示した割合

お

であり、財政の弾力性

け

（ゆとり）を見るため

る

の指標となっている。

評

【指標２】

目標値を達

価

成した。基金について

（

は、学校改築や大型の

部

公共施設の大規模改修

長

等の将来の財政負担に

評

備えて計画的に積立を

価

行って

いる。特別区債

－

については、「借入額

１

＜返済額」となるよう

次

に着実に返済している

評

一方、発行抑制に努め

価

ており、令和４年度以

）

降

新規発行をしていな

そ

い。

【指標３】

実質収

の

支は前年度と同水準で

１

あった一方、標準財政

1

規模が増となったため

)

、実質収支比率は0.

施

2ポイント減となり、

策

適正水準にや

や近づい

の

たが、目標値を下回っ

達

た。当区は、地震や水

成

害に対する備えの強化

状

や切れ目のない経済対

況

策等を機を逸すること

と

なく行っ

ているが、特

そ

別区税や財政調整交付

の

金収入が堅調であるた

原

め、実質収支比率はや

因

や高めの水準となって

の

いる。

※　「実質収支

分

比率」とは、自治体の

析

財政規模に対する黒字

【

の割合のことで、一般

指

的に３～５％が望まし

標

いとされる。

2)達成

１

状況と原因分析を踏ま

】

えた今後の方向性

今後

財

、公共施設の老朽化か

政

ら維持管理費や更新費

調

の増大が見込まれるほ

整

か、昨今の物価高騰や

交

人件費上昇等により、

付

更なる財政の

圧迫が懸

金

念される。区の歳入の

等

15％程度を占める特

の

別区税、30％程度を

収

占める財政調整交付金

入

は、いずれも景気動向

が

に左右されや

すいため

増

、事業の必要性や事業

加

手法の妥当性、予算計

し

上の妥当性など、多角

た

的な視点から評価を行

一

い、事業の見直しに繋

方

げるとと

もに、財源不

、

足が生じることがない

職

よう、計画的な基金積

員

立など将来を見据えた

の

財政運営を行っていく

人

。

件費や障がい者自立支援給付費
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

予算編成事務 財政課3430 55,182 102,189 157,371 現状維持 Ａ

公共施設建設資金積立基金積立金 財政課3431 8,102,832 86 8,102,918 現状維持 Ａ

財政調整基金積立金 財政課3432 43,778 86 43,864 現状維持 Ａ

減債基金積立金 財政課3433 8,898 86 8,984 現状維持 Ａ

特別区債元金の償還 財政課3435 2,766,301 344 2,766,645 現状維持 Ａ

特別区債利子の支払 財政課3436 189,002 344 189,346 現状維持 Ｂ

予算超過または予算外支出の予備費 財政課3438 0 86 86 現状維持 Ａ

特別区債元金の償還 福祉管理課21617 743 861 1,604 現状維持 Ｃ

災害対策基金積立金 財政課22377 11,392 86 11,478 拡充 Ａ

合計９事業 11,178,128 104,168 11,282,296

3)施施策の手段として位置付け
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施

協働・協創
の 取 組 み

【

策

目標】17パートナー

の

シップで目標を達成し

概

よう【ターゲット】1

要

7.1課税及び徴税能

柱

力の向上のために国内

立

資源を動

員する。【関

て

連する理由】課税課や

1

4公金担当課において

1

、賦課、徴収能力の向

【

上に向けた様々な取組

行

みを行ってい
ＳＤＧｓ

財

が
る。【評価】アクシ

政

ョンプラン等に基づく

】

滞納対策により、徴収

区

強化に取組んだ。収納

民

率向上対策委員会にお

の

ける課
目指す目標

題共

活

有や、特別収納対策課

躍

における相談・支援等

と

により、徴収知識の庁

ま

内全体への蓄積を図っ

ち

た。複線型人事制度の

の

（ターゲッ
活用や国税

活

ＯＢ職員による各種研

力

修の実施により、賦課

を

、徴収に関するノウハ

支

ウの継承、技術の向上

え

を図った。
ト）との関

る

連及び評価

　※達成状

行

況により、令和6年度

財

目標値から上方修正【

政

成果1、2、4】

備　

施

　　考 　※数値の算出

策

に誤りがあったため、

群

令和4年度の実績値を

名

修正【成果・活動5】

16 次世代につなげる健全な財政運営を行う

施 策 名 16.2 自主財源の確保

■　4公金（特別区民税、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料）の適正な賦課及び厳正的確な滞納

　整理や納期内納付の推進により収納率を向上し、自主財源の充実を図る。

施策の方向
( 目 標 )

■　特別区民税の収納額は、平成29年度には約426億円だったが、令和元年度は約450億円と増加している。

■　様々な滞納整理の取組みにより税や保険料の収納率が向上し、23区順位は最下位を脱却した。

■　庁内組織である収納率向上対策委員会において、滞納整理のノウハウの共有や蓄積を行っているとともに、さら

　なる徴収強化のため特別収納対策課を新設した。
現　　　状

■　滞納整理の取組みのほか、滞納とならないためのさらなる工夫及び取組みが必要である。

■　4公金を重複して滞納している場合であっても、それぞれの担当課が納付交渉等を行っているため、より効率的

　な滞納整理の取組みが必要である。

■　効果的な滞納整理を進めていくため、継続した職員育成と組織としての滞納整理ノウハウの向上が必要である。

課　　　題

■　納付方法を充実して利便性を高めていくとともに、租税教育などにより自主納付及び納期内納付に対する意識の

　高揚を図っていく。

■　税や保険料の重複滞納や高額滞納などの困難事案については、特別収納対策課において効率的

足

かつ効果的な滞納

　整

立

理を実施していくとと

区

もに、債権等処理判定

　

委員会を運用し、非強

令

制徴収債権の圧縮にも

和

努めていく。

■　引き

７

続き、複線型人事制度

年

を活用した職員のスキ

度

ルアップに取組みなが

施

ら、組織におけるノウ

策

ハウの向上を図っ
方　

評

　　針
　ていく。

担 当

価

課 名 納税課（取りまと

調

め）

電 話 番 号 03-3

書

880-5850 E-

(

mail nouzei

令

@city.adac

和

hi.tokyo.j

６

p

　納税課、国民健康

年

保険課、高齢医療・年

度

金課、介護保険課の4

事

公金担当課で収入確保

業

に向けた連携を深める

実

。

　また、関係14課

施

で構成する収納率向上

)

対策委員会において各

1

債権の徴収に関する情

 

報共有を行っている。
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を決定した案件の割合

定義等 方針決定した案件数÷移管事案数
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 50 50 60 -
(5)

実　績　値 50 38 36 35 R6 60

達　成　率 100% 83% 76% 63% 72% 60% 58% 58% -

指標名 【活動5】特別収納対策課が各課から移管を受ける事案件数

定義等 特別収納対策課が各課から移管を受ける事案件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 200 280 420 465 -
(6)

実　績　値 270 272 405 476 R6 465

達　成　率 135% 58% 97% 58% 96% 87% 102% 102% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 1,148,119 1,102,048 1,100,029 1,324,453

人件費 1,483,050 1,389,143 1,423,966 1,525,278

総事業費 2,631,169 2,491,191 2,523,995 2,849,731

前年比(金額) 29,666 △139,978 32,804 325,736

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】特別区民税収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 96.2 97.2 97.44 97.68 -
(1)

実　績　値 96.96 96.9 96.95 96.95 R6 97.68

達　成　率 101% 99% 100% 99% 99% 99% 99% 99% -

指標名 【成果2】国民健康保険料収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 75.99 81.04 82.23 83.6 -
(2)

実　績　値 79.83 79.04 78.28 78.38 R6 83.6

達　成　率 105% 95% 98% 95% 95% 94% 94% 94% -

指標名 【成果3】後期高齢者医療保険料収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 97.79 98.98 99 99 -
(3)

実　績　値 98.73 98.96 98.93 98.79 R6 99

達　成　率 101% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名 【成果4】介護保険料収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 96.08 96.51 97.02 97.4 -
(4)

実　績　値 96.26 96.89 97.2 97.56 R6 97.4

達　成　率 100% 99% 100% 99% 100% 100% 100% 100% -

指標名 【成果5】特別収納対策課における移管事案のうち猶予、停止相当、差押え等処理方針
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9

国民健康保険料におい

6

てはアクションプラン

.

、後期高齢者医療保険

9

料及び介護保険料にお

5

いては各課で定める方

%

針に基づき、収納率の

で

一層の向上と収入未済

、

額の縮減に向けた取り

令

組みを行う。具体的に

和

は、納付案内センター

5

を活用した初期滞

納者

年

へのアプローチやＳＭ

度

Ｓの発信を行っていく

実

とともに、各公金にお

績

いて口座振替勧奨を積

値

極的に実施していくな

と

ど、納期内納

付の定着

同

を図る必要がある。ま

率

た、滞納となった際も

と

、各公金において、令

な

和7年度より導入する

り

預貯金の電子照会を積

、

極的に活

用していくこ

お

とにより、滞納整理の

お

早期着手に努めていく

む

必要がある。

②特別区

ね

民税については、令和

目

7年4月策定の「第四

標

次足立区滞納対策アク

を

ションプラン」に基づ

達

き、取組みを進めてい

成

くことで収

納率向上を

し

目指す。具体的には、

た

庁内外連携による周知

。

活動や外国人向けの情

②

報発信の強化等を実施

国

する。また、個人から

民

グルー

プによる滞納整

健

理へのシフトをさらに

康

進め滞納整理体制の強

保

化を図るとともに、預

険

貯金電子照会の拡充、

料

督促状の発送時期の早

に

期

化により滞納整理の

お

迅速化・効率化を図り

い

、期限内収納率の向上

て

に努めていく。

③国民

は

健康保険料については

、

、収納率が減少した主

収

な理由として、保険料

納

額の上昇及び物価高騰

額

の影響による自主納付

は

の減少が考

えられる。

現

そのため、「第三次滞

年

納対策アクションプラ

分

ン」で定めた基本方針

・

・取り組みを確実に運

滞

用し目標収納率を達成

納

する。

特に現年収納率

繰

向上のため、①口座振

4

越

替加入促進②外国人滞

分

納対策③財産調査によ

と

る差押えと執行停止の

も

早期着手を重点的に実

に

施

し滞納整理を進めて

令

いく。

④後期高齢者医

和

療保険料については、

5

口座振替の勧奨通知を

年

納入通知前の資格確認

度

書等に同封することで

 

を

加入促進を図る。また

上

、

令和7年度から財産

回

調査の電子化を導入す

り

る。引き続き、高額滞

、

納者の財産調査を早期

合

に着手するとともに、

計

調査対象を拡充し、

差

収

押や執行停止・即時欠

納

損などの滞納整理につ

率

なげる。

⑤介護保険料

担

も

については、今後も滞

令

納とならない早期の対

和

策を実施し、徴収可能

5

な債権を見極めたうえ

年

で、納付困難者への執

度

行停

止や即時欠損を行

実

い、収入のある方への

績

、差押えなどの取組み

値

も強化していく。令和

を

7年度は預貯金の電子

当

若

照会を実施することで

干

事務を効率化させ、更

上

なる収納率向上を目指

回

していく。

【成果・活

っ

動５】

移管案件のうち

た

、今後は特に4公金の

が

滞納整理を推進する必

、

要がある。令和7年度

目

は担当者3.5名体制

標

で臨み、調査書作成・

部

値

システ

ム入力の分業な

を

ども検討し、さらなる

下

業務効率化を図ること

回

で移管案件の処理率向

っ

上に努める。

た。

③後期

に

高齢者医療保険料につ

お

いては、令和5年度実

け

績値と比較し0.14

る

ポイント減となったが

評

、おおむね目標を達成

価

した。

④介護保険料は

（

令和5年度実績値と比

部

較し0.36ポイント

長

増加し、目標を達成し

評

た。

（原因の分析）

①

価

特別区民税については

－

普通徴収は令和5年度

１

収納率と比較し0.2

次

9ポイント減となった

評

が、特別徴収は0.1

価

2ポイント増となった

）

。

普通徴収の収納率が

そ

伸び悩んだ要因として

の

、個人事業主が物価・

１

原材料高の影響により

1

、資金を住民税の納付

)

に充てられていない

こ

施

とが考えられる。

②国

策

民健康保険料について

の

は、保険料額の上昇お

達

よび物価高騰の影響か

成

ら自主納付が減少した

状

ため、現年分・滞納繰

況

越分それぞれ

の収納率

と

は減少した。

③後期高

そ

齢者医療保険料につい

の

ては、現年分は新規加

原

入者への口座勧奨、滞

因

納となった際も納付案

の

内センターや職員によ

分

る電話・

文書催告、訪

析

問等を実施したが、収

【

納率は令和5年度比で

成

減少した。

④介護保険

果

料については、滞納者

１

の初期対応を強化し、

～

65歳到達者や転入者

４

の滞納の未然防止に努

】

めることにより、長期

（

の滞納者

となる対象者

施

を減少させた。また、

策

長期滞納者については

の

ターゲットを絞り、重

達

点的対応を強化し、1

成

3か月以上の滞納者を

状

令和5

年度同月比57

況

人減と滞納金額の減少

）

に貢献した。

【成果・

①

活動５】

（施策の達成

特

状況）

移管件数は基本

別

計画に合わせて増加さ

区

せ、目標を達成したも

民

のの、方針決定割合に

税

ついては処理件数が追

に

い付かず、目標値を下

つ

回

った。（R6方針決

い

定割合）4公金：28

て

.2％　生活保護費返

は

還金：58.2％　保

、

育所費：58.3％

（

令

原因の分析）

4公金に

和

ついては移管案件の複

7

雑性や処理困難性から

年

、1件の処理に割く時

5

間が通常よりもかかっ

月

てしまうことが多い。

末

また、4公

金担当の休

現

職等があり、実質2名

在

体制で対応していたた

の

め、目標には至らなか

収

った。

2)達成状況と

納

原因分析を踏まえた今

率

後の方向性

【成果１～

は

４】

①特別区民税及び
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

課税事務 課税課3590 174,953 642,010 816,963 拡充 Ａ

納税事務 納税課3592 343,075 580,854 923,929 改善・変更 Ａ

介護保険料徴収事務 高・介護保険課4268 19,793 59,217 79,010 現状維持 Ａ

国民健康保険料徴収事務 国民健康保険課10499 719,470 139,982 859,452 改善・変更 Ａ

後期高齢者医療保険料徴収事務 高齢医療年金課21159 49,627 51,912 101,539 現状維持 Ａ

収納対策事務 特別収納対策課22577 17,535 51,303 68,838 拡充 Ａ

合計６事業 1,324,453 1,525,278 2,849,731

3)施施策の手段として位置付け
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施

コストの縮減を

　目指

策

す。
方　　　針

■　効

の

率的で無駄のない維持

概

管理コストの支出を実

要

現する手段として、公

柱

共施設の状況を一元的

立

かつ俯瞰的に分析・

　

て

保全する営繕所管事業

1

予算の適正執行に努め

1

るとともに、包括施設

【

管理委託の手法により

行

高い費用対効果や地域

財

経

　済への好循環が担

政

保できるかどうか、調

】

査・研究していく。

担

区

当 課 名 資産管理課（取

民

りまとめ）

電 話 番 号 0

の

3-3880-584

活

1 E-mail shi

躍

san@city.a

と

dachi.toky

ま

o.jp

　定期借地権

ち

により土地を賃貸し、

の

民設民営による保育所

活

や特養施設、障がい者

力

通所施設等の開設を進

を

めるなど、民

間活力と

支

の協働・協創を具現化

え

している。

協働・協創

る

の 取 組 み

【目標】11

行

 包摂的で安全かつ強

財

靭（レジリエント）で

政

持続可能な都市及び人

施

間居住を実現する。

【

策

ターゲット】11.7

群

 2030年までに、

名

女性、子ども、高齢者

1

及び障がい者を含め、

6

人々に安全で包摂的か

次

つ利用が容
ＳＤＧｓが

世

易な緑地や公共スペー

代

スへの普遍的アクセス

に

を提供する。
目指す目

つ

標
【関連する理由】公

な

有財産の活用と長寿命

げ

化の促進により、住み

る

続けられるまちづくり

健

を構築する。
（ターゲ

全

ッ
【評価】低・未利用

な

財産の有効活用を図る

財

とともに、公共施設の

政

バリアフリー化を進め

運

ることで、住み続けら

営

れるま
ト）との関

ちづ

を

くりの推進を図った。

行

連及び評価

指標（１）

う

については、利活用可

施

能な公有財産の増加及

策

び今後の見込みを踏ま

名

え、目標値を上方へ修

1

正。指標（２）

備　　

6

　考 については、令和

.

４年度末に「一般施設

3

の工事計画（別冊）」

公

を策定したことに伴い

有

、令和５年度以降の目

財

標値を新

たに設定。

産の活用と長寿命化の促進

■　公有財産は、公共目的での利活用を図ることを第一としながらも、区として利活用が図れないものについては、

　「区有地等利活用基本方針」に基づき公益性の高い事業者への貸付・売却を進め、さらなる財源確保に努める。

■　長寿命化については「足立区公共施設等総合管理計画」や「個別計画」、「足立区中期財政計画」との整合を図

施策の方向 　りながら推進し、長期的にみたコストの削減を目指す。

( 目 標 )

■　区として利活用が見込めない低・未利用の公有財産については、定期借地等による貸付や売却を進め、自主財源

　の確保に努めている。令和６年度は、小規模な低・未利用地５カ所を駐車場として暫定活用するため、一般競争入

　札を実施した。

■　行政財産の余裕部分についても、飲料等の自動販売機設置場所として競争入札により貸し付けるなど、安定的な
現　　　状

　歳入増への取組みを行っている。

■　施設や設備の劣化に応じた優先順位づけを行い、計画的に保全することで、限られた財源を効率的に執行し、安

　全・良好な施設環境を保持している。

■　適正配置の進展により生じる学校跡地等の大規模財産については、地域特性に配慮しつつ、市場性など財産が持

　つ価値を最大限生かした活用を迅速かつ効果的に図っていく必要がある。

■　公共施設の

足

維持更新に限られた財

立

源で的確に対応してい

区

くためには、効率的な

　

維持管理はもとより計

令

画的な長寿

　命化の促

和

進により、維持更新コ

７

ストの縮減を強力に推

年

し進めることが不可欠

度

である。

課　　　題

■

施

　低・未利用状態にあ

策

る財産の調査・分析を

評

進め、サウンディング

価

型市場調査等の手法を

調

適宜導入しながら財産

書

特

　性（立地・市場性

(

・希少性等）に応じた

令

最適な利活用案を検討

和

し、迅速な活用を実現

６

する。

■　「足立区公

年

共施設等総合管理計画

度

」や「個別計画」、「

事

足立区中期財政計画」

業

に基づき、施設の劣化

実

状況に応じ

　た計画的

施

な保全を着実に履行す

)

ることで、安全で快適

1

な施設環境を維持し、

 

長期的に見た維持管理
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% 118% -

指標名 【活動2-3】自動火災報知設備等更新計画の進捗状況

定義等 改修工事を実施した施設数の和を計画上の施設数で除した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 30 37 43 49 -
(5)

実　績　値 27 27 31 39 R6 49

達　成　率 90% 55% 73% 55% 72% 63% 80% 80% -

指標名

定義等
指

単　位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R6

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 4,664,646 3,434,169 6,619,080 5,728,532

人件費 602,420 585,435 629,638 732,057

総事業費 5,267,066 4,019,604 7,248,718 6,460,589

前年比(金額) △1,781,549 △1,247,462 3,229,114 △788,129

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】低・未利用の公有財産（土地・建物）の利活用目標の達成度

定義等 基本方針に示す利活用可能な公有財産のうち、活用方針及び活用開始時期を対外的に明確にした財産の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 25 41.4 41.9 47.2 -
(1)

実　績　値 25 37.9 41.9 55.6 R6 47.2

達　成　率 100% 53% 92% 80% 100% 89% 118% 118% -

指標名 【成果2】個別計画（第１期）の履行率

定義等 方向性が決定した施設数のうち、実際に工事等（設計含む）を行った施設数の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 50 65 15.8 18.4 -
(2)

実　績　値 50.57 62.07 15.8 18.4 R6 18.4

達　成　率 101% 275% 95% 337% 100% 86% 100% 100% -

指標名 【活動2-1】昇降機改修計画の進捗状況

定義等 改修工事を実施したエレベーター台数の和を計画上の設置台数で除した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 38 44 50 54 -
(3)

実　績　値 35 35 35 44 R6 54

達　成　率 92% 65% 80% 65% 70% 65% 81% 81% -

指標名 【活動2-2】高圧ケーブル更新計画の進捗状況

定義等 改修工事を実施した施設数の和を計画上の施設数で除した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 39 41 44 45 -
(4)

実　績　値 41 43 47 53 R6 45

達　成　率 105% 91% 105% 96% 107% 104% 118
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 【指標２】令和６年度は予定どおり本庁舎北館大規模改修工事に着手したことで、実績値は目標を達成した。

 【指標３】令和６年

4

度に実施予定であった

 

昇降機改修工事（２件

担

）を大規模改修工事の

当

計画に合わせて延期し

部

たことにより、実

績値

に

は令和６年度の目標値

お

を下回った。延期した

け

２件以外の工事は計画

る

通り実施した。

 【指

評

標４】計画どおり実施

価

し、さらに更新計画策

（

定後に不具合が生じた

部

施設の改修を前倒し実

長

施したため、実績値は

評

目標値を上

回った。

 

価

【指標５】業務量の調

－

整や設置機器の状況等

１

を勘案し、改修時期を

次

延期した（９件）ため

評

、実績値は目標値を下

価

回った。延期し

た９件

）

以外の工事は計画通り

そ

実施した。

2)達成状

の

況と原因分析を踏まえ

１

た今後の方向性

【指標

1

１】「区有地等利活用

)

基本方針」に基づく低

施

・未利用財産の調査・

策

分析を計画的に進め、

の

利活用を加速していく

達

。適正配置

の進展に伴

成

う学校跡地や長期間未

状

利用状態の財産につい

況

て、引き続き利活用方

と

針の検討を進めていく

そ

。

【指標２】「足立区

の

公共施設等総合管理計

原

画」や「足立区一般施

因

設のマネジメント計画

の

」、「足立区中期財政

分

計画」に基づき、施

設

析

の劣化状況に応じた計

 

画的な保全を着実に履

【

行することで、安全で

指

快適な施設環境を維持

標

し、長期的な視点で維

１

持管理コストの

縮減を

】

目指す。

【指標３】昇

旧

降機改修工事は計画ど

入

おり発注しているが、

谷

配置技術者不足による

南

不調となることが多い

小

ため、今後、発注時期

学

や発

注方法を見直して

校

いく。

【指標４】高圧

な

ケーブルの劣化による

ど

停電事故防止のため、

の

今後も予防保全として

利

更新を進める。また、

活

更新にあたり高圧受電

用

設

備から低圧受電設備

が

への変更が可能な施設

実

については、切替えを

現

推進することで高圧受

し

電設備の不具合に伴う

た

停電事故等の解消を

図

た

っていく。

【指標５】

め

自動火災報知設備は施

、

設利用者の安全確保の

実

ために重要な設備であ

績

るため、大規模改修工

値

事等との兼合いから改

は

修年次

を変更せざるを

目

得ない際は、設置年次

標

が古く保守物品の供給

を

停止等により故障対応

大

が不可能となる事態が

幅

生じることがないよう

に

十

分留意し、安全・安

上

心な施設環境の維持を

回

図っていく。

った。
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

  

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

区有財産管理事務 資産管理課3544 30,819 74,552 105,371 現状維持 Ａ

区有財産取得・活用事務 資産管理課3545 50,391 62,499 112,890 現状維持 Ａ

元利償還相当額等貸付金 資産管理課3547 0 22,383 22,383 現状維持 Ａ

本庁舎改修事務 庁舎管理課3552 1,369,767 72,504 1,442,271 現状維持 Ａ

庁舎管理事務 庁舎管理課3553 1,001,898 133,347 1,135,245 現状維持 Ａ

庁舎維持補修事務 庁舎管理課3554 64,839 66,061 130,900 現状維持 Ｂ

施設保全事務 中部地区建設課5169 17,037 34,436 51,473 現状維持 Ａ

施設営繕事業 中部地区建設課19155 3,139,724 206,012 3,345,736 現状維持 Ａ

施設営繕一般管理事務 中部地区建設課19341 54,057 60,263 114,320 現状維持 Ａ

合計９事業 5,728,532 732,057 6,460,589

3)施施策の手段として位置付け
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